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１．はじめに

本工事は、ダム湖及び国道と林道に面した急峻
かつ狭隘な地形に、橋長８３．０m鋼重３１８．６t の鋼下
路式トラスドランガー桁橋を新設する工事である。
本稿では、ケーブルエレクション架設工事に関
し、その特徴や工夫した点について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：一般国道１６９号（土場バイパス）

道路改良（橋梁上部工）工事
�２ 発 注 者：三重県熊野建設事務所
�３ 工事場所：三重県熊野市神川町土場地内
�４ 工 期：平成２７年１２月７日～

平成２９年２月２３日

２．現場における問題点

ケーブルエレクション直吊工法における計画の
重要なポイントは仮設計画である。本工事では、
アンカー設備・鉄塔設備の計画に問題があった。
①A２鉄塔後方索は、図―２・図―３のとおり一般
国道１６９号に近接し荷取りヤードの確保を考慮し
て配置されたため、水平方向との角度が６０°と急
勾配な計画であった。この角度では各設備への載
荷荷重が大きくなるため、設備の配置を修正して
角度を小さくする必要があった。
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ケーブルエレクション直吊工法の安全施工

１
施工計画

図―１ 架設完了

図―２ 架設計画図

図―３ A２側鉄塔・アンカー設備配置
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②アンカー設備は、A１・A２とも各２基のコンク
リート支圧板・定着梁をグラウンドアンカー（４
本／基）にて固定する計画であった。特にA１側
アンカー定着部は、図―４のとおり堆積土であり
地盤の種類が明確でない事から設計条件を確認す
る必要があった。
③A２（L側）鉄塔基礎は、図―５のとおり既設の
法面と干渉していたが、法面の安定勾配を確保す
るため掘削ができなかった。
④品質確保と安全管理のために、効率的な日常管
理手法を確立する必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

①A２アンカー設備は、図―３のとおり一般国道
１６９号に近接しており位置を変更することが不可
能であった。よって、A１・A２鉄塔高さおよびA
２鉄塔位置を表―１のとおり修正した。
角度修正により鉄塔・定着梁・グラウンドアン
カーに作用する力を表―３の通り修正した。なお、

鉄塔頂部におけるケーブル定着方法は、図―６の
とおり乗越し型とした。
また、図―７のとおり組合せバックステー（A１：

１―２８φ＜６＊２４＞・A２：２―５０φ＜７＊１９＞）を設置して
鉄塔の変位を抑えた。
なお、鉄塔変位量は最大でA１：２３mm、A２：

１０３mmであった。
ここで、当初計画を見直したことで確認すべき
事項があった。

図―４ 地盤状況

図―５ 既設法面

表―１ 鉄塔高さ・位置

表―２ 後方索の角度

表―３ 作用力（単位：KN）

図―６ 鉄塔頂部
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まず、左右両岸の鉄塔高低差が当初より＋４．６
mと大きくなったためケーブルクレーンへの影
響が無いか確認した。ロープ角度より走行索の張
力を算出し安全率４を満足するロープを選定した。
次に、荷取りヤードが１０ｍと設計より５．５m短く
なったため、両端部の架設ブロックの地組立用に、
A２下部工に図―８のとおり荷受ベントを設置する
ことでヤードを確保した。

図―８ 荷受ベント

②地盤の種類を明確にするためグラウンドアン
カー掘削角度と同じ角度で現地ボーリング調査を
実施し図―９・図―１０の結果を得た。
アンカー定着部における地盤の種類は、設計と
異なる風化岩・軟岩である事が判明したためグラ
ウンドアンカー設計張力（表―３）に基づき修正

設計を行った。使用アンカーは、設計張力が許容
引張力を満足していたため変更の必要はなかった。
しかし、アンカー定着長は地盤の種類より定める
周面摩擦抵抗の影響を受けるため変更した。なお、
アンカー定着長は La=Td２／（π＊da＊τ）にて算出
した。
Td２：アンカー体設計張力（設計アンカー張力

＊安全率）
da：テンドン削孔径 τ：周面摩擦抵抗
なお、周面摩擦抵抗は地盤の種類により表―４

（グラウンドアンカー設計・施工基準より）となる。
修正設計により、アンカー体長を変更し適切なグ
ラウンドアンカーを選定した。また、定着具の固
定方法は緊張力が地震等で低減する事のない、く
さび式からナット式に変更した。更に、アンカー
緊張力の変動を目視にて確認できる「見えるアン
カー」（図―１１）を取り付け日常管理を実施した。

図―７ 組合せバックステー 図―９ A―１側ボーリング結果

図―１０ A―２側ボーリング結果
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なお、定着時緊張力は許容アンカー力を超えない
値とし設計アンカー張力の１１０％とした。これに
よりアンカーの変位は全くなかった。
③既設法面を掘削する事が出来なかったため図―
１２のとおり左右の鉄塔基礎に３mの高低差を付
けた。ただし、鉄塔の橋軸方向回転時に、ねじり
が発生することの無いよう調整架台を設けて回転
軸を揃えた。
なお、L側鉄塔基礎は直接基礎の安定計算より
構造を決定した。
アンカー設備・鉄塔設備・直吊設備の変位量は
TSによりデジタル管理した。また、直吊主索の
後方索張力は、図―１３のとおり３本中１本の主索
にロードセルを配置して管理した。なお、最大張
力は２７４KNであり設計値以内であった。

４．おわりに

冒頭で述べたとおりケーブルエレクション架設
工法における計画の重要なポイントは仮設計画で
ある。今回の工事では、入念な事前準備によりア
ンカー設備・鉄塔設備に不具合は発生しなかった。
また、有限変位骨組解析よる解析結果により鉄
塔変位・受桁変位・アンカー反力等を算出し日常
管理を実施することで確実で安全な施工管理が実
施出来た。
最後に、熊野建設事務所の関係各位に適切な助
言、協力を頂きました。ここに深く感謝の意を表
します。

表―４ 摩擦抵抗

図―１１ 見えるアンカー

図―１２ 鉄塔基礎

図―１３ ロードセル
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１．はじめに

長野県小谷村梨平地区は、白馬村との境に位置
し、過去の地すべりによって生じた緩傾斜地が広
く存在している事から、平成９年７月２２日の建設
省告示で地すべり防止区域に指定された地域であ
る。
本工事は、平成２６年１１月２２日に発生した長野県
神城断層地震に伴う、災害復旧関連の工事である。
梨平地区では、村道の陥没や擁壁の転倒等の被害
に見舞われ、本工事では、村道下の斜面において、
地すべり対策工事を実施した。前年度工事にて当
該地すべりブロックの内、約半分を完了しており、
残りを今回の工事にて完了させる計画であった。

工事概要
�１ 工 事 名：平成２７年度 地すべり対策工事
�２ 発 注 者：長野県姫川砂防事務所
�３ 工事場所：長野県北安曇郡小谷村梨平
�４ 工 期：平成２８年２月１６日～

平成２８年１０月１２日
�５ 主な工事内容：土工 掘削土量 １，２００ｍ３

補強盛土工 ２１５ｍ２

アンカー工 ２０本
ざぶとん枠 ２０基

長野県土木施工管理技士会
北陽建設株式会社
現場代理人

栗 林 拓 司

第三者への影響を考慮した、軟弱地盤部への
補強盛土施工の取り組み

２
施工計画

図―１ 着手前（点線内、村道復旧工事）

図―２ 当初平面図（点線内 施工範囲）
（実線 村道）
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２．現場における問題点

前年度工事開始前に、設計照査と、アンカー基
本試験によりアンカー体部の周面摩擦抵抗を確認
した。それに併せて、アンカー体を利用した平板
載荷試験を行い、地耐力の確認をした。
その結果、以下の表の様になり、地耐力が不足
する事に伴う以下の問題が挙げられた（表―１）。

表―１ 当初設計諸条件及び試験結果

①アンカー受圧板設置地盤の地耐力不足
平板載荷試験を行った結果、上記のとおり大幅
に地耐力（支持力）が不足する値となった。アン
カー受圧版の設置時に、設計アンカー力を導入し
た場合、地盤が沈下する可能性があり、地耐力の
確保が課題となった。
②村道に影響する掘削
軟弱地盤の掘削ライン（図―３）の一部が斜面
上部の村道まで掛かってしまう。この村道は、梨
平集落にとって唯一の生活道路のため長期の通行
止めは避けなくてはならなかった。
また、この村道自体も別途発注工事にて災害復
旧として先に道路が構築されており、こちらへも
掘削の影響を考慮しなくてはならなかった。

３．工夫・改善点と適用結果

試験結果（表―１）に基づき、アンカー仕様を
（表―２）の内容に変更し、この設計諸条件を満
足し村道への影響を考慮した変更提案を行った。

表―２ 設計諸条件の変更内容

①アンカー受圧版設置地盤の段階的地耐力の確認
１）段階的な地耐力確認による掘削範囲の管理
掘削に伴う村道への影響を最小限に抑えるため
に、掘削の進捗段階に合わせて簡易貫入試験（図
―４）を実施して地耐力の確認を行った。設計地
耐力１００N/m２を確認してから掘削を進めていく事
で、余分な掘削をする事なく、村道への影響を抑
え、補強盛土（ジオテキスタイル）の置き換えに
より堅固な地盤を構築するようにした。
また、掘削を進めていく中で、地盤を脆弱化さ
せる湧水が複数箇所あった。そこで、法面排水工
及び、暗渠排水工を施し、補強盛土内に溜水しな
いように対策した。

図―３ 当初横断図（点線内は影響範囲） 図―４ 簡易貫入試験結果
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２）補強盛土工完了後の地耐力確認
掘削後のアンカー受圧版設置地盤には、新たに
補強盛土工（ジオテキスタイル、盛土材：再生ク
ラッシャーラン RC―４０）を構築した。
補強盛土後の地耐力の確認方法としては、大型
重機を反力にして行うのが容易な方法である。し
かし、本施工箇所は狭小なため大型重機等の搬入
ができず、スウェーデン式サウンディング試験（図
―５、６）にて地耐力を確認する事とし、良好な
結果を得る事ができた。

②村道に影響のない設計変更の提案
１）アンカー受圧版の設置変更及び解析
前年度工事にて、地耐力不足によりアンカーの
配列が横１段から上下２段に変更された。そこで、
本工事では村道に影響するアンカーの一部を、配
置変更するよう提案した。それに併せて安定解析
を行った結果、配置変更後も、必要抑止力が確保
することができたことから、変更案が採用された。
（図―７）

3  

( ) ( ) 

図―７ アンカー配置変更（点線内 村道影響部）

２） 補強盛土工構造変更
アンカーの配列を変更することにより補強盛土
工の構造計算を見直すと、補強盛土工の直高を５．２
mから５．８mに変更する必要があった。更に控え
長も２．８mから３．１mへ０．３m長くする必要があっ
た（図―８）。そこで、前述したとおり、仕上がり
面を前面に出すことで、掘削に伴う村道への影響
を解消した。

2.8 3.1  
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図―８ 控え長変更

３）植生土のう中詰め材の検討
ジオテキスタイルの表面側には、植生土のうが
計画されていた。ただし、中詰め材には、当初設
計から考慮されておらず、一般的には、現場発生

図―５ スウェーデン式サウンディング試験結果表

図―６ スウェーデン式サウンディング試験状況
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土を使用する。しかし、今回は軟弱地盤の土砂を
混入すると、アンカー受圧版の設置時に変荷重に
より押しつぶされる等、所定のアンカー力が導入
されない恐れがあった。そこで、盛土材と同様の
再生クラッシャーラン（RC―４０）に変更すること
にした。
このことにより、盛土材の敷均し・転圧作業と、
植生土のう中詰め作業が同時にでき、工期短縮と、
コスト削減に繋がった。

４．おわりに

以上の計画、対策を立て実施したことにより、
補強盛土の強度は堅固になり、アンカー工のプレ
ストレス作用により、所定の地すべり抑止効果を
確保できた。
長野県神城断層地震は１１月下旬に発生し、その
後の積雪により、被災状況の不明確な中での災害
関連の工事発注でした。そのため、翌春の融雪時
に新たな被害状況が見つかるなど、当初計画を大
幅に見直す必要があり、工事着手が大幅にずれ込
み、工期末期には非常に慌しい現場でありました。
最後になりますが、当初より工期内での工事完
了が懸念されたにも拘らず、迅速に対応してくだ
さった長野県姫川砂防事務所の方々また、工事に
ご理解、ご協力してくださった、地元の皆様に厚
く御礼申し上げ、結びとさせていただきます。

図―９ 土のう作成器

図―１０ 補強盛土工完了

図―１１ 竣工
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１．はじめに

「吉野川大橋」は、国道１１号一級河川吉野川上
に位置し（図―１）、１日の交通量が８万台を超え
る徳島市内への玄関口となる重要な橋梁である。
本橋（下り）は架設後４４年が経過し、劣化や老朽
化が進行しており、平成２３年度定期点検により発
見された鋼床版箱桁内の疲労き裂の補修工事が順
次進められている。
本文はそれらの内、鋼床版（デッキプレート）
と垂直補剛材溶接部に発見された疲労き裂（図―
２）の補修事例を報告するものである。
工事概要
�１ 工 事 名：平成２７―２９年度吉野川大橋橋梁補

修（その１）工事
�２ 発 注 者：四国地方整備局

徳島河川国道事務所
�３ 工事場所：徳島県徳島市東吉野町２丁目地先
�４ 工 期：平成２７年１０月１０日～

平成２９年１２月２０日

２．鋼床版と垂直補剛材溶接部の疲労き裂

鋼床版と垂直補剛材溶接部のき裂発生原因は、
既往の研究成果により車両通行に伴う鋼床版のた
わみ変形を垂直補剛材の先端で拘束することで生
じる応力集中（鋼床版の板曲げ：図―３）である
事が明らかになっており、損傷部周辺の応力集中
を補修前の５０％程度となる様な半円切欠きを施す
補修方法が選定されている（図―４）。

図―３ 疲労き裂の発生原因

図―４ 既往の研究事例（FEM解析結果）

３．現場における問題点

�１ 吉野川大橋（下り）のＵリブが現在標準的に
使用されているものと比較して断面が小さい上に、
支持間隔（ブラケット・横桁間隔）も大きく、鋼
床版のたわみ変形が大きい事が予想されるため、

日本橋梁建設土木施工管理技士会
川田工業株式会社
現場代理人・監理技術者

濱 田 哲 郎○

工事担当者

岩 田 祥 史

吉野川大橋（下り）補修工事の施工

３
施工計画

図―１ 吉野川大橋（下り線） 図―２ き裂写真
（垂直補剛材部）
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既往の研究結果で設定されている半円切欠き半径
をそのまま適用した場合、所定の補修効果が得ら
れない恐れがあった（表―１）。
�２ 箱桁（箱桁断面：幅６．０m×桁高３．０m，支間
長：７１m）には換気用孔が無く、作業用マンホー
ルも橋脚部にしか無い上に、供用中の電力送電設
備（四国電力）も添架されている為、箱桁内の作
業環境を配慮し、火気の使用（ガス切断等）を極
力避ける必要があった。
�３ 半円部の仕上がり形状が、応力伝達に直接影
響を及ぼす事となる為、品質的に非常に重要であ
る。しかしながらデッキプレート付近の狭隘な箇
所におけるガス切断（仕上げ作業含む）は、作業
員の技能に左右され、仕上がり形状がバラつく可
能性があった（図―５）。

４．工夫・改善点と適用結果

�１―１ FEM解析の実施
既往の研究事例と断面形状が異なる為、横リブ

２パネル分（２，９６０mm×２）を取り出した部分
モデル（既往の研究事例と同じパネル分）でFEM
解析を実施し、垂直補剛材の半円切欠き形状を決
定する事とした（図―６）。
FEM解析を実施するパラメータについては、
現場を考慮し、き裂切削幅（ｇ）と切欠き半径（Ｒ）
及び切欠き深さ（Ｌ）とした。
また次項に示すスリット切欠きを検証する為、
FEM解析モデルに反映する事とした（図―７）。

�１―２ FEM解析結果（図―８・表―２）
①スリット切欠きによって応力集中箇所が、き裂
発生箇所である垂直補剛材先端部からスリット孔
周辺に移行しており、着目部の応力は補修前の
２２％程度（＝１４００N/mm２→２９９N/mm２）まで低減
できる事がわかった。

表―１ Ｕリブ形状比較表

図―５ 垂直補剛材周辺の構造図

図―６ 解析モデル図

図―７ 解析パラメータ
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②スリット切欠きによってスカラップ部の応力が
増加する（＝５１N/mm２→２５５N/mm２）が、増加量
は補修前の垂直補剛材先端部応力と比較して小さ
く（＝２５５N/mm２＜１４００N/mm２）、溶接止端仕上
げ処置を行う事で対応する事とした。
③スリット切欠きは半円切欠きと比較して、スリ
ット孔部応力やスカラップ部応力が大きいものの、
垂直補剛材先端部の応力低減効果が高くなる事が
分かった。（＝２９９N/mm２＜５３２N/mm２）
従って、スリット切欠きの方が半円切欠きより
も補修効果が高い為、スリット切欠き施工を採用
する事とした。

図―８ FEM解析結果

�２ 磁気応用孔明機（アトラー）の採用
半円切欠きは半径Ｒ＝８０mm程度となる為、施
工する場合は、ガス切断（加工）が一般的である
が、切欠き半径を磁気応用孔明機（アトラー）の
孔明可能な大きさ（φ４０）に変更する事で、火気
の使用（ガス切断）を回避する事ができた。
また、スリット切欠きの施工では、アトラーに

よる削孔を複数回横にずらして行う事により、半
円部から垂直補剛材端までの直線部の切断作業に
掛かる作業員の負担（ガス切断やセーバーソー等
複数の工具を作業箇所毎に持ち歩く事）を軽減し、
効率よく施工できる様に工夫した（図―９）。
�３ アトラーによる削孔をする事により、削孔面
が半円部の出来形となる為、作業員の技能に左右
される事が無くなった。また、切削刃を定期的に
交換する事により、破面形状が美しく、同一形状
の切欠き半径に加工する事ができた。結果、均一
で高い品質を有する切欠き半径を確保する事がで
きた。（計画通りに応力伝達させる事が実現でき
た。）

５．垂直補剛材部の補修施工

垂直補剛材部の補修施工は、①損傷箇所の塗膜
除去、②磁粉探傷試験（事前）によるき裂の有無、
進展位置、き裂長の記録（写真撮影）、③き裂切
削除去の順序で行った。なお、き裂のデッキプレー
トへの進展有無を確認する為、溶接金属（垂直補
剛材母材含む）のみを切削し、デッキ面を露出さ
せて磁粉探傷試験（事後）を実施した。デッキプ
レートにき裂が進展している場合は、デッキの板
厚方向への追加切削、若しくはストップホール処
置後、当て板補修を行う事とした。
④き裂切削量に応じて、スリット切欠き深さを
定め、スリット切欠き施工を実施した。アトラー
削孔後、グラインダー処理によりスリット部の仕

表―２ 発生応力一覧表

図―９ スリット切欠き施工方法
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上げを慎重に行い、補修施工を完了とした。
またＦＥＭ解析より、き裂先端部及びスカラッ
プ部の応力が高くなる為、き裂の切削除去後に溶
接止端部仕上げを行い、疲労強度を高め、新たな
疲労き裂が発生しない様に工夫した（図―１０）。

６．応力計測

鋼床版に進展したき裂の対処方法として、鋼床
版の板厚方向に追加切削によるき裂除去を実施し
たが、当て板補修等の応急対策の必要性を確認す
る為に、応力計測（７２時間連続計測）を実施した。
応力計測箇所は、補修前箇所と板厚方向の切削
深さが最大な箇所とし、①②スカラップ部、③デ
ッキ切削部、④垂直補剛材部、⑤スリット部の位
置の発生応力を計測した（図―１１）。応力計測の結
果（表―３）、垂直補剛材先端部の応力は、２４％程

度（＝３０２．８N/mm２→７０．０N/mm２）まで低減して
いる事が確認できた。
また、補修後の疲労耐久性は補修前の約１０倍（＝

３．３２７E―０３／３．９３０E―０４）であり、鋼床版切削部の
疲労耐久性は補修前の約１．２倍（＝３．５１９E―０５／
２．８２７E―０５）であった。
従って鋼床版切削箇所への応急処置としての当
て板設置は不要と判断できる。
ＦＥＭ解析結果と応力計測結果を比較すると、
ほぼＦＥＭ解析結果通りの結果を得る事ができた
（表―４）。これらはスリット切欠き施工の形状が
精確に施工した結果であり、本補修方法が妥当で
ある事が確認できた。

７．おわりに

本工事は、標準的な鋼床版と異なるＵリブ形状
であったが、鋼床版と垂直補剛材溶接部に発生し
た疲労き裂に対して半円切欠き（スリット切欠
き）補修が有効である事が確認できた。
今後の鋼床版の疲労き裂補修工事に対して一つ
の参考資料となれば幸いです。
最後に、四国地方整備局、徳島河川国道事務所、
徳島国道出張所の関係各位に適切な助言、協力を
頂きました。ここに深く感謝の意を表します。

図―１０ 補修完了写真

図―１１ 応力計測ゲージ位置図

表―３ 応力計測結果

表―４ FEM解析結果との比較表

－１２－



１．はじめに

本工事は深川 JCTを起点として留萌市に至る
深川留萌自動車道の終点側に位置する橋長３３９m
の橋梁である。形式は交差する国道２３３号、一級
河川留萌川、JR留萌本線との位置的制約から最
大支間９４mを有するA１―P３を細幅箱桁、支間が
短い P３―A２を少数鈑桁とした６径間連続合成桁
の混合橋で、床版には鋼コンクリート合成床版が
採用された。架設は河川上をトラベラクレーン張
出し架設、国道上は夜間通行止めによる３００t 吊
クローラクレーンを用いた一括架設、その他は２００
t 吊クローラクレーンによるクレーンベント架設
を採用した。
本橋梁ではトラベラクレーン張り出し工法のた
め、架設ステップを考慮した解析を行い、解析結
果との整合性（X、Y、Zの値）を確認しながら架
設を行った。本稿では、本工事において実施した
内容について記す。

工事概要
�１ 工 事 名：深川留萌自動車道留萌市留萌大橋

上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省北海道開発局 留萌開

発建設部
�３ 工事場所：北海道 留萌市
�４ 工 期：平成２６年１１月１日～

平成２８年１０月３１日（全体）
平成２７年７月１日～
平成２８年１０月３１日（現地）

�５ 橋梁形式：６径間連続鋼箱桁鋼鈑桁橋（混合
橋）

�６ 橋 長：３３９．０m
�７ 支間長：４６m＋９４m＋５５m＋５５m＋５８m＋２９m
�８ 総重量：１０８９t

２．現場における課題・問題点

P１―P２間の右岸側の架設は，架橋位置が堀込河
道で桁下までの進入路が確保できないため、トラ
ベラクレーンを用いた張出し架設（最大張り出し
長３１．４m）を採用した。
張出し架設時の課題と対策を以下に記す。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
エム・エム ブリッジ株式会社
建設部 工事１グループ

村 田 昭 好○

プロジェクト室 技術グループ 主席

佐々木 竜 治
建設部 工事２グループ 主任

小 泉 辰 生

トラベラクレーン張出し架設の架設管理（留萌大橋）

４
施工計画

図―１ 完成写真
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①桁の転倒対策
張出し架設における桁の転倒防止のため、P２―
P４間の桁を先行架設しアンカースパンとした。
しかしながら架設ステップ解析の結果、桁張り出
し時においてトラベラクレーンが旋回（９０°）し
た際、アンカースパンの重量だけでは安全率１．２
を確保するには約２０t 足りなかった。そのため、
アンカースパン架設時に設置したB４ベントを１０t
チェーンブロック４台で桁と固定し、カウンター
ウェイトとすることで安全率を確保した。

 

   

図―２ 架設計画図

②主桁の形状管理
トラベラ張出し架設を行う上で、架設時の形状
管理方法が問題として挙げられた。そのため、張
出し架設時の主桁の形状管理は、計画段階におい
て、架設時の構造系、実鋼重、剛度、仮設備の位
置とその重量を考慮したステップ解析を行った。
また、本橋は橋長が長いため（橋長３３９m）、日照
による桁の温度伸縮を考慮した橋体温度影響解析
を行い、架設時の形状管理値を算出した。架設段
階では、各々の架設ステップにおいてウェブの上
下で桁温を計測し、温度補正した管理値と桁の計
測キャンバー値を比較しながら架設した。また、
張出し架設時の架設誤差を累積させないため、ス
テップ毎に最終形状を予測し誤差の調整量を算出
し、自動追尾型トータルステーションを使用した

３次元架設精度予測管理システムを用いた。その
結果、最大支間長９４mの長大スパンであったが、
規格値の５０％以内（±３６mm以内）での管理を行
うことができた。
③ P１―P２間の桁の閉合方法
閉合ブロック架設時はワーキングスペースの確
保が問題となる。そのため、閉合作業を行う前に、
まず起点側の桁のセットバックを行った。セット
バック量は閉合時の気温を考慮し、５０mmセット
バックした。また、桁の閉合直前において、張出
し桁長は P１、P２側とも３１．４mにおよび、その際
の張出し先端部のたわみは P１側で７７mm、P２側
で１４３mmとなる。閉合時の桁仕口形状の解析の
結果、閉合桁を無応力で連結（モーメント連結）
させるためには、張出し桁の P１橋脚で２０１mm、
B３ベントで２０５mmのジャッキアップを行う必要
があった。また、張出し架設時の最大桁反力は１
主桁あたり１９７８KN作用することから、ジャッキ
アップ設備として２００t 鉛直ジャッキを各々の支
点に１主桁あたり２台ずつ設置した。
ジャッキアップ時の反力を最小にするため、両
継手上にセッティングビームで仮受け状態とし、
トラベラクレーンをB３ベント上まで後退後に、
設計量のジャッキアップを行った。
接合作業は、落とし込み桁に仕口調整装置（引
込みジャッキ＋押しジャッキ）を設置し、閉合時
の仕口のねじれ誤差等を調整した。調整方法は連

図―３ 自動追尾型 TSによる計測
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結部の上フランジ側では押しジャッキ・下フラン
ジ側では引込みジャッキを設置し、仕口の誤差を
解消した。下記に閉合のステップを記載する。

図―４ 閉合時計画図

①A１～J１０主桁をA１側に５０mmセットバック
②閉合ブロック J１０～J１１主桁架設（セッティン
グビームで仮受けする）
③トラベラクレーンをB３ベントまで移動
④ P１橋脚（２０１mm）、B３ベント（２０５mm）でそ
れぞれジャッキアップ
⑤A１～J１０主桁を J１０側にセットフォア
⑥ J１０、J１１継手部仕口調整、高力ボルト本締め

図―５ 仕口調整装置

⑦ P１橋脚（２０１mm）、B３ベント（２０５mm）でそ
れぞれジャッキダウン
⑧完了

３．工夫・改善点と適用結果

＜国道上架設時の工夫＞
A１―P１間で交差する国道２３３号には迂回路が無

く、桁架設時は長時間の通行止めを行うことがで
きないため、主桁架設作業は３ブロックを地組し
た状態でセッティングビームを設置し、３００t 吊
クローラクレーンを用いた一括架設とした。

図―６ セッティングビーム搭載

＜取り組みの実施結果＞
上記の工夫を行った結果、通常一夜間中通行止
め規制を行って作業をする所、３０分以下の夜間一
時通行止め規制を６回で予定通り施工することが
でき、一般通行車両への交通障害を排除できた。

図―７ 国道上夜間架設状況

＜落成検査の工夫＞
トラベラクレーン（吊能力６５０t・m）を使用す
るにあたり、落成検査を行った。
検査内容は、外観・寸法確認をした後に、荷重
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試験・安定度試験として、吊能力１００％（３５t×１８．５
m）でのリミッター作動確認、１２５％（４３．７５t×
１８．５m）での巻上げ・巻下げ・全旋回による動作
確認と１２７％（４４．４５t×１８．５m）での安定確認（旋
回９０°で地切り）を行い、クレーン性能と安全性
を検証した。
その際、試験荷重の重量確認は、無線式の荷重
計（計量５０t 用）を使用することで、荷重確認を
地上で視覚的に分かりやすく行った。

図―８ 荷重計（ダイナホール）

４．おわりに

トラベラクレーン張出し架設において、本工事
では「架設ステップ解析」「３次元架設精度予測
管理システム」を取り入れた。
今回の報告が同種工事に寄与し、品質向上に繋
がることとなれば幸いである。
最後に、本工事の施工において御協力頂きまし
た関係者の皆様方に感謝の意を表します。
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１．はじめに

圏央道は、都心から半径およそ４０～６０㎞の位置
に計画された延長３００㎞の高規格幹線道路である。
圏央道は横浜、厚木、八王子、川越、つくば、成
田、木更津などの都市を連絡し、東京湾アクアラ
イン、東京外かく環状道路などと一体になって首
都圏の広域的な幹線道路網を成形する首都圏３環
状道路の、いちばん外側に位置する環状道路であ
る。
高須賀第２高架橋は常総 IC～つくば中央 IC間
のつくば市を通る６径間連続少数鈑桁橋であり、
緩やかな平面曲線（Ｒ＝１５００）を有している。本
稿では、曲線桁の出来形精度向上の工夫と軟弱地

盤対策の工夫について述べる。
工事概要
�１ 工 事 名：圏央道高須賀第２高架橋上部その

１工事
�２ 工事場所：茨城県つくば市高須賀
�３ 発 注 者：国土交通省 関東地方整備局
�４ 工 期：平成２６年９月１８日～

平成２７年１２月２日
�５ 施工範囲：鋼橋製作・架設・合成床版工
橋 長：２４８．０m
支 間 長：３５．１＋４＠３４．０＋３５．３５m
有効幅員：１０．３１m

図―１に本線の一般図を示す。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
瀧上工業株式会社
現場代理人

加 藤 順 一○

監理技術者

福 岡 直 人
担当技術者

柿 木 建 二

鋼２主鈑桁橋の出来形精度向上の工夫と軟弱地盤対策

５
施工計画

図―１ 一般図
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２．現場における課題

２―１．架設時の出来形精度向上
本橋のような曲線を有する２主鈑桁橋では剛性
の低い横桁のみで各主桁が連結されており、ねじ
れやすい特性がある。この特性を考慮した出来形
精度向上対策が課題であった。
２―２．軟弱地盤対策
本橋は高須賀地区の田園部に位置し、現地盤は
腐植土を含む軟弱地盤であり、下部工事で必要な
範囲は地盤改良が行われていたが、上部工事で使
用する大型クレーンの範囲までは未施工であった。
このため軟弱地盤対策が課題であった。

３．課題に対する対応策と適用結果

前述の課題に対して以下の対策を実施した。
３―１．架設時の出来形精度向上
３―１―１．地組時における対策
地組時における出来形精度向上対策として下記
項目の対策を行い、桁の鉛直度、通り、そり、主
桁間隔について管理を行うこととした。
①地組に使用する架台に基準梁を設置
②鈑桁を箱組して高力ボルトを締付け
③仮設二次部材を設置
まず形状保持架台（図―２）上に主桁を地組し、
桁の通りは基準梁からの離れを格点において微調
整を行い、同時にキャンバーは油圧ジャッキを用
いて調整した。桁の通り・そり・鉛直度について
形状確認を行った後、高力ボルトの締付けを行っ
た。

地組時の形状管理が終了した後、あらかじめ仮
組時に設置した仮設二次部材（対傾構、横構）を
同じように現場でも取付け、形状を保持し剛性を
高める対策を行った。
また架設時の吊上げ時には玉掛ワイヤーロープ
の絞込が懸念されたため、形状が変形し、ワイヤー
による水平力が桁に伝達されないよう吊天秤を使
用し直吊りが出来る方法を採用した（図―３）。架
台からの地切時には形状保持装置との接触が懸念
されたため、監視者を各所に配置し慎重な作業を
行った。
３―１―２．桁架設時における対策
架設時における出来形精度向上対策では、キャ
ンバー調整が可能となるよう架設ブロック全ての
連結部にベントを設置した。また架設するブロッ
クの連結部を跨ぐ箇所には上下に仮設横構を取り
付け平面形状の精度を向上させるとともに、主桁
間隔の微調整ができるように間隔調整装置を設置
した。さらに、各ベント上および各橋脚上には、
平面形状を確実に固定するため、橋軸直角方向に
固定装置を設置した。
架設時のキャンバー管理では、工場での仮組時
の形状を精度良く再現出来るようパイロットホー
ルを設定し連結した。架設途中のキャンバー計測
には桁変位自動計測システム「３Ｄブリッジ」を
使用し、架設ステップ毎に計測を行い管理した。
３Ｄブリッジはトータルステーションを利用し
た自動計測システムであり、架設地点近傍に基準図―２ 地組形状保持架台

図―３ 地組立状況
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点を２点設置しその基準点を基に、測点のターゲ
ットを自動計測しキャンバーを自動記録する。そ
のため、測点間の視準角度が浅いと測定誤差が大
きくなる傾向が見られたため、架設途中の状況を
計測するために使用し、最終確認では通常のレベ
ルで測定した。
測定結果は、架設完了時の多点支持状態では計
画値に対して最大―５㎜であったが、支点支持状
態では―１１㎜となった。規格値の±４７㎜と比較し
良好な結果が得られたと考えられる。
平面出来形精度の向上対策では、温度変化によ
る移動を拘束するため各橋脚上の橋軸方向に拘束
冶具を配置する対策も同時に行った。さらに夏季
施工であることから遮熱ネット（図―４）で桁全
体を覆い直射日光による温度変化の影響を低減す
る対策を行った。
計測の結果、図―５に示すように上フランジと
下フランジとの温度差は６℃程度に抑えられ、支
承の変位も見られず、安定にモルタル施工を実施
することが出来た。

３―１―３．床版架設時における対策
合成床版パネル架設時の精度向上対策として、
工場仮組時に合成床版パネルも仮設置し、平面配
置の確認をした（図―６）。
このとき主桁上フランジ上にパネル割付線、支
点間における直線基準線と、対角線をパネル上に
位置出しをしておき、現場ではその基準線を基に
トランシットで位置調整を行い設置の目安とした。
横ずれに対する微調整はスライドジャッキを使
用しフランジスポンジシールが損傷しないよう配
慮した。これにより緩やかな曲線を再現でき良好
な出来栄えとなった。

図―６ 仮組立状況

３―２．軟弱地盤対策
軟弱地盤対策として、下記手順により地盤改良
を実施した。
３―２―１．改良深度および配合設計
地盤改良の実施にあたり、改良厚は改良体下面
の現地盤（腐食土層）の地耐力を満足できるかを
確認するため、クレーン反力の地盤内への伝播鉛
直荷重が、試験結果から求まる短期許容支持力以
下となる値から改良厚を算定し下記（表―１）の
値とした。

図―４ 遮熱ネット設置状況

図―５ 主桁温度管理

表―１ 改良厚の算定結果
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セメント配合量は、下部工事での橋脚付近毎の
一軸圧縮試験結果から室内配合強度の圧縮強度と
セメント配合量の関係グラフを基に、クレーンア
ウトリガ反力に対する必要地耐力に見合う目標強
度から設定することとした。また、固化材（一般
軟弱土用、特殊土用、高有機質土用）の選択およ
び添加量の設定にあたっては以下の検討が必要と
なった。
①室内目標強度を満足すること。
②六価クロム溶出量が基準値０．０５㎎／ℓ以下で
あること。
③目標強度のセメント添加量が経済的であるこ
と。

①セメント添加量は「（現場／室内）強さの比」
表から室内強度の０．６５と設定し、Aブロック（A
１―P１ヤード）における室内目標強度は算出した
現場目標強度２２５kN/m２から３４６kN/m２とした。
室内配合試験より一軸圧縮強さに対する添加量
は下記表（図―７）より高有機質土用の２７８㎏／m３

と決定した。
②高有機質土用の六価クロム溶出量は室内試験よ
り確認されたため使用可能となった。
③セメント量の経済性の比較については、一般軟
弱土用と特殊土用は室内目標強度に達しないため
比較できず高有機質土用とした。

３―２―２．施工要領
施工工法は、改良帯厚より中層混合処理ではあ
るが、田園部の飛散防止を考慮しパワーブレン
ダー工法を採用した。
パワーブレンダー工法は図―６に示すように、
プラント設備を現場内に設置し、改良材サイロと
水槽から混合しスラリー状に製造したものをグラ
ウトポンプにてバックホウのトレンチャー部先端
へエアー加速型吐出装置により噴霧上に所定の吐
出量を圧送し撹拌する方法である。
施工時の管理としては、あらかじめ区画当たり
の土量に対する時間当たりの作業量から添加量を
設定し、改良材の注入量を設定する。設定した注
入量は、流量計によって１分当たりの排出量がチ
ャート紙に印字されるため、施工土量当たりの配
合量を計画に対して調整し記録を残し配合品質を
管理した。

４．おわりに

地組立から架設時に至るまでの出来形精度の向
上対策は本稿に記載していない項目も含め甚大な
労力を費やしたが、精度良い効果を得ることが出
来た。本工事においてご指導を賜りました関係
方々に御礼を申し上げます。

図―７ 室内配合試験結果

図―８ パワーブレンダー工法

図―９ 完成写真
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１．はじめに

旧姉川橋は、建設後６０年が経過し、図―１に示
すようにコンクリートの剥落や伸縮部から漏水が
生じるなど老朽化が顕著となり、恒久的な交通機
能の確保のため架け替えが急務となっていた。
架け替え工事においては、工事に伴う道路線形
の変更を最小限にとどめる必要があり、仮橋を併
用して旧橋を部分的に撤去し、半幅員ずつ架け替
える工法を採用した。
当工事（２期工事）においては１期工事で架設
された主桁および鋼・コンクリート合成床版を交
通供用下で拡幅する必要があった（図―２）。
工事概要
�１ 工 事 名：姉川橋上部工事
�２ 発 注 者：近畿地方整備局 滋賀国道事務所
�３ 工事場所：滋賀県長浜市酢地先～曽根町地先
�４ 工 期：平成２６年８月７日～

平成２７年１１月３０日

２．現場における問題点

�１ １期、２期工事間の分割施工による施工誤差
�２ 床版の継ぎ手部の施工方法
�３ 新旧床版の間詰めとなる二次床版コンクリー

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社横河ブリッジ
監理技術者

長 田 修○

現場代理人

窪 育 美
計画担当

森 邦 彦

交通供用下での合成床版拡幅

６
施工計画

図―１ 旧姉川橋（近畿地方整備局HPより）

図―２ 施工ステップ
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トへの交通荷重の影響
�４ 周辺環境への影響

３．工夫・改善点と適用結果

�１ １期、２期工事間の分割施工による施工誤差
２期工事の製作に先立って、１期工事における
G２桁のそりについて現場実測を行った。現場工
程上、下部工が施工中であり、既設桁も供用中で
あるため、足場の設置が困難であった。よって、
事前測量は、トータルステーションによるノンプ
リズム計測とした。計測ポイントは、図－３に示
すように主桁上フランジ上端、主桁下フランジ上
端、横桁下フランジ上端の３箇所とし、１期工事
完了時の設計値と比較を行った。代表箇所の計測
結果を表－１に示す。

図―３ 計測位置

表―１ 事前測量結果

・全体的にマイナス傾向であり、最大―２３mmの
誤差がある。よって、G３桁を設計値どおり製作
するとG２桁との間に２０mm程度の高低差が生じ
る。
・横桁の現場継手は、拡大孔を適用している。こ
れにより、G２―G３間の高低差として４０mm程度
までは誤差吸収可能である。

・ノンプリズム計測の精度は、一般的に５mm程度。
以上より、G２―G３間の高低差は、横桁の拡大
孔で誤差吸収可能と判断し、主桁は設計値どおり
に製作を行うものとした。
合成床版架設時の誤差対策としては表―２示す
①、②の誤差吸収方法により対応するものとし、
一部の添接板およびフィラープレートは、実測値
を反映して製作することとした。

表―２ 合成床版の誤差に対する対応

�２ 床版の継ぎ手部の施工方法
２期工事の床版は、図―４に示すように一次床
版と二次床版に分かれた施工となっており、鉄筋
継手は一次床版打設後に既設床版と接合される。
発注時の設計では、機械式継手のみによる鉄筋
継手となっていたため、一次床版コンクリートの
打設前に鉄筋を配置する必要があり、以下の問題
点が考えられた。

図―４ 発注時の鉄筋継手

①底鋼板の高力ボルト接合への支障
既設桁とのキャンバー差により最大で約２０mm
の高低差が生じるため、一次床版打設後に底鋼板
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を接続する必要がある。鉄筋が配置されていると
高力ボルトの締付け機械が入らなくなり、施工が
できなくなる。
②施工誤差により機械式継手の施工が不可能
機械式継手は、ねじ込み式による接続のため、
一次床版への鉄筋配筋時に生じる施工誤差（角折
れ）により継手施工ができなくなる。
これらの解決策として、エンクローズ溶接を併
用することで機械式継手では施工できない接合部
の角折れに対応した。また、底鋼板の高力ボルト
接合後の二次床版施工時に鉄筋を配置するため、
底鋼板の高力ボルト施工が可能になった（図―５）。

 
図―５ エンクローズ溶接の併用

１）機械式継手
既設床版鉄筋と新設床版鉄筋は、「FDグリッ
プ」を使用し接合を行った。二次床版内で収まる
鉄筋については、一般的なA―TYPEを使用、既
設床版と一次床版を一体化する鉄筋については、
二次床版内での接続部の配置に支障がないよう、
鉄筋および機械式継手のスリーブの位置が変化し
ないH―TYPEを使用（図―６）し、継手接続後
に所定のトルクを導入した（図―７）。

２）エンクローズ溶接
鉄筋のエンクローズ溶接は多数の種類があるが、
本工事では、施工条件を考慮して「ME工法」
（NETIS : TH―１００００１―V）を採用した。本工法
は、接合部を炭酸ガスでシールドするための炭酸
ガス噴出口を有する特殊な銅当て金（治具）にて
覆い、半自動炭酸ガスアーク溶接用の溶接装置を
用いて溶接を行う工法である。本橋の二次床版部
の幅５００mm、鉄筋突出長１５０mmと狭隘な箇所で
の施工も可能である（図―８）。

 
500 

350 150 

図―８ エンクローズ溶接施工状況

�３ 新旧床版の間詰めとなる二次床版コンクリー
トへの交通荷重の影響
新旧床版の間詰めとなる二次床版コンクリート
を超速硬コンクリートにて施工した。施工中の走
行車両による振動を避けるため、既設桁の夜間通
行止め（仮橋への迂回）のもとで打設を行った（図
―９）。
床版コンクリートの設計基準強度が３０N/mm２

であることから、現場で供試体を採取し圧縮強度図―６ 機械継手要領

図―７ FDグリップ（H―TYPE）施工状況
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試験を行い、３０N/mm２の強度発現を確認後、通
行止めを解除した。
また、打設は２日に分けて行ったが１日目の打
設延長が１６０mとなり、幅（５００mm）に対する延
長が非常に長いため、拘束によるひび割れ発生が
懸念された。コンクリートのひび割れ抑制、変形
性能・靭性能の向上に効果があり、同様の施工条
件での実績もあるポリプロピレン繊維「バルチッ
プMK」（NETIS : KT―１０００２１―VE）を混入した。
�４ 周辺環境への影響
姉川は鮎漁の盛んな河川であり、工事の影響を
できるだけ軽減するため、流水部となる P４―P５
間はベントの設置を避け、５５０t 吊オールテレー
ンクレーンによる３ブロック地組架設とした。ま
た、流水部上は鮎漁の盛んな時期を避けて桁架設
作業を行う架設工程とした。架設計画を図―１０に
示す。
完成系として車道を拡幅するために、１期工事
で施工した暫定地覆を撤去する必要があった。
発注時の設計では、コンクリートブレーカーに
よる取壊しとなっていたが、床版コンクリートを

傷付けてしまうこと、地元住民、鮎や他の魚類へ
の騒音・振動の影響が懸念されることから、水平
カッターによる切断とした（図―１１）。

４．おわりに

本工事においては、供用中の合成床版の拡幅を
行うにあたり多くの検討事項があった。今回の報
告が今後の類似工事の参考になれば幸いである。
最後に本工事の施工にあたり、ご指導いただい
た近畿地方整備局滋賀国道事務所工務課、ならび
に彦根監督官詰所の皆様、その他各関係者の方々
に感謝の意を表します。

図―１２ 完成写真

図―９ 二次床版コンクリート打設状況
図―１１ 地覆切断状況

図―１０ 架設計画図
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１．はじめに

町田立体事業は、国道１６号と国道２４６号が交差
する東名入口交差点上を含む１．８km区間を高架
構造にし、慢性的な渋滞を解消することを目的と
した事業である。
架設地点の状況に応じ、送出し・横取り・トラ
ベラークレーン・移動式ベント工法など多岐にわ
たる施工法で架設を行った。その中で最も施工条
件が厳しい国道２４６号との交差部付近における、
移動式ベントを用いた橋桁の架設（P１３～P１４間、
下り線）について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：国道１６号町田立体高架橋工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局
�３ 工事場所：東京都町田市鶴間地先
�４ 工 期：平成２４年１１月２２日～

平成２８年３月３１日

２．現場における問題点

当初計画では、国道１６号を夜間対面通行とし、
トラッククレーンベント工法で架設を行う予定で
あったが、実施計画の段階で以下の問題点が挙げ
られた。
�１ 橋桁の架設およびベント設備・足場の設置撤
去作業は全て夜間交通規制を伴うもので、規制
期間は３ヶ月と長く、道路利用者への影響が大
きい。また、国道が交差する複雑な車線部のた
め、道路規制を最小限に抑える架設工法が求め
られた。
�２ 作業ヤードは、上下走行車線に挟まれた中央
分離帯と供用歩道の一部しかなく、どちらも狭
隘である。
�３ 隣接する住居への夜間騒音対策が必須である。
これらの問題点を解決すべく実施した架設工法
の選定から対応策について、次に記載する。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社横河ブリッジ

助 川 昌 徳○ 溝 井 保 幸 村 上 修 司

中央分離帯を利用した移動式ベントによる鋼橋架設計画

７
施工計画

図―１ 完成予想図（国土交通省パンフレットより引用） 図―２ 施工箇所状況写真
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３．対応策と適用結果

�１ 架設工法抽出
架設工法は、道路利用者並びに、社会的影響を
最小限とした一括架設工法を基本とし、図―３に
示す既設橋上を利用することを前提に、交通規制
を最小限に止めるべく以下の３工法について比較
検討を行った。
１）第一案：手延べ式送出し工法
送出し工法は、手延機の解体を交差点上空で行
わねばならず、国道２路線（国道１６号・国道２４６
号）の夜間通行止めを数日間要することから社会
的影響が大きいと判断し、適用不可とした。
２）第二案：大型搬送車による縦取り架設工法
本工法は、図―５に示す通り、既設橋上にあら
かじめ橋桁を地組し、塗装および付属物の取付け
を行った後、一括で架設できる状態にした上で、

前後の大型搬送車で橋桁を支え縦取りする。降下
は、搬送車上に設けた特殊降下ジャッキを用いて
行う。
しかしながら、大型搬送車の詳細検討を実施し
た結果、以下の問題点が発生した。
・中央分離帯に収まる幅に大型搬送車を並列配置
した場合、地震等の水平力により車両の許容耐
力が超過してしまう。
・同じく図―４に示す車両間隔では走行時の安定
性が確保できない。
これらの理由により適用は不可とした。
３）第三案：移動式ベントによる縦取り架設工法
第二案同様の施工要領であるが、大型搬送車に
替えて移動式ベントを用いて縦取りを行う（図―図―３ 施工箇所状況写真

図―４ 大型搬送車設備構造図（案）

図―５ 第二案大型搬送車による縦取り架設要領図（案）
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７）。
縦取り後、橋脚上の仮受けベントで桁を支持し、
サンドル式降下により約５．０ｍ降下する方法であ
る。このように３案を比較検討した結果、安全
性・制約条件を満足し、かつ規制日数の削減が可
能な第三案を本工事では採用した（図―７）。
�２ 実施計画
移動式ベントの高さは約２０ｍと高く、この様な
高さでの施工実績は少ない。そのため、あらゆる
リスクを想定し、その対策を実施計画に盛り込む
必要があった。以下に対応策を記載する。
１）移動式ベントの安定性確保
移動式ベントの構造は安定性を高めるため、中
央分離帯幅を最大限に利用した箱型形状とした。
また、設備の検討条件として、作業中の予期せ
ぬ突風を想定し、風速３０ｍ／s を考慮した設備の
設計を行った。
２）縦取り支点数の検討
橋桁の縦取りは、桁の前方は移動式ベントとし
後方は既設桁上に複数台配置した台車設備を用い
て行う。
一般的に縦取り支点の数が多くなるほど管理・

調整が複雑となる。本計画における既設桁上の台
車数は床版コンクリートのひび割れ照査により決
定した。
図―６に示すように上載荷重を分散させ、許容
引張応力度に収まる範囲で台数を決定した。

３）反力管理および調整方法
縦取り時には既設桁のタワミにより支点反力は
刻々と変化する。反力変動が大きいと先に記した
コンクリート床版のひび割れや、仮設備の応力超
過に繋がるため、図―８に示す鉛直ジャッキを内
蔵した滑り装置を支点に用いることで、縦取り時
の支点反力を常に一定に保つ計画とした。
４）縦取り推進設備の検討
縦取りの推進力は、油圧式水平ジャッキを用い
た。移動式ベントおよび、既設桁上の縦取り支点

図―６ 床版コンクリート応力図

図―７ 第三案 移動式ベントによる縦取り架設要領
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共に同一スピードを維持する必要があったため、
油圧コントロールにより同調させる機構とした。
５）フェールセーフ対策
万一に備え移動式ベントには、方杖材を取り付
けられる構造とした。移動中に滑り装置が故障し
た場合や軌条設備に不具合が生じた際は、即座に
方杖材を取り付けることで、設備の安定性を向上
させるフェールセーフ対策を設けた。
６）管理方法
前記したとおり、移動式ベントおよび桁上支点

のスピードを同調させ、同時に各支点の反力も管
理することが必要であることから、図―１１に示す
ように集中管理システムを構築し、各種計測値の
一元管理を行った。

４．終わりに

移動式ベントによる架設は、平成２７年７月２５日
の夜間作業において実施した。
前記したリスク対策が功を奏し、何一つトラブ
ルも無く、約１ヶ月で道路規制を伴う縦取り架設
作業を完了させた。当初の架設計画では３ヶ月の
期間を要したが、本工法を採用することで工程を
大幅に短縮することができ、道路利用者および近
隣住居への影響を最小限に止めることができた。
最後に、施工に携わった関係者の皆様には誌上
をお借りして御礼を申し上げます。

図―８ 台車構造図

図―９ 縦取り推進設備（移動式ベント）

図―１０ 移動式ベント構造図

図―１１ 集中管理モニター

図―１２ 縦取り架設前

－２８－



１．はじめに

本工事は、京奈和自動車道（紀北西道路）と阪
和自動車道（阪南ＩＣ～和歌山北ＩＣ間）（以下、
阪和道）とを接続するジャンクションのうち、阪
和道を跨ぐ３径間連続非合成箱桁橋の鋼橋上部工
工事である。このうち、阪和道を跨ぐ１径間の架
設は、地組立に必要な作業ヤードを確保すること
ができないため、架設位置から約３００ｍ離れた紀
ノ川サービスエリア下り（以下、ＳＡ）の駐車ス
ペースで桁と合成床版パネルの地組立を行い、多
軸台車とこれに搭載したジャッキ設備を用いた運
搬架設工法で施工した。地組立の状況を図―１に、
運搬架設時の状況を図―２に示す。

地組部材長約８０ｍ、運搬重量約４４０ｔ、平面線
形R＝１５０ｍ、橋梁縦断勾配５．０％、運搬距離３００
ｍの多軸台車による運搬架設に関して、ＳＡとい
う特殊な作業スペースにおける対策や、８時間と
いう限られた作業時間内で運搬架設を完了させる
ための注意点と対策について述べる。
工事概要
�１ 工 事 名：阪和自動車道和歌山ジャンクション

Ｃランプ橋他１橋（鋼上部工）工事
�２ 発 注 者：西日本高速道路㈱関西支社

（和歌山工事事務所）
�３ 工事場所：和歌山県和歌山市北野～弘西
�４ 工 期：平成２６年７月８日～

平成２８年１１月２３日

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社東京鐵骨橋梁
監理技術者

佐 藤 智 実○

現場代理人

鈴 木 雅 博
計画担当技術者

上遠野 直 人

サービスエリアを利用した多軸台車による
一括架設の工夫

８
施工計画

図―１ ＳＡでの地組立状況

図―２ 運搬架設時の状況
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２．現場における問題点

本施工における問題点および課題を以下に示す。
�１ 桁の地組立に使用するＳＡは、物資の流通や
観光を目的とした高速道路利用者が多く利用す
る休憩施設であったため、地組立期間中におけ
る駐車スペースの確保（ＳＡ利用者への影響低
減）が課題であった。
�２ 阪和道の通行止め規制は１夜間のみであり、
かつ作業時間は規制の開始と解除に必要な時間
を除くと８時間に限られた。この施工条件を確
実に遵守するため、事前の調査と計画を綿密に
行い、運搬架設に関するリスクを無くすことが、
重要な課題であった。

３．工夫・改善点と適用結果

問題点についての対策を以下に示す。
�１ 当初計画では、図―３のように大型車輌２２台
分の駐車スペースを常時占用帯とし、地組立を
行う計画であった。しかし、通勤時間帯の早朝
や昼食時間帯は利用台数が増える。そのため、
混雑時間帯での駐車スペースを確保する目的で、
以下の対策を実施した。
１）占用駐車スペース数を減らす目的で、本線と
ＳＡとの間にある植樹帯を一部造成し、地組位
置をＳＡの最端に変更した。
２）利用台数の多い１：００～１５：００の時間帯は作
業帯を縮小し、そのスペース内で行える作業（測
量、現場塗装など）のみを行い、広くスペース
を必要とする地組立作業や台車設備の施工は、
利用台数の少ない時間帯（１５：００～翌１：００）
で部分的に占用帯を拡幅して行った。
地組立で利用した植樹帯を図―４に、時間帯の
違いによるヤード範囲を図―５に示す。
これにより、混雑時間帯の占用駐車スペースを

２２台から８台に減少することができ、ＳＡの混雑
緩和を図ることができた。
�２ １夜間の阪和道通行止め規制という施工条件
において、確実に施工を完了させるため、本工

事では特に以下の内容に注意した。
①事前調査と対策
②架設後の確実な落橋防止対策
③タイムスケジュール管理
１）事前調査と対策
事前調査では、運搬経路で障害となる道路標識
や照明などの構造物、および、埋設物の調査など
を行う。特に高速道上の運搬架設においては、中

図―３ 作業ヤード図（当初計画）

図―４ 地組立スペースに利用した植樹帯

図―５ 時間帯の違いによるヤード範囲
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央分離帯にケーブル類が埋設されていることが多
い（図―６）。これらを事前に調査し、あらかじめ
影響の有無と対策を検討しておくことが必要であ
る。本工事では、試掘、土の置換、および鉄板敷
設によりケーブルを防護した。また、途中、ボッ
クスカルバート上が運搬経路となるため、カル
バートの耐力照査、および鉄板敷設による防護も
実施した。
本工法では、リフトアップ時に設備高が不足す
る、逆にダウン時にストロークエンドになり受点
の解放ができなくなるなどといった問題が生じな
いように、図面であらかじめ示されている架設位
置の路面高と測量結果の値とを事前に照査するこ
とが必要である。高速道路上の測量は立入が容易
にできないため、本工事では、ノンプリズムトー
タルステーションを使用して発注図の路面高と実
路面高とに差がないことを確認した。

図―６ 事前調査状況（試掘）

通行止め規制後、すみやかに照明設備や標識板
などの障害物の撤去と移設、更に、既設構造物の
防護を行う必要があったが、どれ一つ見逃しても
運搬架設は成功しない。通行止め規制時間内での
施工を確実に完了するためには、前述のような事
前調査を行い、きちんとした対策を検討しておく
ことが、最も重要な事項であると考える。
２）架設後の確実な落橋防止対策
曲線を有する桁では、運搬時受点反力と架設後
受点反力のバランスが大きく変化することに注意
し、安定した状態で桁を支持しなければならない。

本工事においては、図―７に示すように受点位置
が変わる。これに伴い変化する反力と配分率を、
表―１に示す。運搬時は４点がほぼ均等に作用し
ているのに対し、架設後は反力配分が不均等にな
る。そのため、運搬架設後のジャッキ操作は行わ
ない方針とし、架設前に無収縮モルタルでベース
プレート（アンカーボルト）を固定しておき、主
桁にあらかじめ取り付けた上沓とベースプレート
とを架設後すみやかに溶接で一体化させることで、
落橋に対する安全性の向上を図った（図―８、図―
９）。

図―７ 桁の受点位置図

表―１ 受点反力と配分率（左：運搬時、右：架設後）

図―８ 支承ベースプレート先行固定
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�３ タイムスケジュール管理
本工事では、規制班を除き、標識の移設、照明
柱の一時撤去・復旧、既設構造物の防護、架設班、
運搬班の計６班にわかれて作業を行ったが、この
うち一つの作業が遅延し、規制時間を遵守できな
かった場合に備え、作業を中断するポイントをあ
らかじめ設定したタイムスケジュールを検討した。
本施工では４つのポイントを設け、タイムスケ
ジュールを管理した。計画と実施、および設定し
たポイントとの関係を図―１０に示す。ポイント①
～③は時刻を超えた場合に桁をＳＡに戻すポイン
トであり、④は桁の位置調整を後日に延期し、規
制解放を優先するポイントである。（ポイント①：
規制開始、ポイント②：１次旋回完了、ポイント
③：２次旋回完了、ポイント④：桁調整完了）

このように、タイムスケジュールにポイントを
設け、不慮の事態においても、作業継続の可否判
断を明確にして時間を管理することが重要である。

４．おわりに

本稿では、ＳＡという特殊な作業ヤードでの施
工事例と多軸台車による一括架設計画においての
注意点と工夫について紹介した。環境や施工条件
は各現場で異なるが、注意すべき基本事項に大き
な違いはないと考える。
今回の工事で多軸台車とジャッキ設備のみの架
設を初めて経験することができた。私と同様に経
験のない技術者に対し、今回の紹介現場を今後の
参考にしていただければ幸いである。
最後に、紹介した多軸台車による一括架設は平
成２７年７月９日に行い、無事に架設を完了するこ
とができた（図―１１）。

図―１１ 阪和道上架設完了写真

図―９ 上沓先行設置

図―１０ タイムスケジュール管理図
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１．はじめに

本工事は、福岡県久留米市内における国道３号
の負荷の軽減と、久留米市街地における交通を整
流化するために計画された一般国道３号鳥栖久留
米道路の筑後川渡河部における鋼連続箱桁橋の上
部工架設工事である（図―１）。
本橋の現場施工は二非出水期に分けて行い、第
一非出水期施工で実施したクローラクレーンベン
ト・横取り併用工法、そして第二非出水期で実施
した送出し・降下架設工法について、本稿で報告
する。
工事概要
�１ 工 事 名：福岡３号筑後川橋上部工工事
�２ 発 注 者：国土交通省九州地方整備局
�３ 工事場所：福岡県久留米市宮ノ陣地先

～東合川干出町地先
�４ 工 期：平成２５年１１月１４日～

平成２８年６月３０日

２．現場における問題点

本工事の施工にあたり、設計図および現場状況
を確認した結果、下記の問題点があった。
�１ 架設工事は、河川区域への仮桟橋設備、杭基
礎式ベント設備および送出し架設用設備の設置
が必要であったため、水質汚濁防止等による環
境維持が求められた。

�２ 本橋は、橋長３９０．５ｍ（支間割７７．１ｍ＋３＠７７．７
ｍ＋７７．９ｍ）、幅員２１．５ｍおよび全体鋼重３，４２０
ｔの鋼５径間連続非合成３主箱桁橋であり、支
間長も長く、主桁の単位重量も大きくなること
から、送出し架設時における主桁本体への補強
対策、架設用設備の安全対策が課題となった。
�３ 第二非出水期施工での送出し架設および桁の
降下に際し、第一非出水期施工で架設した既設
桁上に軌条設備、台車設備および送出し設備を
設置し、その上で桁を送り出す必要があったた
め、既設桁の強度確保および作業ヤードとして
の安全性確保が課題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

施工計画立案に際し、前述の問題点に対して、
重点的に下記の検討を行い現場施工を実施した。
�１ 河川区域環境維持に対しての検討

日本橋梁建設土木施工管理技士会
宮地エンジニアリング株式会社
施工計画・現場担当

永 井 大 策○

現場代理人

宇佐美 隆 宣
工場製作担当

山 下 修 平

福岡３号筑後川橋（鋼５径間連続非合成３主箱桁橋）の
架設工事について

９
施工計画

図―１ 筑後川橋 着工前状況
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第一非出水期に施工する橋梁部は、図―２に示
す範囲であり、河川流水部は P３橋脚～P４橋脚
間の１径間のみであった。
施工計画検討の結果、大型クレーンによる高水
敷部からの主桁ブロックの架設では、大きな作業
半径となることから定格荷重不足となり、架設作
業は不可能であった。そのため P３橋脚～P４橋
脚間の河川流水部にクレーンヤードとして、仮桟
橋設備を設置することとし、クレーンベント架設
を行う計画とした。加えて、横取り架設工法（図
―３、４）を採用することで、ベント設備を１主
桁分のみに縮小することが可能となり、杭施工本
数の削減を図るとともに、杭の打設および引抜作
業で発生する汚濁水の発生を軽減することができ
た。第二非出水期での送出し架設では、第一非出
水期で架設したA１橋台～P１橋脚間の既設桁上
に図－５に示す軌条設備を設置し、主桁の組立・
送出しヤードとして使用する計画とした。その際、
軌条設備の滑動防止設備として、主桁上フランジ

にピースを追加溶接して軌条設備とボルトで固定
する方法を検討したが、軌条設備解体後のピース
のガス切断による上フランジ面の塗膜損傷、切断
後に行なうグラインダー仕上げによる鉄粉の流水
部への飛散が予想されたため、ピンチプレート方
式（図―６）を採用し、主桁と軌条設備を機械的
に挟み込み固定することで、主桁の品質確保と河
川内環境の維持に努めた。
また、送出し架設および桁降下完了後、使用し
た手延べ機（図―７）の解体についても、P３橋
脚～P４橋脚間の既設桁上に手延べ機移動用の軌
条設備を設置し、手延べ機を P４方向へクレーン

図―２ 施工範囲図

図―３ 鋼桁横取り状況

図―４ 鋼桁横取りステップ図

図―５ 軌条設備
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→

吊能力の確保できる位置まで縦移動し、既設桁上
で解体することで、河川流水部への仮桟橋設置を
省略し、河川内環境を維持した。
�２ 主桁本体への補強対策、架設用仮設備の安全
対策について
送出し架設範囲は P１橋脚～P３橋脚であり、
支間長が７７ｍ～７８ｍと長いことから、それに伴い
架設時における手延べ機＋主桁張出長も大きくな
り、手延べ機の橋脚到達前の発生曲げモーメント
は、当初設計における主桁断面での抵抗曲げモー
メントをオーバーする結果となった（図―８）。そ
こで、完成系における主桁断面の見直しを図り、

主桁フランジ板厚アップおよび縦リブの追加設置
に加え、鋼材の材質を SM４９０Y材から SM５７０材
にアップすることで、主桁本体の強度を引き上げ
た。その結果、図―８に示す発生曲げモーメント
は、抵抗曲げモーメントの約８割程度に抑制され
た。
また、送出し設備は油圧式水平ジャッキを駆動
力として、ジャッキ上に極厚H型鋼梁を取付け、
その上に主桁を載荷し、送り出す構造（図―９，１０）
としている。最大曲げモーメントが発生する送出
し架設ステップでは、１箱桁当りの最大主桁反力
は４０００kN≒４００ｔとなるため、橋脚上の送出し設
備自体への影響も大きく、施工計画では予測され
ない軽微な施工誤差に起因する荷重集中による設
備自体の座屈の恐れがあったため、デジタル荷重
計を各橋脚の送出し設備箇所に設置し、油圧換算
による時間の遅延を軽減し、リアルタイムに反力
確認を行なえる状態を整備した。

図―６ ピンチプレート取付け状況

図―７ 架設完了後（解体前）の手延べ機設備

図―８ 主桁モーメント図比較表

図―９ 鋼桁送り出し状況
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→

�３ 軌条設備下の既設桁強度の確保と作業ヤード
確保について
前述の通り、A１橋台～P１橋脚間の軌条設備
は既設桁上に設置しているため、送出し架設する
主桁ブロックは台車設備での支持状態となり、そ
の結果として既設桁へ集中荷重として載荷される
ことになる。その場合、既設桁のたわみ量は、許
容値をオーバーする結果となり、何らかの対策が
必要となった。そこで、この過大なたわみ量を低
減するため、既設桁支間中央部にたわみ防止用の
ベント設備（図―１１）を設置し、既設桁の支持間
隔を半減することで、発生するたわみ量を１／８に
低減して既設桁の強度を確保した。

桁の送り出し架設における軌条設備上の作業
ヤードは、既設桁の主桁上フランジ面のみであり、
送出し主桁ブロックを既設桁上で組立てる際には
狭隘であった。そこで、桁組立時の施工性の確保
に加え、施工時の安全性を向上させることを目的
として、３主の箱桁間（５．５m間隔）に□６０×６０
パイプと鋼製足場材で許容荷重２００kg／㎡を確保
できる作業ヤード足場（図―１２）を設置すること
で、送り出し主桁ブロックの組立作業床として使
用できるようにした。

４．おわりに

本工事は、九州最大河川の筑後川を跨ぐ一般道
路橋の架設工事であり、鋼桁の工場製作から架設
完了まで２年７ヶ月におよぶ工事であったが、現
地施工期間中は幸い、雨、風、地震の影響もほと
んど受けず、無事故で無事に平成２８年６月に竣工
を迎えることができた。
本橋の架設は、河川区域内作業における比較的
大きな橋梁構造であったことから、施工計画立案
時に環境への配慮、主桁の品質・出来形の確保、
仮設備の安全性、施工性を重点的に考慮すること
で、工事受注時の問題を解決した。
この工事を進めるにあたり、国土交通省九州地
方整備局福岡国道事務所ならびに筑後川河川事務
所の方々をはじめ、共同企業体構成員であるエ
ム・エム ブリッジ㈱、協力会社関係各位に深謝
する次第であります。

図―１０ 橋脚上 送出し設備
図―１２ 主桁間作業ヤード足場

図―１１ たわみ防止用設備
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１．はじめに

本工事は、平成新山山頂に存在する溶岩ドーム
の崩壊に伴い発生する岩屑なだれ及び、崩壊後に
発生する土石流の氾濫を防止する事を目的に嵩上
げされた堤体下部を補強する改築工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：水無川２号砂防堰堤右岸堤体部改

築工事
�２ 発 注 者：国土交通省九州地方整備局雲仙復

興事務所
�３ 工事場所：長崎県南島原市
�４ 工 期：平成２８年１月２０日～

平成２８年９月３０日
�５ 工事内容：掘削工１７，０００m３ 緩衝盛土工
１２，４００m３ コンクリート堰堤工１式 他

施工延長＝１１０m 堤体高さ＝１２．５m～１８m 底
幅＝４．９m 天端幅＝２．７m 勾配＝１：０．６５（天
端下５mは直壁） コンクリート打設量＝４，２４１m３

２．現場における問題点

過去に無人化施行で行った既設堤体部の表面を
取壊し、腹付けコンクリートを打設する補強工事
である。施工に先立ち以下の問題点が考えられた。
１）既設堤体部の表面取壊し方法
既設堤体部は図―２に示すような形状をしてお
り、この三角部分と劣化部分を取壊し、コンクリー
トを腹付けする計画となっている。
通常のブレーカのみの取壊しでは、良質な部分
まで衝撃が伝わり既設堤体部に余計なクラックが
発生する恐れがある。また、表面を均一に仕上げ
る事が難しいため、既設堤体部の劣化状況の判断
方法や、付着力、コンクリート打設量の増加が懸

長崎県土木施工管理技士会
株式会社吉川組
現場代理人

満 尾 裕 也

低コストでも出来る、作業効率化と
見えないコンクリート堰堤の品質管理

１０
施工計画

図―１ 竣工写真 図―２ 既設堤体の形状
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念された。
２）コンクリート堰堤工の施工計画
２）－１ 工期の短縮
附帯工事は施工可能であったが、本堰堤工を行
う場所が他の関連工事等と工期が一部輻輳してお
り、２ヶ月間着手できない状況であった。
２）－２ 夏季に伴うコンクリート施工
コンクリートの打設予定が５月上旬から８月下
旬頃であり、時期的に最も不利な条件下での作業
になるため、暑中コンクリート対策が必須となる。
温度応力解析により、ひび割れ指数を算定しリ
フトを適切に割り付ける事も大事であるが、適切
に施工したコンクリートであっても、施工時期の
夏季から冬季に向けて気温が低下するとコンク
リートは収縮する。この時、既存の堤体が干渉す
ることにより、内部応力を超えた引張力が生じて
ひび割れが発生する可能性があり考慮する必要が
ある。
また、打設後の養生についても施工箇所は午後
から直射に晒され日射を遮る物がなく、通常の吸
水型養生マットを用いても水分が逸散される方が
早いため常時散水する必要があり、付近に常時確
保できる水源もない事も課題であった。
２）－３ 堰堤工施工時の安全対策
当初計画（設計）は、鋼製型枠（スライドフォー
ム）を使用する予定でいた。しかし検討を重ねる
につれ、コンクリート打設作業時は転落防止機能
を有するが、鋼製型枠の組立、脱枠時には専用金
具の脱着作業があり、一時的に作業足場が不安定
になること、型枠をスライドし固定するまでは転
落防止機能が低下することから別途、転落防止対
策を考案する必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

１）ツインヘッダによる表面切削
ブレーカによる表面取壊しに変えツインヘッダ
式切削機を用いて施工（図―３）を行い、ハツリ
面の不陸を整えることで目視による既設堰堤の劣
化状況の確認が容易になり、また、凹凸が無いた

めコンクリート数量管理を容易に行う事ができる。
切削に伴い発生するコンクリート殻は、細かく
破砕されるため、産廃処理を行う必要がなく現場
流用できるメリットもある。
ツインヘッダの調達コストは掛かるが、生コン
のロス等や作業効率を考慮すると、負担は少ない。
２）残存型枠利用による施工の合理化と安全性
工程の短縮が目的であるが、本工事は夏季施工
で作業者の体力的負担が大きいこともあり、脱枠
作業の手間がない残存型枠工法を採用し、脱枠や
型枠清掃の工程を短縮することで作業の効率化を
図った。
また、型枠の材質はコンクリート製であり鋼製

図―３ 切削状況

図―４ 転落防止柵の常時設置
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型枠に比べ熱を吸収しない。そのため作業環境の
改善にも繋がり作業者の体力的負担も軽減される。
次にコンクリート堰堤工施工中の転落防止対策
として、外部足場（キャットウォーク等）を設置
することなく、天端部に使用する専用取付け金具
の使用方法と型枠組立作業の方法を工夫し、施工
完了まで常に転落防止機能を果たす仮設備を設置
した。
３）夏季施工に伴うコンクリート対策
暑中コンクリート対策については、材料のプレ
クーリング、AE減水剤遅延形の使用、運搬や待
機時間も含めた作業時間の調整、アジテータ車の
ドラム部の保護（耐熱シートや塗装等）等を実施
しているが、これらは近年一般化しているので説
明は省略する。
また、水和熱が小さく乾燥収縮も小さいとされ
るフライアッシュセメントや低発熱セメントの使
用を検討していたが、今回の施工エリアではこれ
らの普及が進んでおらず安定した供給が望めない
ため、今回使用していない。
乾燥収縮ひび割れ等の体積変化によるひび対策
とし、膨張材（コンクリート添加型）の利用を検
討したが、無筋構造体である堤体部は乾燥収縮率
が大きく、十分な効果が得られないのではないか
と考えた。コンクリート材料m３当たり単価の約
３割程度コストが上昇する事もあり使用を見送っ
た。
以上を踏まえ、当現場で行った対策を説明する。
３）―１ マスコンクリート対策
断面の厚さが大きいと、コンクリート内部の温
度が外気温程度まで下がるのに時間がかかる。ま
た、一度に長く高くコンクリートを打設すると既

存構造物の拘束度が大きくなり、ひび割れが発生
しやすいため、当初１リフト計画高さH＝１．５m
から０．５m下げた値に変更した。細かく分割する
と拘束力が小さくなり多少温度が上昇しても応力
はそれほど大きくならないので、ひび割れを低減
できると考え実施した。
３）―２ コンクリート養生
湿潤養生は、硬化に必要な水分供給は効果的だ
が、マスコンクリートの場合、外部（表面）のみ
を散水養生すると表面のみ温度が下降し、外部養
生面に引張力が発生し、ひび割れが発生しやすい
と考えられる。問題点に挙げた、日光の直射によ
る水分逸散も考慮し打設表面は常温水を用いた冠
水養生（図―６）を行い、側面の養生は、風や直
射による水分逸散を抑制し、水和反応を進行させ
る目的で残存型枠を採用した。なお、型枠材の引
かせ等に使用している鉄筋は、防錆剤及び錆転化
剤を塗布している。
養生水は、現場内に３m３タンクを２台設置し
水温を常温に保つよう２４時間以上貯水し利用し、
グリーンカットに用いる水は、周辺環境も考慮し
ノッチタンクを用いて循環利用を行った。
３）―３ コンクリート打設後の温度管理
打設後コンクリートの温度上昇を抑える目的も
ありリフト高さを下げているが次リフトを打設す
る際、先に打設したコンクリート温度が高いまま
であると、膨張による体積変化で、ひび割れが発
生しやすい。

図―５ リフト高の変更 図―６ 冠水養生
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コンクリート硬化時のピーク温度を超え外部と
の平均温度差が２０℃以下になってから次リフトを
打設するように計画し、温度解析の結果データの
みに頼らず、施工中の温度確認はデータロガー（図
―７）を打込み完了から５日間設置計測し、見え
ない情報を見えるようにして観察を行った。
通常、側壁の型枠を取り外した時点では、コン
クリート内部は高温になっている。外気により表
面が冷却されると、引張力が生じひび割れの原因
となる。
そこで、外気温の影響を小さくして内部の温度
勾配を緩くするため、熱伝導率が比較的低いコン
クリートパネルを設置する計画とし実施した。
コンクリート打込み後のコンクリートパネル内
外と中心部温度の平均的なデータを図―８に示す。
この温度管理は次層の打継時期が適切かの判断
をすることも目的であるが、ここでは外気温とコ
ンクリート内部温度差について説明する。
コンクリート内部のピーク温度は４８℃となって
おり、前述したリフト高さの低減と表面の常温水

を用いた冠水養生が温度上昇の抑制になったと考
察する。また、リフト中央部の温度と残存型枠の
内側の温度差は平均で３℃であり、温度降下が緩
やかな事から、型枠材が外気による影響を抑制し
保温効果が得られていると判断でき、季節による
温度変化から起こり得るコンクリートの収縮も低
減できるのではないかと考察する。

４．おわりに

本文中には記載しなかったが、本施工箇所も熊
本地震（施工地域で震度５）や記録的豪雨の影響
を受け作業の停滞を余儀なくされた。本施工箇所
が溶岩ドーム崩落・崩壊時や土石流発生時の危険
区域であるため、こういった崩落等が起こった場
合の対策・対応も別途必要であった。
そういった施工条件の中、工期に余裕があるわ
けでもなく、特に夏季施工におけるコンクリート
品質を確保しつつ、作業環境の改善及び合理化を
図るという点に一番頭を悩ませた。
パイプクーリングは有効手段である事は理解し
ているが、コスト面の他に、作業（設置）ヤード
の都合やパイプクーリングに伴う循環設備は、前
述の通り当施工箇所が危険区域であり制約がある
ため設置できなかった。
このような理由もあり、不要なコストを掛けず
品質的にも施工性も合理的に施工可能な残存型枠
での工法を選定するに至った。一般的に残存型枠
は施工の合理化が主な目的として利用されている
が、構造物側面の風や直射による水分逸散の抑制
や、外気温の影響を小さくしてコンクリート内部
の温度勾配を緩くする効果があった事から、十分
に付加価値があると考えられる。
最後に、協力会社の支援と関連工事各社のご協
力のもと無事に工事完了できたこと、また雲仙復
興事務所（発注者）の皆様には、当方からの既設
構造物の取壊し方法の立案や残存型枠の採用など
前向きに応じていただいたこと並びに、ご指導い
ただきました事にこの場をかりて感謝を申し上げ
ます。

図―７ データロガー設置状況（型枠側）

図―８ 温度データグラフ（８月上旬頃）
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：宮崎２１８号深角南地区改良工事
�２ 発 注 者：国土交通省 延岡河川国道事務所
�３ 工事場所：宮崎県西臼杵郡日之影町
�４ 工 期：平成２７年８月８日～

平成２８年３月３１日
�５ 工事内容：片切掘削２，０００m３、オープン掘削

８，０００m３、法面工１式、排水工１
式、仮設工１式

２．現場における問題点

今回の現場は、切土工事（片切掘削）が主体の
高速道路ランプ部の道路改良工事であった。
現場の下部において家屋があるため、当初の設
計はH鋼および矢板を使用した仮設の切土防護
柵が計上されていた。設置箇所は中段に計画され
てあり、上部の一次掘削を行うための防護柵であ
った。
作業道を防護柵設置箇所まで造成し、防護柵を
設置しての一次掘削で、一次掘削が終われば切土
防護柵を撤去しての二次掘削の計画とされていた。
最初に図面を見て単純に疑問を感じたのは、中
段部まで作業道を造成したところで縦断勾配が急
であり、建込みのクレーン作業が可能なのかと思
え、下部の平場から行うのであればワンランク上
の大型クレーンが必要ではないかと考えた。まず

は現地調査をしてからの判断とした。
現場における問題点として、施工計画および現
地調査を進める中で、切土防護柵はまず家屋上部
の平場にクレーンを据えてH鋼や矢板の設置を
行う計画であろうが、別途工事においてそこに行
くまでの工事用道路を現在も施工中のため、現況
において今回現場まで大型車両関係が搬入できな
い状態であった。
他工事の現場員と打合せをする中で、工事道路
が完了するまで４０日程度の待ちがあることが判明
した。
事業全体の工程を考慮すると４０日も待つことは
できず、後にも詳細は述べるが、現況の地山を観
察するにここまでの防護柵が必要なのかとも思え、
防護柵上部の土量および掘削施工日数も２週間程
度であることを考慮すると、現状でできる別の工
法を考える必要にせまられた。
また現地調査の中で、小型建設機械であれば既
存の個人の林道を使用しての搬入が可能であると
思われた。

宮崎県土木施工管理技士会
日新興業株式会社

佐 藤 豊 明

切土工事における仮設防護柵の工夫

１１
施工計画

図―１ 標準断面図

－４１－



林道を通行するには地権者の承諾が必要であり、
事前に話を伺ったところ、通行について問題はな
いとの返答を得られた、

３．工夫・改善点と適用結果

まず工夫改善する点として代替工法として考え
たのは、大型土のうを２段積みにしての土止めで
あった。選定理由として、当初設計の矢板式に代
わるものとしては、重力式（盛土式）の大型土の
う積みが効果的であると考えた。現場周辺に土砂
があることや設置するスペースが十分にあるとい
う理由である。高さは３m以内とし、耐荷重２０KN
にて検討した。
次に代替工法の条件として次の３項目をクリア
する事を課題とした。１．施工性、２．安全性、３．
経済性である。
１．の施工性については、大型車両や重機が搬
入できなくても小型バックホゥ０．２５m３移動式ク
レーン仕様が既存の林道より乗り入れできるので、
製作設置の施工が可能であることと小型機械の乗
り入れの了承を得ていること。
材料に関しては鋼材等の使用がなく、軽量の土
のう袋であるので、人力にての運搬が可能なこと。
またその後に上部の片切掘削（図―１参照）を
同じ小型バックホゥにより連続して進められるこ
とでロスがない点。以上により、別途工事の工事
道路が完成するまでの約４０日の間には、かなりの
進捗が図れると予想された。あわせて専門工や熟
練工を必要としない利点もあった。

ただ、小型バックホゥ０．２５m３移動式クレーン
仕様であるので、吊荷重量を考慮すると可動範囲
が限られるので、大型機械と比較すれば施工性は
劣ると考えられたが、大型土のうに使用する土砂
がその場で調達できる利点でカバーできると考え
た。

図―３ 変更施工図

２．の安全性については、ボーリング柱状図の
観察および現地調査の観察結果において、土質変
化も見られない土砂であり、転石等の岩塊や湧水
等も見受けられないと判断した。
また掘削土を利用しても安定する土質であり、
法面の安定を計れることから、大型土のうによる
土止めで十分可能と考えられた。
念のため、「大型土のう積層工法設計・施工マ
ニュアル」を参考にし、大型土のうを積上げて裏
込めに盛土をするタイプではないのであるが、今
回施工に該当する部分で安定検討を行った。

表―１ 安定検討

滑動に対しては、土のう間・基礎地盤との間の
せん断抵抗力と推定土圧の安全性を確認し、転倒
に対しては、合力土圧と底版幅の範囲内の関係を
確認した。
その他の安全対策として重機登坂路を利用して

図―２ 平面図
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の段階的な土止め堰の設置により土圧を軽減し、
また土のうを官民境界沿いに設置することにより
家屋上部の平場をポケットとして活用でき、掘削
土を下部に押え盛土的に巻きだすことに対応でき
るようにした（図―３参照）。
大型土のう積みとなることで、クレーン作業等
もなくなることから、リスクの軽減にもつながっ
たと思われる。
３．の経済性については、当初設計が矢板やH
鋼材を使用した仮設防護柵であること、またク
レーン作業等を考えれば、一目瞭然で経済的効果
があると考えられた。
ただ経済性が優先ではなく、結果として経済的
効果があったということで、今回は工程短縮を含
めた施工性、近辺家屋に対する安全性が最優先で
あったことは述べておきたい。
以上を踏まえ、発注者と協議を行い大型土のう
積みでの施工となった。
製作設置作業は設置面の地盤を確認しつつ、使
用土砂の掘削も安定した地山を中心に採取し、安
定性の向上に努めた。

図―４ 施工写真

適用結果として、施工性においては、大型土の
うの製作設置も５日程度で終了し、続けて登坂路
造成～小型機械による上部の片切掘削が行え、隣
接工区の工事用道路が完了するまでに、当初４０日
の待ち予定から１０日程度の待ちに短縮し、ほぼ予
定通りに完了させた。
併せて、その後の大型重機を搬入しての掘削工
事が遅延なく進められた。

また当初の切土防護柵は、一次掘削が終了して
二次掘削に移る前に撤去であったが、今回の大型
土のうは全ての掘削施工完了まで置ける利点があ
り、施工全般において安全面にも通じる利点があ
った。

表―２ 施工性

安全性においては、土砂の崩壊等もなく、巻き
出した土量にも十分に耐えうるものであり、転倒
や滑動等の変位も見受けられなかった。
降雨時の泥水の流出防止にも土砂止めとしての
相乗効果を発揮したと考える。
また設置作業においても、クレーン作業がなく
なったことにより大掛かりな機械作業が減少し、
かなりのリスク低減が図れたと感じた。

図―５ 近景写真

写真（図―５）のように外周を安全通路として
利用もでき、民地との区分けも明確化できること
から、想像した以上に色々な効果を感じられた。
経済性においては、当初設計の切土防護柵では
支給品材料が主体であっても２２０万程度の工事金
であったが、今回提案の大型土のうでは１２０万程
度で、約半分のコストであった。
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これは単純比較であり、実際は当初の仮設防護
柵には付随して設置箇所までの作業用道路・仮水
路等が組み込まれており、これらの金額も算入す
れば、実際の経済性はさらに高まっている。

表―３ 経済性

今回２段積みでの施工であったが、これが全て
３段積みが必要な現場になれば、おのずと施工費
も施工日数もかかっていくことになり、利点もや
や減少する場合もある。
そのような場合には、今回大型土のうを設置し
た箇所に、小型機械にて施工できる木矢板や軽量
鋼矢板を使用した簡易土止め等の検討も必要であ
ると思えた。

４．おわりに

今回、以上のような課題と改善に取り組み、無
事に工事を完了させることができた。
現在は新技術等、目新しい工種や工法が主流な
傾向もある。それはそれで十分に効果を発するも
のも多々あり、私どもの現場においても図―４や
図―６のようなドローンによる空撮および測量（I

―construction）を率先して活用している。今ま
での建設業界に比べれば飛躍的に進化していると
感じられる。
ただ今回のような工種においては逆の発想で、
もっと単純で効果のある方法はないかとの、考え
方の転換が必要なケースもあると思われる。
しかしながら単純な考え方の転換の中にも、確
固たる安全性の立証もさらに必要であったと感じ
ている。
最後に、今回は工事期間が比較的短期であるこ
と、長期間置かないこと、再利用がないことで、
中程度の大型土のう袋の使用としたが、もう少し
長期の現場であれば耐候性土のうの使用が望まし
いと思われる。

図―６ 完成写真
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１．はじめに

千葉市中央部に位置する京葉道路の穴川 IC～
貝塚 IC間は、１日あたり約１０万台の交通量があ
り、交通集中時には慢性的な渋滞が発生している
ことが問題視されてきた。本工事は、この問題を
解消するために実施される車線の付加工事のうち、
作草部高架橋、殿台高架橋を設置対象とした拡幅
工事である（図―１）。
路肩側を拡げる一次拡幅工事は過年度工事にて
完了しており、本工事では幅員構成の変更を目的
に中央分離帯の改良・改築を行う二次拡幅工事を
実施した。本稿では、供用下および狭隘な現場ヤー
ドにおける増設桁の架設方法、振動下で連結する
床版コンクリートの品質管理方法等について報告
を行う。
工事概要
�１ 工 事 名：京葉道路作草部高架橋他拡幅工事
�２ 発 注 者：東日本高速道路株式会社関東支社

市原管理事務所

�３ 施工箇所：千葉県千葉市稲毛区萩台町～
千葉県千葉市若葉区東寺山町

�４ 工 期：平成２５年１１月６日～
平成２７年１２月２５日

＜橋梁緒元＞
Ⅰ．作草部高架橋（改良前）
①（鋼５径間連続３主鈑桁（連続化）＋２主鈑桁）
×２橋

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社横河ブリッジ

蔭 山 裕 太○ 金 杉 浩 行 安 部 宏 介

京葉道路作草部高架橋他拡幅工事

１２
施工計画

図―１ 付加車線設置事業概略図
（NEXCO東日本 ホームページを参考に作成）

図―２ 工事概念図（作草部高架橋）
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Ⅱ．殿台高架橋（改良前）
②（鋼２径間連続４主鈑桁＋１主箱桁）×１橋
③（鋼３径間連続４主鈑桁＋１主箱桁）×２橋
作草部高架橋の工事概要図を代表として図―２
に示す。

２．現場における問題点

�１ 部材設置時の相対たわみ差
拡幅構造は上下線の異なる構造系の既設桁を横
桁で連結し縦桁を設置する構造であるが、既設桁
は異なる活荷重により変位しており、相対たわみ
差が大きくなると新設部材設置時の不整合や、新
設部材への２次応力付与を生じさせる恐れがある。
�２ 狭隘部での部材架設
本工事では、本線上の固定規制幅が６m程度
と狭隘であり、床版撤去後に橋面上での部材保
管・現場内運搬が困難であった。
�３ 既設床版の外部拘束
コンクリート床版の施工において、セメントの
水和反応に伴う温度応力、コンクリート打設時の
床版内外部の温度差による内部拘束応力、乾燥収
縮や自己収縮による外部拘束応力によるひび割れ
の発生が懸念された。特に拡幅床版は、両側に配
置された既設床版と一体化されることから、乾燥
収縮および自己収縮ひずみや温度ひずみが拘束さ
れる状態にあり、外部拘束ひび割れが生じやすく
なる（図―３）。
�４ 供用下における品質管理
コンクリート施工において、コンクリートが硬
化し所定の強度が発現するまで、振動等の外的圧

力は避けることが望ましいが、本工事では常時供
用下にて床版コンクリートを打設する必要があり、
車両通行による振動がコンクリートの品質に与え
る影響が懸念された。

３．対応策と適用結果

�１ 部材設置時の相対たわみ差への対応策
現地にて各桁のたわみ計測を実施し、相対たわ
み差の変動傾向および最大値等を把握し、取合い
構造や施工手順を検討することとした。たわみの
計測状況を、図―４に示す。
計測の結果、殿台高架橋で相対たわみ差として、
最大７．４mmが計測されたが、たわみ差が生じて
いる時間は２秒弱とわずかな間であった。また、
部材のボルト径とボルト孔径の差を４．５mm（設
置許容精度±２．２５mm）としていることから、部
材設置時に影響を与えるたわみ差の許容値を±２
mm以下とし、これ以上のたわみ差が計測された
時間帯は午前１０時から午前１１時の１時間が最も多
かったが、そのたわみ差が生じている時間は、１
時間で６５秒と短い時間であった（図―５）。

図―３ 外部拘束ひび割れ概念図

図―４ たわみ計測状況

図―５ 上下線の相対たわみ差
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以上より、相対たわみ差が構造に与える影響は
少ないと考え、構造変更は不要と判断した。また、
たわみの計測結果と格子解析で検討した結果、施
工手順は最も相対たわみ差の影響が少ない支点上
から支間中央に向けて横桁を架設することとした。
�２ 狭隘部での部材架設への対応策
橋面の施工延長（約６００ｍ）に渡って、軌条レー
ルを敷設し自走可能な台車と橋形クレーンを設置
し、部材を橋梁下のヤードに搬入、橋形クレーン
にて橋面上へ吊り上げ、台車で架設場所まで運搬
することで狭隘ヤード内での施工を可能にした
（図―６）。縦桁と横桁は、既設桁に対して横桁取
付け用の仕口を設置し橋形クレーンを使用して橋
面上から部材を落とし込み架設していった。３．
�１節に示したとおり、相対たわみ差の影響を考慮
して横桁を支点上から支間中央にむけて架設し、
その後縦桁を架設した（図―７）。
�３ 既設床版の外部拘束への対応策

温度応力解析にて、温度履歴、乾燥・自己収縮
により作用する引張応力度の推定、推定された応
力に対する必要鉄筋量の検討を実施した。
解析結果より、橋軸方向応力度における最小ひ
び割れ指数が拡幅床版の断面中央で０．４５となった。
算出されたひび割れ指数（図中の安全係数）から
ひび割れ発生確率を照査したところひび割れ発生
確率が１００％となった（図―８）。
そのため、ひび割れが高い確率で発生すること
が予測されたため、ひび割れ幅が許容ひび割れ幅
以下となるような必要鉄筋量を算出し、拡幅床版
の配筋に反映した。算出された各橋の必要鉄筋量
を図―９に示す。
�４ 供用下における品質管理への対応策
①打設時間帯の検討
交通量は午前４時から午後８時までが多い傾向
にあり、その間は振動による大きな相対たわみ差
も比例して発生していることから昼間の施工は避

図―６ 台車＋橋形クレーン

図―７ 縦桁架設状況

図―８ ひび割れ発生確率の照査１）

図―９ 各橋の必要鉄筋比１）
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け夜間施工とした（図―１０）。また、コンクリート
は初期硬化時に振動の影響を受けるとひび割れが
発生しやすくなるため、打設完了は朝の交通量が
増加する午前４時に対して余裕を持って終了する
施工計画とした。
以上より、午後１０時より翌午前２時までをコン
クリートの打設期間に設定した。
②コンクリート混和材の検討
コンクリート自体のひび割れ抵抗性を向上させ
るために、セメント材料内にポリプロピレン製の
短繊維（図―１１）を添加し、収縮ひび割れの分散
および抑制（図―１２）をすることとした。

４．おわりに

本工事完了時の全景写真を図―１３に示す。本稿
では主に上下線連結における品質管理について記
載した。特に拡幅床版については、工事着手時よ
りひび割れの発生が懸念され、様々な検討を行い
対策を実施してきた。その結果、ひび割れを防止
し所定の品質を確保することができた。また、中
央分離帯固定規制内に自走式台車と橋形クレーン
を設置したことで狭隘区間での施工を可能にした。
今後、本報告が類似工事の一助となれば幸いであ
る。
最後に工事進捗に多大なるご指導とご助言を頂
きました、東日本高速道路株式会社関東支社およ
び市原管理事務所の方々、その他関係者の方々に
深く感謝致します。

参考文献
１）土木学会：コンクリート標準示方書［設計編］、
丸善株式会社、２０１２年３月
２）橋爪・青木・郭・大島：膨張コンクリートと
少量の合成短繊維を添加したコンクリートのひ
び割れ抵抗性に関する評価、土木学会第６４回年
次学術講演会論文集、VI―２８２、２００９年９月

図―１０ 縦桁・横桁架設後の相対たわみ差

図―１１ ポリプロピレン製短繊維

図―１２ 短繊維補強材を添加した場合のヒビ割れ抵抗性能２）

図―１３ 作草部高架橋完了写真（橋梁下より）
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１．はじめに

一般県道船橋行徳線は幅員が狭い区間が断続的
にあり、沿道は市街地や人家が連なっており、交
通渋滞の緩和や歩行者の安全対策のための道路拡
幅が困難な状況となっていた。このため、市川市
内の交通混雑の緩和と災害時の緊急輸送路として
のバイパス道路建設の一環として、妙典橋が江戸
川放水路上に建設された。
そのうち、『妙典橋上部工その３』は、A１～P３
（鈑桁部）と P３～P４（J７）（鋼床版箱桁部）で構
成され、誇道部であるA１～P３は P２～P３間で市
道を跨ぎ取付盛土へ接続し、P３～P４（J７）は江戸
川放水路上の６径間連続鋼床版箱桁橋のうち、東
京メトロ行徳車両基地を跨ぐ部分である（図―１）。
この P３～P４（J７）を既設桁（P６～P７）上で組立て
た後に、J７から P３側へ送出し架設した。本稿で
はこの送り出し架設について述べる。

工事概要
�１ 工 事 名：社会資本整備総合交付金工事

（（仮称）妙典橋上部工その３）
�２ 発 注 者：千葉県葛南土木事務所
�３ 工事場所：千葉県市川市妙典６丁目地内
�４ 工 期：平成２６年１０月１６日～

平成２８年３月２５日

２．現場における問題点

２―１ 東京メトロ行徳車両基地上空の送出し
送出し架設は、東京メトロ行徳車両基地上空で
あり、基地内には中間ベント施設を設けられない
こと（図―２）、き電停止後に手延べ機到達まで約
１００mの送出しを、既設鋼床版箱桁上で４時間半
以内に施工しなければならないという制約があっ
た（表―１）。また、送出し施工時大きな反力が作
用する J７位置では、既設桁の残置ベントを利用
した。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
高田機工株式会社
現場代理人

平 田 覚○

監理技術者

半 田 和 久

東京メトロ車両基地上空での、
短時間１００m送出し架設と１３．５mの桁降下

１３
施工計画

図―１ 妙典橋全体一般図
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２―２ 桁の大きな降下量と、降下量の差
縦断勾配の差より、P３側の桁降下量が１３．５m
と大きいこと、P３側と P４側の降下量に５．０mの
差があることから、安全な施工方法を検討する必
要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 東京メトロ行徳車両基地上空の送出し
①ダブルツインジャッキの採用
車両基地上空の送出しは、施工時間の制約から
スピードが求められたため、ダブルツインジャッ
キを用いて１m/min の速度で行った（図―３）。

なお、送出し中にダブルツインジャッキ装置が故
障した場合を想定し、別系統のクランプジャッキ
装置を設置した。
②反力不均等への配慮
本工事の送出し架設は、前方台車と後方台車の
２台の台車で施工した。平面線形に曲率を有する
ため、L側 R側の反力差を考慮し、送出しに使
用する台車、推進設備には１００％の不均等を考慮
した。特に前方台車には最大６４０ｔの反力がかか
り、カーブ区間にあたるため L側と R側の反力
バランスが大きく異なることが想定された。した
がって、台車は片側に両側の反力が作用しても問
題が無いよう、解析で得られた反力の２倍の片側
６４０t 両側で１，２８０t の能力を有する構造とした（図
―４）。

桁の地組立、縦送りは既設の鋼床版箱桁上に軌
条を設置して大型台車によって運搬し、軌条の総
延長は約２００mとなった。手延べ機と橋桁を合わ
せた合計重量は８２０t あり、既設鋼床版箱桁の支
点上は前後の台車反力によるたわみによって山形
勾配になる。特に反力の大きな前方台車通過時は
勾配が大きく変化し、橋軸方向の車輪反力が均等

図―２ 東京メトロ行徳車両基地の状況

表―１ 送出し作業時間工程表

図―３ 送出し推進設備

図―４ １，２８０t 台車
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にならないことが予測されたため、勾配の変化に
車輪が追随できるよう、前車と後車を電車の連結
車両のようにボギーで繋ぐ構造的な配慮を行った。
反力の不均等に配慮した結果、送出し桁が曲率
を有していたため、解析値に対して１０％程度の反
力差を生じたが、台車や軌条設備の能力に余裕を
持たせたことで、制限時間内に安全に送り出すこ
とができた。また、車輪の故障もなく推進抵抗も
想定範囲で、スムーズな送出しができた。
③既設ベントの安全性検討
送出し施工前、送出しヤードとなる既設桁を支
持する J７下の既設ベントに不等沈下が生じた。
ベントの傾斜が確認されたため、送出し時におけ
る既設ベントの安全性の検討と対策を行った。
J７下に残置していた既設ベントの不等沈下が最
大３０mmであることを確認した。送出しは、き電
停止後全車両を退避させて行うが、車両基地に与
える影響を考慮して、ベントの大きな傾斜による
不測の事態が発生しないよう、安全に対する対策
が必要であった。
沈下発生前の既設ベントは、既設桁の死荷重に
加えて軌条設備７０t 程度と最大１００t 程度の台車の
みが載荷された状態であった。その後、さらに７００
t 程度の荷重載荷を計画しており、安全性を確保
するため以下の対策を行った。
１）既設ベントの河川側に既設ベントの１／４の荷
重を受ける補助ベントを構築した。その補助ベン
トに送出し時に載荷される実荷重の１／４である３００
t を載荷し、地耐力、沈下量を確認した。
２）構築した補助ベントで既設桁をジャッキアッ
プし、既設ベントの受点の修正と傾いたベントを
鉛直に修正し、さらにベントに使用していた普通
ボルトを高力ボルトに変更した。
３）送出し時は８４５t の台車（移動荷重）がベン
ト上を通過するため、既設ベントと補助ベントに
均等に荷重を分散させるため、既設ベント上に４
基、補助ベント上に２基の３００t ジャッキを配置
し、台車の通過時は６台のジャッキを連動させて
均等に荷重を分散させた（図―５）。

上記対策を立案し、施工前に安全性の事前確認、
作業員への水平展開を行った。施工の当日は、８
mm程度ベントの沈下がみられたものの、ベント
上に配置した６台の連動ジャッキで調整し、桁の
送り出しを計画どおり安全に実施できた（図―６）。

３―２ 桁の大きな降下量と、降下量の差
①門構の低層部拡幅
接続部の路面高が９m、鋼桁降下量が１３．５m、
セッティングビーム高が２．５mおよび門構大梁高
が１．６５mあることから、P３降下設備（門構）は
高さ３０mの高層門構となった。高層門構の設置
箇所はメトロ行徳車両基地の敷地内であり、転倒
した場合は甚大な被害が想定され、その対策が重
要であった。
当初、高層門構面外方向の転倒は一般的な水平

図―５ 既設ベントと補助ベント

図―６ 手延べ機到達時
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震度Kh＝０．１５を門構に載荷して検討したが、転
倒した場合の被害の甚大さから、Kh＝０．２５で検
討を実施した。また、送出し時のたわみ取りおよ
び桁降下時の面外方向転倒対策として、門構低層
部柱を拡幅した。結果は、当初の構造では転倒に
対する安全率が０．７６で、許容値１．２を満足するこ
とができなかったが、低層部拡幅構造に変更した
ことで安全率を１．２以上確保することができた。

②ストランドジャッキ工法の採用
降下作業は縦断線形および送出し勾配の影響を
受け P４側で８．５m、P３側で１３．５mとなり、降下量
に５．０mの差が生じた。
桁の吊下げは鋼棒を使用する工法と、PCスト
ランドワイヤーを使用するストランドジャッキ工
法がある。前者は揺れや横方向の力に弱く、後者
はワイヤーを使用するため揺れや横方向の力に柔
軟性がある。降下量が大きいことと降下量に差が
あることを考慮し、今回の降下設備には柔軟性の
あるストランドケーブルを採用した（図―８）。ま
た、降下量の差による桁の回転などの影響につい
ては、ストランドケーブルの設置位置や J７に設
けた架設時の遊間（ワーキングスペース）で対応

した。
③降下時のフェールセーフについて
・降下量はストランドジャッキ能力に関係なく、
安全に配慮し P３、P４交互に５００mmずつ降下し
た。
・降下後は必ず、橋脚上の架台へあずけた後、相
対する橋脚の吊り降下を行った。
・橋梁全体を吊りこむ作業（２時間程度）は、J７
引き寄せ時（既設桁との連結時）のみとした。こ
のとき、橋体と門構柱の離隔が２５０mm程度と少
ないこと、基礎の不等沈下への配慮から、長時間
の橋体つり込みは行わず、緊急時は橋脚上の架台
で支持できる構造とした。

４．おわりに

東京メトロの車両基地上で、手延べ機到達まで
１００mの送出しを４時間半という限られた時間内
で実施し、その後主桁送出し完了後１３．５mの降
下を行った。送出し当日は地元の住民の方や小学
生など多数の見学者が来場するなか、無事に施工
が完了した。今後、この橋が地元の人たちの交通
渋滞緩和や歩行者の安全につながれば幸いである。

図―７ 低層部を拡幅（□枠内）した門構

図―８ P３降下設備
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：東北中央自動車道

布川大橋上部工工事
�２ 発 注 者：国土交通省東北地方整備局
�３ 工事場所：福島県伊達市月舘町布川地内
�４ 工 期：平成２７年１１月１０日～

平成２８年１２月２６日
本工事は、先の東日本大震災からの復興道路と
して位置づけられている沿岸の相馬市と福島市を
結ぶ東北中央自動車道の橋梁工事である。
現在相馬市と福島市は国道１１５号線で結ばれて
いるが、山岳地帯ということもあり、約５０㎞を通
行するのに１時間２０分ほど要している。この自動
車専用道路の開通によって約３０分の時間短縮を図
ることができ、地元の方々からも医療、福祉の面
から大いに期待されている道路である。現場は山
間地でありトンネルと高架橋の連続で布川大橋も
例外ではなく宝直トンネルを出てすぐの県道３１６
号線（広畑月舘線）の上に架かる橋梁である。
橋長 ２０３ｍ、全巾員１２．７９ｍ
型式 ポストテンション方式６径間連結コンポ橋
主桁はプレキャストセグメントで当社の亘理ＰＣ
工場で製作し、トレーラーにて現場まで運搬し現
場で接合、緊張して１本の桁としている。

２．現場における問題点

受注後社内の施工検討会に懸案事項として考え
られた事項を下記に示す。
１）曲線橋であるので、ガーダーの移動およびセ
ットを確実に行うことができるか。また門構
脚の据え付けは可能か。

２）高架橋の施工なので、打設高さ及び配管によ
ってコンクリート打設に支障はないか。また
コンクリートの配合について検討が必要。

３）県道上の主桁の架設に関しての安全対策。
発注時の架設方法は、県道を全面通行止めに
して昼間の架設であった。地元の方々への影
響がないかどうか検討が必要であった。

４）連結横桁がマスコンクリートとなるので温度
ひび割れに対する検討が必要であった。

東日本コンクリート株式会社
現場代理人

目 黒 仁

山間地域でのＰＣ上部工の施工

１４
施工計画

図―１ 施工前
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５）作業ヤードが十分に確保できるかどうか。ク
レーン及びポンプ車の設置が可能か。

３．工夫・改善点と適用結果

１）ガーダーの移動
Ａ１～Ｐ１への引出は、通常の形で行い、ウイ
ンチを使用してガーダーを引出し門構にてガー
ダーをセットした。Ａ１～Ｐ１の架設完了後Ｐ１
～Ｐ２径間にガーダーを出すが、平面線形が入っ
ていてＰ２橋脚上で１ｍ近くガーダーの先端を横
移動する必要があった。これには橋脚上に広くベ
ントを組立てて対応した（図―２）。
門構架設の場合、必ずと言っていいほど脚の立
てる位置の検討が必要となる。というのも橋脚巾
がないなど制約を受ける場合が多いからである。
布川大橋も例外ではなかった。通常より沓が大き
くしかも橋脚巾に余裕はなかった。かといって３０
ｍも下から脚を立てる時間的余裕はない。そこで
通常より大きくブラケットを製作し沓と干渉しな
い構造として対応した（図―３）。
門構の移動には、専用の移動台車を用いること
で平面線形に対応できスムーズな移動ができた。
２）コンクリート打設
布川大橋は、地上から床版までの高さが最大３０
ｍほどあり発注時のコンクリートのスランプは８
cmであった。以前同じ福島県内で鋼橋の床版工
事を行い地上３５ｍで配管して打設した経験があっ
た。この時の経験を生かし床版打設時のスランプ
を８cmから１２cmに変更し現在床版コンクリー
トを施工中である。一般的にポンプ車の圧送性能
を検討する場合、次の式で圧送負荷を算出する。
P=K（L＋３B＋２T＋２F）＋WH＊１０－３

ここに
P：コンクリートポンプに加わる圧送負荷
（N/mm２）
K：水平配管の管内圧力損失（N/mm２／m）
L：直管の長さ（ｍ）
B：ベント管の長さ（ｍ）
T：テーパー管の長さ（ｍ）

F：フレキシブルホースの長さ（ｍ）
W：フレッシュコンクリートの単位容積重量
（kN/m３）

H：圧送高さ（ｍ）
最も厳しい条件となる床版コンクリート打設時
の条件により圧送負荷を算出すると以下のように
なる。
K＝１．０×１０－２（N/mm２／m）

１２５A（５B）管、スランプ８cm
L＝１８１m １２５A（５B）管
B＝２m ９０°ベント管
T＝１m テーパー管
F＝８m フレキシブルホース１本
W＝２４．５（kN/m３）単位容積重量
H＝３０m 圧送高さ
P＝０．０１＊（１８１＋３＊２＋２＊１＋２＊８）

図―２ ガーダー横移動状況

図―３ 橋脚ブラケット組立
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＋２４．５＊３０＊１０－３

＝２．７９ （N/mm２）
算出した圧送負荷の１．２５倍以上の吐出能力を有す
るコンクリートポンプ車を選定する必要があるこ
とから
P’＝２．７９＊１．２５＝３．４９（N/mm２）
選定したポンプ車 IPG１３５B―６N３６／４型式の最
大圧送負荷は、P＝６．３（N/mｍ２）であるので圧
送可能である。
以上の計算から打設は可能と考えたが、前回の
床版工事の経験を踏まえて、スランプの検討を行
うこととした。発注時のスランプは８cmであっ
た。一般にコンクリート標準示方書ではスラブ部
材においては、最小スランプが７cmと定められ
ていて８cmはこれを満足する。しかし、打設箇
所が高所であること、ポンプ打設の場合の水平換
算長さが２００ｍにもなること、高密度配筋である
こと等から、スランプを１２cmに変更することに
した。現在床版の施工を行っているが、順調に打
設を行っている。
３）県道上の主桁架設時の安全対策
発注は昼間の全面通行止めによる架設であった。
主桁架設作業以外にも県道上のガーダー引出し、
足場組立解体など通行止めが必要な作業がたくさ
んあり、通行止めが必要な日数は１８日にも及んだ。
地元の方々とは説明会を開催し協議を重ねたが、
この県道が通学路であること、付近に適当な迂回
路がないことなどから通行止めは困難と判断し、

Ｐ２～Ｐ３間に迂回路を設けて架設作業時の通行
止めを回避した。県道の規制は９時～１７時と時間
的な制約は受けたが、作業間の連絡、調整を密に
して無事故無災害で施工することができた。
４）連結部横桁のマスコンクリート対策
温度解析を行い、内部の最高温度を推測しモバ
イル式の温度測定装置を用いてコンクリート内部
の温度を測定した。また湿潤養生期間を２週間と
し外気と内部の温度差が２０℃以下になるまで型枠
を存置させた。打設時期が幸いなことに真夏では
なく秋口になり施工条件が良くなった。コンク
リート温度は２日目までは上昇するが、それ以降
はゆるやかに下降を始めた。しかし内部温度と気
温の差が２０℃位下になるまで脱枠を行わなかった
ため、脱枠まで２週間ほど必要であった。

図―４ 床版コンクリート打設状況

図―５ 迂回路設置

図―６ コンクリート温度測定状況
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５）作業ヤードの確保
受注後直ちに現地調査を開始し、施工計画の作
成に着手した。山間地の高架橋であるため作業ス
ペースが限られていた。高架橋での施工の場合ク
レーンが設置可能かどうかで作業効率が変化する
ことは既知のとおりである。通常の高架橋では両
側に工事用道路がありここにクレーンやポンプ車
を設置する。しかしこの現場では、工事用道路は
なく設置場所を確保するための作業が必要であっ
た。ヤードを整備し鉄板を敷き何とか各橋脚に１
箇所の作業スペースを確保することができた。

４．おわりに

１２月末の時点で布川大橋は、床版、横桁コンク

リートの打設が完了している。県道上の架設や地
上３０ｍ以上でのコンクリート打設など施工条件は
決して良いとは言えなかった。しかし、施工計画
作成前に施工検討会を数回開催し問題点を明確に
したことで、作業が順調に進み平成２９年３月の竣
功に向かう体制が整いつつある。受注後現場を最
初に見たときは、完成できるイメージが湧かなか
ったのは事実である。知恵と意見を出し合い、入
念な現地調査を行い施工に反映させたことで竣工
が見えてきた状況である。
この現場は、幸い無事故で施工が進んでいる。
竣功まであとわずかであるが、気を緩めることな
く無事故で竣功を迎えることが出るように努力し
ていきたいと思う今日この頃である。

図―７ クレーン作業状況（Ｐ５橋脚付近） 図―８ 現在の布川大橋（施工状況）
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１．はじめに

砂部大橋（旧橋）は、国道２号加古川バイパス
と交差する兵庫県道３９０号神吉船頭線に位置し、
バイパス上を２径間の単純 PC桁橋で横断する橋
梁であった。平成２４年２月２７日、この旧橋に大型
トレーラーの積荷が衝突する事故が発生し、PC
桁が重度の損傷を受けた。
そこで、旧橋の桁と中間橋脚を撤去し、バイパ
ス上を１径間で横断する鋼単純鋼床版箱桁橋（新
橋）に架け替える復旧計画が立案・実行された（図
―１）。
本稿では、その架設に関する詳細を報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：県道神吉船頭線砂部陸橋上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省近畿地方整備局

姫路河川国道事務所
�３ 工事場所：兵庫県加古川市東神吉町砂部地先
�４ 工 期：平成２６年１月１７日～

平成２８年３月３１日
�５ 構造概要：鋼単純鋼床版箱桁橋

橋長：４７．９８８ｍ
支間長：４７．１００ｍ
総幅員：９．１３５ｍ
架設重量：２１８．６ｔ

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社駒井ハルテック
現場代理人

田 村 有 治○

監理技術者

髙 良 人 伊 藤 哲 也

幹線道路上を跨ぐ桁送出し架設時の安全設備と安全対策

１５
施工計画

図―１ 構造一般図
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２．現場における問題点

新橋の送出し架設を行うに際し、特に大きな課
題と設定した項目を以下に示す。
２．１ 通行止め規制の最小化
加古川バイパスは一般国道自動車専用道路とし
て、兵庫県明石市魚住から同県高砂市に至る重要
な幹線道路である。平均交通量が約９６，０００台／日
の重交通路線であることから、工事を行うにあた
り通行止め規制を最小化にすることが最大の課題
であると考えた。
通行止め規制の条件としては、送出し架設およ
び桁降下作業で２日、壁高欄コンクリートの打設
で１日、落下防止柵の設置で１日の計４日間と規
定され、それらはいずれも０：００から４：００までの
４時間と限定された。
特に、桁の送出しおよび降下作業は多くの作業
項目を有しているため、所定時間内での安全かつ
確実な施工を、いかに行えるかが重要であった。
２．２ 構台設備を設ける既設PC橋の耐荷力確認
新橋の送出し架設は、既設 PC橋上に構台設備
を設置して行う計画であった。このため、既設 PC
橋は構台設備の重量に加え、構台上に搭載する新
橋や手延機、後部桁等の重量も支持する必要があ
った。しかし、既設 PC橋は１９７０年に完成した古
い橋梁であるため、PC桁の健全性および耐荷力
について、作業前に確認する必要があった。
２．３ 推進装置トラブルへの対策
当初計画では、送出し架設の推進装置として自
走台車のみが採用されていた。このため、推進装
置にトラブルが生じた場合には、送出しができな
くなり、制限時間の４時間を厳守できない可能性
があった。
２．４ 桁降下時の安全性確保
当初計画では、新橋の桁降下は吊下げ方式によ
り行う方法であった。しかし、桁の送出し完了か
ら桁降下作業開始までの間に、手延機・後部桁の
切り離し、連結構接続部である桁端の切断・塗装
作業があり、バイパス上に長期間新橋が仮置き状

態となるため、桁の安定性に関する懸念があった。

３．対応策と適用結果

上述の課題に対する対応策と結果を以下に示す。
３．１ 施工時間の短縮
�１ 送出し延長の短縮による時間短縮
手延機の短縮が可能か解析にて検討を行い、後
部桁を４０m追加することで手延機の延長を６０m
から２５mまで短縮可能なことを確認した。この
結果より、送出し延長を１０８．５mから７９．５mへ２９
m短縮し、送出しに要する時間を大幅に短縮し
た（図―２）。

 
図―２ 送出しステップ比較

�２ 送出し設備盛替え時間の短縮対策
手延機先端が P５側の受け点に到達する際、先
端のたわみ量と受け点高さが一致しないと、受け
点における盛替え作業等が生じ、この処理に時間
を要する。この対策として、到達時における手延
機のたわみ量を解析にて算出し、到達時の高低差
が０mmとなるよう、P７側の送出し設備の高さ
を調整した。
この結果、実施工においても高低差が無い状態
で P５側受け点に到達し、次ステップに向けての
盛替え作業は受け点では生じず、上げ越しを行っ
た P７側送出し設備の高さ調整のみとでき、作業
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時間を短縮する事ができた（図―３）。
３．２ 既設 PC橋の耐荷力確保
既設 PC橋の調査の結果、耐荷力に影響を及ぼ
す損傷は発見されなかったが、耐荷力の不足する
箇所があることが判明した。そこで、構台設備の
支柱位置に合わせ、既設 PC橋の下にベント支持
点を設け、曲げ作用を緩和する計画とした。
具体的には、送出し構台設備図を作成し、荷重
作用位置を橋面上に罫書いて平面計測し、ベント
支持点の位置を座標管理で完全に一致させ、仮受
補強を行った。送出し構台の基礎には、場所打ち
コンクリートを採用することで、既設 PC橋の主
桁に直接反力が載荷される構造とした（図―４、
図―５）。
また、構台設備は既設 PC橋の縦断勾配（４％）
の影響により、始点から終点までの高低差が約５
mあり、不陸が生じやすい構造あった。そこで、
構台設備基礎の高さ管理を徹底し、不陸をなくす
ことで、構台搭載荷重が均等に PC橋へ伝達され、
出来形不良による送出し架設時における PC橋へ

の応力集中発生を防止した。
３．３ 推進装置トラブル発生対策
本工事では、当初計画の自走台車に加え、新た
に２系統を追加し、合計３系統の推進設備を準備
して送出し架設を行った。具体的には、第１回送
出しの５０mを自走台車にて行い、第２回の２９．５m
を図―６に示すレールクランプ方式クレビス油圧
ジャッキにて行う計画とした。

図―３ 盛替え設備

図―４ 仮設備配置図

図―５ 既設 PC桁受けベント

図―６ 送出し推進装置図
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実施工においては、第１回の送出し量５０mの
うち、約３０mが完了した位置で自走台車の電気
系統に不調が生じた。そこで、即座に電気系統の
修繕ではなく、第２、３推進装置に切り替え、残
り約４９．５mの送出し架設を行った。その結果、
無事に１夜間での作業制限時間である４時間を厳
守し、架設を完了することができた（図―７）。
このように、複数系統の推進装置の準備は、ト
ラブル発生時、即座に第２・第３の設備への切替
えが可能であり、リスク対策として非常に有効で
あった。
３．４ 特殊ジャッキと仮受設備の採用
桁降下の施工方法について、当初の吊下げ方式
から、特殊ジャッキと仮受設備を用いる方法に変
更した。降下設備はジャッキストロークが５．４m
の特殊ジャッキであり、両橋脚前面の側道部に設
置し使用した。仮受設備はサンドル設備を橋脚上
に井桁に積上げ、設備の転倒防止対策を施した。
降下作業時は、特殊ジャッキの降下量にあわせ
てサンドル設備を順次撤去することで、特殊ジャ
ッキにトラブルが生じ、ジャッキが制御不能にな
った場合でもサンドル仮受設備が桁を受け止め、
桁落下を防止する対策を取った。さらに、桁の転
倒防止対策設備として、桁後方部と既設橋をワイ
ヤーで強固に固定し、地震時水平力荷重への対策
を行った（図―８）。
これらの結果、桁降下開始までの期間、桁の安

定性を確保し、１夜間４時間以内を厳守した上で、
安全に施工を終了させることができた（図―９）。

４．おわりに

幹線道路上を跨ぐ桁の送出し架設および桁降下
作業を１日４時間以内という制限時間のなかで行
う厳しい作業条件であったが、無事に施工を終え
ることができた。
最後に、本工事の施工においてご指導、ご協力
を賜りました国土交通省近畿地方整備局姫路河川
国道事務所および関係各位に深く感謝いたします。

図―７ 夜間送出し

図―８ 桁降下詳細図

図―９ 夜間降下作業
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１．はじめに

本工事は名古屋第二環状自動車道の延伸工事
（名古屋西～飛島）に伴う名古屋西ジャンクショ
ンの拡幅工事である（図―１）。昭和５８年度に施工
した１期施工時には、２期施工である本工事は考
慮されていたが、供用中の既設桁の拡幅工事であ
るため、解決すべき課題が多くあった。１期施工
は７主桁を施工、２期施工は２主桁（一部区間は
３主桁）を増設する拡幅工事である。
本稿では、２期施工の拡幅工事の課題と、設
計・製作段階における増設桁の接続方法の工夫に
ついて述べる。

工事概要
�１ 工 事 名：市道高速１号名古屋西 JCT工区

上部工事及び名古屋第二環状自動
車道名古屋西ジャンクションF
ランプ橋（鋼上部工）工事

�２ 発 注 者：名古屋高速道路公社
�３ 工事場所：愛知県名古屋市中川区島井町
�４ 工 期：平成２６年６月２４日～

平成２９年１０月３１日
�５ 橋梁形式：
・S０橋：単純非合成鋼鈑桁橋
（東 P４１～万１６４ 橋長 ２３．６６２m）
・S１C橋：２径間連続非合成鋼鈑桁橋

（万１６４～万１６２ 橋長 ５２．６１５m）
図―２に構造一般図を示す。

２．本拡幅工事の課題

本拡幅工事の施工では、以下の課題があった。
�１ 既設桁形状の把握
本拡幅工事の特徴として、増設桁が曲線の拡幅
桁で平面線形が複雑であること、既設桁は従来タ
イプの多主鈑桁構造であるため、横桁や対傾構、
下横構などの取り合い部材が多いことがあげられ
る。また増設桁の取り付けを考慮して、既設桁に
はボルト孔が施工済みであった。そのため本工事
では、既設桁の増設桁取り合い部の三次元座標や
ボルト孔位置の正確な情報が必要であった。
�２ 施工ステップと実測時期の検討
既設桁と増設桁の連結部材（横桁、下横構、中
縦桁）の工場製作にあたり、可能な限り製作キャ

日本橋梁建設土木施工管理技士会
日本車輌製造株式会社
課長

林 栄 人

供用中の都市高速道路における拡幅工事の課題と
増設桁の接続方法の工夫

１６
施工管理

図―１ 位置図
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ンバーは設計値ではなく、実測値を用いることで
連結部材の精度向上を図ることを考えた。そのた
め、連結部材を工場製作する上で必要な寸法の実
測時期を含めた施工ステップを検討する必要があ
った。
�３ 連結部材取り付け時の誤差吸収方法の検討
既設桁と増設桁は仮組立ができないこと、増設
桁と既設桁で別々の挙動を示すことから、連結部
材取り付け時の誤差吸収方法を検討する必要があ
った。

３．本拡幅工事の対応策

前述の課題に対し、設計・製作段階で以下の対
策を実施した。
�１ 既設桁形状の把握
本拡幅工事は、既設桁と増設桁を連結する取り
合い部材が多く、連結部１箇所あたりの計測項目
も多岐にわたった。計測では、既設桁の横桁など
の仕口形状のみではなく、ボルト孔位置も三次元
座標を把握する必要があった。また既設桁と連結
する上で、計測後に追加検討や確認事項が生じる
ことも考えられた。そこで本拡幅工事の計測は、
レーザースキャナによる三次元計測を行った。表
―１にレーザースキャナの性能緒元、図―３に計測
画像、図―４に画像から測り出した計測結果（横
桁の例）を示す。
レーザースキャナによる計測は、構造物の形状
そのものが点群でデータ化されるため、計測した
それぞれの点が三次元座標となり、既設桁形状を
正確に把握することが可能となった。また着目箇
所以外の点も後で参照することが可能となった。
なお、レーザースキャナの計測精度を確認するた
め、トータルステーションによる計測も同時に行
い、実測結果の比較を行った。主桁下フランジ下
面の標高計測値を比較すると最大３mmの相違で
あったため、レーザースキャナによる計測は妥当
であると判断した。

図―２ 構造一般図

表―１ レーザースキャナの性能諸元

図―３ 計測画像（画像と点群）
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�２ 施工ステップと実測時期の検討
本拡幅工事は、既設桁と増設桁のたわみ差が小
さい状態で連結する施工ステップ（図―５）とし、
連結部材の取り付け時の架設誤差が極力小さくな
るようにした。また連結部材の工場製作は、可能
な限り製作キャンバーは設計値ではなく、実測値
を用いることで連結部材の精度向上を図るため、
増設桁の床版・壁高欄の打設後に既設桁と増設桁
のたわみ差を実測することとした。

図―４ 計測結果（横桁の例）

図―５ 施工ステップ図
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S０橋における既設桁と増設桁の施工ステップ
毎のたわみを図―６に示す。既設桁は、既設高欄
の撤去により上昇し、施工完了後も現位置から上
げ越しされたまま戻らないことが判明した。増設
桁のたわみは、鋼重と床版・壁高欄で全体の８０％
を占めているため、床版・壁高欄の打設後に、既
設桁と増設桁のたわみ差を実測し、連結部材の製
作に反映させることとした。なお本稿では詳述し
ていないが、本施工ステップは詳細設計に反映し
た。
�３ 連結部材取り付け時の誤差吸収方法の検討
連結部材の取り合い部の誤差吸収方法は、図―
７に示すように、横桁などの連結部材の母材側は
工場孔明けで拡大孔（φ２６．５mm）とし、増設桁
の仕口部は現場孔明け（φ２４．５mm）とした。な

お増設桁の仕口部を現場孔明けする際、ボルトの
縁端距離は、不足する恐れがあるため４０mmに調
整代１０mmを加えて５０mmとした。

４．おわりに

本工事は、供用中の都市高速道路における拡幅
工事であり、既設桁の形状を正確に把握し、確実
に既設桁と増設桁を一体化することが重要であっ
た。本稿で紹介した課題とその対応策が今後の拡
幅工事に参考になれば幸いである。本稿執筆時は、
増設桁の架設が完了した状態で、今後連結部材の
工場製作、現場取り付けを予定している。
最後に、名古屋高速道路公社の方々から適切な
助言、多くのご指導をいただきました。ここに深
く御礼を申し上げます。

図―６ S０橋のたわみ

図―７ 連結部材の誤差吸収方法
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１．はじめに

本工事は、東京湾周辺の諸都市を連絡する東京
湾岸道路事業のうち、一般国道３５７号線の本牧ふ
頭地内に位置する橋梁の上部工製作・架設工事で
ある。
本橋は、上層に供用中の首都高湾岸線を有する
ダブルデッキ構造の下層に位置するとともに、施
工ヤードは民間企業の管理敷地にあり、橋梁下は
常時トレーラーが通行する現場条件であったため、
架設にあたり以下に配慮する必要があった。
①下層の上空制限を侵さない（首都高湾岸線に干
渉しない下側からの施工とする）
②トレーラーの常時通行を妨げない
本報告では施工条件を踏まえた架設工法の概要
について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：湾岸道路本牧地区１号橋上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省 関東地方整備局

横浜国道事務所
�３ 工事場所：神奈川県横浜市中区本牧ふ頭地先
�４ 工 期：平成２６年６月２５日～

平成２８年３月１８日
�５ 構造形式：４径間連続鋼床版箱桁橋
�６ 橋 長：３４４．５m（１０４．５m＋７４m＋７５m＋

８８．１m）
�７ 幅 員：２５．８m

�８ 鋼材重量：４，４８０t
�９ 架設工法：①リフトアップ＋門型吊上げ架設、

②一括吊上げ架設、③横取り＋縦
取り架設、④多軸台車運搬＋吊上
げ架設（図―１）

２．現場における留意点

前段で述べたダブルデッキ構造は、上層桁の下
端と下層桁の上端との離隔が約６．９mで、下層桁
の架設高さは地上から２２m～２６mに位置する。
トラッククレーンベント架設では、クレーンの
ブーム先端が上層桁に接触する恐れがあるだけで
なく、桁架設位置が高いためクレーンブームが起
きてしまい、上層桁との離隔が確保できないため
部材を所定の位置に架設することが困難な状態で
あった。架設における制約条件を以下に示す。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社駒井ハルテック
監理技術者

堀 口 耕 平○

現場代理人

澤 田 裕

供用中の上層桁直下での下層桁の施工
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図―１ 架設概要図
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①供用中の上層桁に近接しない。
② P１１～P８間の施工は昼間コンテナターミナル
が営業しているため施工不可、夜間施工（１９：
００～４：００）。
③ P１１～P９間の昼間は敷地内トレーラーの運行
を阻害しない状況に復旧する。

３．架設方法

�１ リフトアップ・門型吊上げ架設
P８・P７橋脚上の桁架設は、多軸台車上にリ
フトアップ設備を設け、各主桁１本単位でリフト
アップ・縦取りを行った（図―２）。桁を低い位置
でリフトアップ設備上に地組することにより、上
層桁へのクレーンブームの近接を回避した。
主桁の架設設備は４か所に設置する必要があっ
たが、多軸台車上にリフトアップ設備を設け、多
軸台車を移動使用することにより、ベント設備他
の組立解体の回数を低減し、工程を短縮した。
中床版は地上の低いベント上にて地組を行い、
架設主桁上に設置した門型吊上げ設備により吊上

げ架設を行った（図―３）。
�２ 一括吊上げ架設
�２―１ 架設計画
P１１～P１０間・P８～P７間の桁架設は、セッテ
ィングビーム吊上げ設備による吊上げ架設を行っ
た（図―４・５・６）。地組立時の空頭確保と、地
組桁直下を敷地内トレーラーが運行可能な高さと
すべく、P１１～P１０間のベント高さは約８mとし
吊上げ高さを１４m、P８～P７間のベント高さは
約７mとし吊上げ高さを１０mとした。
吊上げ設備は、センターホールジャッキと PC
鋼線を採用した（図―７）。吊上げ荷重は、P１１～
P１０間が約１，０００t、P８～P７間が約８００t、不均等

図―２ 主桁リフトアップおよび縦取り（Ｇ１桁）

図―３ 門型吊上げ設備による中床版吊上げ

図―４ P８～P７間 一括吊上げ前

図―５ P８～P７間一括吊上げ架設完了

図―６ P１１―P１０間吊上げ架設
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係数１．５を考慮し、１ウェブ当たりに使用するジ
ャッキを５０t×４台の８か所とし、計１，６００t の能
力にて計画を行った。PC鋼線は φ２８．６を１ウェ
ブ当たり４本計３２本使用した。反力管理として集
中管理システムを採用し、荷重バランスを確認し
つつ吊り上げを行った。
�２―２ 試験吊りの実施
架設精度の確認の一環として、本吊上げ前に試
験吊りを実施した。先行架設桁と地組桁の挙動（仕
口間距離、仕口角度、たわみ、地組桁長さ、桁平
面位置他）を計測し解析結果と比較し、吊上げ設
備位置、先行架設桁位置の補正を行った。
�２―３ 計測による精度確認
吊上げ計上の確認は、光波測距儀による座標管
理とレーザー下げ振りを使用した。光波測距儀に
よる方法は、吊上げ桁の鋼床版上に計測器を設置
し、先行架設桁と地組桁の主桁仕口部を計測し、
相互の位置関係を座標管理した。レーザー下げ振
りによる確認は、下げ振りを先行架設桁の主桁ウ
ェブに設置し、地盤または吊上げ桁の鋼床版上に
先行架設桁のウェブ位置または吊元のセンター
ホールジャッキ芯を投影させた。
地組桁と先行架設桁との位置関係をチェックす
ることにより、架設精度（桁長、仕口間距離およ
び仕口角度）を確認するだけでなく、吊上げ時の
荷振れ方向が把握でき、安全に施工することがで
きた。
�３ 横取り・縦取り架設
P９～P８間の施工は前述の通り空頭制限のた

めクレーン架設は不可であった。また、径間長７５
mの約半分を埠頭関係管理事務所の建物および
船員通路が占めており、桁吊上げも困難であった。
そのため、工事桁を使用したベント設備を設け、
横縦取りの軌条設備を設置することにより、供用
中の桁下での条件付き架設を可能とした。
具体的な架設方法としては、P９橋脚の門型橋
脚が支障となり、P９～P８間の桁全量の横取り
は不可能であった。そのため、P９～P８間の桁
を２分割し、先行架設分は横取り＋縦取り架設、
残りを横取り架設とする手順とした（図―８）。
�４ 多軸台車運搬・吊上げ架設
P１０～P９間の施工は、埠頭関係車両が入退場
するトレーラーゲート上に位置し、ベント等の仮
設機材を設置することが不可能であったため、多
軸台車による約２５０mの運搬（図―９）と、約２０m
のリフトアップによる架設（図―１０・１１）を採用
した。多軸台車での運搬は、地組した桁長５２m
の主桁を２回、４枚の中床版を地組したパネルを
６回行った。
主桁の運搬は、運搬経路近傍にある街灯・建築
物等の障害物回避のために、多軸台車上にリフト
アップ設備を設けることで、障害物を回避した。
さらに吊上げ架設においては、地切り時に発生
する荷振れ量を最小限に抑える対策として、吊上
げ桁（多軸台車）の正確な停止位置の位置出しを
行うとともに、介錯ワイヤーにて吊上げ時の荷振
れ抑制対策も行った。なお、主桁吊上げ単体荷重

図―７ 吊り上げ架設設備

図―８ P９―P８間横取り＋縦取り
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は約２００t であるが、中鋼床版の全ての現場溶接
およびボルト連結後、架設済み先行主桁とモーメ
ント連結接合を行って後に、吊上げ設備の荷重開
放を行う構造であった。そのため他径間同様、
１，６００t を吊上げ可能な能力設備とした。
P１０～P９間の吊上げは、それまでの吊上げと
条件が異なり、試験吊り不可のため、吊上げ時の
先行架設桁と地組桁の挙動を、解析結果に基づき
予測し調整を行った。また、P１０～P９間の施工

が最終の吊上げブロックとなるため、センター
ホールジャッキと PC鋼棒を使用した引き込み装
置を利用してモーメント連結を行った。これらの
対策を行った結果、桁連結をスムーズに行うこと
ができた。

５．おわりに

本工事は、４，４００t を超える橋梁を現場施工約
１年の短期間かつ、常時昼夜間で施工する必要が
あったが、無事に終えることができた。本報告で
述べた内容が、今後の類似工事の参考となれば幸
いである。
最後に、本工事の施工にあたりご指導、ご協力
を賜りました国土交通省関東地方整備局横浜国道
事務所の関係各位をはじめ、工事に携わって下さ
いました多くの方々に、この場を借りて厚く御礼
申し上げます。

図―９ 多軸台車による桁運搬（地組ヤード）

図―１０ 多軸台車よりの吊上げ架設（主桁単体）

図―１１ P１０―P９間多軸台車よる桁運搬後の吊上げ

－６８－



 

１．はじめに

本工事は、一般国道１８号高崎安中拡幅事業にお
ける、暫定２車線供用部区間の４車線化に向けた
橋梁の上部工製作・架設工事である（図―１）。
本橋架設付近には、JR信越本線安中駅、県道
と本路線ランプとの交差点、駐輪場、歩道橋があ
り、車両・歩行者（自転車）の利便性・安全性に
配慮した施工計画が必要であった。
本報告では施工条件を踏まえた架設工法につい
て報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：中宿高架橋上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省 関東地方整備局

高崎河川国道事務所
�３ 工事場所：群馬県安中市中宿地内
�４ 路 線 名：一般国道１８号線
�５ 工 期：平成２６年１月２４日～

平成２７年１２月２５日
�６ 構造形式：５径間連続非合成細幅箱桁橋
�７ 鋼材重量：７９３ｔ

２．現場における問題点

本工事の架設場所は、安中駅ロータリー入り口
交差点上であるため、駅利用者の駅へのアクセス
を最優先とし、交通規制を最小限とする必要があ
った。

施工条件と採用した架設工法を以下に示す。
①架設地点が国道１８号バイパス上り線と下り線の
オン・オフランプに挟まれた狭隘な部分に位置し、
P２～P４間は国道１８号の上下オン・オフランプ
と県道の交差点上となる。
そのため、架設は図―２に示すとおり、A１～P
２間の桁をクレーン架設後、その上に軌条設備を
設け送出しヤードとし、P２～P３・P３～P４間
をそれぞれ送出し工法にすることとした。最終径
間の P４～A２間はA２橋台背面からクレーンに
て架設を行った。
②送出し架設に伴う通行止め時間は、関係機関と
の協議により終電２３：２４から始発５：３８の間の０：
００から５：００の５時間となった。さらに送出し径
間の下に仮設備を残置すると、安中駅へのアクセ
スができなくなり一般交通への影響が大きいこと

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社駒井ハルテック
現場代理人
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図―１ 位置図
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から、送出し・降下・仮設備撤去までを１夜間で
行う必要があった。
ここでは P２～P３・P３～P４間の送り出し架
設について報告する。

３．工夫・改善点と適用結果

３．１ 架設概要
交通規制回数を最小限となるよう検討した結果、
１夜間で送出し・降下・仮設備撤去まで行うこと
とした。具体的には、P２～P３間では、送出し
量５０m、降下量３．８m、P３～P４間では、送出し

量４０m、降下量３．６mと過去に実績の無い作業量
を各１夜間に実施可能な計画を行った。P２～P
３間の送り出し架設概要図を図―３に示す。
３．２ 機材の選定
送出し・降下・仮設備撤去までを１夜間内で施
工を行うためには、施工完了後道路上にある各設
備を速やかにヤード内へ移動可能とする構造が求
められる。これより現況道路上に前方台車設備と
して積載能力２４５t の多軸式特殊台車を並列に２
台配置した（図―４）。
また、送出し完了後、直ちに降下作業に移行で
きるよう、多軸式特殊台車上へ昇降能力２００t、ジ
ャッキストローク２１００mmの降下装置を並列かつ
上下に２基、計４基（昇降能力３４０t、ジャッキス

図―２ 架設概要図

図―３ 送出し架設概要図

図―４ 前方台車状況写真
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トローク４２００mm）搭載することで、送出し架設
作業から降下作業への移行時間を最小とした。降
下完了後も多軸式特殊台車上に降下装置を載荷さ
せているため、ヤード内への移動が容易に行える。
一方、後方台車は既施工分の箱桁上に軌条設備
を水平に設置し、それ上に前方台車の牽引スピー
ドに合わせた自走台車を配置した。降下設備は P
２橋脚前面の桁下ヤード内に昇降能力１００t（ジャ
ッキストローク全張出し時）、ジャッキストロー
ク５４００mmの機材を４基組み合わせた設備を設置
した。送出し開始時は、前方台車と干渉するため、
一時的に供用中橋梁（上り線）直下に配置し、前
方台車移動後、所定位置に横取りを行う計画とし
た（図―５）。後方台車および降下装置は全てヤー
ド内に配置可能な構造を採用した。
本計画により送出し量５０mを送出し速度毎分
２ｍ、降下量３．８mを降下速度毎分０．２mでの施
工が可能となり、実施工においても、ほぼ計画通
りの時間にて無事施工を完了した。
３．３ 送出し架設時の軌道管理
本橋の施工は、供用中橋梁（上り線）との離隔
が１４５mmと非常に近接しているため、以下の方
法により送出し架設時の主桁の軌道管理を行った。
①送出し架設時の推進力により、送出しヤードと
なる主桁がズレないよう、橋脚上の主桁に橋軸
方向の変位制限装置、ベント上に橋軸直角方向
の変位制限装置を設置した。

②送出し桁に移動量を計測する変位計、および倒
れを計測する傾斜計を設置し、送出し時の変位
を計測した。
③送出し桁の四隅にGPS装置を設置し、送出し
時の移動量をリアルタイムで計測した（図―６）。
④集中管理室を設け、計測値をリアルタイムで確
認し、軌道の管理・調整を行った。
以上の管理により、供用中の既設橋へ影響を与え
ることなく送出し架設を行うことができた。
３．４ 送出し架設時の対策
送出し始動時の推進力や多軸式特殊台車の牽引
力不足を補うために、後方の自走台車へ水平ジャ
ッキとレールクランプを設置し、確実な施工を可
能とした。
同様にA１～P２間の上部工は４％の縦断勾配
を有するため、架設した桁上に軌条設備の受架台
を設け、軌条設備を水平に設置し、余分な水平力
の発生を抑えた。
送出し架設時に機材トラブルが発生し、作業中
に台車が駆動できなくなった場合においても、安
中駅へのアクセスが確保できるよう、事前に現場
周辺の縁石等を撤去し、緊急用車線を設ける対策
を行った。また、施工初期でトラブルが生じた場
合、作業を中止し元の状態に引き返せるよう、作
業工程毎にタイムリミットを設け時間管理を行っ
た。

図―５ 後方側降下装置横取り状況写真 図―６ GPS装置設置状況
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３．５ 桁最終位置調整
送出し架設および降下作業完了後、前方台車が
作業ヤードへ引き返す際には、作業ヤードの幅が
狭いため前方台車を１台ずつ解体しヤード内へ移
動する必要があった。この時間を確保するため、
送出し桁の最終位置調整は前方台車・降下装置を
使用せず橋脚上とセッティングビームで支持し、
スライドジャッキを用いることで対応した。
３．６ 交通規制回数の低減対策
①合成床版のリブを改造することによって、軌条
設備と共に合成床版パネルを先行設置し送出し
架設を行った（図―７）。このことにより、送出
し架設後の合成床板パネルの架設、吊足場（板
張防護工）の設置が不要となるとともに、夜間
交通規制の削減ができた。
②送出し架設完了後、軌条設備上に自走式運搬台
車、およびクレーン台車を配置し軌条設備の撤
去を行った（図―８）。これにより当初１０回予定し
ていた通行止めを２回に削減することができた。
③壁高欄の外型枠に鋼製型枠を採用した。これに
より、足場設置・撤去作業に必要な約３ヵ月の
交通規制を回避することができた。

以上の対策により、駅利用者および地元住民への
負担を軽減することができた。

４．おわりに

本橋の施工現場は、駅前であることから地元住
民の関心度も高く、多くの見学者が現場へ来られ
た。
送出し架設中は、作業の進捗説明および工事説
明を行う広報担当者の配置に加え、施工概要や機
材のカタログ等を展示したブースを設けたことに
より、見学者からの沢山の質問に対応でき、工事
への理解をさらに深めていただくことができた。
本工事で実施した送出し架設は過去に実績の無
い作業であったが、関係部署との綿密な打合せを
幾度となく行ったことで、送出し架設時の作業時
間を最小限に短縮することが可能となった。また
関係者一同の団結により、所定時間内にトラブル
無く終えることができた上、通行止め作業を実施
した日数は最小限の２日とすることができた。
最後に、本橋の架設に伴い、沢山のご指導とご
協力をいただきました関係者各位に深く感謝いた
します。

図―７ 軌条設備架台設置状況 図―８ 軌条設備撤去状況
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１．はじめに

本工事は、広域営農団地農道整備事業の一環で、
橋本市から紀の川市の山間部を結ぶ農道のうち、
国道４８０号および紀の川支流の四邑川上空に位置
する橋梁の上部工製作・架設工事である。
本橋は、直下にカーブが続く国道および町道が
位置し、高野山へと続く観光ルートのため一般車
両や歩行者が頻繁に通行する現場条件であったた
め、架設にあたり以下に配慮する必要があった。
①国道および町道への飛来・落下物防止対策。
②国道上の架設は、直下の通行止めによる交通規
制で国道を渋滞をさせないよう、効率よく施工
を行なう。
本報告では施工条件を踏まえた架設工法の概要
と架設中の安全対策について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：紀の川左岸地区（仮称かつらぎ３

工区２号橋）上部製作架設工事
�２ 発 注 者：和歌山県伊都振興局建設部農林道課
�３ 工事場所：和歌山県伊都郡かつらぎ町東渋田

地内
�４ 工 期：平成２７年１月２８日～

平成２８年５月３１日
�５ 構造形式：鋼単純上路トラス橋
�６ 橋 長：８７．０m
�７ 幅 員：７．２m

�８ 鋼材重量：２８３t
�９ 架設工法：ケーブルエレクション直吊り工法

２．部材製作

２．１ CIMの活用
本橋の橋梁形式は鋼単純上路トラスであり、構
成部材数が非常に多い。また、支点部回りや付属
物等の取合い確認は、出来形精度を確保するうえ
で重要である。そこで、下部工を含めた３次元モ
デルを作成し、製作前の各種取合い等の確認作業
を実施した。
これにより、狭隘部や特殊部などの構造、主部
材同士の取合い、付属物関係との干渉を適切に確
認できた。CIMの３次元モデルを図―１に示す。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社駒井ハルテック
監理技術者

稲 葉 章○

現場代理人

岡 本 茂

国道上でのケーブルエレクション直吊り工法架設

１９
施工計画

a）橋梁全体

b）昇降梯子周辺

図―１ CIMの３次元モデル
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２．２ 立体仮組立の実施
本橋は、国道上におけるケーブル直吊架設を行
うため、架設途中の中断が許されない。このため、
部材相互の取合い確認を入念に行うことと高い出
来形精度を確保した製品が求められた。
そこで、工場における部材組立確認は現場条件
に合せた立体仮組立を実施した。
これにより、部材組立手順で斜材を所定の位置
に建て込みした後、上弦材の架設時に床桁のフラ
ンジが障害となることが事前に把握できたため、
現場では斜材の建て込み角度調整装置を設置した
ことで桁架設を円滑に行うことができ、仮組立の
再現で現場での高い出来形精度を確保できた。
立体仮組立状況を図―２に示す。

３．現場における留意点

３．１ ケーブルクレーン設備
ケーブルクレーン設備は、A１側鉄塔１８．０m、
A２側鉄塔２５．０m、ケーブルスパン１１５．０m、定
格荷重５７．９１８ｋNを計画し設置した。A１側は背
面には町道があり、そのためヤードが狭く、鉄塔
より背面１２mにグラウンドアンカーが位置して
いたため、ケーブルクレーンでの桁架設が可能な
範囲で、A１側鉄塔の高さを低く抑えた（図―３）。
また、A１鉄塔基礎部は、埋戻し盛土で地盤支
持力が不足したため、H鋼杭を約６m下の岩盤
まで打込み、鉄筋コンクリート基礎と併用して地
盤支持力を確保した。
３．２ 架設中の安全対策

国道影響部については、飛来・落下物防止対策
として、先行設置したワイヤーブリッジに板張お
よびシート張防護の設置に加え、鋼桁吊足場およ
び朝顔足場にも同様な防護設備を設置した。更に
鋼桁側は、上下弦材の間隔が広いため、桁全体を
安全ネットで覆うことにより上下弦材間の隙間も
防護した。
この二段構えの防護機能設備により、ボルト等
の小物の落下や、飛散物を確実に防止することが
できた。施工状況を図―４に示す。
また、A１側背面の町道上空には、バックステ
イケーブルが位置するため、道路防護工を設置し
て油漏れ等を防護し、夜間一般車輌が安全に通行
できるよう道路防護回りに投光機を設置して視認
性を確保した。施工状況を図―５に示す。

図―２ 立体仮組立状況

図―３ 架設概要図

図―４ 施工状況写真

板張防護工 垂直ネット設置
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３．架設方法

ケーブルエレクション直吊り架設
桁の搬入はA１側、A２側の両側から行い、搬
入部材の荷卸しには、２５ｔ吊ラフテレーンクレー
ンを使用することで荷卸しとケーブルクレーンに
よる桁架設を同時に施工することができ、架設工
程を短縮した。
国道上の架設は、午前８時から午後５時までの
時間帯で国道を一時通行止めして施工する条件と
なったため、交通渋滞を考慮して１回の通行止め
時間を５分間に設定し、作業を分割して架設した。
対傾構等の軽量部材は、地上にて２５t 吊ラフテ
レーンクレーンで地組立した後ケーブルクレーン
にて所定の位置に架設することで架設回数を低減
した。架設ステップ図を図―６に示す。
架設時の形状管理は、ステップごとに形状計測
を行い、各ステップの計画値との対比および調整
を行った。その結果、架設完了後のキャンバー出
来形精度を規格値の５０％以下とすることができた。

４．あとがき

本工事は、CIM活用による３次元モデルでの
取合い確認および立体仮組立による手順確認によ
り、難易度の高いケーブルエレクション直吊り架
設工法を順調に遂行でき、無事故・無災害で高精
度の出来形を確保して工事を終えることができた。
最後に、本工事の施工にあたり、ご助言・ご指
導いただきました伊都振興局建設部ならびに関係
者の皆様に厚く御礼申し上げます。

図―５ 施工状況写真

図―６ 架設ステップ図
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１．はじめに

本工事は、一級河川片品川を横架する橋長１０３４
ｍの鋼３径間連続トラス橋３連の耐震補強工事で
ある（図―１）。工事の施工前には下部工補強は完
了しており、本工事では上部工を対象に、既設支
承を免震支承への取替え、対傾構および横構部材
への制震装置の設置、主構部材への当板補強、変
位制限装置の設置等を行った。
本稿では、支承反力（３５，０００kN／基）が大きく
支承取替えが出来なかったＢ橋（図―２）の中間
支点（P４、P５）に設置した変位制限装置に関
する問題点とその対策について記述する。

工事概要
�１ 工 事 名：片品川橋耐震補強工事
�２ 発 注 者：東日本高速道路株式会社関東支社
�３ 工事場所：群馬県利根郡昭和村～沼田市
�４ 工 期：平成２４年３月８日～

平成２８年１２月１日
橋長 Ａ橋 ２６４．０００m（Ａ１～Ｐ３）

Ｂ橋 ４０４．３５０m（Ｐ３～Ｐ６）
Ｃ橋 ３６５．５００m（Ｐ６～Ａ２）

形式 鋼３径間連続トラス橋３連

２．現場における問題点

当初設計の変位制限装置は、上部工側を巻立て
コンクリート、下部工側をコンクリートブロック
としたコンクリート構造であった（図―３）。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
日立造船株式会社
監理技術者

橋 本 潔 高○

現場代理人

大 野 豊 樫 本 修 二

鋼トラス橋の耐震補強工事における変位制限装置の
問題点と対策について

２０
施工計画

図―１ 片品川橋全景

図―２ 片品川橋（Ｂ橋）補強一般図
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このコンクリート構造物を施工する上での問題
点を以下に示す（図―４）。
問題点１ コンクリートどうしのすき間が狭く型

枠の設置、調整、解体が困難である。
問題点２ コンクリートどうしのすき間が狭く緩

衝ゴムの設置後の遊間の調整が困難で
ある。

問題点１については、巻立てコンクリートを先
行して施工した場合と、コンクリートブロックを
先行して施工した場合と検討したが、いずれもす
き間が狭くお互いが作業の妨げとなるため、当初

設計の構造では施工が困難であった。
問題点２については、巻立てコンクリートとコ
ンクリートブロックの完成後に、そのすき間に緩
衝ゴムを設置して５０mmの遊間を設ける構造とな
っていたが、当初設計の構造では緩衝ゴムの設置
および巻立てコンクリートとの遊間調整が困難で
あった。
そこで問題点１と２についてコンクリートブロ
ック構造と、新しく鋼製ブラケット構造で施工可
能な構造を検討することとした。

３．工夫・改善点と適用結果

問題点１については、型枠支保工の最小施工高
さ（図―５）から施工可能となるコンクリートす
き間を６００mmとしてコンクリートブロック案を
見直すこととした。
見直した結果を対策案１とする（図―６）。対策
案１では、型枠の設置、調整、解体作業が可能と
なるように鉛直方向に６００mmの空間を設けたが、
次に示す新たな問題点が発生した。
・問題点３ 鉛直方向に空間を設けたためブロッ
ク高が低くなりブロックどうしの衝突面が確保
できなくなった。
そこで問題点３の対策として、橋直方向の変位
制限装置については、巻立てコンクリートに鋼製
ブラケットを設置してブロック高を高くすること

図―３ 変位制限装置（当初設計）

図―４ 変位制限装置の問題点

図―５ 型枠支保工の最小施工高さ

図―６ 対策案１
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で衝突面を確保することとした（図―７）。
鋼製ブラケットの設置には、巻立てコンクリー
ト側に前もってアンカーボルトを設置し、巻立て
コンクリート施工後、鋼製ブラケットを設置する
こととした。しかし、次に示す新たな問題点が発
生した。
・問題点４ 鋼製ブラケットと下部工との空間が
１８０mmしかなく、ブラケット内側のアンカー
ボルトのボルト締め付け作業が出来なかった
（図―７）。
問題点４の対策としては、鋼製ブラケットを分
割し、アンカーボルト締め付けのための作業空間
を６００mm以上確保することとした（図―８）。さ
らに、ブラケットを分割し作業空間を確保したこ
とにより、緩衝ゴムの設置面積が減少した結果、
緩衝ゴムの支圧応力度の許容値を超過したため、
巻立てコンクリート側のブラケット基数を２基か

ら３基に、下部工側のコンクリートブロック基数
を３基から４基に増設した。
以上の対策の結果、橋直方向の変位制限装置に
ついては、コンクリートブロックに鋼製ブラケッ
トを設置することにより、施工可能な構造に改良
することができた。
次に橋軸方向の変位制限装置について問題点３
に対する対策を検討する。
問題点３の対策としては、まず橋軸方向の台座
コンクリート上にコンクリートブロックを設置し
てブロック高を高くすることで衝突面を確保する
こととした（図―９）。
しかし図―９に示す対策案とした場合、以下の
ように橋軸方向地震時の曲げモーメントに対して
コンクリートブロック断面が小さく断面不足とな
ることがわかった。

・問題点５ 変位制限装置の橋軸方向作用力に対
してコンクリートブロック断面が不足する。
問題点５の対策としては、下部工を橋軸方向に
拡幅することでコンクリートブロック断面を拡幅
するか、巻立てコンクリート長さを拡幅し、それ
に合わせてコンクリートブロック断面を拡幅する
方法が考えられるが、いずれも改造が大規模とな

図―７ 対策案２（橋直方向）

図―８ 対策案３（橋軸直角方向）

図―９ 対策案４（橋軸方向）
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り現状の施工条件では施工が困難であると判断し、
コンクリートブロックを鋼製ブラケットに変更す
る案について検討した。
検討にあたり鋼製ブラケットの設置範囲は対策
案４のコンクリートブロック範囲とし、台座コン
クリート上に鋼製ブラケットを設置する構造とし
た。検討の結果、鋼製ブラケットを設置範囲内に
納めることは可能となったが、アンカーボルトを
必要本数配置することが困難であった。そこで、
台座コンクリート部分を鋼製ブラケットと一体構
造としてアンカーボルト本数を確保する構造とし
た（図―１０、１１）。

以上の対策の結果、橋軸方向の変位制限装置も
コンクリートブロックから鋼製ブラケットに変更
することにより施工可能な構造にすることができ

た。
以下に施工完了した変位制限装置を示す（図―

１２、１３）。

４．おわりに

本工事における変位制限装置は、当初設計のコ
ンクリートブロック構造では施工が困難な状況で
あったが、施工性を確認して構造検討を行った結
果、鋼製ブラケット構造に変更とすることで、限
られた下部工天端範囲の中で配置、施工すること
が可能となった。
本報告書は検討概要のみの記載であるが、本検
討が同種の工事の参考になれば幸いである。

図―１０ 対策案５（橋軸方向）

図―１１ アンカーボルト配置

図―１２ 変位制限装置完成

図―１３ 変位制限装置全景
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１．はじめに

本工事は、１級河川“浅川”の一連の改良工事の
うち、浅川排水機場の建設予定地に在った「新堰
用水」を河川上流側へ約１２０ｍ付替る工事である。
工事場所は国道１８号の法下に位置し、四方を河
川や生コン工場に囲まれており、非常に狭隘な立
地である。
搬入路は営業中の生コン工場の坂路を使用し、
施工中の建築工事現場の中を通り抜ける必要があ
った。また、この建築工事も支障移転の案件であ
り、厳しいスケジュールの中で工事が進められて
いた。

工事概要
�１ 工 事 名：平成２６年度 防災・安全交付金

（河川）総合内水対策工事
�２ 発 注 者：長野県長野建設事務所
�３ 工事場所：長野県長野市豊野町浅野
�４ 工 期：平成２６年１１月２７日～

平成２７年５月２９日
�５ 工事概要：管路布設工 L＝１１５．９ｍ

開削工 L＝４７．８ｍ HP８００mm
推進工 L＝６５．７ｍ HP８００mm
吐口工 L＝２．３ｍ

２．現場における問題点

現場の狭隘な立地条件により、様々な工種で工
夫が必要である。現地調査時に湧水が確認され、
また土質は崩壊性が高く人力掘削による刃口推進
工法の採用に検討が必要である。
一連の改良工事の一環であることから、本工事
の遅延は、計画全体のスケジュールに影響がある
ことは明白であり、迅速な対応が求められる。
以下に現場における問題点を列記する。
① 推進工法の検討
刃口推進工法が計画されていたが、試掘時及び
近接工事の掘削時に湧水が確認されており、切羽
崩壊、孔内での土砂崩壊危険性がある。
② 土留工法の検討
鋼矢板土留工法が採用されていたが、狭隘な立

長野県土木施工管理技士会
北野建設株式会社
現場代理人兼監理技術者

荻 原 房 紀

狭隘な立地条件下の工事現場における施工上の工夫

２１
施工計画

図―１ 位置図
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地であるとともに、隣接施工中の建築工事が進す
むと、施工ヤードが確保できず鋼矢板引抜ができ
ない。
また、国道１８号にはブロック積が施工されてお
り、滑動や沈下等の影響も配慮する必要がある。
③ 到達立坑側の仮設計画の工夫
到達立坑側ヤードは迂回できる余地は無く立体
駐車場の１階部分を通り抜ける必要がある。到達
立坑～吐口工～開削工と施工を進める中で作業
ヤードが不足している。
また、一つの工種の施工完了を待って次程に進
めると手待ち時間が発生し施工日数が多く必要と
なる。

④ 推進先導体回収時のクレーンヤードの確保
推進工の到達時に先導体を回収するため大型ク
レーンを必要とするが、狭隘な立地の中でクレー
ンヤードを確保する必要がある。
国道１８号にクレーンを設置することは困難であ
り、また、生コン工場の坂路は他に迂回路はなく、
関係者等の通行量は多い。

３．工夫・改善点と適用 結果

① 泥土圧推進工法を採用
刃口推進工法は切羽を人力で掘削するため、切
羽の安定が必須条件である。湧水が確認されたこ
とにより安全性の確保ができないと判断し機械推
進工法を検討した。河川に近接した工事のため、
汚濁防止対策が必要と考えてベントナイトを使用
しない泥土圧推進工法（アイアンモール工法）を
採用した。
結果として、泥土圧推進工法は切羽面の土圧を
制御しながら掘進するため、周辺地盤や国道１８号
への影響もなく、安全性の確保、河川の汚濁防止
も図れ、環境へ配慮した施工に繋がった。

図―２ 湧水状況（隣接工事施工時）

図―３ 開削工区と建築工事の位置関係

図―４ 推進工施工状況
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② 簡易土留工法を採用
簡易土留工法は施工に大型クレーンを必要とせ
ず、その施工手順は、管布設１本毎（約２．４ｍ）
が最小施工単位となる。このため、管の布設が完
了した範囲は順次近接施工の建築工事へ引き渡す
ことが可能になり、施工ヤードの干渉が緩和され
る。
ただし、国道１８号の法尻にはブロック積が施工
されており、その直近を掘削するためブロック土
台工の保護が必要であったため、薬液注入を行い
支持力増強、土台工の沈下防止を図った。
結果としては、近接施工中の建築工事の工程に
影響を与えず、また、作業中には変位観測を行っ
ていたが、国道１８号法尻のブロック積への影響も
無く、無事に施工を完了した。

③ 到達立坑に覆工板を採用
施工箇所には迂回できる余地はなく、到達立坑
を開口部のままにしておくと次工程の作業ヤード
が不足し、墜落・転落災害の危険性が高いと考え、
到達立坑にライナープレート立坑専用覆工板を設
置し、立坑内の作業時のみ覆工板を開け、普段は
重機が立坑上部を通行できる構造とし、かつ、次
工程施工時には開口部をなくす仮設計画を立案し
た。
結果として、吐口工、開削工施工時における作
業ヤードを確保し、墜落・転落災害防止にも繋が
り安全な施工ができた。また、手待ち期間もなく
円滑に次工程へと移行できたため、全体工程の進
捗にも効果があった。

図―５ 簡易土留工法概要図
図―７ 到達立坑覆工板設置

図―６ 開削工とブロック積 図―８ 到達立坑工区
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④ 夜間作業によるクレーンヤードの確保
出入口坂路をクレーンヤードとして使用した。
しかし、この出入口は生コン会社、砕石会社、圧
送ポンプ会社、建築工事の関係者、および関連す
る顧客等の第三者が通行に使用しているため、各
社との協議を重ね夜間に作業を行う計画を立てた。
一部企業は不定期に夜間の出入りが必要であり、
あらかじめ夜間施工日を設定して調整を行い施工
した。
事実上作業予定日の変更は不可能な状態であっ

たが、事前に充分な検討と準備を進めてきたため、
複雑な作業工程を計画通りに安全に完了すること
ができた。

４．おわりに

現地調査時及び関係者との事前協議の中で狭隘
な立地条件のために困難な問題点が多数出てきま
したが、困難な事象と真の原因を突き詰めて考え、
一つ一つの困難な問題をクリアすることで工事全
体を施工可能な状態にしました。
本工事が無事故・無災害で竣工できた事は発注
者・関係者の皆様方のご指導とご協力のおかげと
深く感謝しております。
工程を踏まえた早急な検討、提案、的確な判断
を迫られましたが、発注者の迅速な対応、関係者
からのアドバイスもあって、無事竣工を迎えるこ
とができました。
今後とも、これまでの経験を大切に日々勉強し
ながら、発注者の皆様や地元の皆様方のニーズに
的確に応える様、より安全に、より確かな品質を
確保し、環境に配慮した現場管理を行っていきた
いと思っております。

図―９ クレーン配置計画
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１．はじめに

本工事は、東名高速道路の守山 PAに設置する
スマートインターチェンジへのアクセス路となる
鋼３径間連続非合成箱桁（２主桁）２橋（C、D
ランプ）の施工である。
本稿は、多軸式特殊台車（以下、特殊台車）に
よる東名高速道路上（中央径間）の夜間一括架設に
ついて記述する。全体図および対象範囲を図―１
に、夜間一括架設における施工条件を下記に示す。
・東名高速道路の通行止め：名古屋IC～春日井IC
・通行止め規制時間：２０時～翌６時 計１０h
（規制設置撤去時間：各１h、施工時間：８h）
・一括架設桁は、東名高速道路に隣接する作業
ヤードで地組立（I型鋼格子床版と落下物防止
柵を先行設置）を行い、特殊台車に受け替える。
通行止め規制完了後、東名高速道路の上り線お
よび下り線上に移動し、所定位置に搬送して据付
ける。
特殊台車の走行軌跡を図―２に示す。
工事概要
�１ 工 事 名：東名高速道路 守山スマートイン

ターチェンジDランプ他１橋（鋼
上部工）工事

�２ 発 注 者：中日本高速道路株式会社
�３ 工事場所：愛知県名古屋市守山区下志段味～

深沢２丁目

�４ 工 期：平成２６年５月８日～
平成２８年１０月２３日

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社東京鐵骨橋梁
担当技術者

大 渕 隆 司○

現場代理人

田 中 健 史

多軸式特殊台車を用いた東名高速道路上の夜間一括架設

２２
工程管理

図―１ 全体図および対象範囲

図―２ 特殊台車の走行軌跡（Cランプ）
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２．現場における課題・問題点

特殊台車による夜間一括架設を行うにあたり、
交通規制時間内での架設完了、架設時の安全性と
架設後の出来形の確保において下記の課題・問題
点があった。
①東名高速道路上の特殊台車の走行軌跡の道路勾
配が縦断勾配：最大約４．５％、横断勾配：最大約
３．０％あり、中央分離帯があるため、横断時の架
設桁の安定性が悪い。また、作業時間の制約があ
るため、特殊台車と架設桁の平面や高低差の調整
に時間を割けない。
②架設地点には守山 PAがあり、分離帯や線形に
より特殊台車の配置が制限されるために架設桁の
張り出し長が長くなり、上り線側の特殊台車の反
力（約７０t）と下り線側の特殊台車の反力（約１３０
t）の差が約６０t となる（図―３）。また、施工範囲
の桁の平面線形（曲率R＝５７．７m）が小さいため、
特殊台車上のG１桁と G２桁の受点反力が異なり搭
載位置によって負反力が発生する。
この結果、架設桁にたわみやねじれが生じ、仕
口の形状が変化する。
③施工範囲の桁の平面線形が小さく、側径間（A
１～P１）のみの先行架設であり、主桁連結後（特
殊台車の荷重解放後）には P２橋脚のG１桁にアッ
プリフト（負反力）が生じるため、架設桁が不安
定な状態となる。
④桁下空間が狭いため、特殊台車の荷重解放後の
桁の自重によるたわみを考慮すると特殊台車が退
出できない。
⑤作業工程の遅延により、添接部の高力ボルトに
よる連結（モーメント連結）が完了せずに特殊台

車を退出させなければならない場合、面内方向お
よび面外方向の作用力への対策が必要となる。

３．対応策・工夫・改善点と適用効果

前項で挙げたそれぞれの課題・問題点について
下記の対応策を実施した。
①架設桁の安定性の向上
・特殊台車のスムーズな走行を確保し、架設桁に
損傷を与えないようにするため、中央分離帯の
改良を事前に実施し、特殊台車の走行軌跡上の
段差を可能な範囲で解消した（図―４）。

図―４ 中央分離帯改良図

・上り線側と下り線側の特殊台車の速度差によっ
て生じる受点のずれ、道路勾配による特殊台車
の高低差や傾きを調整する時間を最小限にする
ため、受台が平面で回転し特殊台車の高低差を
吸収することができるターンテーブルを特殊台
車の架台頂部に配置した（図―５）。これにより、
架設桁の受点反力を一定に保つことも出来た。

図―３ 特殊台車配置図（Cランプ）
図―５ 特殊台車の構成（１箇所当たり）
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・特殊台車の転倒を防止するため、架設桁と特殊
台車のズレ量を計測するエンコーダーを設置し
た。エンコーダーによる受点位置のズレ量を運
転席に設置した表示計でオペレーターが直接確
認し、特殊台車の走行速度、上り線側と下り線
側の特殊台車の距離やサスペンションを必要の
都度調整した（図―６）。

図―６ エンコーダー

・走行時の特殊台車の転倒を防止するため、中央
分離帯を越えるまでユニットジャッキを下げ、
重心位置を下げる工夫をした。図―２に示すよ
うに、中央分離帯を越えてからユニットジャッ
キを所定の高さまで上げ、所定位置まで走行さ
せた。
②特殊台車への搭載方法、架設桁と既設桁の仕口
調整および連結方法
・特殊台車の受点に負反力を生じさせないため、
各主桁のウェブの外側の２点（G１桁：L側、G
２桁：R側）を受点とした。また、特殊台車の
重心位置に、架設桁の重心がくるように、架設
桁の受点位置を調整した（図―７、表―１）。

図―７ 特殊台車の
搭載位置

表―１ 特殊台車の反力および桁
の搭載位置

・架設桁および既設桁の仕口および桁形状を計測
した上で、一括架設時の気温等の条件を考慮し
た添接板を製作し、使用した。また、センター
ゲージの異なる添接板（±１０mm）を製作し、

準備した。
・たわみにより架設桁の仕口（連結側）が下がっ
ているため、事前に２００t 油圧ジャッキで P１橋
脚の既設桁を最大１５０㎜上げ越して架設桁と既
設桁の仕口を合わせた（図―８）。

図―８ 仕口調整のための上げ越し量（Dランプ）

・架設桁と既設桁の連結時に、特殊台車による細
かな調整は困難なため、橋軸方向、橋軸直角方向
および高さ方向に対する調整治具（図―９）を使
用した。調整および連結は下記の順序で行った。

図―９ 連結仕口部の調整治具配置図

③架設後のアップリフト（負反力）対策
・J４添接作業完了後（特殊台車の荷重解放前）、

表―２ 架設後の支点反力
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P２の G１桁を５０㎜上げ越しを行い、負反力を解
消した状態で桁の降下作業を実施した（表―２、
図―１０）。
・P２の G１桁に、アップリフト止め治具を設置し
た。治具は７０ｔセンターホールジャッキでゲビ
ンデスターブを引込み、梁材で主桁を橋脚に定
着させた（図―１１）。
④特殊台車の退出手順
・P１橋脚および P２橋脚で架設桁を上げ越した
状態で特殊台車の荷重を解放し、特殊台車を退
出させ、その後２００t 油圧ジャッキで P１および
P２橋脚毎に約５０㎜ずつジャッキダウンする手
順で、特殊台車の退出時間の短縮を図った。
⑤ジョイント未連結時の対策
・面内方向力に対する桁仮固定対策
連結側の仕口に、セッティングビームを設置し、
架設桁の荷重を載荷し、②で使用した橋軸方向
調整治具での固定を図った。
・面外方向力（水平力）に対する桁仮固定対策

連結側仕口を②で使用した橋軸直角方向調整治具
で固定した。P２橋脚上は、ソールプレートに取
り付けた水平力対策治具に支承せん断キーを収め
て安定させた。

４．おわりに

当該工事は、東名高速道路の通行止め規制を伴
う施工であり、作業時間の制約、橋梁の線形、搬
送路面の段差や勾配変化といった様々な架設条件
があり、それぞれの問題点に対して検討を行った。
各課題・問題点に対して対応策の検討を行い、
準備したことでトラブルなく連結が完了し、予定
時間よりも１時間程度早く作業を完了することが
できた（図―１２）。

図―１２ 多軸式特殊台車を用いた架設状況

本稿が今後の同様な橋梁架設工事において参考
になれば幸いである。
施工にあたり、御指導、御協力頂いたNEXCO
中日本名古屋支社、協業事業者である名古屋市な
らびに関係各位に深く感謝する。
なお、守山スマートインターチェンジ事業は、
平成２９年度末の開通を目標に工事が進められてい
る。

図―１０ 架設後の支点反力作用位置

図―１１ アップリフト止め治具
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：徳山下松港新南陽地区航路

（―１２ｍ）浚渫工事
�２ 発 注 者：国土交通省 中国地方整備局
�３ 工事場所：山口県周南市臨海町地先
�４ 工 期：平成２８年６月２７日～

平成２８年１０月２０日
徳山下松港は、山口県周南市・下松市・光市に
わたる港湾である。港湾管理者は山口県。港湾法
上の国際拠点港湾、港則法上の特定港に指定され
ている。瀬戸内工業地域の一角である周南コンビ
ナート地帯や周辺の工場群と各地を結ぶ拠点港湾
として機能している。
徳山下松港新南陽地区では、立地企業の生産拡
大に伴ってバルク貨物船の大型化に対応した港湾
機能の強化を進めることが喫緊の課題であった。
岸壁（－１２m）は、既に完成しており、泊地（－

１２m）及び航路（－１２m）整備について、鋭意施
工中だが、浚渫土砂の処分先が課題となり事業促
進が進まない状況であった。
それを打開する方策として、地元漁協関係者及
び周南市の協力により、航路整備の付帯工事とし
て、平成１７年度より浚渫土砂１２０万m３を活用した
干潟造成事業を行うことにより事業促進を図った。

干潟造成事業は平成２４年度に完了、N７直轄土
砂処分場（容量３００万m３）は平成２２年より整備を
始め、護岸構造は、ハイブリットケーソン式（３９
m×１４m×９．３m、約１８００t／函）を採用し、全体と
して２４函の製作・据付、平成２５年度末に完了、平
成２６年度からは、航路整備を本格的に開始し、平
成２８年度で完了となった。

２．現場における問題点

浚渫土砂はＮ７直轄土砂処分場に投入される、
最終年度につき浚渫土量の低減が求められた。通
常、浚渫の設計土量は純土量、底面余土量、法面
余土量を合わせた土量となる。
本工事に於いては薄層浚渫につき底面余土量の
占める割合が多く、浚渫土量を低減する為には出
来形水深を平均－１２．６ｍ以下としなければならな

山口県土木施工管理技士会
宇部工業株式会社
建設事業部 次長

安 田 義 昭

浚渫出来形精度の向上改善について

２３
品質管理

図―１ 徳山下松港全景
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い。また海上保安部による水路補正測量があるの
で余裕を見て－１２．２ｍ以深で仕上げるには浚渫出
来形の精度を向上する工法が必要であった。

３．工夫・改善点と運用結果

浚渫はスパッド式グラブ浚渫船で施工するが、
土質が粘性土につき浚渫船を移動するとき、過去
の経験よりキックスパッド前後に倒した時の蹴り
上げの圧力による地盤の盛り上がりが０．５ｍ程度、
両舷の固定スパッドを抜くときによる地盤の盛り
上がりが０．３ｍ程度予想され、手直しの原因であ
ると共に浚渫出来形精度に大きく影響していた。
これを改善する為、浚渫船の移動方法は従来は
前進移動しながら浚渫していたが、今回は後進移
動して浚渫をすることによりキックスパッド、固
定スパッドの盛り上がりを取るようにした。
キックスパッドは船体中央部、固定スパッドの
設置幅（スパッドの中心間距離）２０ｍ、各スパッ
ドの幅は２ｍなので堀幅は２２ｍ以上必要となるの

で、堀幅２３ｍで掘削するが隣の列とのラップ幅を
３ｍとし浚渫有効幅２０ｍで施工した（図―２）。
浚渫はグラブバケットは爪なしワイドグラブバ
ケット（グラブ容量３０ｍ 重量６０ｔ）（図―３）を
使い、水平掘削装置を使用した。
水平掘削装置とはバケットを閉じるのに合わせ
て支持ドラムディスクブレーキの保持、解放を繰
り替えすことで掘削軌跡を水平に近づける装置で
深度停止を深度停止を数センチ単位で制御でき、
高精度の薄層浚渫が可能である（図―４）。
１回の移動距離は水平掘削装置の掘削軌跡を考
慮し、坦性を確保するためラップを２ｍとし移動
距離を４ｍとした。
掘削時に使用する潮位は岸壁に設置した潮位セ
ンサーで計測された潮位データーがリアルタイム
で送られてくる潮位伝送装置を使用、潮位の調整
についてはインターネット上にあるリアルタイム
ナウファス（国土交通省港湾局）で適時、潮位を
確認、±５㎝以下になるように調整した。

図―２ 浚渫施工図及び進捗ディスプレィ
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潮位システム送信装置のセンサーで計測された
潮位データーは特定小電力無線機（周波数４３０
MHZ帯出力１０ｍＷ）にて２分毎に送信され、作
業船に設置された受信機で受信され、浚渫施工管
理システムに入力されクレーンの設定深度が自動
的に設定された（図―５）。
しかし、潮位システムの送信装置が浚渫施工茎
域まで約５kmあり、浚渫船の位置、設置方向に
よって電波が届かない場合は、施工管理システム
のGPS潮位に切り替えて使用できるよう、GPS
潮位も適時潮位を確認しておいた。
施工中の堀跡の確認については浚渫開始後の早

いうちに浚渫深度が適性かどうか確認する為、音
響測深機により深浅測量（図―６）を行いクレー
ンの掘削深度の調整を行うようにしたが、クレー
ンの構造上、１０cm単位の調整になるので１cm
単位の微調整は潮位の潮高にて行った。
その結果、日々の施工管理を徹底したことによ
り堀残しもなく、出来形も平均水深－１２．５ｍで出
来形ヒストグラムで－１２．４ｍ～－１２．６ｍの範囲内
が９０％を占め、平坦性を十分満足する結果が得ら
れた。

図―３ ワイドグラブバケット 図―４ 水平掘削装置使用時の掘削軌跡

図―５ 潮位計系統図
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４．おわりに

航路、泊地等の浚渫工事に伴い発生する浚渫土
砂は主に埋立地や人工島建設に有効利用されてい
るが、土砂処分場の受入容量にも限りがあり、環
境負荷を低減するためにも、浚渫土の減容化を図
り現処分場の延命化が必要とされている。
このため技術提案で浚渫土砂を低減する工法が
求められた。工法については過去の経験、実績を

もとに考えるとともに今までの工法に手を加え、
更に進歩させなけばならない。また施工するため
必要とされるシステム（浚渫施工管理装置等）グ
ラブバケットの仕様も日々進歩している。
これらの情報を早めに掴んで、いいものは取り
入れると共に、これらのメーカーに要望改善事項
を伝え相談し、さらに進化したものを作ってもら
うのも大切である。

図―６ 深浅測量要領図
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１．はじめに

本橋の主桁の接合は全断面溶接継手である。一
般に現場溶接接合は仮組時の形状の再現が困難で
あり、現場におけるその接合精度は桁の全体形状
に大きく影響する。本工事ではこれに留意し、出
来形管理を行ったのでその施工方法と結果を報告
する。
工事概要
�１ 工 事 名：中部横断自動車道 吉原高架橋

鋼上部工工事
�２ 発 注 者：中日本高速道路株式会社

東京支社
�３ 工事場所：静岡県静岡市清水区吉原
�４ 工 期：平成２５年３月１８日～

平成２９年３月２７日
本橋は山間部に位置し、清水富士宮線・市道草
ヶ谷吉原線・農道大向線を跨ぐ、橋長５３６．９ｍの
鋼１０径間連続合成鈑桁橋である。
架設は隣接関連工事との調整により、下記の通
り当初の架設計画から変更されている。図―１お
よび図―２に当初架設計画および変更架設計画を
示す。
○当初架設計画
A１―P４間をトラッククレーンベント架設工法
（以下、TC架設）により架設後、A２橋台背面の
ヤードにて地組立した桁を手延べ式送出し工法に

よりA２―P５間を架設する。最後に P５付近の閉合
ブロックを調整ブロックとし仕口角度の調整等を
行い、閉合する。
○変更架設計画
A２―P５間を先行して送出し架設を行い、その後
A１―P５間を P５側から若番側にTC架設を行う。
（調整ブロックは J２６―J２７とし当初架設計画から
変更なし）

日本橋梁建設土木施工管理技士会
JFE エンジニアリング株式会社
監理技術者

森 智 宏○

現場代理人

伊勢村 忠 宏

全断面溶接構造の橋梁における出来形管理手法と
高精度施工

２４
品質管理

図―１ 当初架設計画

（a）STEP１（TC架設A１―P４）

（b）STEP２（送出し架設A２―P５）

（c）STEP３（TC架設・閉合）

（a）STEP１（送出し架設A２―P５）

（b）STEP２（TC架設 P５―A１）
図―２ 変更架設計画
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２．現場における問題点

上述したとおり、架設計画の変更および全継手
が全断面溶接構造であることから、設計どおりの
形状を確保するための出来形管理が重要となる。
以下にその出来形管理における概要および問題点
を述べる。
①主桁形状の管理
A２―P５間の送出し架設後、送出し区間は支点支
持となる。また、TC架設区間は多点支持であり、
そのまま送出し完了区間に連結すると支点支持と
多点支持が複合した状態となり、仕口に折れ角が
生じる（図―３ヒンジ連結）。そのため、仮組み時
の多点支持キャンバーをTC架設区間で再現する
ことができない。

②調整ブロックの桁長
調整ブロックは当初架設計画と変更がない（J

２７―J２６）。そのため、J２７からA１へ向かって架設
するにあたり、調整ブロックによる橋長の調整を、
A２―P５の送出し架設が完了後、P５―A１間のTC架
設に先立って行う必要がある。

３．工夫・改善点と適用結果

上述した２点の問題点に対する改善点と適用結

果を以下に述べる。
①主桁形状の管理
主桁形状の管理として、モーメント連結工法に
よる架設を行うことで主桁形状の管理を行った。
モーメント連結工法の概要図を図―４に示す。送
出しが完了している J２７の仕口に合わせて桁の架
設を行うため、連結部の仕口角度による上げ越し
量を考慮してTC架設の桁形状を管理した。その
後、上げ越し量を降下させることで、各連結部に
設計通りの断面力が導入され、橋全体が所定のキ
ャンバー値（製作キャンバー値－鋼桁自重による
たわみ）を得られるように管理した。

FEM解析結果によるTC架設時および架設完
了時の桁形状を図―５に示す。解析結果から仕口
回転角は１．５６mrad であり、それに伴う上げ越し
量が最大で３９４．６mm必要であるとわかった。送
出し完了時における P５―P６間のキャンバーおよび

図―３ ヒンジ連結

（a）STEP１

（b）STEP２

図―４ モーメント連結工法概要図

図―５ TC架設時および架設完了時のキャンバー
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架設完了時のキャンバーを図―６に示す。図―６に
示すように、FEM解析では上げ越し量を降下す
ることで P５―P６間のアップリフトが最大で約１３
mm発生することがわかった。また、現地および
設計のキャンバーが同程度と判断し、解析結果に
よる上げ越し量を現地に反映し架設を行った。図
―７に S１における上げ越し量を確認した状況を示
す。

図―８に架設完了時（支点支持）における、設
計および現地のキャンバーとその誤差を示す。図
―８に示すように、現地のキャンバーの誤差は±
１０mm以内と、ほぼ設計とおりの出来形と考えら
れることから、TC架設区間において、仕口角度
による上げ越しを行い、全断面溶接完了後にその
上げ越し量を降下させることで、所定の断面力が
導入されていることが確認できる。図―９には架
設完了時における全径間の設計および現地のキャ
ンバーを示す。全径間のキャンバーの誤差につい
ても誤差が±１０mm程度と、高精度な出来形が得
られている。
②調整ブロック
調整ブロックの長さ決定するにあたり、トータ
ルステーションによりA２―P５間のスパン測量を
実施した。スパン測量に際し、考慮した補正は球
面補正・温度補正・後死荷重による支点の水平移
動量の３点である。

図―６ 送出し完了時のキャンバー

図―７ 上げ越し量の確認

図―８ 架設完了時のキャンバーと誤差

図―９ TC架設時および架設完了時のキャンバー
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表―１に計測時における部材温度、表―２に測量
結果を示す。これらの結果を踏まえ、P５―A２間の
スパン誤差を全て P５で調整を行い、調整ブロッ
クの桁長を以下の通り調整し、合計＋３５mmの伸
ばしを与えた。
・P５―A２誤差の精算（現場で発生した誤差）：＋
２５mm
・A１―P５の現地施工誤差の余長：＋１０mm

表―１ 測量時の部材温度（単位：℃）

表―２ 測量結果（単位：mm）

表―３に架設完了後のスパン計測結果を、図―１０
に各スパンの誤差を示す。表―３に示すように、
P４―P５のスパン誤差がG１、G２共に＋３０mmとな
っており、調整ブロックの伸ばしの影響が確認で
きる。
また、図―１０に示すとおり各スパンの誤差は P４

―P５間は限りなく上限値に近い値ではあるが、道
路橋示方書Ⅱ鋼橋編に示すところの組立精度の許
容値（式（１））内に収まっていることがわかる。

また、全長は道路橋示方書に示されるところの
仮組立の精度±６３mm（式（２））に対して、G１で―
５mm、G２で―１mm（支間長誤差の累積誤差）で
あり、十分に満足されている。

±（２０＋L／５） 式（１）
±（１０＋L０／１０） 式（２）

ここに、 L：主桁の支間長（m）
L０：主桁の全長（m）

４．おわりに

本工事では架設計画の変更に伴い、事前の照査
および入念な計画に基づき施工したことで、高精
度な施工ができた。その要因として、送出し架設
時は地組立および計４回の送出し完了毎にキャン
バーを確認したこと、およびTC架設時はブロッ
ク架設毎にキャンバーを確認すると共に、各支点
の上げ越し量を確認しながら施工を行ったことが
挙げられる。
今回の経験をもとに更なる検討・照査に工夫を
重ね、類似工事における品質・出来形の向上に努
める所存である。

表―３ 架設完了後のスパン測量結果一覧

図―１０ 各スパンの誤差

図―１１ 全景写真
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１．はじめに

沖縄自動車道の許田高架橋は、建設後４０年以上
経過し、特に、連結板と高力ボルトの腐食が著し
く、連結板を新設溶射部材に取り替えることにな
った。本工事では、支保工で鋼桁を支持しないで
連結板を取り替えるバイパス工法１）を採用した。
ここでは、バイパス工法による連結板取替の施工
について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：沖縄自動車道許田高架橋支承改良

工事
�２ 発 注 者：西日本高速道路株式会社 九州支社
�３ 工事場所：沖縄県名護市字幸喜～

沖縄県名護市字許田
�４ 工 期：平成２６年１月９日～

平成２９年９月１９日

２．現場における問題点

本工事の問題点を下記に示す。
�１ バイパス材溶接の品質確保
本工事は海岸沿いでの工事である為、非常に風
が強く溶接品質が落ちる可能性があった。また、
共用下での作業の為、振動による悪影響などが考
えられた。
�２ 既設連結板切断時の母材への影響
従来、連結板を切断する場合、ボルト孔位置で

連結板のみを横方向にアトラーにて削孔を連続さ
せる施工方法を行っていた。しかし、この方法で
は母材にアトラーの刃が食い込む恐れがあり、慎
重かつ丁寧な施工が求められていた。また、母材
に刃が食い込んだ場合、補修に要する労力が多大
なものとなっていた。
�３ AlMg溶射ボルトの締付時の傷
本工事は、海岸沿いであることから、防食性能
の高いAlMg溶射ボルトを使用した。しかし、
AlMg溶射は非常に衝撃等の外力に弱く、締付時
にナットの角のAlMg溶射が剥がれる等の恐れ
があった。
�４ バイパス材撤去時の母材への影響
バイパス材の撤去は、ガス切断により溶断する
ことにしたが、母材を損傷させる可能性があった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ バイパス材溶接の品質確保
まず、風対策としては、吊り足場外面にコンパ
ネにより騒音防止対策及び風防設備を施工した。
これにより、足場内では風速２m/s 以下となり
溶接品質の向上につながった（図―１、図―２）。
振動対策として試験施工を行った。現場とまっ
たく同じ条件になるように試験体をセットし、よ
り荷重条件が悪くなるよう試験中は１０t ダンプト
ラックを路上で走らせた。試験体はマクロ試験で
溶接品質を確認し、合格した溶接技能者に溶接を
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行わせた。新規の溶接技能者も同様の溶接技量試
験を行い、その都度溶接技量確認を行った。実際
に施工したバイパス材については、全て超音波探
傷試験を行い不良部は取り除き再度溶接し、超音
波探傷試験で全て合格になるよう施工した（図―
３）。
また、バイパス材の連結部で使用した高力六角
ボルトについても、通常の品質管理で行うとおり、
１０本に１本はトルクレンチにより締付トルクを確

認し、バイパス材の品質を確保した（図―４）。以
上により、連結板取替時の応力をバイパス材へ計
画通り、移行することができた。
�２ 既設連結板切断時の母材への影響
本工事では、母材への影響を考え、当社開発の
エンドミル装着切断機を使用した（図―５）。
これにより、母材への影響は最小限に留められ
た。しかし、この切断機は切断位置の２段下と３
段下の両端のボルトにブラケットを取付け、レー
ルを固定する為、腹板連結板の下から３段目と４
段目のボルト孔間が切断できる最下段となる（図
―６）。
当初、腹板の中央付近のみ、切断予定であった
が、下フランジの連結板を取替後に腹板最下段の
ブラスト及びAlMg溶射ができなくなる為、腹
板下から２段目のボルト孔付近で切断し、下フラ
ンジのブラスト・溶射施工時に同時施工をする必
要性があった。この為、下から２段目のボルト孔
位置では従来通り、アトラーによる切断を行わな

図―１ 風防設備（外側）

図―２ 風防設備（内側）

図―３ 超音波探傷試験実施

図―４ バイパス材連結板トルク確認

図―５ エンドミル装着切断機

－９８－



ければならなかった。
今回の施工に先立ち応力計測を行った際に、腹
板の連結板を一枚全て取り替えると、せん断応力
がオーバーする結果となった為、腹板連結板は２
回施工とした。しかし、この為、上記の通り腹板
連結板の切断数は２本になった。今後の対策とし
ては、下フランジ連結板と腹板の下から１／３位ま
での連結板を１回目とし、腹板連結板の残り２／３
を２回目とした場合の応力照査を行い、許容応力
内に収まるようであれば２回施工を考えたい。
一方、今回の連結板には、垂直補剛材としてア
ングルが設置されていた為、せん断応力だけで無
く、腹板の座屈応力も照査の対象となる。実際に、
連結板を取り外した際に腹板の左右のずれ量を計
測したところ、下縁に圧縮応力が作用する場所で
最大５mmのたわみがあった（図―７）。
また、発生応力度の計測結果から床版との合成
効果を考慮することで断面全体の応力低減が期待

できると判断したが、実際の床版ではクラック等
からの雨水等の浸透により上フランジのボルトが
腐り落ちている場所もあったので、全てにおいて
床版との合成効果が期待できるとは限らないので
注意が必要である（図―８）。
�３ AlMg溶射ボルトの締付時の傷
AlMg溶射ボルトは締付時に角の溶射が剥がれ
やすい為、ゴムカバーとアルミ保護材により保護
し、締付を行った（図―９）。
これにより、締付時の傷及び、シャーランナー
の反力爪による、へこみ等はなくなった。しかし、
この保護カバーを取り付けるのは非常に手間がか
かる為、今後、シャーランナーのソケット側に保
護材を装着するなどの改良が望まれる。
�４ バイパス材撤去時の母材への影響
バイパス材の切断はガス切断で施工する為、母
材を痛める恐れがあった。このため、今回の施工
では、ガスの火口をレールに取り付け、直線で切
断できるように工夫した（図―１０）。切断跡はグラ

図―６ ブラケット取付位置

図―７ 連結板取り外し時のたわみ量

図―８ ボルト抜け落ち写真

図―９ 保護カバー装着
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インダーにより仕上げを行い、塗装塗り替え時期
まで日数がある場合はローバル塗料で仮の防錆処
理を施した（図―１１）。
AlMg溶射範囲に切断箇所が重なっている場合
は、切断後に小型ブラスト機と小型溶射機で補修
溶射を施した（図―１２、１３）。これにより、バイパ
ス材撤去後の防錆処理も万全を期した。

４．おわりに

以上により、バイパス工法による施工が本線共
用下での施工方法として有効な手法であることが
確認できた。
今後、安全上留意しなければいけない点や、施
工方法の改善により施工手間を削減する手段など、
より安全に、またより経済的に実施できるように
改良を加えていきたい。
最後に、今回の補修工事に際して、多くのご指
導をいただきました西日本高速道路株式会社様を
はじめ、各関係機関の皆様、協力会社の皆様、工
事期間中に多大なご迷惑をおかけする中、ご理解
とご協力をいただきました住民の皆様に対して、
ここに深く感謝の意を表します。

【参考文献】１）川村、竹内、鮫島、西谷：バイ
パス工法による連結板取替手法、鋼構造年次論文
報告集、第２４巻、pp．３８３～３９０、２０１６．１１

図―１０ レール装着による切断

図―１１ ローバルによる仮塗装

図―１２ バイパス材跡補修溶射状況

図―１３ バイパス材跡補修溶射完了

図―１４ 連結板取替完了
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１．はじめに

本工事の道央圏連絡道路は、千歳市を起点とし、
小樽市に至る延長約８０kmの地域高規格道路であ
る。このうち中樹林道路は、北海道縦貫自動車道
江別東 ICと接続し、高速ネットワークの拡充に
よる札幌圏の連絡機能の強化を図り、地域間交流
の活性化及び、拠点空港新千歳空港、国際拠点港
湾苫小牧港等への物流効率化等の支援を目的とし
た、南幌ランプから江別市江別太に至る延長７．３
kmの事業である。ここ幌向原野での軟弱地盤管
理を短時間に計測した施工管理について報告する。
�１ 工 事 名：道央圏連絡道路 南幌町幌向改良

工事
�２ 発 注 者：北海道開発局 札幌開発建設部

担当事務所 札幌道路事務所
�３ 工事場所：北海道空知郡南幌町
�４ 工 期：平成２８年６月１４日～

平成２９年２月１３日

２．現場における問題点

主な問題点を以下に示す。
① 沈下板計測にはレベルで測定すると測量者と
測量助手の２人で行う作業となる。
② 変位杭は光波測距儀とレベルで測定し、沈下
板はレベルで測定するので器械が２台必要とな
る。

③ 器械を２台使用すると移動時間と運搬に労力
を必要とする。
④ 計測時間が長く、他の作業に支障をきたす。
⑤ ぎりぎりの人数で作業をしているので測量助
手の確保が難しい。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 工夫・改善点
固定プリズムを変位杭、沈下板に取付けてワン
マン（１人）測定し、測定時間も短縮させた。自
動追尾の光波測距儀で測定するので、ターゲット
板を使用すると自動追尾機能が作用しなくなるこ
とと測量精度の点でプリズムを採用した。
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時間短縮効果について

２６
品質管理

図―１ 路線図
（平成２５年度北海道開発局 再評価原案準備書説明資料から
引用）
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変位杭観測には、定点観測用プリズムを変位杭
にドリルで穿孔し、グリップアンカーで固定し、
観測した。

表―１ 従来の計測方法

表―２ 従来計測方法の改善点

図―２ 変位杭に取付けたプリズム

沈下板を固定プリズムで測定するには通常だと
測量助手にプリズムを持たせて計測する。この方
法だと測定者の他にもう一人必要となり、測量助
手がいなければ計測できない。そこで沈下板蓋に
プリズムを固定する方法を検討した。固定ミラー
にはM１２の雄ネジが固定されているのでナット
を蓋に取付、プリズムを固定すれば解決する。M
１２の高ナットを必要数用意し、コンクリートボン
ドでナットを固定し、プリズムを取付けた。プリ
ズム高は、９２mm高くなるので補正した。これに
より変位杭、沈下板を３次元計測し、光波測距儀
からCSV出力した、データを専用ソフトに取り
込み、転記ミスのない施工管理が可能となり事務
処理時間も短縮した。沈下板の平面位置（X，Y
座標）も自動で帳票に取り込まれている。

�２ 時間短縮効果
観測時は重機稼働時に実施しているので障害物
ありとなり光波測距儀の移動回数が約３５０mで４
回程度となった。機器は自動追尾システムを使用
し、後方交会法により測定して９０分程度である。
作業終了後に計測すれば６０分程度で観測できる。
又、北海道では１１月後半から降雪があるが、自
動追尾システムを装備した光波の場合、レベル測
定が可能な程度の視界が確保出来る降雪であれば
測定は可能である。

図―３ 観測システムソフト画面

図―４ 蓋に取付けたプリズム

表―３ 測定時間

表―４ 短縮時間（実際の測定回数より）
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�３ 経費削減効果
今回の現場の測定期間は８月中旬から１２月中旬で
あり、時間短縮効果は２１０時間―９０時間＝１２０時間
となる。１２０時間÷６時間／日＝２０日で２０日分の工
程短縮で経費削減効果が伴った。

表―５ 経費削減効果

測量機器は現場に備えてあることを前提とし、
人件費のみを比較した。

表―６ プリズム等の仮設費控除

プリズムは全数量５０個計上し、２回転用単価と
した場合、工期４か月の観測で約６０万の経済効果
がある。また、プリズムは破損するとは考えられ
ないので他の現場での流用を考慮し５回程度の転
用単価でも良いと考えると約１００万の費用対効果
である。
以上から、軟弱地盤管理で地表面沈下管理をプ
リズムによる測定を実施すれば、作業時間の短縮
による経済効果が期待でき、初期投資は直に補填
できる。
�４ ヒューマンエラー防止効果
沈下測定を従来方法で職員がレベルで測定し、
野帳に記入する作業は、アナログ作業となる。ア
ナログ作業はヒューマンエラーの本質である。こ
の部分を光波測距儀でデジタル化してしまえばエ
ラーはなくなる。

�５ 職員数低減効果
経費削減効果には、職員の現場測定作業の２０日
分だけを見ているがその他に事務処理（測量計算、
ソフトへの入力等）がある。事務処理を含めると
工程短縮効果は更に見込める。固定プリズムを使
用するシステムを構築することによりワンマン計
測が可能となり１名で短時間に計測し、事務処理
時間を短縮することにより、変位観測のために職
員数を１名増員することなく計測が可能となる。

４．おわりに

現地は、プレロード盛土も完了し、１２月中旬で
作業も終了となる。軟弱地盤における計測管理は、
今後とも地盤の挙動を管理するうえで重要な作業
である。限られた人数の職員体制で作業効率をあ
げるためにはどうしたらいいかを常に模索しなが
ら可能性を考えて現場を施工している。
特に目新しいものでなくてもその使用方法の工
夫により効果が期待できるものもあると思われる。
プリズムによる３次元データ処理の採用にあたり、
ご理解と数々のご助言を頂いた北海道開発局 札
幌道路事務所の皆様に感謝を申し上げ、ここに謝
意を表します。

図―５ 標準定規図
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：東京国際空港Ｄ滑走路建設外工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局
�３ 工事場所：東京都大田区羽田空港内
�４ 工 期：平成１９年３月～平成２２年８月
東京国際空港Ｄ滑走路建設外工事（以下、Ｄ滑
走路工事）は、既存の羽田空港沖５００mに新たに
Ｄ滑走路を建設するものである。滑走路の延長は、
３，１２０mで多摩川側が桟橋構造、第一航路側は埋
立構造となっている。図―１に滑走路の平面図を
示す。
本工事の特徴として
・滑走路の標高が既存の空港に比較して高い。
滑走路が第一航路に隣接しており、航行する船

舶と滑走路に進入する航空機の制限表面の関係か
ら、滑走路面はT．P＋１０～１３mと既存の空港（T．
P＋４ｍ）と比較して高くなっている。
・原地盤が深く、軟弱であるため、埋立土量が多い。
埋立の原地盤がT．P―１９mと深く埋立工事とし
ても困難な工事で有る事に加え、軟弱層が１８ｍと
厚く堆積しているため、８ｍ程度の沈下が生じる。
そのため、埋立・盛土厚が２７ｍに達するものとな
った。滑走路を建設する全土量は、水中の埋立分
が約２，０００万m３、気中の盛土分が１，０００万m３とな
った。
・施工期間が３．５年と短い。
供用開始が平成２２年１０月に予定されている中で、
工期が設定されていたため、施工期間が３．５年と
同様の空港工事の中では極めて短い。

２．現場における問題点

羽田Ｄ滑走路では、気中の盛土を１層当たりの
厚さを９０cmとして撒出・転圧を行う。通常の路
体盛土が３０cmに対して厚層化した施工であるた
め、施工管理方法を新たに定める必要があった。
従来の乾燥密度による管理は、材料毎に最大乾燥
密度が決められているため複数の盛土材料を扱う
場合には不向きである。そのため、乾燥密度によ
る管理に加えて地盤反力係数（ＫFWD３０）を使
った盛土の品質管理について検討を行った。

東京土木施工管理技士会
東亜建設工業株式会社
技術課長

堺 谷 常 廣○

主任技術者

大和屋 隆 司
工事担当

青 木 雅 俊

FWD試験による土中の加速度と土圧分布の計測

２７
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図―１ Ｄ滑走路の全体平面図
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問題点とし３０cmの平板載荷試験で計測出来る
範囲が９０cm程度であるため、９０cm盛土に対応
出来るかどうか検証を行う必要があった。そのた
め、地中に土圧計、加速度計を設置して地中の応
力電波について計測を行った。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ FWD試験の概要
FWD試験（Falling Weight Deflectmeter Test
以下 FWD）は、重錘を自由落下させて、平板に
動的載荷を加え、急速載荷荷重と沈下量から地盤
の剛性を計測する試験法である。図―１はFWD
計測装置の外観図である。平板載荷試験と比較し
て、大型の反力を使用しないため、短時間で多数
の地盤剛性を計測できる利点がある。元々は舗装
などの支持力試験であったが、最近では路体や裏
込めなどにも応用されている。
従来の地盤剛性の計測は前述したように大型の
反力を用いるなど大量・急速施工には不向きであ
ったが、FWDを採用することにより、このよう
な課題に対応ができる。FWDを採用するに当た
り、課題となったのが厚層化盛土（９０cm）の計
測範囲である。支持力評価を行うにあたり、計測
値の計測範囲を確認する必要が生じる。盛土の深
部に未転圧部分があると、将来的に不同沈下や水
浸による沈下が生じるおそれがあるために深部ま
での転圧効果を確認するため、盛土下端までが計
測範囲である必要がある。FWDは、動的載荷試
験であるために、硬質ゴムバッファによる応答や
地盤との反発など複雑な挙動をする。そのため、
FWDの変位挙動と土厚分布から対象となる盛土
材の測定限界深度について、実験的考察を行った。
実験方法は、砂質土及び礫質土盛土の内部に加速
度計と土圧計を埋設し、FWDによる地盤応答を
計測し、地盤の測定限界について推定を行った。

３―２ 山砂と用いた FWD載荷試験
FWDの土中の加速度分布及び応力の分布を計
測するため、砂質土（以下、山砂）を t＝９０cm

で撒出、転圧を行いFWDによる載荷試験を行っ
た。試験条件を表―１に記す。土中の加速度計、
土圧計の設置断面図を図―３に示す。センサーは、
撒出時に埋設し、転圧を行っている。そのため、
撒出に設置した深度と転圧後の盛土の圧縮による
設置深度が異なるため、計測値は、転圧後にセン
サーを撤去居時に計測した設置深度を用いている。
転圧回数は大型振動ローラー（３５０kN級）を用
いて８回転圧し、充分に転圧が完了した状態で載
荷試験を行った。８回転圧は、実際の施工で規定
している転圧回数である。FWDの載荷盤径は φ

＝３０cmを用い、重錘の落下高さを変えて計測を

図―２ FWDの外観図

表―１ 盛土材料

図―３ 加速度計、土圧計の設置位置

－１０６－



行った。
計測は、動ひずみ測定器を用いて Δt＝０．００１sec
で計測を行っている。載荷試験に用いた山砂は、
千葉県君津市内陸部で産出した盛土材である。粒
度分布を図―４に示す。山砂は、Uc＝３．０４と粒径
が揃った砂質土である。図―５は転圧後の乾燥密
度の深度分布であるが、表層から盛土深層まで γt
＝１．６５～１．７０g/cm３と密度勾配が小さな盛土とな
っている。

３―３ 加速度計の計測結果
山砂の加速度計測結果を落下高H＝６０cmを抜
粋して記してみる。図―６が実測結果である。深
度が深くなるごとに土圧の分布に伴う分布が移動
しておりこの移動速度は、V＝２４３m/sec である。
この加速度の計測結果より各深度での加速度を試
算した。
試算した加速度を２回の数値積分から変位量と
している。図―７は深度毎の変位量のグラフであ

る。１cm深度毎の変位量の合計としたため表面
の変位量に実測との差が生じる。試計算が離散化
した深度を用いているため、表層の変位量に実測
値と差が生じる。そのため各深度の影響度合は、
変位量の合計に対する百分率で表している。図―
８は、表層からの変位量を累計したものである。
例えば表層３０cmまでの変位量が Smax に占め
る割合である。この結果を見ると、変位の５０％が
表層から約６０cmで生じ、９０％が１２０cmまでに生
じている。計算上、変位量は応力伝達速度から２００
cm以深まで達している。ただし、変位量全量が
この深度までで生じている。ただし１２０cm以深

図―４ 山砂の粒度分布

図―５ 盛土の乾燥密度の深度分布

図―６ 加速度計の実測値

図―７ 山砂の１cm深度毎変位量と表層の最大変位量に
対する時系列変化量の百分率

図―８ ピーク変位量に対する表層からの累計変位量の
百分率
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の変位量が全体の１０％に満たず表層に与える影響
は大きくない。変位量の８０％を目安とすると、１００
m程度までが応力が伝達する範囲と考えられる。

３―４ 土圧計の計測結果
図―９は、鉛直土圧の計測結果を埋設深度毎、
落下高さ別に整理したものである。表層の載荷荷
重はFWDの計測値のピークの値を用い、地盤の
応力分布は動的荷重のピーク値を用いている。地
盤の応力は深度が深くなるごとに減衰しているこ
とが分かる。
同箇所でFWDと合わせて平板載荷試験を行っ
ており、平板載荷試験からKögler の土圧分布計
算を用いて試算を行うと、静的荷重では分布角度
β＝３０°となった。FWDの表層の動的荷重でも
同様に β＝３０°で試算を行うと実測値の試計算が
可能であるため、FWDによる土中応力はほぼ予
測可能ある。一連の計算のうち、平板載荷試験の
載荷荷重とFWDの表層の載荷荷重が近い条件で
の試算結果を記すと図―１０のようになる。前述し
たように、土中の応力分布に関して動的、静的載
荷の土圧分布は、同一の分散角を用いて予測可能

であった。地中応力は、深度３０cmで表層の３５％
程度になり深くなるにつれて漸減する。深度９０cm
では１７％となるが、応力伝播は確実に行われてい
ることがわかる。表層の応力と深層の応力は転圧
機の接地面積や載荷荷重によって大きく変わるた
め、盛土厚と転圧機の組合わせが重要となる。

４．おわりに

本文では、FWDの加速度及び土圧分布から
FWDの有効限界深度を求めてみた。ここでは、
動的応答そのものを計算するのではなく、地盤の
応答から、加速度及び土圧から地盤のパラメータ
をもとめ、試計算を行っている。その結果、山砂
でピーク変位量の９０％がH＝１２０cmまでに生じ
ている。本文の目的は、厚層化盛土の計測に用い
場合に計測深度について考察をするものであるが、
試計算の結果では、概ねH＝１００cmが対象にな
ると考えられる。この深度より深い部分は、変位
量に対する影響が小さく、実測時のばらつきに含
まれるものと考えられる。そのため、厚層化盛土
の計測に用いる場合、H＝９０cmでの盛土では、
適用範囲と考えられる。

図―９ FDW試験による土圧の深度分布 図―１０ FWDと平板載荷試験結果の深度分布と土圧の試
算
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１．はじめに

コンクリートの圧縮強度は、水和反応の進展に
応じて強度が発現するため、打込み前の荷卸し時
に採取した供試体によって、強度発現性や強度の
バラツキを後日確認している。供試体による圧縮
強度の確認は、材齢７日や２８日の品質管理の他に、
型枠の脱型や PCケーブルの緊張時期など、様々
な工程管理にも利用されている。コンクリートの
圧縮強度が打込み前に判定できれば、圧縮強度の
バラツキが大きいコンクリートでも、確実に設計
強度が得られる構造物を建設できる。また、工程
に必要な圧縮強度が得られる材齢が判れば、工程
見直しにより、工程短縮を行うこともできる。
本稿では、コンクリートの荷卸し時の品質管理
に、圧縮強度の即時判定を加えて、鋼コンクリー
ト合成床版に打込むコンクリートの品質管理の強
化を行った事例を報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：国道１８１号（岸本バイパス）橋梁

上部工事（交付金）
�２ 発 注 者：鳥取県
�３ 工事場所：鳥取県西伯郡伯耆町吉定
�４ 工 期：平成２６年１２月２５日～

平成２８年１０月３１日

２．現場における問題点

コンクリートの圧縮強度を打込み作業に支障な
く判定するためには、コンクリートが、プラント
工場から出荷し、荷卸し検査が完了するまでのお
およそ４５分程度に行う必要がある。そのため、こ
の短時間に圧縮強度を推定できる技術として、マ
イクロ波促進養生法１）の採用を検討した。
マイクロ波促進養生法は、図―１に示すように、
フレッシュコンクリートを特殊な樹脂型枠に詰め
込み、電子レンジにより、マイクロ波を照射する
加熱養生（以下、促進養生）を行う。促進養生に
より、水和反応を促進してコンクリートを硬化さ
せた促進養生供試体を作製する。この促進養生供
試体の圧縮強度（以下、促進強度）と、同一コン
クリートから作製した各材齢の標準養生供試体の
圧縮強度は、相関関係にあり、図―２に示すよう
な相関関係図を利用して任意材齢の圧縮強度の推
定を行う技術である。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
日本車輌製造株式会社

神 頭 峰 磯○ 杉 田 謙 一 田 島 貴 裕

コンクリート荷卸し時に即時強度判定を取り入れた
コンクリ－トの品質管理について

２８
品質管理

図―１ 促進養生供試体の作製手順
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このマイクロ波促進養生法をコンクリートの即
時強度判定技術として、現場への適用を検討した
ところ、次の課題を解決する必要があった。
・マイクロ波促進養生法の実効性の確認
・使用材料の変化による技術の適用性の確認
・圧縮強度推定までの必要時間

３．工夫・改善点と適用結果

�１ マイクロ波促進養生法の実効性
促進強度は、電子レンジでコンクリートを高温
で加熱して強制的に水和反応を進展させるため、
得られる圧縮強度は小さくなる。そのため、促進
強度と標準養生供試体の圧縮強度との相関関係が
成立し、圧縮強度の推定が確実に可能であること
を実験により確認した。
実験は、呼び名が３０―８―２０Nで、水セメント比
が５０％の配合のコンクリートと、水セメント比を
±１０％変化させた配合により、促進養生を行い、
促進強度とセメント水比の関係を確認した。なお、
型枠は、電子レンジで１８００Wの出力により１０分
弱加熱することから、図―３に示すような耐熱性
の特殊樹脂を採用し、供試体の寸法が７５mmの立
方体となるようなサイズとした。促進強度とセメ
ント水比との関係を図―４に示す。促進強度は、
セメント水比の低い順に、２．４N/mm２、３．３N/mm２、
３．７N/mm２と材齢２８日の圧縮強度（以下、材齢２８
日強度）の１／１０程度であった。しかし、促進強度
とセメント水比の相関係数は、０．９４４であり、一
般的なコンクリートと同様に、セメント水比に比
例していることから、水和反応の進展に応じた強

度発現が得られていると考えられる。図―５は、
同じコンクリートで標準養生を行った材齢２８日強
度と促進強度の関係を示した図である。促進強度
と材齢２８日強度は、相関係数が０．９８８と高い相関
性を示し、促進強度から標準養生供試体の圧縮強
度が推定できることを確認できた。
�２ 使用材料の変化による技術の適用性
コンクリートの材料は、骨材が地産地消であり、
セメントの種類が異なる場合や混和材の追加など
もあるため、コンクリート材料の一品一様性はな
い。そのため、本技術が多種多様なコンクリート
に対して適用できることを実験により確認した。
実験水準を表―１に示す。呼び強度３０の普通ポ
ルトランドセメントを使用した配合を基本として、
骨材の種類を変更した場合、混和材として膨張材
を２０kg/m３使用した場合、セメントを高炉セメン
トB種に変えた場合として、材齢２８日強度と促

図―２ 標準養生供試体と促進供試体の相関関係図

図―３ 型枠（左）と促進養生供試体（右）

図―４ 促進強度とセメント水比との関係

図―５ 材齢２８日強度と促進強度との関係
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進強度との相関性を確認した。
実験結果を表―２、図―６に示す。何れの場合に
おいても材齢２８日強度と促進強度は、高い相関性
を有しており、様々な種類のコンクリートにマイ
クロ波促進養生法が適用できることを確認できた。
�３ 時間工程の確認
マイクロ波促進養生法は、様々な工程を経て促
進強度を得るため、輸送中の短時間に履行可能で
あるか、各工程の作業時間を把握する必要がある。
そのため、本手法による各作業時間の確認を行っ
た。
促進強度を得るまでの各作業時間を表―３に示
す。１回の作業で、供試体は２個作製して、同時
に電子レンジで加熱する。促進強度の計測までに
二人で作業を行えば、１サイクル２３分程度で完了
する。圧縮強度の推定精度を上げるために、２サ
イクル行っても、４５分程度で作業が完了すること
を確認した。

�４ 現場への適用
マイクロ波促進養生法が工事に適用できること
を確認できたため、本工事の鋼コンクリート合成
床版に対して、コンクリートの硬化性状を打込み
前に確認し、設計基準強度（３０N/mm２）以下の
コンクリートを排除する目的で、材齢２８日強度を
打込み前に判定して施工した。また、促進強度の
計測はプラント工場で実施するため、出荷前に採
取したコンクリートのフレッシュ性状の確認を行
い、荷卸し時と比較することで、輸送時の品質変
動の管理も同時に行う計画とした。なお、圧縮強
度の推定は、材齢７日、１４日も行い、他の材齢に
おける本手法の適用性の確認も行った。また、圧
縮強度の推定は、１日の打込み量に対し、コンク
リート運搬の初回、中間、最終の出荷に対して行
う計画とした。
先ず、圧縮強度を打込み当日に推定する資料と
して、打込むコンクリートの各材齢の圧縮強度と
促進強度の相関関係図を試験練りの時に作成した。
コンクリートは、呼び名が３０―１０―２０Nであり、混
和材として低添加型膨張材を２０kg/m３使用した。
試験練りに使用したコンクリートの配合を表―４
に、各材齢の圧縮強度と促進強度の相関関係を図
―７に示す。なお、図―７の相関関係図は、促進養
生供試体を４体使用して作成した。図―７では、
各材齢の圧縮強度に対して０．８以上の高い相関性
が得られたため、打込み当日に、このグラフが使
用できると判断した。

表―１ 実験水準

表―２ 実験結果

図―６ 条件変更による相関関係図

表―３ 促進強度計測までの作業時間

表―４ 試験練りの配合表
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打込み当日は、コンクリートの運搬中に図―７
を使用して、プラント工場において、各材齢の圧
縮強度を打込み前に推定し、コンクリートの硬化
性状を確認した後に打込みを行った。促進強度か
ら推定した圧縮強度と後日確認した標準養生供試
体の圧縮強度の比較の一例を表―５に示す。材齢
２８日強度は設計基準強度を上回っており、現場で
打込み当日に採取した供試体との誤差は、各材齢
において、概ね５％程度と良好な精度を確保でき
ていることを確認できた。また、輸送時の品質変
動の管理例を表―６に示す。早朝の打込みからの
経時の環境変化に対して、フレッシュコンクリー
トの品質変動が、著しく大きくならないように管
理を行うことができた。

また、プラント工場が保有するコンクリートの
配合強度算出式を用いた場合の材齢２８日強度と、
本手法による促進強度からの推定との比較を行う
ために、荷卸し時にエアメータ法により、単位水
量の推定を行った。表―７に示すように、単位水
量から圧縮強度を求める場合は、１０～１５％の誤差
が発生しており、マイクロ波促進養生法による圧
縮強度推定の精度が上回ることを確認できた。

表―７ 配合強度算出式から求めた強度の精度

以上により、マイクロ波促進養生法を本工事に
適用することにより、打込み前に材齢７日、１４日、
２８日の圧縮強度を推定した。本手法により、これ
まで荷卸し時には確認できなかったコンクリート
の硬化性状を打込み前に定量評価して確認するこ
とができた。また、輸送時の品質変動も同時に管
理できたため、本工事のコンクリートの品質管理
の強化に繋がり、鋼コンクリート合成床版の品質
向上の一躍を担えた。

４．おわりに

本工事において、マイクロ波促進養生を利用す
ることにより、打込み前の任意材齢の圧縮強度を
精度良く確認できることが判った。今回は、打込
み時の圧縮強度の確認に留まったが、今後は、若
材齢時に本手法を適用し、脱型強度管理や橋面上
への重量物載荷時期などの検討に使用することで、
工程短縮や供試体作製の大幅削減などのコスト縮
減に繋げていきたい。本手法がコンクリート工事
の品質向上の一助になれば幸いである。
参考文献

１）伊藤幸広，辻正哲：マイクロ波加熱養生によるコン

クリート強度の即時判定に関する研究，土木学会論文

集，No．５１４／Ⅴ―２７，pp１９―２８，１９９５．５

図―７ 打込み時に使用した相関関係図

表―５ 圧縮強度推定結果の例

表―６ 輸送時の品質管理の例
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１．はじめに

船堀橋は、東京都の荒川と中川を跨ぐ約１．５km
の橋梁である。歩道部は橋長が長いことから自転
車による利用者が多いのが特徴である。これまで
バリアフリー対策事業として、スロープおよび階
段の改良と南側にエレベーター昇降設備を設置す
る工事が行われた。しかし、北側については用地
的な事情により１２％勾配となっており、車いすの
利用を考慮した規準を満足することができなかっ
た。そこで北側には新たに、バリアフリーに適応
したエレベーター昇降施設への連絡橋の設置が計
画された。
当社は、この船堀橋北側の昇降設備連絡橋の製
作架設工事を受注した。構造の特殊性から様々な
架設検討を行っている。本稿では、本工事で実施
した検討概要を報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：船堀橋（北側）連絡橋製作架設工事
�２ 発 注 者：東京都建設局第五建設事務所
�３ 工事場所：東京都江戸川区東小松川四丁目地内
�４ 工 期：平成２７年３月１３日～

平成２８年３月３１日
�５ 工事内容：歩道橋製作架設１式（鋼重５５t）
�６ 型 式：片持ち式鋼箱桁橋
（主桁先端部（NB１）は、群集荷重のみ支持）

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社 IHI インフラ建設
橋梁事業部 橋梁工事１部

秋 野 友 之○

橋梁事業部 橋梁設計部

山 田 智 之

船堀橋（北側）連絡橋製作架設工事について

２９
品質管理

図―１ 完成図（平面）

図―２ 完成図（側面）

図―３ 構造モデル
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２．現場における問題点

本橋の型式は片持ち式構造で、群集荷重に対し
てのみ主桁先端でも支持する特殊なものである
（図―３）。
架設時のキャンバーの調整は、調整コンクリー
ト（カウンターウェイト）を打設することで行う
構造になっている。注入孔は桁高が低いためデッ
キプレート面のみである。注入孔を塞ぐため、薄
層舗装設置時までには調整コンクリートの打設を
完了させておく必要がある（図―４、５）。そして、
薄層舗装設置後に、本橋梁の構造の特徴である、
片持ち式構造（NB１側支点の面タッチ）を成立さ
せなければならない。
以上、問題点を整理すると、
〈問題点①〉荷重の管理が不明確。
片持ち式構造を成立させるには、足場撤去によ
る荷重軽減と後死荷重（高欄，調整コンクリート，
薄層舗装）による荷重増加を正確に把握しなけれ
ばならない。そのために荷重の管理が重要である

こと。
〈問題点②〉キャンバーを調整できる要素が少ない。
通常の桁架設の場合、キャンバー調整用の仮受点
を設けるが、交差条件（道路協議）より、仮受点
を設けることはできなかった。そのため、架設開
始後は調整コンクリートによるキャンバー調整の
みとなること。
の２点であった。

３．工夫・改善点と適用結果

〈工夫・改善点①〉
荷重を管理する上で、主桁鋼重および、後荷重
となる高欄，薄層舗装はほぼ正確に把握すること
ができる。しかし、足場荷重については、概算重
量でしか把握することができない。
足場の構造は足場構造計算によって決定され、
足場組立図が作成される。足場組立は、架設ヤー
ドに桁が搬入された後に地組みされ、主桁と一括
で架設した（図―６）。
しかし、実際には足場組立図に反映されない部
材がいくつかある。そのため、足場荷重は概算荷
重より多くなることが一般的である。そこで架設
時は、ブロック毎で足場組立に必要な材料をすべ
て桁上に仮置きし、架設時にクレーンの運転席に
表示される荷重表より、主桁と足場荷重込みの重
量を管理した（図―７）。

図―４ 架設順序

図―５ 調整コンクリート 図―６ 架設状況
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キャンバー計算時に見込んでいた足場荷重と実
際の荷重の差分を、調整コンクリートの打設量を
調整することで、片持ち式構造を成立させた。
〈工夫・改善点②〉
架設は、柱１ブロックと主桁４ブロックの計５
ブロックで実施した（図―８）。

各ブロックの架設毎に、基準となるNB１点と
架設ブロック先端のエレベーションの測量を行う
ことで、計画と実際のキャンバーの差を把握する
こととした。こちらも、足場荷重，高欄，調整コ
ンクリート，薄層舗装の荷重増減を考慮して計画
値を算出しておく必要がある（図―９，１０）。
架設時のキャンバーが計画値とおりとならない
要因として、実剛度（製作図面）と仮定剛度（構
造解析）の違いがある。また、製作図面と実際に
製作された構造物にも剛度の差は生じている。構

造が片持ち式のため、主桁先端のたわみ量の影響
は大きい。
（一般的に剛度の差は１０％までは許容されるが、
仮に１０％の差が生じた場合、たわみ量の差は９．２
mmとなる）
各施工ブロックでエレベーションを管理し、主
桁キャンバーの倒れ具合（戻り具合）を測量する
ことで、調整コンクリートの打設量を決める一つ
の要素とした。
〈問題点解決の総括〉
工夫・改善点①、②の方法で、最終ブロック架
設後のキャンバーの差分（すなわち、面タッチさ
せるのに必要なたわみ量）と足場荷重を見直して、
再度骨組解析を実施し、必要な打設量を算出した。

図―７ モニター表示
（表示されている値は本文とは関係なし）

図―８ 架設ブロック

図―９ キャンバー（エレベーション）計測

図―１０ キャンバー（エレベーション）管理表
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調整コンクリートが不足した場合、主桁のたわ
み量が不足し、主桁先端は仮受点に面タッチしな
い。これは、構造モデルが計画時と異なるため、
固有振動数が変わり、利用者に不快感を与えるこ
とにもなる。また、橋面上に段差が生じる原因に
もなり、バリアフリー対策事業の意にも反する。
調整コンクリートが超過した場合は、仮受点に
死荷重分の反力が載荷することとなる。構造上特
に問題となる点は無いが、仮受点の支承に死荷重
分の反力が載荷するため、群集荷重が載荷した際
に、設計反力を超過する恐れがある。
また、片持ち式構造のため主桁と橋脚の接合は
剛結構造となっている。そのため、主桁のたわみ
量は柱の傾きにも影響を与える。こちらも、主桁
張出方向と反対側にあらかじめキャンバーを設け
ておくことで、完成時に橋脚は直立するよう調整
した。
調整コンクリート量の決定は、工事が無事完了
するかを左右する重大なポイントであったが、架
設時の桁のたわみ量は再解析による計画量とおり
となり、出来形を管理値内に収めることができた
（図―１１）。
今回の工事の反省点としては、NB１仮受部に反

力計等を設置し、足場撤去から後荷重載荷による
荷重管理を詳細に行えば、よりよい出来形管理が
できたと考えられる。次回類似工事があれば反映
させたい。

４．おわりに

船堀橋の歩道部に関するバリアフリー対策事業
は、北側，南側のスロープと南側のエレベーター
昇降施設が平成２５年に、北側のエレベーター昇降
施設および連絡橋が平成２８年に完成したことで完
了した（図―１２）。
本橋梁の構造型式は、全国的にも非常にめずら
しく、当社では前例のない工事であった。出来形
の調整が非常に難しい構造を製作・架設するにあ
たり、前もって３者会議（発注者，設計コンサル
タント，当社）を開催し、構造の特殊性、設計・
施工のポイントを３者が把握し、十分な協議検討
を行えたことは、架設時の不安要素を取り除くと
同時に、無事工事が完了したことに繋がりました。
最後に、本工事を担当してくださった発注者，
設計コンサルタント，そして弊社の製作・架設に
協力いただいた工場，現場の職人の方々に深く感
謝の意を表し、厚く御礼申し上げます。

図―１１ 伸縮部（供用後） 図―１２ 連絡橋完成（左はエレベーター昇降施設）
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１．はじめに

本工事は、帯広市と音更町を結ぶ重要路線に位
置する中島橋（L＝４９９．１m）の橋台新設工事であ
る。
最低気温が連日－２０℃近くまで下がる厳冬期の
工事となるため、寒中コンクリートとして所要の
期間、防寒養生を行う必要があった。本工事では、
コンクリートの品質向上を目的に、ジェットヒー
ターによる給熱とボイラーで発生させた蒸気を組
み合わせた給熱・蒸気養生を行い、中性化進行に
対する抵抗性など耐久性を向上させたコンクリー
ト構造物を施工した。
本稿では、本現場で実施した蒸気養生の施工管
理方法と、表面品質の評価方法について述べる。

工事概要
�１ 工 事 名：川西芽室音更線防B３２８改良工事

（中島橋Ａ１橋台工）
�２ 発 注 者：北海道十勝総合振興局 帯広建設

管理部
�３ 工事場所：北海道帯広市
�４ 工 期：平成２７年９月１８日～

平成２８年３月２２日
�５ 工事内容：箱式橋台１基

コンクリート打設 V＝６０４m３、
防寒囲い 縦１５m×横１５m×高さ１２m

２．現場における問題点

蒸気養生は底版部の周囲下端に設置した配管か
ら蒸気（蒸発量２５３L/h）を発生させ、防寒囲い
内の相対湿度を上昇させる事で行うが、高さのあ
る養生環境であるため、温度・湿度分布にムラが
発生する。
計画した養生環境（１０℃７日間＋０℃２日間：
相対湿度９０％以上）を確実に確保するため、熱供
給量や蒸気発生量を必要に応じて調節できる計測
管理体制を構築する必要があった。
そこで、市販の温・湿度計を使用し、温度・湿
度分布を計測管理するとともに、蒸気によるコン
クリート表層部の含水量変化を把握するため、湿
度センサー※１を埋め込んだ供試体による内部湿度

（一社）北海道土木施工管理技士会
西江建設株式会社
課長代理

福 田 幸士郎○

土木本部長

小 原 得 誘
課長

一ノ渡 祐 二

寒中コンクリートの表面品質を向上させる
養生方法の工夫

３０
品質管理

図―１ 温・湿度計設置図
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計測管理を行った。
また、蒸気養生がコンクリート表面品質に与え
る影響に加え、表面品質を評価する方法が不明で
あったため、耐久性（中性化）に着目し、吸水試
験※２及び細孔径分布測定を選定し確認した。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 計測管理体制
�１ 防寒囲い内の湿度管理
温・湿度計（図―１）と供試体を設置し、湿度
変化を把握することで蒸気発生量の管理を行った。
なお、温度管理については、施工前の熱量計算を
基にした給熱により計画養生温度を確保できてお
り、既往の施工管理で問題となる事象は認められ
なかった。
供試体（図―２）は底版部側面を想定して製作
し、防水・透湿処理を行った湿度センサー※１を表
面から１cmの深さに埋設することで、コンク
リート表層部に現れる相対湿度変化を測定した。
また、供試体は比較のため、養生水の散布を行う
散水養生環境（蒸気は不使用、囲い内温度条件は
両環境とも同様）にも置き、計測を行った（表―１）。
�２ 計測結果
蒸気・散水養生環境とコンクリート表層部（供
試体）で計測した相対湿度変化を図―３に示す。

以下に、測定により明らかになった事項を述べ
る。
①蒸気養生期間中は、No．２及びNo．４温・湿度
計が同様の相対湿度変化を示しており、日中を除
き、防寒囲い内がムラ無く湿潤状態にあることが
わかる（日中は、躯体部型枠・鉄筋組立作業等の
安全確保のため、蒸気発生は停止）。
②蒸気発生停止のため防寒囲い内の相対湿度が低
下しても、供試体Ａの相対湿度は９０％以上を記録
しており、養生期間＋７日間（合計１４日間）は継
続して湿潤状態にあることがわかる。

図―２ 湿度センサー埋設供試体

表―１ 供試体一覧表

図―３ 防寒囲い内及びコンクリート表層部（供試体）の相対湿度変化
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③供試体Ａは養生終了後、相対湿度が５０％以下に
低下する４日目から表面湿度が低下し、供試体Ｂ
は型枠脱型後５日目から表面湿度が低下していた。
これから、周囲環境が乾燥状態にある場合、５日
程度で表層部に乾燥の影響が及び始めることがわ
かる。
④供試体Ｃは、９０％以上の相対湿度を継続して示
しており、型枠が高い保水性能を持ち、長期間湿
潤状態を維持することがわかる。
⑤温・湿度計（図―１）及び湿度センサー※１を使
用することで、熱供給量・蒸気発生量管理を可能
とする計測管理体制を構築できたと評価できる。

３―２ コンクリート表面の品質評価
�１ 吸水試験※２

吸水試験とは、養生条件や配合の違いによりコ
ンクリート表面の吸水率が異なることを利用した
試験方法である。
１５cm×１５cm×１５cmの供試体（打設後３日目
脱型）を２個製作し、供試体Ａ～Ｃと同様に蒸気・
散水養生環境でそれぞれ別に養生した後、円柱供
試体（φ１００×５０mm：材齢２５日）を各々２個採取
する。吸水面以外をエポキシ樹脂でコーティング
し、吸水面が水中下２mm位置となるよう蒸留水
中に静置し、吸水させた。
円柱供試体表面の含水状態が、養生環境により
異なることから、初期状態を合わせるため、はじ

めに２０℃恒温室で２４時間吸水を実施（１回目）し
た後、２０℃相対湿度６０％の環境で２４時間乾燥を行
い、次に行う２４時間吸水（２回目）で現れる質量
変化から、表層品質の違いを評価した。
図―４に吸水（２回目）時の平均質量変化を示す。
２４時間吸水量の質量変化は、蒸気養生で平均５．５
g、散水養生で平均７．６gとなり、蒸気養生の吸水
量は散水養生に対し７０％程度まで低減した。これ
から、蒸気養生により、コンクリート表面が緻密
になり表面品質が向上したと評価できる。
�２ 細孔径分布測定
蒸気養生により、コンクリート表面の緻密さが
どの程度向上したかを確認するため、水銀圧入法
により細孔径分布測定を行った。
なお、供試体（寸法、採取方法・個数）及び養
生方法は、吸水試験と同様である。
細孔の測定は、１５cm×１５cm×１５cm供試体の
表層部５mm（型枠面）から試料を採取して行った。
図―５及び図―６に細孔径分布図及び累積細孔容
積分布図を、表―２に細孔径区間毎の細孔量を示
す。
図―５の細孔径分布図の点線で囲んだ部分に示
す通り、細孔容積のピーク値が散水養生の１００nm
～１０００nm（１μm）区間から、蒸気養生の１０nm～
１００nm区間にシフトしていることがわかる。
これから、蒸気養生を行ったコンクリート表面
では、粗大な細孔径の細孔容積が減少し、緻密な

図―４ 吸水（２回目）における質量変化 図―５ 細孔径分布図
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コンクリート表面になったことがわかる。
図―６の累積細孔容積分布図では、３nm～１μm
区間における蒸気養生のグラフが、散水養生を常
に下回っていることから、蒸気養生は特定の細孔
径では無く、全体的に影響してコンクリート表面
を緻密にし、表面品質を向上させていると評価で
きる。
�３ 中性化進行に対する抵抗性評価
既往の研究※３において、中性化進行に支配的な
影響を及ぼすのは４０nm以上の細孔量であり、養
生期間や養生方法などの養生条件に関係無く、中
性化深さは４０nm以上の細孔量と直線関係にある
と報告されている。
４０nmを基準に蒸気養生と散水養生の細孔量の
比較を行うと、表―２の細孔径区間毎の細孔量に
示す通り、小さい細孔径を示す４０nm以下の細孔
量は約１．２倍に増加し、反対に４０nm以上の細孔
量は約０．９倍に減少する。
これから、蒸気養生を行ったコンクリート表面
は、中性化進行に対する抵抗性が１割程度向上す
ると評価できる。

４．おわりに

蒸気養生は、コンクリート構造物全体をムラ無
く湿潤状態に保ち水和反応を促進させることで、
コンクリート品質を向上させるために当社が考え、
工事に取り入れた施工方法である。
蒸気養生はコンクリート表面が緻密になり、中
性化に対する抵抗性が向上することに加え、外部
環境から取り込む水分量が減少することで、耐凍
害性の向上についても期待できることから、コン
クリートの耐久性向上に寄与する養生方法である
と考える。
なお、蒸気養生の採用にあたっては、大量の清
水を消費することから、流量の多い河川に近接し
た現場であることに加え、清水確保のため沈砂池
を設け、そこから取水する必要があることや、蒸
気発生のボイラー用の灯油（２２．１L／ｈ）が別に
必要となり、本現場においては通常の給熱養生と
比較して２０％程度のコスト増になる等の施工上の
留意点を持つことから、注意を要する。
最後に、施工及び品質評価試験の実施に関して
ご助言、ご指導頂いた関係各位に厚く御礼を申し
上げます。

参考文献
※１ 桂修、高分子湿度センサーを用いたコンク
リート中の相対湿度測定その１センサーの測
定精度、日本建築学会大会学術講演梗概集、
pp．１２０７―１２０８、２００５．９

※２ 島多昭典、性能規定に対応したコンクリー
ト構造物の施工品質管理・検査に関する研究
�２、国立研究開発法人土木研究所、平成２６年
度プロジェクト研究・重点研究報告書

※３ 郭度連、養生条件によるコンクリートの組
織変化と中性化を支配する細孔径の評価、土
木学会論文集No．７１８、V―５７、pp．５９―６８、
２００２．１１

図―６ 累積細孔容積分布図

表―２ 細孔径区間毎の細孔量（cc/g）
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１．はじめに

当工事の渓流は、大町市から長野市へ繋がる県
道川口～大町線に隣接しており、犀川の支流にあ
たる金熊川に流入する。
平成２７年９月１０日の台風１８号による集中豪雨
（３０mm／時間）により土石流が発生し県道川口
～大町線下部のボックスカルバートが閉塞し道路
上に越流・埋塞した。
渓流地内には依然多量の不安定土砂が堆積して
おり、一旦豪雨となると、土石流発生の危険が高
いので、渓間工の設置により、不安定土砂の固定
を図ることを目的とする。
工事概要
�１ 工 事 名：平成２７年度 災害関連緊急冶山事

業第６号工事
�２ 発 注 者：長野県北安曇地方事務所 林務課
�３ 工事場所：長野県 大町市 美麻 太田沢
�４ 工 期：平成２８年３月２３日～

平成２８年１０月３１日
�５ 主な工事内容
床固工 H＝５．５ L＝２３．５ V＝２５０m３

谷止工 H＝７．０ L＝２５．５ V＝３５８ｍ３

大町市 美麻地区の地形は、小谷－中山断層の
東部に位置しており、フオッサマグナ特有の硬い
砂岩層が多く、対象渓流の両岸は侵食により、勾
配３０度以上の急斜面となっている。その象徴とも

いえる渓床をなしているのが、谷止工計画場所で
あり、着手前の谷止工法面の状況は次のような状
態であった。
・左岸上部には、法面の大規模な崩落跡が見られ、
その下部には過去に落下したであろうと思われ
る転石群の存在が確認された。さらに計画掘削
ライン上部には崖錐層が確認され堆積土で覆わ
れている。
・右岸側においては、計画掘削ライン上部には滑
落崖が確認され、こちらも法肩部に堆積土があ
り流れ盤構造であった。土石流労働災害防止の
ためのガイドライン第２の危険河川そして、左
右岸の落石及び法面崩落の危険を背中に感じな
がらの、とても困難な作業を展開していかなけ
ればならないし、何よりも現場代理人の職務と
して、作業員をこの危険から守らねばならない
義務があった。

長野県土木施工管理技士会
北陽建設株式会社
現場代理人

丸 山 弘 志

土石流危険区域における安全対策網の確立

３１
安全管理

図―１ 完成写真（手前－床固工・奥－谷止工）
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２．現場における問題点

①土石流センサーの設置場所の検討
土石流発生の危険度が高い渓流は、次のような
渓流であるとされている（建設省河川砂防部、土
石流危険渓流及び危険区域調査要領）
・渓床勾配が１５度以上の集積面積が５ha 以上有
りかつ渓床に平均厚２m以上の土砂堆積物が
存在しいる場合。
・渓床勾配が１５度以上の集積面積が５ha 以下で
あっても渓床に多くの堆積物が存在していて、
常時湧水があり、比較的規模の大きな（１０００㎡
以上）崩壊地が上流にある場合、また新しい滑
落崖が存在している場合、とある。
それに対して土石流センサーそのものの最適な
条件を満たすものとしては、次の要因が必要となる。
イ）土石流の発生あるいは、流下を瞬時に察知で
きること。

ロ）警報が発令されてから、非難までの余裕を満
たす位置であること。
イ）の条件としては、下流側が望ましく、あま
り上流に設置すると、それよりも下流で発生した

土石流を感知できない。
一方、ロ）の条件としては、できるだけ上流に
設置することなので、この相反する条件をできる
だけ満たす位置を選定する必要がある。
②法面崩落跡直下での安全対策
谷止工計画場所より１０ｍ上流に左岸法面崩壊跡
から落ちたと思われる巨石が大小４個（最大２４
ｍ３）あり、これから先も落石の恐怖と戦いなが
らの作業が予想された。
谷止工計画場所は、地形的な特質により右岸側
には露出した硬質な岩盤法面上部に崩積土が堆積
しており、その上部には、滑落崖が確認できるが、
現状では落石の脅威は少ないと感じられた。
これに対して左岸側の法面は、硬質な岩盤法面
上部に崖錐層が見られ、法肩部には崩積土が堆積
しており、その上部には転石群が存在し、最上部
に大規模崩壊跡がある、危険極まりない状況であ
った。

３．工夫改善と適用結果

①土石流危険度の再検証と土石流センサー設置場
所の検討
前述の設置場所の地形条件と実際の土石流セン
サーの最適な場所を模索するため、地質コンサル
タント部指導の下、土石流渓流調査を実施した。
また SCS立体図・地すべり図形分布図・空中
写真などの図書を用いて土石流危険度の再検証を
行い、最適な土石流センサー設置場所を決定した。
渓流調査の結果、谷止工計画場所よりも上流に
おいて、渓床勾配１５度以上の集水面積は、５ha

図―２ 現場平面図

図―３ 現場縦断図

図―４ 谷止工横断図
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を大きく上回り、上流部には渓床に平均厚２ｍ以
上の堆積物が存在している可能性があり、特に谷
止工計画場所より上部で、土石流の危険度が高く、
谷止工計画場所も土石流の到達範囲であることが
検証された。
・渓流調査結果より、谷止工計画場所より２４０ｍ
上流に土石流センサーを設置して、谷止工の２０
ｍ上部の安定した高台に警報機・回転灯を、さ
らには県道隣接箇所にも警報機・回転灯を設置
した。
・また簡易気象観測装置（ハザードアイ）・雨量
計を設置することで、降水量及び土壌指数にお
いても作業中止規準を超えた場合は、警報シス
テムと連動する形をとったので、作業所内全域
と第三者や一般交通車両にも危険を知らせるシ
ステムを構築できた。
②３種類のネットを組み合わせた安全対策
社内施工検討会を実施し、３種類のネットを組

み合わせた対策工で対処することとした。
イ）不安定な転石群においては、グリーンネッ
トを施設して、大型アンカーピンの打設により、
転石をネット覆い、不安定な転石の安定を図った。
ロ）上部からの落石に対してはイージーネット
を横断状に設置して、待ち受け型の落石防護対策
とした。
ハ）法肩部の崖錐層・堆積土に対して、ラス張
り工を行い、法表面からの表土の崩落落石に対処
した。
勿論これだけでは、十分な対策ではないが、日々
の地山点検を入念に行い、周辺地山の変状を事細
かく観察することとし、更なる安全対策が必要と
なる場合も考えて作業を進めた。
③右岸部（流盤構造）の施工中の突発的崩落への
対応
左岸側において上述の安全対策工を施した結果
異常はなく、岩盤掘削作業も波に乗りかけた、
５月１２日の昼食休憩中、右岸側の岩盤が崩落した。
対応策を検討した結果、岩盤崩落により、取り残
された不安定土塊や崩落・落下の恐れのある、樹
木や堆積土も除去して整地することで地山の安定

図―５ 警報システム簡略図

図―６ 警報システムと連動した訓練で効果を確認

図―７ 谷止工左岸上部の状況と対策工模式図
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を図ることとした。さらに不安要素解消のために、
技術部門により、新たに伸縮計を３基左右岸に新
設して、警報システムと連動することで対応した。
適用結果
①土石流危険度の再検証と土石流センサー設置場
所の検討
作業所内全体を警報システム網で包み込み、警
報システムと連動した効果を避難訓練で確認し、
不安材料を払拭したので作業員の安全意識の高揚
が必然的に生まれ、作業に専念して工事の進捗を
進め、また第三者の安全確保にも役立つこができた。
②３種類のネットを組み合わせた安全対策
不安定転石群の保護・待ち受け型落石防護ネッ
ト・法地表面からの表土・落石に対応することで
広範囲に及ぶ不安定斜面を覆うことにより、左岸
側の斜面の安定を図ることができた。
③右岸部（流盤構造）の施工中の突発的崩落への
対応
通常の地山点検では、目視では確認しづらい本
当に微妙な地山の動き・変状も記録されることに

なり伸縮計のデーターを毎日確認することで、地
山の崩落や崩壊のマイナス要因がなくなり、さら
に作業に集中できた。

４．まとめ

谷止工岩盤崩落後の左右岸の地山移動量は、約
５０日間で、１０mmに満たないものであったが、現
実には動きがあり、その要因である流れ盤構造や
崖錐層の存在を知らされ、現地踏査・渓流調査の
重要性を再認識することができた。
谷止工完了後、床固工へ移り、提体の高さも水
通し部まで打ちあがった８月１日、大町地域に（５０
mm／時間の）集中豪雨が発生し、流水が増水して、
床固工と県道に越流した、昨年よりも雨量の多い
集中豪雨であったが、土石流の発生はなかった。
土石流発生の危険度が高い谷止工上部の渓床が
安定した勾配を確保して渓流地内に堆積した不安
定土砂が固定した状態であったため、流水による
侵食を最小限に抑え、土石流の発生を防ぐことが
できたと考えられる。

５．おわりに

今回このような危険区域における工事は大きな
教訓となり、また安全対策工の発案や対応策への
反応は、当社特有の協力体制・行動力の早さが導
いた答えだと想われます。
最後となりましたが、発注関係者・工事関係機
関・地権者の方のご指導ご協力に感謝を申し上げ
ます。

図―８ 右岸岩盤崩落状況

図―９ 崩落岩盤・不安定土塊除去完了

図―１０ 伸縮計設置状況
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１．はじめに

追分橋は滋賀県南部に位置し、昭和３８年に供用
を開始した名神高速道路の高架橋である。
本橋は図―１に示すように中間支点がロッキン
グピアで支持されており、大規模地震動に対して
十分な耐震性能を確保できない状態であった。対
策を種々検討した結果、ロッキングピアを撤去し、
鋼コンクリート複合構造橋脚に更新する耐震補強
方法が採用された。本工事で実施したロッキング
ピアの撤去・更新工法について述べる。
工事概要
�１ 工 事 名：名神高速道路

追分橋他１橋耐震補強工事
�２ 発 注 者：西日本高速道路（株） 関西支社
�３ 工事場所：滋賀県大津市追分町
�４ 工 期：平成２４年６月２８日～

平成２８年７月６日

２．現場における問題点

本工事の施工にあたり、下記の３点が主な課題
であった。
２―１ ロッキングピア撤去中の上部工の支持方法
本工事では、施工ヤード幅が国道１号の１車線
分しか無く、加えて桁下を国道１号および京阪電
気鉄道の路線が通っていること、供用中の高速道
路の橋脚の取替えであることから、よりコンパク

トでより安全性の高い上部工の支持方法が求めら
れた（図―２）。
２―２ 狭隘な桁下空間における橋脚の建設
本工事では、梁部が鋼部材、柱部がコンクリー
トの複合構造橋脚が採用されている。
前述した狭隘な作業スペースに加えて、桁下空
間が約８．０mしかないという条件下で橋脚を建設
しなければならなかった（図―３）。
２―３ ロッキングピアの撤去
ロッキングピアは上下にピボット支承が設置さ
れた鋼管柱で、中詰めコンクリートが充填されて
いた。さらに、桁下での作業であるため大型重機
による撤去はできない。
以上の条件下で、ロッキングピアの転倒を防止
し、安全に撤去する施工方法を確立し、それを確
実に実施することが求められた。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
三井造船鉄構エンジニアリング株式会社
現場代理人

青 山 智 明○

監理技術者

江 栄 二

狭隘な施工ヤードにおけるロッキングピアの撤去・更新

３２
新技術・新工法

図―１ 追分橋（施工前）
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３．対応策と適用結果

３―１ ロッキングピア撤去中の上部工支持方法
既設橋脚の撤去および新設橋脚の建設中は、上
部工をベント等で仮支持するのが一般的であるが、
作業ヤードが狭小なこと、路下に重要交差物が存
在し、より確実な安全性が求められることから、
仮設構造物での支持は適さないと判断した。
代替案として、新設橋脚を先行して建設し、新
設橋脚で上部工を支持した状態で、既設ロッキン
グピアを撤去する施工順序とすることを決定した。
この施工順序とすることで、仮設構造物を設置す
る必要が無くなり、安全性の向上および、作業の
省スペース化が実現できた。
しかし、既設ロッキングピアの撤去前に新設橋
脚を建設する必要が生じ、その構造と施工方法の
立案と実施が新たな課題となった。

国道１号および京阪電気鉄道の建築限界等の制
約条件から、新設橋脚の基礎構築位置を既設ロッ
キングピア間とし、Ｔ型橋脚が採用された。また、
基礎形式を省スペースで施工可能な深礎杭形式と
した。

図―２ 追分橋一般図（施工前）

図―３ 新設橋脚
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既設ロッキングピアで上部工を支持した状態で
新設橋脚の建設を可能とするため、新設橋脚の梁
部にロッキングピアが貫通する構造を設けて対応
した。なお、貫通部はロッキングピア撤去後に、
梁の上フランジ側は支承台座にて、下フランジ側
はカバープレートにより閉塞した。
３―２ 狭隘な桁下空間における橋脚の建設
狭隘かつ低空間で橋脚の建設を行うため、以下
に示す施工ステップを立案し、施工した（図―４）。
Step―１：基礎および柱１次施工
深礎杭基礎および柱部の最下部を先行して施
工した（図―５）。
Step―２：貫通ブロックの架設
梁の先端側を２ブロックに分割し、ロッキン
グピアを前後から挟む形で架設した。なお、
この先端側部材は小型クレーンで架設可能な
重量となるように分割した（図―６）。
Step―３：鋼製梁部材地組み・横取り・縦取り
貫通ブロック以外の梁中央の部材は、大型重
機でしか架設できないため、桁下高の制約を

受けない位置で架設を行い、横取り・縦取り
工法によって桁下の所定位置まで移動した
（図―７）。
Step―４：ブロックの一体化とジャッキアップ
まず、桁下において縦・横の移動を行った梁
中央部材と、先端側の貫通ブロックの一体化
を行った。桁下空間の制限があるため、油圧
ジャッキおよび総ねじの PC鋼棒を用いた吊
上げ工法を採用した。
また、梁上部にはセッティングビーム等の吊
上げ設備を設置する必要があるため、この段
階では鋼製梁は所定の高さよりも低い位置に
設置し、作業空間を確保している（図―８）。
吊上げ設備解体後、一体化した鋼製梁を所定
の高さまでジャッキアップした（図―９）。
Step―５：柱２次施工（新設橋脚完成）
鋼製梁と１次施工の柱基部間のコンクリート
脚柱を構築したのち、鋼製梁と脚柱を剛結し
て新設橋脚を完成させた（図―１０）。

図―４ 橋脚構築ステップ図

図―５ RC柱１次施工完了 図―６ 貫通ブロック架設状況 図―７ 鋼製梁横取り・縦取り完了

－１２７－



３―３ ロッキングピアの撤去
ロッキングピアの撤去に先立ち、上部工反力を
新設橋脚上に設置した仮受けジャッキに移行した。
桁下での作業であり、大型重機による撤去がで
きないことに加え、新設橋脚内部を貫通している
状態を勘案し、ロッキングピアを撤去設備で支持
して下部から順にブロック状に切断し、だるま落
とし方式で撤去する方法を採用した（図―１１、図―
１２）。
なお、撤去設備はロッキングピアの重量を吊下
げ設備で支持するとともに、撤去中に不安定とな
るロッキング橋脚の転倒防止の機能も兼ね備えて
いる。
ロッキングピアには中詰めコンクリートが充填
されていたため、外側の鋼管部はガス切断で、内
部のコンクリート部は湿式のワイヤソー工法で切
断した。
図―１３に施工完了後の橋脚を示す。

４．おわりに

ロッキングピアを有する橋梁は建設スペースが
限定された高速道路の跨道橋などで構造の合理性
から多数建設されたが、近年その耐震補強法が課
題となっている。本稿が同種工事の一例として、
狭隘な作業スペースでの施工方法の参考となれば
幸いである。
最後に、西日本高速道路株式会社関西支社、滋
賀高速道路事務所の関係各位には適切な助言、協
力を賜りました。ここに深く感謝の意を表します。

図―８ 吊り上げ（一体化） 図―９ ジャッキアップ 図―１０ 新設橋脚完成

図―１１ ロッキングピア撤去概略図

図―１２ ロッキングピア撤去設備

図―１３ 施工完了
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１．はじめに

東京都では、環状方向の高速道路の整備が遅れ
たことに起因し、都心エリアに慢性的な交通渋滞
が発生している。これを解消するための一つであ
る東京外環自動車道は、自動車専用部（高速道路）
と一般部（国道２９８号）で構成されており、自動
車専用部はこれまでに関越道の大泉 JCTから三
郷南 ICまでが供用されている。現在は、三郷南
IC以南～東関東自動車道・首都高湾岸線との接
続箇所である高谷 JCT（仮称）までの約１５．５km
の区間について建設が進められている。
本工事は、江戸川を跨ぐ外環葛飾大橋および東
京都葛飾区に位置する東金町高架橋（図―１）の
架設工事を行ったが、ここでは、そのうちの外環
葛飾大橋の送出し架設工事について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：東京外環自動車道 新葛飾橋（鋼

上部工）工事
�２ 発 注 者：東日本高速道路（株）関東支社
�３ 路 線 名：高速自動車国道 東関東自動車道

水戸線
�４ 工事場所：（自）東京都葛飾区東金町

（至）千葉県松戸市上矢切
�５ 工 期：平成２３年２月３日～

平成２８年１月７日
【橋梁緒元】
＜外環葛飾大橋＞（図―２）
�１ 橋 長：５０６m
�２ 支 間 長：５３．６５＋８０＋８０．６＋８０＋８０．６＋８０

＋４９．４５m
�３ 有効幅員：１０．５６０m（上下各線）
�４ 橋梁形式：７径間連続３主箱桁橋（合成床版）
�５ 設計速度：８０km/h
�６ 活荷重：B活荷重

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社横河ブリッジ

原 岡 雅 史 末 澤 寛

東京外環自動車道 外環葛飾大橋 送出し架設工事

３３
新技術・新工法

図―１ 全体側面図

図―２ 主桁断面図
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２．現場における問題点

本工事の問題点を下記に示す。
２―１ 非出水期施工と各交差道路への対応
架設箇所が河川内であるため、施工時期は非出
水期に限定された。また、両脇を国道２９８号線に挟
まれた狭隘な場所での主桁地組立を行い、都道お
よび市道を跨いだ送出し架設・降下作業を夜間交
通規制内で行わなければならない。よって、公道
に与える影響を極力減らす架設工法が求められた。
２―２ たわみ処理方法
通常、送出し架設を行う際、到達直前の手延機
先端の自重によるたわみを調整する方法としては、
手延機先端をクレーンで吊り上げるか、先端を持
ち上げるための大掛りな設備を橋脚上に準備する
必要がある。しかし、本橋は、橋脚が河川内に位
置しており、クレーンを容易に据付できない、脚
上が狭くて大掛りな設備を組み上げられないとい
う状況であった。また、たわみ量が２，５００mm程
度あるため、安易に出発側の設備を高くすること
も困難であった。よって、その他の方法でたわみ
処理を行うことが課題であった。

３．対応策と適用結果

３―１ 非出水期施工と各交差道路への対応策
外環葛飾大橋の架設要領図を図―４に示す。
非出水期の短い期間と、国道２９８号上下線間の狭
隘な空間で効率良く作業を行うため、トラベラー

クレーン（図―５）を用いての荷取りから地組・桁
架設および合成床版パネル敷設を行った。完成形
状に組んだ状態で送出し架設を行うことで、後施
工を極力減らして、公道に与える影響を最小限と
なるようにした。また、河川右岸部についてはト
ラベラークレーンを移動させながら架設を行った。
送出しおよび降下方法については、夜間での短
い規制時間内での施工を可能とするため、下記の
装置を採用して対応した。
３―１―１ 推進装置（以下、ダブルツインジャッキ）
送出し構台の前後端部に PC鋼線を固定し、送
出し最後尾に設置したダブルツインジャッキ
（Cap．７００kN，ストローク３００mm）で引き込み
を行った。ダブルツインジャッキは、１基あたり
二組のジャッキが PC鋼線の引込とストローク戻
しを交互に繰り返すことで連続送出しができるた

図―３ 江戸川河川内の橋脚と国道２９８号

図―４ 架設要領図

図―５ トラベラークレーン架設状況
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め、時間制限のある夜間交通規制中の送出し架設
を実現できた（図―６）。なお，ダブルツインジャ
ッキの裏側には固定架台を挟んでブレーキング装
置を設置し、油圧ジャッキにより一定力で PC鋼
線を掴むことで、送出し桁の逸走防止対策を図っ
た。

図―６ ダブルツインジャッキとブレーキング装置

３―１―２ クローラ式送出し装置（以下，エンドレ
ス滑り装置）

各橋脚上には，仮受ローラー設備とエンドレス
滑り装置（Cap．２５００kN、鉛直ストローク３００mm）
を１腹板あたり１基配置し、上述のダブルツイン
ジャッキと併用することで、ジャッキの盛替作業
等により生じる時間ロスの無いスムーズな送出し
が行えた（図―７）。

図―７ エンドレス滑り装置

３―１―３ 高速降下装置（以下、SHLシステム）
外環葛飾大橋 P１６０―P１６１間は、都道交差点上の
架設となるため、送出し架設後の降下方法として
高速降下装置「SHLシステム（Super Heavy Lift
System／共同特許：（株）横河ブリッジ、オックス

ジャッキ（株））」を使用した。SHLシステムの概
要を図―８に示す。この装置は、降下柱の下段部
に設置した油圧式トラニオンジャッキ（ストロー
ク約１．０m）を伸縮させることで、高速降下を可
能としている。
これにより、降下量５m以上の桁降下を一夜
間で、かつスムーズに桁降下し，交差点の通行止
め規制も短時間で解放できた。

図―８ 高速降下装置機構と設置状況

３―２ たわみ処理への対応策
本工事では、前述の課題への対応策として手延
機先端のたわみを容易に持ち上げられるよう「手
延機先端の高さ調整装置（共同特許：（株）横河ブ
リッジ、オックスジャッキ（株））」を採用して対
応した。
３―２―１ 高さ調整装置の概要と調整手順
概要図を図―９、手順を図―１０に示す。手延機の
上フランジ側はピンを挿し込んだヒンジ構造、そ
れを支点にして下フランジ側に仕込んだ油圧式ジ
ャッキ（ストローク：１．０m）を延ばすことで、
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手延機の先端を曲げ上げて、たわみを処理できる
構造となっている。

３―２―２ 現場での使用状況
外環葛飾大橋の送出し架設では、前述したとお
りたわみ処理が課題だった。特に、最終送出しの
P１６６―P１６７間は、市道交差点の夜間通行止めを伴
う送出し架設となるため、限られた規制時間内で
の作業を行わなければならなかった。
手延機先端高さ調整装置を使用することで、地
理的制約および時間制限について問題なく、かつ
安全に施工ができた。施工状況写真を図―１１に示す。

図―１１ たわみ処理状況

４．おわりに

橋梁架設時において、送出し架設工法を採用す
る際、架設直下の作業ヤードが十分に取れない場
合や、道路規制を伴い時間的な制約を受ける工事
が多い。本工事はこれらの幾多の制約条件をクリ
アするため、様々な高度技術を駆使することで、
無事に完遂できた（図―１２）。本稿が、そのような
類似工事の参考となれば幸いである。
最後に、本工事の施工を進めるにあたり、ご指
導いただいた東日本高速道路株式会社の関係各所
の方々をはじめ、協力業者、および地域住民の皆
様の多大なるご協力に謝意を表する次第である。

図―９ 高さ調整装置機構

図―１０ 高さ調整手順

図―１２ 完成写真（松戸市方より撮影）
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１．はじめに

疲労き裂が顕在化するUリブ鋼床版の補修・
補強および予防保全を目的とし、阪神高速道路
（株）では、交通規制を伴わずに鋼床版下面から施
工が完結する補強法（以下、下面補強法）の開発
を行っている。これらの補強法の１つとして、デ
ッキプレートとUリブの既存溶接ビードを切断
し、ボルトを用いてあて板により締結する方法（以
下、ビード切断あて板工法）（図―１）を提案して
いる。
このような中、阪神高速道路（株）および当社を
含む共同企業体は、平成２７年度にビード切断あて
板工法を含む下面補強法の施工効率化および品質
向上に関する共同研究を実施した。本稿では、こ
れらの一環として、ビード切断あて板工法の施工
効率化に関する開発成果の検証を目的として実施
した現場施工試験について報告する。

工事概要
�１ 研 究 名：閉断面リブ鋼床版補強の施工に関

する共同研究（その２）
�２ 研 究 者：阪神高速道路株式会社

日立・日橋・NTI 特定建設工事
共同企業体

�３ 工事場所：兵庫県道高速湾岸線六甲アイラン
ド北ランプ付近

�４ 工 期：平成２７年１１月２４日～
平成２７年１２月２４日

�５ 工事内容：Uリブ切断工 １６．９１m
モルタル充填工 １．５６m３

現場塗装工 １７．９m２

２．現場における問題点

ビード切断あて板工法ではこれまでに、Uリブ
の切断および切断面の仕上げにおいて、補修・補
強現場で一般的に使用される手動プラズマ切断機
および手動の動力工具（グラインダーなど）を用
いた方法（以下、標準工法）（図―１）を採用して
きた。この標準工法は、手動により切断および仕
上げを行うことから、作業者の裁量による施工の
自由度が高く狭隘部などでの施工に優れている。
しかしながらビード切断あて板工法を実橋へ適用
する上で、標準工法は以下の施工上の課題があっ
た。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
日立造船株式会社
研究担当者

須 藤 丈○

研究代表者（現場担当）

岡 村 敬

鋼床版下面補強法（ビード切断あて板工法）における
Uリブ切断および仕上げの効率化に関する開発

３４
新技術・新工法

図―１ ビード切断あて板工法（標準工法）
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①切断工程での施工速度の向上
標準工法では切断作業に加え、切断後におい

て溶着金属を除去し切断面の凹凸を滑らかにする
ための仕上げが必要となることから施工効率が低
い。一方で、実橋で本補強法を適用する場合にそ
の切断延長は膨大になることから、施工速度の向
上が不可欠であった。
②交通振動下での効率的な施工および要求品質の
確保
下面補強法は交通規制不要な施工を目指してい
るが、通行車両により切断対象が振動する中、手
動プラズマ切断では要求品質を満足する切断を効
率的に行うことが困難であった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 工夫・改善点
２で述べた通り、ビード切断あて板工法を実橋
へ適用する上で、交通振動の影響を含む実橋の施
工条件下において、溶接ビードの切断および仕上
げの品質を確保しながら、かつ標準工法よりも施
工速度を向上させることが課題であった。そこで、
本開発では手動プラズマ切断に代わる切断方法と
して、切断および仕上げの同時施工による工程全
体の施工速度の向上を図るため機械切断に着目し、
Uリブ溶接ビード近傍の切断に特化した自動機械
切断機（図―２、図―３）を開発した。
自動機械切断機の特徴を以下に示す。
【自動機械切断機の特徴】
・専用のレールを切断対象Uリブに固定し、推
進力に板バネを使用してレール上を走行させな
がらUリブ上端部の切断を行うことから、自
動切断が可能であり、手動切断に比べて切断面
の品質や出来形のばらつきが小さい。
・機械切削用の切断刃を使用することから、切断
面は滑らかで（図―４）、動力工具による仕上げ
作業の省略が可能である。
・交通振動下において切断機が切断対象Uリブ
と一体となって振動することから、切断面の品
質や出来形が振動の影響を受け難い。

・Uリブ間隔などの適用対象となる実橋の構造条
件の実績を考慮して切断機の仕様（外形寸法
等）を決定していることから、実橋において想
定される狭隘な施工空間でも適用可能である。

３―２ 適用結果
�１ 現場施工試験概要
現場施工試験に先立ち、室内において、実橋の
施工条件（施工空間，縦横断勾配等）が考慮でき
る実大試験体を用いて、交通振動が開発工法の施
工へ与える影響の切断速度および切断・仕上げ面
の品質の確認を目的とした施工試験を実施した。
室内試験の結果を踏まえ、現場施工試験では、実
橋における自動機械切断機を用いたビード切断あ
て板工法の適用性の確認を行った。

図―２ 開発した自動機械切断機

図―３ 自動機械切断機の概要図

図―４ 切断面の比較
（左：手動プラズマ切断、右：自動機械切断）
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本試験における確認項目を以下に示す。
【現場施工試験における確認項目】
１）施工性
２）出来形および切断面の品質
３）施工速度

�２ 施工試験要領
ビード切断あて板工法の施工手順を図―５に示
す。縦リブ支間部における一連の補強作業（Uリ
ブ切断、スタッドボルト溶接、あて板取付まで）
は、施工時の安全性を考慮してあて板１枚毎に行
った。また、機械寸法から自動機械切断の適用範
囲外となる横リブ交差部の切断（手動プラズマ切
断）を先行して行い、その後、縦リブ支間部切断

（自動機械切断）を行った。
自動機械切断機を用いたUリブ切断の施工手
順を図―６に示す。ここで、切断に先立ちレール
を固定するためのボルト孔をUリブに削孔する
必要があるが、母材への削孔数が最小限となるよ
うに、レール固定用ボルト孔位置は当て板のワン
サイドボルト孔位置を利用するものとした。
�３ 施工試験結果
１）施工性
現場施工試験状況を図―７に、自動機械切断機
の設置状況を図―８に示す。試験の結果、一般的
な構造条件下においては、機械の搬入や設置にお
いて支障が無いことを確認した。ただし、塗装用
吊金具や垂直補剛材が施工時に支障となる場合は
事前に撤去した。

２）出来形および切断面の品質
切断部の出来形（切断位置および切断幅）の定
義を図―９に、切断前および切断後における切断
部の状況を図―１０示す。

図―５ ビード切断あて板工法の施工手順

図―６ Uリブ切断の施工手順

図―７ 現場施工試験状況

図―８ 自動機械切断機の設置状況
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切断後の出来形を計測した結果、全切断線につ
いて切断位置（目標値：１５±３mm）、切断幅（目
標値：１mm以上）共に、目標値を満足している
ことを確認した。
また、切断部は全て直線で平滑であり、安定し
た品質で切断が可能であることを確認した。
３）施工速度
自動機械切断（レール固定用ボルト孔明けから
レール撤去まで）の施工時間の計測結果、および
標準工法による施工時間の比較を表―１に示す。
表より、標準工法による１m当り（あて板１
枚分に相当）の切断時間（仕上げ含む）である６０
分／mに対して、開発工法では平均で２０分／mで
あり、仕上げ作業が必要な標準工法の約３割の時
間で施工可能であることが分かった。

また、本試験結果を踏まえて，スタッドボルト
溶接およびあて板取付を含むUリブ切断工法全
体の施工時間を試算した結果、施工区分の目安と
なる１横リブ間（施工延長３m、補強板枚数３枚
を想定）において、施工時間を標準工法の約８割
に短縮できることが分かった。

４．おわりに

本稿では、ビード切断あて板工法の施工効率化
に向けた開発の一環として、自動機械切断機を用
いたビード切断あて板工法の実橋における適用性
の確認を行った結果について報告した。
本施工試験を含む開発を通して、Uリブ溶接
ビード近傍の切断・仕上げ作業、およびそれを含
む工法全体の施工効率を向上させることが出来た。
一方で、本工法全体のさらなる効率化を図る上で
は、スタッドボルト溶接およびあて板取付といっ
たUリブ切断以外の工程の効率化やこれらとの
連携について検討を行う必要がある。
最後に、本開発の共同研究としてご指導・ご協
力頂きました阪神高速道路（株）、日本橋梁（株）お
よび（株）ニチゾウテックの皆様にお礼申し上げま
す。

図―９ 切断部の出来形の定義

図―１０ 切断部の状況
（左：切断前、右：切断後）

表―１ 施工時間の比較
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：山本観測所災害復旧工事
�２ 発 注 者：北陸地方整備局高田河川国道事務所
�３ 工事場所：新潟県糸魚川市大野地内
�４ 工 期：平成２７年１０月１４日～

平成２８年３月３０日
本工事は一級河川姫川R７．２K付近に位置する
岩盤崩落により被災した山本観測所の災害復旧工
事である。
現状は、非常に不規則で凸凹の岩盤法面が露出
している。崩落した１０mを超える岩塊も存在す
る。施工する躯体の規模は L＝２８m，H９m，W１
m～３mのもたれ式擁壁。この躯体で岩盤法面を
抑える。今回のような特に地形突起がある工事で
は、施工管理を進めるにあたり構造物の完成形を
イメージするのが先決と考えた。そこで「点群デー
タと３次元モデルの利用」に着目した計画検討お

よび施工管理を立案した。

２．現場における課題・問題点

本業務を進める中で現況地盤に３Dで属性を持
った完成形をモデリングする事が重要な課題とな
った。３D属性データを基に、具体的に構造物や
観測計器の配置計画を考案する。このCIMモデ
ルが持つデータで数量計算、さらに足場等の仮設
計画やコンクリートの打設、養生計画等、施工計
画全般も進めたい。
これらを実現するために以下の重要項目をあげ、
問題解決する必要があると考えた（表―１）。

表―１ 問題点

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 技術的提案
上述した課題点に対して、起工測量・モデリン
グ・施工計画段階に検証を行い合意形成に反映す
るための提案を行った（表―２）。
現況を立体表現する測量では３次元レーザース
キャナーを導入。得られたデータは点群処理シス
テムで加工（図―１）。
完成形の擁壁はCIMモデルを作成。３DCAD
に点群データを入力することに成功。二つのデー

新潟県土木施工管理技士会
猪又建設株式会社

川 上 康 弘

点群データと３次元モデルの応用で i―Construction

３５
IT マネジメント

図―１ ３次元レーザースキャナーの点群データ
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タを合成した。
３―２ 技術的成果
提案に基づく測量、３Dモデリングの活用を実
施した結果、間接的ではあるが現場の生産性向上
に寄与できたと判断される。具体的にはⅰ）緊急
を要する災害復旧工事で発注者と早期の合意形成
による工程の短縮。ⅱ）点群データ利用による位
置出し等、工事測量の迅速化でスムーズな次工程
への移行。ⅲ）現況地形と３Dモデルの合成によ
り細部寸法が明確となる。効率の劣る現地合わせ
での型枠加工作業が減り現場外作業が可能になり
効率的となったこと等が挙げられる。以下に問題
解決に至る方向性と具体的な技術提案を述べる。
�１ 現地測量方法の提案成果→３Dレーザースキ
ャナーによる点群データ採取。
イ）従来工法では横断図は線でしか表現できない。
３Dレーザースキャナーを使用した結果、現況
を実写で捉えた為、立体感が得られ視覚的に優
れた（図―２）。

ロ）従来工法では観測測点の横断図しか得られな
い。３Dスキャンされた箇所であれば任意の断
面が垂直および横断方向共、無限に抽出可能に
なった。その結果、数量計算書作成等にも応用
できた（図―３）。

ハ）従来測量作業工法と比較すると人工で６割、
作業時間で５割軽減が可能となった。
従来工法：ノンプリズムによる３次元放射観測。
①構造物中心線に対して直角方向の観測が困難。
②複数の横断観測には長時間を要してしまう。
③躯体の配置計画を行うには膨大な量の観測を行
う必要がある。

提案工法：３Dレーザースキャナー測量
①施工ヵ所全体のXYZ情報を持つ３D点群デー
タを取得することが可能（図―５）。
②新たな観測点が必要となっても再測の必要がな

表―２ 技術的提案と課題解決内容

図―２ １０センチコンタ作成による地形の立体化

図―３ 点群データカットによる任意水平断面抽出

図―４ 従来工法 TSによる３次元放射観測
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い。観測も短時間で完了する。今回の実績は２
時間。
③任意の箇所で横断図の抽出が可能。精度もTS
と同等。
�２ 構造物の表現方法提案の成果→３Dモデルの
作成
イ）関係者以外には理解困難な２D図面内容も、
わかりやすく説明できた。
ロ）３D構造物モデルを作成することで比較検討
が容易になった。躯体配置の検討等で連携会議、
異業種との打合わせ時間の短縮にも効果的だっ
た（図―６）。
ハ）３D点群データと３Dモデルの合成で完成
形を作成した結果、関係者間で迅速な合意形成
に付与したと思える（図―７）。
ニ）施工計画書に３Dモデルを添付したことで，
関係下請負業者との施工方法の検討がスムーズ
に行う事ができた（図―８）（図―９）。

４．おわりに

４－１ 現時点での技術的評価
３Dレーザースキャナーにより得られた点群
データを１０cmの等高線に変換して現況地盤の立
体表現。横断図の抽出や３DCADで作成した構
造物モデルとの合成。これらの応用技術は提案や
打合せ、施工計画さらには数量計算書にも発展で
きた。これは生産性向上に繋がり効果的であった
と思える。一方、３Dデータで数量を自動算出可

図―５ ３Dレーザースキャナー測量状況

図―６ 提案資料 躯体配置検討図

図―７ 点群データと３Dモデルの合成

図―８ 施工計画 足場設置図

図―９ 施工計画 寒中コンクリート養生図
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能なデータも存在した。これを根拠付けの目的で
２Dデータに変換して数量計算や出来形管理を行
ったことは今後の改善点といえる。算出や出来形
検測方法の工夫が課題である。

４－２ 今後の将来展望
建設現場では施工の各プロセス①設計②資材生
産③施工の異業種間でそれぞれの情報を有してい
る。それらを統合した効率的な施工管理も必要と
考える。２Dデータに比べ、より多くの情報を有
する３Dデータは活用の方法により関係者の情報
共有や伝達効率化は特段と広がる事となる。
建設業では多発する自然災害への防災、橋梁や
道路等インフラの老朽化対策等工事が見込まれる。
我々、建設に関連する労働者は近年減少しており
２０１２年にはピークの７割程度と言われている。建
設業では需要に対し一層の生産性向上が求められ
ている。これらを進める上での第１歩が点群デー
タの活用と３Dモデルによる設計・施工管理と考
える。
今回の現場をスタートに私が思う将来の建設現
場管理の構想を述べたい。
概略設計や路線決定ではweb上で回覧可能と
なった点群データを利用する。予備設計や路線測
量でもこのデータを活用。さらにGNSSと小型
ドローンも併用する。詳細設計や計画は施工業者
が担当する。３次元レーザースキャナー機能を備

えたTSを使い、これから得られた点群データは
瞬時に現況実写や必要断面に図化が可能。３D完
成モデルを配置すれば数量算出、積算も自動化。
施工でもこのデータを共有する。３次元データは
建設機械にも入力、無人で作業を行う。躯体や製
品は製作工場配備のコンピューターに３Dデータ
を入力。３Dプリンターで出力する。
現場での据付けも躯体の位置座標情報をクレー
ンに入力、自動で配置する。
検査は段階確認毎に３Dスキャンを実施。計測
機械や紙データは不要となる。夢のような例え話
ではあるが、このような情報通信技術や機械化・
生産技術が整えば生産性阻害要因が解消され、労
働者不足解消や生産性の向上につながる可能性が
あると考える。

表―３ 将来の i―Construction
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１．はじめに

本工事は首都高速３号渋谷線および５号池袋線
において、鋼桁、鋼橋脚およびRC床版等に発見
されたき裂損傷、腐食損傷およびその他各種の損
傷を補修・補強する工事である。５号池袋線飯田
橋付近では、塗り替え塗装工事が計画されており、
工事用足場の設置が行われ、それに伴って構造物
点検が実施された。構造物点検の結果、飯田橋出
口の最下流に位置する鋼床版橋の支承に、著しい
腐食損傷が報告されたため、支承取替を実施した。
図―１に対象橋梁路面全景を、図―２に対象橋梁
河川側全景を示す。また、図―３に全体平面図を
示す。
工事概要
�１ 工 事 名：（修）上部工補強工事１－１１３
�２ 発 注 者：首都高速道路株式会社東京西局
�３ 工事場所：首都高速５号池袋線飯田橋出口
�４ 工 期：平成２６年３月１３日～

平成２８年１１月６日

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社 IHI インフラシステム
設計担当

福 井 敦 史○

工事担当

浅 野 純
監理技術者

渡 邉 裕 一

河川上に位置する鋼床版橋の支承取替工事

３６
維持管理

図―１ 路面全景

図―２ 河川側全景

図―３ 全体平面図
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支承の腐食損傷について、詳細調査を実施した
ところ、下沓は全面的に腐食しているため減肉量
が不明であったが、アンカーボルトのナットが原
形をとどめていないことから、相当量の減肉であ
ることが伺えた。その他、腐食に起因してベアリ
ングプレートやナットの破損も生じていたため、
支承取替を行うこととなった。図―４に支承の損
傷状況を示す。

図―４ 支承腐食状況

当該支承は神田川の護岸となっているボックス
カルバート上に配置されており、支承線（端縦リ
ブ）の背面側にアクセスできない構造である。当
初の計画では支承線を前面側に移設し、支承基数
も削減することで支承線の背面側の維持管理が容
易になるような構造改良を行う予定であった。し
かし、支承を移設するためには新たに支承受け台
を構築する必要があるが、支承受け台はH．W．L
より下側になる。河川協議の結果、河川内に永久
構造物を構築することは認められず、結果として
現状の位置で支承のみ取り替える方針となった。
図―５に河川横断図を示す。

２．工事における問題点

支承取替を実施する上で、以下に示す問題点が
あった。
１）河川内でのジャッキアップブラケット設置
上部構造下端とH．W．Lまでの高さクリアラン
スが小さいため、必然的にジャッキアップブラケ
ットは河川内に設置することとなる。よって、施
工を行うためには河川協議で許可を得る必要があ
った。渇水期の施工ではあるが、H．W．Lより下
側に常設足場を設置することは認められなかった
ため、作業用仮設足場の構築方法および降雨時に
備えた安全対策が求められた。
２）狭隘な施工スペース
前述の通り、支承線（端縦リブ）の背面側にはア
クセスできない構造であり、端縦リブと支承受け
台との離隔が小さい（１４０㎜程度）。支承取替に当
たり、支承の撤去や沓座のハツリ、アンカーの溶
接等の作業を行うためのスペースが全く無い状態
であった。図―６に支承線である端縦リブを示す。

図―６ 端縦リブ

３）渇水期施工
今回の施工は渇水期に限定されており、支承取
替工、ジャッキアップブラケットの撤去および吊
足場の撤去までを渇水期中に施工する必要があっ
た。さらにジャッキアップブラケットの撤去部は、
河川協議によってアンカーボルトの切断およびコ
ンクリート断面修復に加えて剥落防止工も施工す
ることとなった。これらの作業を如何に渇水期に
収めるかが問題であった。

図―５ 河川横断図
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３．対策と適用結果

前述の問題を解決するために、以下の対策を行
った。
１）折り畳み足場採用と降雨対策
ジャッキアップブラケット設置のための足場は、
折り畳み足場とし、日々の作業開始時に展開し、
作業終了時および河川の増水が予想され作業を中
断する場合は主桁直下まで引き上げることとした。
折り畳み足場の概要図を図―７に示す。

図―７ 折り畳み足場概要図
降雨対策は以下の２点により、十分な安全対策
を行った。
①降雨量による作業中止判断
神田川流域で３㎜／h以上の降雨となった場合
は、足場を主桁直下まで引き上げて作業を中止す
ることとした。職員全員が iPhone を携帯し、神
田川上流地域の天候が通知されるサービスに登録
して定期的に降雨量が把握できるようにした。
②河川水位監視員
降雨量の予報が３㎜／h未満となる場合は、工
事場所より約３km上流に監視員を配置した。一
定の水位を超えた場合、職員に避難するよう連絡
することとした。
どちらも折り畳み足場が浸水する前に足場の収
納と吊足場からの退避が十分可能な設定とした。

２）支承取替手順の工夫
図―８にジャッキアップ以降の支承取替ステッ
プを示す。

図―８ 支承取替ステップ
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狭隘なスペースで支承の撤去・据え付けを行う
ためには少なくとも支承裏側を覗き込めるだけの
空間が必要となる。そのため支承撤去時に既設上
部工部材（端縦リブ）も部分的に撤去し、支承据
え付け後に新設部材で復旧する施工方法を採用す
ることで支承取替を可能にした。また新設支承に
は上沓・下沓が分離可能なBP―B 支承を採用し、
既設アンカーとベースプレートの溶接、ベースプ
レートと下沓の溶接および沓座モルタルの打設ま
で行った後、上沓・ピンチプレートの組み立てを
行い、最後に新設部材復旧と下から順番に固めて
いく施工手順とした。
また、新設部材は既設とボルト接合であるが、
部材取り付け後は裏側へのアクセスができなくな
るため塗装ができない。そこで新設部材は溶融亜
鉛めっき仕様を採用した。摩擦接合面はリン酸塩
処理にて摩擦係数を確保し、高力ボルトもめっき
ボルトを使用した。支承も同様に溶融亜鉛めっき
仕様とし、現場の腐食環境に配慮して無機系塗料
を上塗りすることで耐食性の向上を図った。図―
９に支承取替完了後の状況を示す。

図―９ 支承取替完了状況

３）橋梁点検車による施工
渇水期中に全ての作業を完了させることは不可
能であったため、支承取替が完了し、ジャッキア
ップブラケットの撤去まで行った後、吊足場の撤
去を優先させて渇水期中に完了させた。ジャッキ
アップブラケット撤去部のアンカーボルト切断、
コンクリート断面修復および剥落防止工は吊足場

撤去後、橋梁点検車を使用して施工することとし
た。なお、橋梁点検車による作業は飯田橋出口を
通行止めして行うため、夜間作業で対応した。図
―１０に橋梁点検車による作業状況を示す。

図―１０ 橋梁点検車による作業状況

４．おわりに

本橋は河川上にあるため、腐食しやすい環境に
ある。新たに支承受け台を構築できない河川条件
から、抜本的な構造改良を実施することはできな
かったが、支承の耐食性向上等により現場の特殊
性に応じた配慮を行い、今後も供用していくため
の機能回復を行うことができた。また施工空間が
狭隘なため、今までは支承取替が実現出来なかっ
た箇所において支承取替を実現させたことは、今
後の類似工事の参考例になると考える。
本橋では、今回報告したボックスカルバート上
の支承取替の他、池－１１８橋脚側の支承取替、き
裂損傷部の補修・補強、腐食損傷部の補修・補強
および塗り替え塗装（他工事）を施工し、渇水期
中に吊足場の撤去を完了させなければならない厳
しい工程であったが、十分な事前検討と最適な工
程調整を行うことで無事施工を完了することが出
来た。
本工事の施工に当たりご指導、ご協力いただい
た首都高速道路株式会社をはじめとする関係各位
に深く感謝致します。
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Ⅱ．技 術 報 告
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：野田地区上流外掘削工事
�２ 発 注 者：延岡河川国道事務所
�３ 工事場所：延岡市野田町
�４ 工 期：平成２８年３月８日～

平成２８年９月３０日
本工事は、市街地を流れる五ヶ瀬川７k２００＋

１０．１１９～７k４００＋２８．５５３の河川敷を掘削・法面整
形、残土処理張芝をする工事で、発注者や地元住
民・漁協との打ち合わせで施工する上での問題点
がでてきた。

２．現場における問題点

①河川敷をグラウンドゴルフや幼稚園・小学校の
臨時駐車場として現在利用している
②増水時のバックホウ等の退避場所
③増水時の退避の判断基準
④残土運搬時の交通事故対策
⑤鮎漁との兼ね合いで８月中旬までには、掘削を
終了させなければならない。

３．工夫・改善点と適用結果

① まず区長、幼稚園・小学校に挨拶に行き、工
事内容を説明した上で要望等を伺い、それを発注

者と協議して、工事用道路は駐車場の利用に影響
のない様、川側に造る事にした。そして毎月幼稚
園・小学校には進捗状況を報告に行き、次月の駐
車場の利用予定を確認し、地元住民へは区長を通
して進捗状況の回覧をお願いした。また作業日は
車載トイレを駐車場に置き、河川敷利用者にも使
用ができる様にし、月１回程度駐車場の草刈りを
行った。その御陰で地元の方々と良好な関係を築
く事ができて、苦情は１件も無かった。
② 現場周辺では降雨がなくても、上流の県境付
近の降雨による増水を考慮して、日々の作業終了
後は、松尾橋橋脚の高水敷（H＝７．０６）まで移動
させた。また降雨時は、上流の巳・三輪水観測所
のデータや星山ダムの放流状況、天気予報を基に

土木部土木次長

佐 藤 宗 近

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

出水期における河川掘削

１
施工計画

図―１ 平面図
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現場の水位と併せて、７k２００付近の堤防上（H＝
１１．００）に移動するようにした。
③ 安全訓練でバックホウを７k２００付近の堤防
上（H＝１１．００）まで移動し、移動時間と水位の
上昇を勘案して退避水位H＝３．７０m（平水位H＝
２．２０m）を決定した。またバックホウの運転席に
は緊急時の連絡先を掲示、施工箇所には上流から
下流の３地点に退避水位・退避場所を明示した水
位標示板を設置して退避の基準を明確にした。
④ 新規入場者教育時に運搬経路の危険ポイント
や注意事項を記載した経路図を各自に配布して周
知を行うと伴に、安全訓練でダンプ運転手や誘導
員を含む工事関係者全員がマイクロバスに乗車し
て、残土置場までの運搬経路を走行して再度危険
ポイントの洗い出しを行った。工事用道路に１０～
１００mの距離を表示して車間距離を意識する様に
し、ダンプの台数が多いのでナンバー・運転手名
を把握する為の掲示板も設置した。
また残土運搬に使用するダンプには、全車ドラ
イブレコーダーを取り付け、チェックシートを基
に巡視時や社内パトロール等で運転状況の確認を
行った。その為、運転手自身が交通ルールの順守
を意識し、安全運転に繋がったと思う。
⑤ 工期を短縮するには、梅雨の雨が多い中で作
業を休止せず如何に土砂が運搬出来るかがポイン
トと考えた。その為には工事用道路、残土処理場
の搬入路の表土を剥ぎ取り、現場の礫混り土砂で
置き換えを行い堅固なものとした。施工に於いて

は起点側よりバックホウ０．８m３で過堀しない様、
掘削・積込を行い、ある程度土砂を運び出した段
階でマシンガイダンスを搭載したバックホウ０．８
m３にて、約１０m間隔で計画断面に仕上げ、その
後をブルドーザーD６１で押土・整地を行った。ま
たダンプの台数を１５～２０台／日、経費は掛かるが
東九州道を利用する事で７～８回／日の運搬が可
能となり、機械の組合せもあって、１日当たりの
平均運搬土量が約５５０m３で、掘削・土砂の運搬は
７月末で終わり工期の短縮に繋がった。

４．おわりに

今回の現場では、地元の協力と８月中旬という
工期が重要な課題であった。地元の協力に於いて
は、出来るだけ意向に沿える様に発注者や地元の
方々と話合い、歩み寄れる処はないかを考えて工
事用道路を造り週間工程の掲示、施工状況の回覧
でコミュニケーションをとり良好な関係を築けた
事が大きかった。
工期については、着手前に下請け業者と打合せ
を行い日当たりの運搬土量から逆算してダンプの
台数、運搬経路等を決めていたので予定通りでは
あったが、全てに於いて下請け業者の理解と協力
がなくては出来なかった。最後に交通事故防止対
策として外部講師よる安全訓練やドライブレコー
ダーによる運転状況のチェックから、運転手自身
の意識の改革が僅かながらではあるが感じとれた
事は良かった。図―２ 運搬ルートの確認

図―３ 施工状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：環状第２号線及び補助第３１５号線

交差部分における歩行者デッキ整
備工事（鋼製橋脚・鋼けたほか）

�２ 発 注 者：東京都新市場整備部
�３ 工事場所：東京都江東区豊洲
�４ 工 期：平成２７年１月２２日～

平成２８年８月３１日
�５ 形 式 横断歩道橋

鋼中路式２主箱桁×３橋
鋼上路式１室箱桁×１橋

�６ 橋 長：６４．５m（A橋）＋６４．５m（B橋）
＋４５．７５ｍ（C橋）＋１００．１m（D橋）

�７ 有効幅員：標準部 ４．０m
本工事は、豊洲新市場整備に伴い新交通ゆりか
もめ「新市場駅」と各市場施設を連絡する歩行者
デッキを整備するもので、主な工種は、工場製作、
輸送、架設、現場塗装および付属物取付である。
桁架設地点は、供用中の都道交差点部で、また
上空にはゆりかもめの軌道が通る条件となり、架
設用の重機（クレーン）の設置やベント設備等（桁
受設備）の設置が困難であったため、近接作業ヤー
ド内（未供用部）にて単材ブロックを地組立し、
現地溶接、現場継手部塗装まで行った後、多軸台
車を使用して最大６４．５ｍ・約１６０ｔの橋体を一括

架設した。

２．現場における問題点

一括架設は、ゆりかもめとの近接作業となるた
め、ゆりかもめの通電停止時間内の１時から４時
までの限られた時間内での施工となるとともに、
軌道への接触等が起きないように慎重な施工が求
められた。

現場代理人

山 田 光 一○

監理技術者

田 川 和 広
追加技術者

岡 本 昌 紀

日本橋梁建設土木施工管理技士会

JFE エンジニアリング株式会社

多軸台車を使用した歩行者デッキ設備の
一括架設について

２
施工計画

図―１ 架設計画図（平面）

図―２ 架設計画図（側面）
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また、交差点は供用中であるため、信号設備及
び照明設備が設置されていて、これら設備が桁架
設時に干渉するため撤去が必要となったが、桁架
設後、交通規制解除前にこれらの迅速な復旧も必
要となった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 桁架設時の改良・時短
今回の桁移動時に、桁の９０度回転が必要となる
が、当初計画では、多軸台車のタイヤの回転にて
行うようになっていた。この回転作業を台車上に
３６０度回転可能なターンテーブルを設置し使用す
ることにより、よりスムーズかつ迅速に行うこと
が出来た。
多軸台車は２セット使用したが、操作員も２名
配置し、桁の回転時等それぞれ単独で運転したほ
うがよい場合は２名で操作し、直線移動時等台車
を同調し１名で操作を行う場合は１名で操作し、
計画通りの軌跡を迅速に移動した。
桁のジャッキアップ・ジャッキダウン用として、
能力のより高い２００ｔ級のリフトアップジャッキ
を２台使用して細かい調整を行うことにより、ゆ

りかもめ軌道桁との接触防止や工程遅延防止に努
めた。
�２ 干渉設備（信号機、照明等）の撤去・復旧
桁と干渉する照明設備については、事前に撤去
し、代わりに仮設照明を干渉しない位置へ設置し、
桁仮設完了後、速やかに復旧を行うことにより、
架設当日の作業をなくし、遅延リスクを低減した。
信号機設備については、架設当日の交通規制開
始と同時かつ速やかに撤去が必要となり、架設終
了後速やかに復旧をしなければならないため、事
前に撤去が行いやすい基礎形状のタイプに一時的
に変更すると共に、歩行者用信号等は、可能な限
り低く設置変更を行うことにより当日の作業数量
を低減した。

４．おわりに

本橋の夜間一括架設は、一般道路交通や新交通
ゆりかもめへの影響が多大であり、制限時間の厳
守、また万全な安全性が求められたが、３日間、
３回の夜間架設は、無事時間内に終了することが
出来た。このようにいろいろな制限や限られた条
件がある場合は、起こりうるリスクを洗い出し、
その対策として入念な施工計画を立案し、その実
施を行うことによりそのリスクを可能な限り低減
することが重要である。
最後に、本工事の施工にあたり多大なるご協力
とご指導をいただいた東京都の方々、道路管理者
の方々、警視庁の方々、ゆりかもめの方々、工事
に携わっていただいた協力会社の方々に深く感謝
し、厚く御礼申し上げたい。

図―３ 桁積載計画図

図―４ 桁積載状況

図―５ 架設状況
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１．はじめに

石狩湾新港は、北海道の日本海側に臨む石狩湾
沿岸のほぼ中央に位置し、道内の政治・経済の中
心である札幌圏にあり、重要な物流機能を担って
いる。本工事は、石狩湾新港の北防波堤延伸に伴
う大型ケーソン約５，５００t（L２５．０×B１６．７（２０．７）×
H１８．５）２函の据付を行う防波堤建設工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：石狩湾新港北防波堤建設工事
�２ 発 注 者：北海道開発局 小樽開発建設部
�３ 工事場所：石狩湾新港
�４ 工 期：平成２７年３月２０日～

平成２７年１０月２０日

２．現場における問題点

�１ 本工事は、防波堤延伸工事の初年度にあたり、
１函目のケーソン据付は、既設防波堤から延長方
向へ７５ｍ離れた位置に堤幹部として据付しなけれ
ばならなかった。しかも、既設防波堤と新設ケー
ソンの間には、最終的にケーソン３函を据付する
計画があるため、距離７５ｍを確保し、尚且つ出来
形規格値＋３００㎜（社内規格値＋２４０㎜）以内でケー
ソンを据付する必要があった。そのため、水深―
１７．０ｍの位置にケーソン据付を行う海上作業にと
っては高い精度を要求されることから、その施工
方法が問題となった。

�２ ケーソン据付に使用する中詰材は、一般的に
は砂を使用するが、本工事では製鋼スラグ（鉄鋼
製造時にでる副産物）の使用が計画されていたた
め、産地である室蘭より石狩湾新港まで距離約１８０
㎞、数量約１１，０００m３を陸上運搬する必要があっ
た。工期は１０月２０日までとなっていたが、石狩湾
新港における漁期の関係で海上作業は８月末まで
という制約があった。そのため、７月には１函目
のケーソン据付を開始しなければ工程確保が困難
となることから、５～６月の２ケ月間で運搬を終
了する必要があり、製鋼スラグの運搬方法もまた
問題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ １函目のケーソン据付に伴い、事前の測量に
よる位置出しの精度が重要であった。そこで、『モ
ンケン自動追尾システム』を使用し、ケーソン据
付の起点及び管理法線の位置出しを行った。この
システムは、モンケン（重錘）にプリズムを設置
して光波測距儀と同様に高さと位置を自動計測す
ることができ、一般的には基礎捨石均しの施工管
理に使用する。今回の測量方法は、指定した座標
位置にモンケンを誘導し水中に下した位置に潜水

現場代理人

及 川 和 大○

監理技術者
三 浦 洋 一

（一社）北海道土木施工管理技士会

岩倉建設株式会社

防波堤延伸工事における大型ケーソン据付について

３
施工計画

図―１ ケーソン据付縦断図
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士にて杭と水糸で明示する。この方法で行った結
果、通常の光波測距儀での測量よりも精度が高く
時間も短縮できた。
さらに、位置出し完了後、本来ケーソン据付後
に設置する根固方塊の１部をケーソン据付前に設
置した。根固方塊を水糸の起点側と外港側の L
字型に設置し、ケーソン据付時の定規として使用
することにより据付精度向上を図った。
上記の準備完了後、１函目のケーソン据付を行
うが、据付の一連作業には、浮上→曳航→据付→
中詰材投入→蓋ブロック据付があり、今回の大型
ケーソンでは３日間の凪が必要であった。まず、
据付箇所より５００ｍ離れた仮置場に沈設してある
ケーソンを起重機船にて据付前日より浮上させ、
最終の天気予報確認後、日の出から曳船２隻にて
ケーソンを据付箇所まで曳航した。据付箇所には
予め別の起重機船を据付位置の外港側にアンカー
でセットしておき、曳航してきたケーソンは起重
機船に引渡し、ウインチと滑車を使用してケーソ
ンを起重機船と一体化させて、据付時の波浪によ
る影響を少なくした。次に、据付位置は既設防波
堤から光波測距儀にて誘導し、一般的な１素子で
はなく精度の高い３素子のプリズムを使用して据
付位置を決定した。最後に、ケーソンに注水し据
付終了となるが、水深が１７ｍあり沈設に時間を要
するため、注水には一般的に使用する８吋水中ポ
ンプではなく、管径 φ５００㎜長さ約１２ｍのサイフ
ォンを使用し注水時間の短縮を図った。
以上のような施工方法の工夫により、今回の大
型ケーソンを延長方向に７５．０６ｍという高い精度

で据付するこができた。
�２ ケーソン据付を海上作業の期日である８月末
までに終了させるためには、中詰材の運搬作業に
費やせる期間は２ケ月しかなかった。しかも室蘭
からの陸上運搬では１台／日あたり１往復しかで
きず、運搬車両も日 ３々０台以上必要である。その
台数の運搬車両を確保するのは困難で、予定期日
に間に合わないリスクも大きいため、室蘭港より
ガット船による海上運搬を行うことにした。ガッ
ト船の運搬距離は４６０kmと陸上より長いが、１
度に約２，０００m３を運搬することができ、積込・運
搬・荷下ろしの一連作業が３日で行える。これに
より運搬作業を予定の半分の１ヶ月で終わらせる
ことができた。

４．おわりに

今回の工事は、工期前半の５～６月は天候に恵
まれず工程管理にも苦労したが、制約の８月末で
の海上作業終了（８月２９日）に至った。ケーソン
据付一連作業では、いかに施工方法等を工夫し、
工程をフォローアップしていくことが重要な課題
である。

図―２ 定規方塊設置図
図―３ １函目ケーソン据付状況

図―４ 運搬経路図
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１．はじめに
本工事は中川郡音威子府村字音威子府から中川
郡中川町字誉に至る延長１９．０㎞の音威子府バイパ
ス事業の終点に位置し（図―１）、一級河川天塩川
を跨ぐ全長４５９ｍ鋼７径間連続非合成３主鈑桁橋
を架設するものである。高水敷部はクローラク
レーン（２００t 吊級）、河川上はトラベラークレー
ン（６５０t・m級）で架設した。
本稿では河川上の張り出し・落とし込み架設に
ついて報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：一般国道４０号

中川町 天塩川橋上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省 北海道開発局

旭川開発建設部
�３ 工事場所：北海道中川郡中川町
�４ 工 期：平成２５年１１月７日～

平成２７年１２月１８日

２．現場における問題点
架設ステップを図―２に示す。左岸側はＢ６ベ
ント上付近に設置したトラベラークレーンでＰ―
５橋脚上の桁を架設、それからＰ―５橋脚上まで
トラベラークレーンを前進させ、２ブロックの張
り出し架設を行った。残りの３ブロックは右岸側
から架設するため、一旦トラベラークレーンを解
体、運搬しＰ―４橋脚上付近に搭載、２ブロック
を張り出し架設して、支間中央で閉合させた。
架設にあたっては、下記の問題点が考えられた。
�１ 主桁のねじれ

監理技術者

東 大 輔

日本橋梁建設土木施工管理技士会

日立造船株式会社

トラベラークレーンによる張り出し・
落とし込み架設について

４
施工計画

図―１ 施工位置図 図―２ 架設ステップ図
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少数鈑桁橋であるので横剛性が低くトラベラー
クレーン旋回時は片側の主桁にクレーン反力が作
用するため、主桁にねじれが生じる。
特に、Ｐ―５橋脚上の部材架設時は、張り出し桁
上での作業となるため、主桁のねじれが増幅する。
�２ 主桁間のたわみ差
張り出し架設であり、そのブロックの先端側に
横桁が配置されないことなどによって、主桁間に
たわみ差が生じ、仮組立時の組立形状を適切に再
現できない。
�３ 閉合部の出来形管理
ベントを設置できない河川上は、地盤上での添
接作業と異なりジャッキによる高さ調整ができな
いため、閉合継手部の端面角度が計画通りになら
ないことによって架設完了時の出来形精度を低下
させる。
�４ 落とし込み桁架設用のクリアランス確保
橋長が長いため、製作・架設誤差の累積、架設
作業時の鋼桁温度の影響による伸びにともない落
とし込み部材のクリアランスの確保が困難である。
�５ トラベラークレーン自重によるキャンバーへ
の影響
Ｐ―５橋脚上の桁架設時にはトラベラークレー
ンによって桁がたわむため、橋脚とのクリアラン
スを確保できない可能性がある。
また、閉合部材架設位置にトラベラークレーン
が残っているとその自重によって、閉合区間のキ
ャンバーに影響が生じる。

３．工夫・改善点と適用結果
先の問題に対し、下記の工夫を適用した。
�１ 仮横構の設置
トラベラークレーン設置位置付近に仮横構を設
置して主桁のねじれ防止対策を実施した。
�２ 仮対傾構の設置
張り出した桁の先端付近に仮対傾構を設置して、
主桁間のたわみ差を防止した。
�３ セッティングビーム、端面角度矯正治具の設置
落とし込み桁の両側にＨ形鋼と鉛直ジャッキ
（cap．５０t）で構成したセッティングビームを設

置した状態で架設して、添接作業完了までそれで
閉合部材を仮受けした（図―３）。
閉合は５月末となり、昼間は３０度前後まで気温
が上昇することが予想されたため、作業は早朝に
行った。
�４ 送り台の設置
左岸側は約５０㎜セットバックして架設していた
ため、Ｐ―５橋脚上に配置した送り台でセットフォ
ワード作業を行った。それからＰ―４、Ｐ―５橋脚
上の鉛直ジャッキ（cap．２００t）と桁上のセッティン
グビーム、さらに主桁上下に設置した端面角度矯
正治具（センターホールジャッキ cap．５０t とゲビン
デスターブ φ３２mmで構成）で、ウェブ上下のすき
間とキャンバーを確認しながら閉合作業を行った。
�５ 架設形状の調整
Ｐ―５橋脚到達前にＢ―６ベント上でジャッキア
ップ（約２００㎜）して橋脚とのクリアランスを確
保した。閉合時にはトラベラークレーンをＰ―４
～Ｐ―５径間のキャンバー値に影響を与えないＰ―
３橋脚上まで後退させた。

４．おわりに
河川上の支間長７５ｍの張り出し・落とし込み架
設部分の出来形精度が課題であったが、上記３の
工夫・改善点を適用した結果、架設完了時の出来
形精度を規格値に対して５０％以下におさめること
ができた。また、横剛性の低い少数鈑桁上にトラ
ベラークレーンを配置したため、クレーン旋回時
の主桁の揺れに不安を感じていたが、架設時の本
体照査など事前準備により無事に閉合することが
できた。
本稿が同種工事の参考になれば幸いである。

図―３ 閉合部材架設状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：鎌田川１工区河川工事（一部債務）
�２ 発 注 者：山梨県
�３ 工事場所：山梨県中央市一町畑地内の１
�４ 工 期：平成２７年３月１７日～

平成２８年６月３０日
本工事は一級河川笛吹川の右支である鎌田川
（河川管理者：山梨県）の右岸側護岸改修工事で
ある。工事箇所近傍には公共施設があるため、用
地の関係で河川断面が限られており、護岸形状は
パラペット護岸を擁した特殊堤として計画されて
いる（図―１）。
この護岸工事の施工のため、土留仮締切工の施
工は広幅鋼矢板（４５H型、L＝１２．５ｍ）を用いて
締切延長１５１ｍを施工する計画となっている。

２．現場における問題点

２―１ 問題点の抽出
本工事の土留仮締切工は指定仮設であり、使用
する鋼矢板は広幅鋼矢板の４５H型（有効幅９０cm、
有効高さ３６．８cm）である。この鋼矢板を使用す
るにあたり以下の点が問題となった。
●本製品は新製品であり、国内での使用実績がほ
とんどないため、施工進捗が予測できない。
●打設箇所はN値が５０を超える硬質な地盤であ
り、打設が困難。（換算N値：最大７５、平均５８）
このように、未経験な材料や現場条件など施工
に対する鋼矢板打設工程に不確定要素が多いため、
全体工程に与える影響が大きいことが問題となっ
た。
２―２ 克服すべき課題
この問題を解決するため、従来の施工プロセス
の中で渇水期施工における工程確保の観点に立ち、
以下の点について検討を行った。
a．鋼矢板打設時期の検討
b．鋼矢板打設後の工程の短縮
a．については、河川内の施工となるため渇水期
時期の施工が原則であり、着手時期はどうしても
固定されてしまうため工程短縮が計れない。
また b．についても護岸ブロックの施工方法や
根固めブロックの制作・設置などの方法などにつ
いて検討したが、大幅な工程短縮となる決め手が

中 山 好 仁

山梨県土木施工管理技士会

国際建設株式会社

鋼矢板打設時のクレーンヤード合理化による
施工サイクル向上

５
施工計画

図―１ 標準断面
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ないなどの結論に至った。
よって、着手時期や本体工事での工程短縮は困
難と結論付けられたため、どうしても土留仮締切
工での工程短縮が必要となり、この工程短縮方法
が課題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 従来の方法の問題点
工程短縮のために矢板打設のサイクルタムの向
上を図ることとした。
従来の方法ではクレーンの移動方向又は後方に
材料を仮置きするため、鋼矢板１枚を打設するま
でに９０度程度旋回し材料を吊り上げるが、材料の
置き方によってはジブを能力限界まで起伏させる
必要がある。
その後、旋回しながら巻き上げを行い打設箇所
に矢板をセットする、というフローとなる。また、
クレーン移動時に余った鋼矢板を移動する手順が
あり、各工程で大幅なタイムロスが発生する。
３―２ 現場に置ける工夫・改善
そこで、サイクルタイム向上方法として鋼矢板
打設用の布掘を二段としてクレーン正面に小段を
設け、そこに鋼矢板を仮置きする方法を考案した。
この方法を採用することにより次の効果が期待
できる。
●鋼矢板を吊り込むための旋回時間が省略できる。
●常に正面に鋼矢板があるため、ジブの起伏を最
小限にすることができる。
●クレーンの移動のために鋼矢板の移動が発生し
ない。
よって、この方法によって鋼矢板打設時の施工

サイクルタムの向上が期待できるという結論に達
した。
３―３ 適用効果
この方法を採用した結果、以下の効果を確認す
ることができた。
当初５枚／日程度の施工量を想定していたが、
８枚／日の施工量を達成し、約２週間程度の工程
短縮を図ることができた。
また副次的効果として、小段上にウォータージ
ェット設備を設置できたため、この設備の移動時
間によるロスタイムが削減できた。
更に、小段上でウォータージェット配管取付け
などの作業も行えるため、作業員の上下移動の動
線が短くなり、法肩からの転落災害のリスク低減
が図られ、安全確保にも無視できない効果を与え
た。

４．おわりに

今回の施工に関して、実施した方法は期待以上
の効果を発揮したといえる。しかし不利な点とし
て、クレーンの作業半径が大きくなりクレーン規
格が過大なものとなるなど経済的に不利な状況と
なり得る。よって今後の課題として施工条件の検
討と適切な経済比較が必要である。
最後に、施工レイアウトの検討や細かい工具・
道具などの改善を通して、工程短縮及び無事故・
無災害の達成に尽力した工事関係者の皆様に深く
感謝を申し上げる。

図―２ 施工ヤード改善図

図―３ 施工状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：国道８号坂東跨道橋上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省北陸地方整備局

富山河川国道事務所
�３ 工事場所：富山県射水市坂東地先
�４ 工 期：平成２６年８月２１日～

平成２７年１１月６日
富山県内を東西に横断する国道８号富山高岡バ
イパスは、富山県内の主要都市を結ぶ重要な幹線
道路ネットワークである。しかし、坂東交差点に
は交通が集中しており、慢性的な渋滞が発生して
いた。坂東立体化事業は、坂東交差点の交通渋滞
の緩和と幹線ネットワークの充実強化を目的とし
て、射水市沖塚原～川口間約１．１kmを立体化す
る事業である。本工事は、坂東交差点上に鋼単純
箱桁橋を上下線の２連を架設する工事である。

２．現場における問題点

当初の架設計画案では、Cap３６０tTCによるト
ラッククレーンベント工法にて計画されており、

地組ブロック（L＝約３０m）は、架設地点から約
８００m離れた中央占用帯内でトラッククレーンに
て地組を行い、トレーラーにて架設地点まで運搬
することとされていた。
架設クレーンについては、地組桁の荷取りや架
設時の作業半径を考慮し、Cap５００tTCに変更し
た。
�１ 架設ヤード
架設ヤードは、両橋台の盛土工事が施工中であ
るため、橋台背面はクレーンを設置したり、仮置
きヤードとして使用することができず、架設ヤー
ドとして使用できるのは坂東交差点内のみであっ
た。非常に狭いヤードでの作業であったため、架
設時のクレーン、トレーラー、ベント、電柱等の
位置を正確にCAD上に反映し、シミュレーショ
ン行った結果、地組ブロック４本目の架設時にト
レーラーが配置できず、架設できないことが判明
した。
�２ 地組ヤード
地組ヤードは、架設地点（坂東交差点）から L
＝８００m離れた中央占用帯内であった。この地組
ヤードは、橋台背面の盛土工事の１０t ダンプの搬
入ゲートと近接していることと、国道８号に近接
した箇所での地組となるため、他業者との工程調
整、第三者災害防止への対応が懸念された。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ モジュール台車の使用

笹 原 啓○ 井 上 康太朗 庄 谷 英 男

日本橋梁建設土木施工管理技士会

川田工業株式会社

坂東跨道橋の架設報告

６
施工計画

図―１ 施工位置図
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４本目の地組ブロック架設時に架設ヤードが一
番狭い状態となり、トレーラーヘッドとベントが
干渉して、荷取りできないことが判明した。そこ
で、地組桁の運搬をモジュール台車＋舵切り台車
にて行うことに変更した。このことにより、ベン
トと地組桁の間にクリアランスを確保することが
でき、架設が可能となった。モジュール台車とは、
トレーラーヘッドが無く、リモコンで移動できる
台車であり、トレーラーヘッド分（約７．０m）の
スペースを確保することが可能となった（図―２
～図―４参照）。
�２ 門型クレーンの使用
地組ヤードにCap４０t 門型クレーンを２基設置

することにより、盛土運搬の１０t ダンプの通行の
妨げになることもなく、桁の地組が可能となった。
また、地組み時、桁積込み時に桁が道路上に出る
等のリスクを回避することができた。

４．おわりに

交通規制日数が６日間という非常にタイトな工
程を綿密な工程計画、架設計画を職員、作業員が
一体となって行った結果、無事故で工事を完了す
ることができた。
最後に、本工事の施工にあたり、ご指導賜りま
した、国土交通省富山河川国道事務所の皆様、及
び関係者の方々に厚く御礼申し上げます。
※参考資料 国土交通省 富山河川国道事務所

坂東立体化事業パンフレット

図―２ 地組桁積込み状況（モジュール台車）

図―３ 架設状況

図―４ 架設計画図

図―５ 施工完了
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：１５６号大和改良万場大橋鋼上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省 中部地方整備局
�３ 工事場所：岐阜県郡上市大和町剣から

郡上市大和町万場まで
�４ 工 期：平成２６年２月４日～

平成２７年５月１日
一般国道１５６号大和改良は、岐阜県郡上市大和
剣地区から白鳥町中津屋に至る延長２．６kmのバ
イパスであり、現道の防災課題箇所の解消や冬期
の交通安全確保を目的に整備が進められている。
このバイパスの一部として施工された万場大橋は、
鋼桁の平面線形が一定ではない曲線（Ｓ字に近い
形状）を成す橋長１３１．５ｍの鋼２径間連続非合成
箱桁橋である。本橋は、一級河川長良川に架かる
橋で、鮎が生息する自然豊かな河川の環境への配

慮により、桁下へのベント等仮設備の設置や大型
重機の進入が不可であったため、A２橋台背面を
地組ヤードとした「手延べ式送り出し工法」にて
架設を行った。送り出しラインをR＝４２５ｍとす
る曲線送り出しを１主桁毎に実施し、それぞれの
主桁を所定の位置に「横取り」後、二次部材の架
設を行い、「桁降下」を実施した。

２．現場における問題点

「送り出し方法の立案」
本橋の当初架設計画（発注時）の問題点は以下
の通りであった。
・主桁間隔が変化する曲線桁であり、送り出し架
設中は主桁位置が刻々と変化し、送り出し装置
の受点位置も一定ではないため作業が煩雑とな
り、設備やヤード幅の増大が懸念される事。
・河川方向と本橋が斜めに交差しているため、上
下部工の斜角の影響により、橋軸直角方向に隣
り合う受点のジャッキ反力が大きく変動し反力
管理が難しくなる事。
・主桁間隔を狭めた仮横桁で２主桁を連結した送
り出しは、不静定構造となり反力管理が難しく
なる事。
・直線送り出しであり、送り出し桁を間接的に受
梁で支持するため、送り出し途中でジャッキ反
力の変化が大きくなる事。（受梁の水平度を保
つのが困難となり桁転倒のリスクが大きくな

監理技術者

三 浦 敏○

現場代理人

石 田 広 祐
現場担当者

館 暢

日本橋梁建設土木施工管理技士会

川田工業株式会社

万場大橋の施工
～S字カーブの橋桁を曲線半径４２５mで送り出し架設～

７
施工計画

図―１ 橋梁一般図
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る。）また、中間橋脚に到達させるために、途
中で大きく横方向への位置調整を実施しながら
の架設となり、設備の増大と作業が煩雑になる
ことが懸念される事。
これらの問題点を解決するための送り出し方法
の立案が必要であった。

３．工夫・改善点と適用結果

「リスクを低減する送り出し方法の立案」
当初架設計画を以下の方法に変更することで改
善を図った。
・１主桁毎に送り出しをすることで斜角や曲線に
よる反力変動を小さくし、静定構造とすること
で反力管理を容易にした。
・曲線送り出しとし、送り出し桁をほぼ直接支持
の状態で受梁上で支持することで橋軸方向に隣
り合うジャッキ反力の変動（反力差）を抑えた。
（受梁の水平度を保つのが容易となり桁転倒リ
スクが低減する。）また、中間橋脚に到達させ
るための送り出し途中での横方向への位置調整
を小さく出来たことで、位置調整作業を低減さ
せ作業の安全性を向上させた。
以上の改善点を考慮・反映し、再度、送出しス
テップ、設備計画等を立案し施工した。
その結果、本橋の送り出し架設は２０１５年１月上
旬より開始し、同年２月下旬に無事完了した。

４．おわりに

本工事は、送り出し架設時期に大雪に見舞われ
たが、その後、横取り・桁降下・二次部材設置後、
現場塗装を経て、２０１５年５月上旬に無事故・無災
害で無事竣功を迎えた。
小学生の学習の場として、製作工場の見学会や、
送り出し架設中の親子現場見学会などを実施し、
地域との連携に積極的に取り組んだ。本報告が今
後同様な架設計画の一助となれば幸いである。
最後に、本工事の施工にあたり、国土交通省中
部地方整備局岐阜国道事務所ならびに地域の皆様
など、関係者の方々には多大なるご指導・ご協力
を頂いた。ここに厚く御礼申し上げる。

図―２ 施工前（長良川下流側から望む） 図―３ 送り出し中の万場大橋

図―４ 完成した万場大橋
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１．はじめに
工事概要
�１ 工 事 名：酒田港波力発電装置設置工事
�２ 発 注 者：NEDOとの共同研究
�３ 工事場所：山形県酒田市酒田港内護岸
�４ 研究期間：平成２６年４月～平成２８年３月
本報告は、NEDOとの共同研究で実施した海
洋エネルギー実証研究の「空気タービン式波力発
電装置」における実証実験工事についての報告で
ある。
図―１に工事の概要図を示す。既設の護岸ケー
ソン上に約３０t の波力発電装置を設置する工事で
ある（エレクトロ機器の設置・接続含む）。設置
場所である酒田港は、冬場の日本海の季節風の影
響により、晩秋～冬季の間（１０月～４月）、荒天
日数が多く、海上起重機の稼働率が大幅に低下す
る上、日没時間が１６：００時と工事の作業時間に制
限を受ける。
一方、実証研究の工程の都合上、現地工事の開
始時期は１１月で、１月中旬には、発電装置を稼働

させる必要があった。

２．現場における問題点
２．１ ブロックの輸送・架設
工事概要に述べたとおり、現地工事の期間は、
晩秋～冬季に掛けての荒天日数が非常に多く、海
上起重機での架設が困難な時期であった。そのた
め、駆体装置のブロック分割化をはかり、陸上輸
送後にトラッククレーンでの架設が前提となった。
また、本発電装置は、装置内の波の上下運動を利
用して、装置内の空気を圧縮空気にして、タービ
ンを回転させて発電する機構であるため、ブロッ
クジョイント部のエアー漏れに配慮が必要な特殊
構造物である。
２．２ エレクトロニクス工事を含め４５日の短工期
図―２に付帯工事の施工概要を示す。付帯工事
は、本工事が発電装置の実証研究工事であること
から、本体駆体工事とともに非常に重要である。
発電装置の発電開始日は、翌年の１月中旬であ
るため、駆体設置後の付帯設備の施工効率の向上

コンソーシアムリーダー

木 原 一 禎○

コンソーシアムメンバー

古 田 大 介

日本橋梁建設土木施工管理技士会

エム・エム ブリッジ株式会社

既存護岸設置型波力発電装置の設置工事

８
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図―１ 波力発電装置の概要 図―２ 付帯工事施工概要
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も重要な課題であった。

３．工夫・改善点と適用結果
３．１ 架設ブロックの分割
上述のように、海上起重機船による輸送・架設
は、工程管理上のリスクが大きく回避する必要が
あった。そのため、トラック輸送、トラッククレー
ン架設を前提に製作ブロックの分割寸法を決定し
た。
また、ブロックを設置する際、荒天による待機
が数日発生することが予想されたため、装置の曲
線部ブロックまでを２日で完了できるように、現
地ヤードでブロックの大型化を図った。結果、発
電装置駆体の接続は１１日間で完了した。この１１日
のうち、実作業は４日で、荒天による待機が７日
であった。そのうち、１日は爆弾低気圧の来襲に
より２０m/sec 越えの防風雪であったが、曲線部
のブロックまで短工期で接続し、防風対策サポー
トを設置したので、無事据え付けが完了できた（図
―３）。
また、ブロックジョイント部には、エアー漏れ
対策として、ブロック継ぎ手にゴムパッキンを使
用している。このゴムパッキンを確実に取り付け
るため、ゴムパッキンを事前にジョイント受け側
のブロック継手部にシリコーンボンドで確実に接
着させた。
３．２ エレクトロ設備の事前取り付け
本発電装置のエレクトロ機器は、タービン＆発
電機のハード部とインバーター、シーケンサーな
どの制御部がある。現地でのハード部ソフト部の
接続作業を削減させるために、ハード部、ソフト
部両方の機器は、ユニット構造とし、事前に製作
工場内で仮設置した。これにより、現場での作業

が大幅に削減できた。図―４に発電装置の完成状
況を示す。発電装置駆体部を連結した後は、装置
内部は風雪などの影響を受けることなく作業が進
められるため、装置駆体の荒天待ちで生じた３日
間の工程の遅れを挽回することができた。この工
法では、制御機器の大敵となる飛来塩分の浸透を
遮断できるため、トラブル要因の排除にも繋がっ
た。また、波高計や止水蓋については、１ヶ月の
工事期間のなかで、海象が比較的静穏であった２
日間で設置を行った。

４．おわりに
これまで我が国おいては、後付けタイプの波力
発電装置の実施（実証）例はなく、今回の実証研
究が初めての試みであり、発電単価の低減につな
がる施工の省力化は、研究課題であった。研究終
了後の本実証研究の事後評価において、今回の実
証工事は、波力発電装置の実用化に向けての目処
付けができたとの評価をいただいた。実証実験の
成功は、今後の海洋再生可能エネルギーの活用の
発展に向けた成果として非常に有意義なものとな
った。
最後に、本成果は、国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）と８者の
共同研究業務の成果であり、施工の主担当の㈱本
間組他、（国研）海洋研究開発機構、（国研）港湾
空港技術研究所、佐賀大学、日本大学、東亜建設
工業㈱、エイ・エス・アイ総研㈱の空気タービン
式波力発電コンソーシアム参加メンバーには多大
なるご尽力を頂いた。ここに敬意を表し、お礼を
申し上げる。

図―３ 発電装置完成写真

図―４ タービン＆発電機ユニット
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：京都駅八条口デッキ工事
�２ 発 注 者：京都市建設局
�３ 工事場所：京都市南区西九条院町他地内
�４ 工 期：２０１５年４月２５日～

２０１６年３月３１日

２．現場における問題点

本工事は、日利用者が２０万人と言われる京都駅
に直結するデッキを構築する工事である。また、
架設する駅南側全体において大規模な周辺開発も
同時に行われるものであった。そこで現場工程を
実現するために、設計照査時より下記の項目を問
題点と考え検討を行った。
①工程通りのデッキ架設を実現するために、駅を
利用する観光バス、タクシーなどの駅利用車両
の円滑な誘導および利用者の安全確保
②デッキ架設時の部材調整時間を短縮するため、
アンカーフレームおよび柱の架設精度の向上
③②の架設精度を実施するための架設工法の検討
と既設構造物との取り合い検討

３．工夫・改善点と適用結果

工事による駅周辺の渋滞を防ぐために、信号の
移設計画を立案ならびに、関係官庁と協議を行い、

仮信号器の設置を実施した。歩行者については、
誘導員を適宜配置し、安全確保に努めた。
ヤード全体を高さ２ｍ万能塀で囲うことで、歩
行者および一般車両に対し、飛散物や埃等が駅周
辺に飛散しないように心がけた。また、万能塀に
は、第３者へのイメージアップを図るためにデッ
キ完成予想図および現場工程が一目でわかるイラ
ストを配置した。
デッキの構造は、円柱９本でデッキを支えてい
るペデストリアンデッキである。柱１本の架設精
度がデッキ全体の出来形を左右するため慎重に架
設作業を行った。具体的には、アンカーフレーム
の据付誤差を３mm以内とする社内目標を設定し
実施した。アンカーフレームの架設後にデッキ全
体の座標系での測量を実施し、据付誤差が３mm

橋梁工事部工事２課 課長代理

小 原 康 宜○

橋梁設計部 大阪設計課 課長

小 川 久 志
橋梁設計部 大阪設計課 課員

谷 口 真 世

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社駒井ハルテック

京都駅前におけるペデストリアンデッキの施工計画

９
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図―１ イメージアップ看板設置状況
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以内であることを確認し、柱の架設を実施した。
デッキ供用後は、既設構造物である京都駅南北自
由通路との直結通路となるため、アンカーフレー
ム、柱の架設高さは、既設構造物よりも３mm低
い状態で架設を行い、最後の高さ調整は橋面工の
タイル施工にて擦り付けることとした。柱架設後
に水平キャンバーを考慮した鉛直度を計測し、デ
ッキである鋼床版の架設に影響が無いことを
CAD上で確認した。
デッキの架設は、工程短縮を実施するために当
初のベント工法からノーベント工法に変更した。
柱とデッキ下端のエレクションピースの形状を計
算によりデッキの死荷重に耐えうる構造とした。
これにより工程の短縮と重機設置のスペースの確
保が出来た。当初の架設工程の日数は、ベント設
置の場合は約１４日必要であったが、ノーベント工
法に変更することにより架設日数を約９日短縮し
た５日間で架設を完了することが出来た。
架設完了後に建築業者がデッキ下のヤードを必
要とすることから吊足場には設置高さの制限があ
った。現状の地盤高さから工事用車両が通行でき
るように、計画を行うとともに、デッキ部分の塗
装や溶接作業に支障がでないように設置した。
デッキ架設完了後の鋼床版部の溶接は、溶接に
より鋼材が縮むことを考えて溶接順序を設定した。
溶接収縮量を１継手あたり２mmと設定し、デッ
キ架設後に溶接収縮量を考慮した幅員を計測する
ことで、問題の無いことを確認した。また、デッ

キ溶接に際しては、バット方向を先行して溶接し、
その後シーム方向を溶接した、この作業により、
デッキ全体の総幅員と橋長の確保が出来た。この
一連の計画、検討、実施により出来形管理基準を
満足するアンカーフレーム架設、柱架設およびデ
ッキ架設を完了することができた。デッキ溶接完
了後の橋面工の施工においては、他工事の施工範
囲であるエレベーター、エスカレーターおよび階
段部との取り合い検討の必要があった。方針とし
ては、橋面工の高さ調整は、デッキ部分全体とし
て調整を行い、特に雨水が既設構造物側に浸入し
ないように予め、計測を実施し、デッキ歩廊面の
屋根勾配部分の設計ELを設定した。この設定し
た設計ELから設計図面に記載の縦断勾配、横断
勾配を満足する勾配を設定し、調整コンクリート
の施工を実施した。調整コンクリート打設後のタ
イル施工は、縦断勾配と横断勾配を考慮し、特に
既設構造物周辺は擦り付け区間を長くとり自然に
雨水が流れるように工夫した。また歩行者に対し
ては、違和感なく通行できるようにタイル施工の
際に試験的に勾配の擦りつけを実施した。

４．おわりに

現場作業の施工前に入念に事前検討を行い、他
業者とも工程調整やヤード施工区分等を実施し、
決められた工期の中で問題なく工事を完成させる
ことができた。

図―２ デッキ架設状況 図―３ 足場組立状況
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１．はじめに

本工事は、仮設構台を構築し岸壁鋼管矢板の控
工としてのグラウンドアンカーを施工するもので
ある。（鋼管矢板打設は前年度工事、上部工その
他は次年度工事）
工事概要
�１ 工 事 名：千賀の浦観光物揚場災害復旧工事
�２ 発 注 者：宮城県仙台塩釜港湾事務所
�３ 工事場所：宮城県塩竈市海岸通り地先
�４ 工 期：平成２８年３月４日～

平成２８年１２月２２日

２．現場における問題点

グラウンドアンカーは、堅固な岩盤に所定の長
さ以上貫入され良質なグラウトで定着させること
で、鋼管矢板に緊張力を与えることが出来る。
現場のグラウンドアンカー定着岩盤層は、起伏
が大きく、近接した場所で行った岸壁本体の鋼管
矢板打設や仮設構台支持杭打設の為の岩盤探査で
は、岩盤高の高低差が３．６m、最大傾斜が１５％あ
り、定着長が確保できない懸念があった。
また、緊張試験（適性試験・確認試験）時に最
大で１２５tf／本（設計アンカー力（地震時）×１．２５倍）
の引張荷重をかけるので、裏込材の無い状態で鋼
管矢板が大きく変位してしまう危険性があった。

３．工夫・改善点と適用結果

施工延長２６０m、計７０本のグラウンドアンカー
は、５本のボーリング調査結果からアンカー材料
の長さが決定されていた。岩盤探査結果で岩盤の
起伏が大きな箇所については、工事着手時に追加
ボーリング調査を行い、その結果を基にアンカー
材料の長さを算出、発注者と協議し、変更した長

現場代理人兼監理技術者

田 代 玄○

工事担当者

生 井 秀 浩
工事担当者

山 本 純 也

東京土木施工管理技士会

東亜建設工業株式会社

岸壁鋼管矢板の控工としてのグラウンドアンカーの施工

１０
施工計画

図―１ 断面図

図―２ 縦断面図（鋼管矢板位置岩盤探査結果）
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さで施工を行った。（結果的には長くした箇所と
短くできた箇所があった。）
グラウンドアンカー削孔の出来形確認に関して
は、設計図書で規定されているのは削孔全長の管
理だけであり、これだけでは当現場のように岩盤
層の起伏が激しいところでは、アンカー材が岩盤
にどのくらい貫入できているか分からない。この
ため、岩盤層までの削孔長も計測し、所定の長さ
以上岩盤層に貫入できていることを確認した。
鋼管矢板の変位を抑制するためには、当初設計
には無かった裏込工の必要性を協議し、グラウン
ドアンカー緊張前には鋼管矢板背面に裏込材を投
入することが出来た。しかし、現地盤は軟弱な粘

性土が厚く堆積（N＝０・t＝２０m程度）している
ため、裏込材の土圧で鋼管矢板がせり出してしま
う危険性が新たに生じた。このため、裏込材投入
前にはグラウンドアンカーの仮緊張を行い、鋼管
矢板の変位を防止した。

４．おわりに

本現場は、現場条件を考慮し、事前の追加調査
及び上乗せ施工管理を行うことで、グラウンドア
ンカーを確実に岩盤層に定着させることが出来た。
また、裏込工の必要性を発注者に理解いただき、
施工手順を工夫することで、鋼管矢板の変位も抑
制することが出来た。

図―３ 鋼管矢板変位概念図（グラウンドアンカー緊張時）

図―４ 定着長測定断面図

図―５ 施工フロー図

図―６ 仮緊張による鋼管矢板変位防止対策
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：国道４７号 古口大橋上部工工事
�２ 発 注 者：東北地方整備局

山形河川国道事務所
�３ 工事場所：山形県最上郡戸沢村大字古口地内
�４ 工 期：平成２５年１１月１４日～

平成２８年８月３１日

１級河川最上川上に架かる本橋（図―１）は、
陸上部鋼４径間連続非合成鈑桁橋、渡河部鋼６径
間連続箱桁橋であり、陸上部と渡河部１径間はト
ラッククレーン、渡河部 P５～A２までの５径間
３９４．５mを送出し工法にて架設を行った。
送出し設備の組立・解体用に、鉄塔高さ約５０ｍ、
鉄塔支間長３８３mのケーブルクレーンを用いた。
本橋が一部となる一般国道４７号線新庄古口道路

は、新庄市大字本合海と戸沢村大字古口を結ぶ約
１０．６kmの自動車専用道路で、地域高規格道路「新
庄酒田道路」の一部を構成する。本道路の開通は、
地域間の社会的交流や物流の促進、また災害発生
時の迂回路や緊急輸送路として大きな役割を果た
すことが期待されている。

２．現場における問題点

２―１ 送出し基準線の設定
本橋梁の送出し桁はR＝１２００～クロソイド［A
＝６００］と平面線形が複雑に変化する。
送出し時に主桁のウェブ位置が偏心し、橋脚上
から外れるため、送出し設備の検討及び送出し基
準線の最適化が必要となった。
２―２ 送出し桁の出来形精度
送出し桁の組立は、ヤードの関係上１径間毎に
分割組立を行い（図―２）、送出し後の降下量を少
なくするため、縦断勾配を完成時の１．８９％から
１．０５％で地組を行うことになり、地組精度の管理
が複雑になった。
２―３ 送出し高さの決定

監理技術者

三 浦 省太郎

日本橋梁建設土木施工管理技士会

日立造船株式会社

渡河部における５径間送出し架設について

１１
施工計画

図―１ 施工位置 図―２ 送出しSTEP図
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地組みヤード 

最上川 

送出し高さが高いと、主桁とケーブルクレーン
鉄塔の第１水平材が干渉する（図―３）。
送出し台車が既設構造物のボックスカルバート
上を通過する高さが必要である。
送出し時に手延べ機先端が１．８ｍのたわみ生じ
るため、たわみ処理可能な高さが必要である。
２―４ 送出し反力管理
ウェブ位置が橋脚上から外れるため、送出し設
備（図―４）を橋脚より張出して組立る必要があ
った。
設備の検討時に用いた、設計反力を過度に上回
ると、転倒する恐れがあり、また、桁の品質確保
の観点からも各橋脚での反力管理を密に行う必要
があった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 送出し基準線の設定
P５～P９橋脚上での偏心量を最小とするもの。
送出し時に軌条設備、送出し桁がケーブルクレー
ン鉄塔やバックアンカーと干渉しないようにする
こと。
以上により、送出し基線はR＝２１６０mとし、

かつその曲線を P５支承線橋軸直角方向のG１側
に２００mm偏心させたものとした。
また、軌条設備は送り出し基線に合わせ、曲線
を付加したものにした。
３―２ 送出し出来形精度
各送出しステップ毎に、地組桁に影響する応力
が変化するため、影響する応力とキャンバーの変
化値を算出した。
地組の勾配に合わせた多点支持状態の管理値を
算出し、各ステップ毎の管理点を統一させるため、
標高で管理を行った。
標高で管理するため、送出し長の管理も送出し
桁最後尾の位置を厳密に行い、地組位置のずれに
よる誤差をなくした。
３―３ 送出し高さの決定
２―３にて挙げた項目について満足する高さを設
定し、尚且つ縦断勾配を調整（１．８９％→１．０５％）
することにより、到達側の降下量を少なくした。
その結果、降下作業の作業量を減らすことによ
り、危険性を軽減した。
３―４ 送出し反力管理
各ステップの送出し設備にかかる反力を、送出
し長５ｍ毎に算出し、その反力値の±１０％の値を
管理表に記入し、各設備の責任者に管理させた。
特に橋脚より張出した設備にかかる反力は、桁
の偏心誤差が大きすぎると、設備の転倒を起こす
危険性があるため、送出し桁の位置（送出し方向）
管理値を桁に貼付け目視可することで、管理にあ
たった。

４．おわりに

渡河部送出し架設部分の出来形精度が課題であ
ったが、上記３の工夫を行った結果、架設完了時
のキャンバー・桁の通りといった出来形精度を規
格値に対して３０％以下におさめることが出来た。
また、トラブルなく予定通りの工程で無事に終
わることが出来たのは、この現場に関わった全て
の人のおかげであり、ここに深く感謝の意を表し
ます。

図―３ 地組ヤード

図―４ 送出し設備
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１．はじめに

本橋は、阪急淡路駅の連続立体交差事業の内、
都市計画道路（歌島豊里線）の交差部分に架設す
る２層トラス鉄道橋である。架設位置は、阪急京
都線の直上に位置することから、営業線の運行に
支障とならないように限られた作業時間内で架設
することが求められた。本工事の工事概要を以下
に示す。
工事概要
�１ 工 事 名：京都線・千里線淡路駅周辺連続立

体交差工事（第３工区）
�２ 発 注 者：阪急電鉄株式会社
�３ 注 文 主：大林・ハンシン特定建設工事共同

企業体
�４ 工事場所：大阪市東淀川区２丁目
�５ 橋梁架設期間：平成２７年４月～平成２８年３月
架設工法は、表―１に示す工法比較検討の結果、
営業線への運行阻害のリスクが低く、工程短縮可
能である横取り一括架設工法を採用した。
図―１に横取り一括架設の計画図を示す。本工
事では、営業線近接作業範囲内でのクレーン作業
は夜間作業となるため、トラス桁は営業線近接作
業外の施工ヤードにてトラッククレーンベント工
法で全量地組立てした。次に上下２層の床板構築、
橋脚とベント上に軌条設備を設置した。最後に夜
間作業にて横取り一括架設・桁降下を行い支承据

付けを行った。

２．現場における問題点

横取り一括架設工法の問題点を以下に示す。
１）軌条設備の撤去・降下設備組替え作業
横取り架設後の降下作業のためには、クレーン
による横取り軌条（極厚Ｈ形鋼）の撤去、油圧ジ
ャッキによる降下設備の組替え作業が必要となる。
これらの作業を営業線近接作業としないことが更
なる工期短縮に繋がるため検討する必要があった。

計画担当

村 部 剛 史○

現場主任

中 川 浩 規

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社横河ブリッジ

営業線直上部での上下２層トラス鉄道橋の架設

１２
施工計画

表―１ 架設工法比較表

図―１ 横取り一括架設計画図
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２）重量構造物の横取り・降下
横取り一括架設時は、鋼桁重量３５６ｔ、床板重
量７９５ｔの総重量１，１５１ｔであった。総重量が大き
いため、横取り時の反力のバランスが崩れた場合、
橋体、横取り設備、ベント設備などに大きな損傷
を与える。また、橋体が線路側へ逸走しないよう
に、この重量に適した安全対策が必要であった。

３．工夫・改善点と適用結果

問題点に対する対策について下記に示す。
１）軌条設備撤去・降下設備組替え作業の効率化
降下設備は、横取り架設前の営業線近接外のク
レーン作業で事前取付け可能な構造（図―４）と
した。軌条設備を挟んで油圧ジャッキを配置する
ことで、橋体を仮受けした状態で施工ヤード側へ
軌条設備をクレーンで引出し撤去（図―５）でき
る構造である。

２）重量構造物の横取り・降下の安全対策
①反力・移動距離の集中管理システム
橋体を受けるスライドベースの反力は、軌条設
備のたわみや受点の僅かな沈下でアンバランスが
発生する。そこで、各スライドベースの反力状態
と横取り移動距離がパソコン内で集中管理できる
システム（図―６）を採用した。本工事では、計
画反力値に対するスライドベース耐力の安全率
１．５倍に達した時に自動的に横取り装置が停止す
る対策を行ったが、大きな反力のアンバランスは

発生しなかった。

②逸走に対する安全対策
橋体が線路側へ逸走しない対策として、横取り
時は、横取り設備を推進用押引ジャッキと逸走防
止固定用のＨ鋼クランプジャッキの組合せ（図―
８）とした。また降下時の対策は、設計水平震度
０．２の地震時水平力から受点の摩擦抵抗を差し引
いた水平力について、ベントから橋体を２０ｔチ
ェーンブロック２基で固定（図―７）した状態で
降下作業を行った。

４．おわりに

本工事は、施工実績の少ない営業線直上での
１０００ｔを超える重量構造物の横取り架設である。
この条件の工事では、事前に施工条件を十分把握
した施工計画とそれを実行する現場作業手順が重
要となる。
最後に、本工事の施工にご指導いただいた大
林・ハンシン JVの皆様に厚く御礼申し上げます。

図―２ 横取り架設前 図―３ 横取り架設後

図―４ 降下設備 図―５ 軌条設備撤去

図―６ 集中管理システム 図―７ 橋体固定

図―８ 横取り・降下作業手順
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１．はじめに

本工事は、横浜市道岸谷生麦線・首都高速横浜
北線の事業に伴う、５径間連続鋼床版箱桁橋と鋼
製橋脚の架設工事を行うものである。生麦 JCT
と港北 JCTを結ぶ延長約８．２kmのうち、国道１５
号と交差する岸谷生麦出入口近傍の約３６０m区間
における５橋、鋼製橋脚９基、その他付属物であ
る遮音壁・裏面吸音板等の施工を担う。本稿は、
総鋼重約１５，０００t に及ぶ上部・下部工架設の現場
施工について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：（高負）YK４１工区�２YK４２工区（１―１）

上部・橋脚工事
�２ 発 注 者：首都高速道路株式会社
�３ 工事場所：神奈川県横浜市鶴見区生麦地内
�４ 工 期：平成２３年２月１日～平成２９年２月２８日
�５ 橋梁形式：５径間連続鋼床版箱桁橋
�６ 橋 長：約１，７１７m（３６０＋３５７＋２８２＋３６４＋３５４）
�７ 重 量：上部工 約９，８１６t

鋼製橋脚工 約５，９０１t
（アンカーフレーム含む）

２．現場施工における課題

本工事の施工にあたり、以下２点の課題に留意
した。
�１ 横断する国道１５号、旧東海道（以下、街路）
上空の橋脚・橋桁架設を行う際、限られた期間と
時間の中で、いかに安全かつ迅速に、さらには精
度良く施工するかが課題として挙げられた。また、
隣接工区との競合作業が各所で求められ、ヤー
ド・工程・作業手順を調整しながら、相互の作業
を止めることなく効率よく施工できる計画を選定
していく必要があった。
�２ 前述した街路に加え、旧東海道沿いの住宅地
にも近接したヤードでの工事であり、近隣住民の
方々や通行人・通行車両の安全安心の確保が絶対
条件であった。そのため、落下・飛散物や騒音に
よる第三者被害が無いよう、周辺環境に最大限配
慮した施工が求められた。

３．課題に対する工夫・改善点と適用結果

�１ 国道１５号を跨ぐ PN本４橋脚横梁と PN本４
～５間岸谷生麦線産業道路行き橋桁は、一晩ずつ

筒 井 健 多

日本橋梁建設土木施工管理技士会

JFE エンジニアリング株式会社

首都高速横浜北線生麦 JCT大規模工事における
上部・橋脚架設について

１３
施工計画

図―１ 工事位置概要図 図―２ 工事位置詳細図
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国道１５号の全線通行止めを行い、多軸式特殊台車
による大ブロック一括架設と水平ジャッキによる
横取り架設により施工した。また、上記以外の橋
桁と橋脚は、すべてトラッククレーンベント架設
により施工した。
PN本４橋脚横梁の一括架設では、多軸式台車
上にリフトアップ装置を搭載することで国道上で
の大型クレーン組立解体作業を省略し、施工安全
性を向上させるとともに、両梁端部にセッティン
グビームを設けることで、多軸式台車の早期解
放・撤退及びmm単位での調整と架設精度の確
保を可能にした。以上より、限られた通行止め時
間内での効率的な作業を実現させた。
PN本４～５間の横取り架設では、ベント設備
をすべてヤード内に設置することで国道を跨ぐ作
業を省略した。また、ヤード内での地組立て時に
併せて、足場や飛散・落下物防止用の防護パネ
ル・飛散養生ネットの設置、裏面吸音板等の付属
物の取り付けも行い、交通規制回数の低減と街路
への飛散物防止を考慮した。さらには、隣接工区
の送り出し設備の杭基礎を地組立て用のベント設
備と併用できる構造を選定したため、狭隘なヤー
ド内でも相互の作業を滞留させること無く、工区

全体の工期縮減も実現させた。
�２ 環境保全の具体的内容として、ハード面とソ
フト面の両面からアプローチした対策について以
下記載する。
ハード面の対策として、防音・飛散物防止を目
的に、民地境界の仮囲いフェンスに加えてフェン
ス内に防音シートを設置した。また、橋脚足場に
は防音パネル、朝顔足場には SKパネルを隙間無
く設置することで、作業時に発生する騒音の低減
と粉塵等の飛散物防止を行うとともに目隠し効果
にも期待し、景観に配慮した安心感のある外装を
施した。さらに各種重機や機材については、超低
騒音型・排ガス規制対応型の機械を使用すること
で環境負荷の低減に寄与した。
ソフト面の対策として、旧東海道沿いに安全巡
視員を配置し、約３年間に渡り継続して住民の
方々と親切・丁寧なコミュニケーションを図ると
共に、橋面からの飛散物点検及び住民の方々の安
全誘導を行った。また、定期的に騒音・振動の測
定を行い、環境保全対策の順守状況も確認した。

４．おわりに

本工事も、間もなく約６年の工期を終え、横浜
北線の供用を迎えようとしている。施工に際し、
多大なるご理解とご指導ご助言を頂きました首都
高速道神奈川建設局の皆様をはじめ、近隣住民の
方々とその他関係者各位のご協力の賜物であると
心得る。感謝の意を表し、この場をお借りして深
くお礼申し上げます。
１）出典：HP「きたせん－首都高速道路」より

図―３ 多軸式特殊台車による一括架設状況

図―４ 横取り一括架設状況

図―５ 防音・飛散防止状況
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１．はじめに

１９６４年に営業を開始して既に５０年を迎えた東海
道新幹線の土木構造物は、「予防保全」の観点か
ら２０１３年度から大規模改修工事が行われている。
東海道新幹線の土木構造物のうち、鋼橋は日本で
本格的に採用された溶接構造であり、繰り返し載
荷される列車荷重による溶接部の疲労き裂の発生
を防止していくことが重要である。そのため、鋼
橋における「予防保全」として、①床組接合部補
強、②支点部取替・補強という新しく開発された
工法により、大規模改修工事が発注された。
ここでは、②支点部取替・補強を施工した水門
川橋りょうにおける、現地状況を踏まえた施工上
の工夫について述べる。図―１に支点部取替施工
後を示す。

工事概要
�１ 工 事 名：名古屋地区豊橋保線所ほか４保線

所管内土木構造物大規模改修その
他工事（鋼橋）

�２ 発 注 者：東海旅客鉄道㈱
�３ 工事場所：岐阜県大垣市
�４ 施工期間：平成２６年１０月～平成２７年３月

２．現場における問題点

本工事を施工するにあたり以下の課題があった。
�１ 部材運搬方法
施工区間の１P橋脚から４P橋脚の中で、３P
橋脚を除いた各橋脚は、橋脚近くまで支点部取替
用部材を運搬できる施工状況であるため、橋脚廻
りの防音工の一部を撤去して、橋脚基部から防音
工内に取り込むこととした。しかし、３P橋脚は
橋脚が流水部に設置されており、橋脚基部まで部
材を運搬することができない。このため、３P橋
脚天端まで支点部取替用部材を運搬する方法につ
いて検討した。
�２ 沓座モルタル打設方法
新設する支承ベースプレートの平面寸法が大き
いため、打設する沓座モルタル量は中間支点部支
承で約２．４ｍ３、プレミックスタイプモルタルで約
１８０袋になる。支点部取替工事では当夜の所定時
刻（確認車通過時刻）までに沓座モルタルの打設
を完了させることが要求される。このため、作業

現場代理人

内 田 義 光○

工事管管理者

小 谷 誠

日本橋梁建設土木施工管理技士会

瀧上建設興業株式会社

鋼鉄道橋の支承取替工事における工夫

１４
施工計画

図―１ 支点部取替施工後
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の効率性から沓座モルタルを打設する支承近傍の
防音工内に材料（モルタル、水）を仮置きするこ
とが望ましい。しかし、防音工の耐荷力から防音
工内に重量物である材料を仮置きすることが不可
能であったため、沓座モルタルの打設方法につい
て検討した。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 部材運搬方法
上下線間に部材運搬に障害となる構造物がない
こと、部材運搬用レールを設置するための受梁と
してグレーチング受梁を利用できること、他の法
に比べ経済的に施工できることから、上下線の箱
桁間に設置した部材運搬設備により運搬すること
とした。４P橋脚の基部から新設支承を荷上げし、
３Pから４P間に設置した部材運搬設備で３P橋
脚まで運搬した。上下線の箱桁間に設置した部材
運搬用レールに手動のギヤードトロリを繰り込み、
新設支承を運搬した。ただし、グレーチング受梁
の耐力より計算した最大運搬重量から、新設支承
１組（約３t）を運搬することが不可能であった
ため、新設支承の上沓（約１．５t），サイドストッ
パー、ベースプレートに分解して運搬した。図―
２に部材運搬設備を、図―３に新設支承運搬状況
を示す。
�２ 沓座モルタル打設方法
打設量２．４ｍ３のモルタルを当夜所定時刻までに
打設するため、モルタルポンプによるモルタル打
設とした（図―４）。モルタルポンプ車を４P橋脚
に近接する道路上に配置し、配管延長はモルタル
ポンプ車から４P橋脚まで約３０ｍ、４P橋脚から
３P橋脚まで約４０ｍ、合計で約７０ｍとなった。モ
ルタル打設速度は約１．３ｍ３／時間であり、沓座モル
タル打設開始から完了までの所要時間は約２時間
であった。また、沓座モルタルは１時間程度で所
要の強度が発現する早強モルタルであり、モルタ
ル打設時の施工性を考慮して遅延剤を使用するこ
ととした。このため、メーカーカタログを参考に
して現場で試験練りを行い、モルタルポンプ圧送

状況を確認して遅延剤の最適な使用量を決定した。

４．おわりに

今後の支点部取替工事では、水門川橋りょうの
ように標準タイプの支点部取替工法で施工できな
い特殊な橋りょうが予定されている。そのため、
各橋りょうの特性および施工性を考慮して最適な
支点部取替工法を検討する必要がある。
最後に、本工事を施工するにあたり、ご指導を
頂きました東海旅客鉄道㈱新幹線鉄道事業本部施
設部工事課、技術開発部および岐阜羽島保線所の
皆様に厚く御礼申し上げます。

図―２ 部材運搬設備

図―３ 新設支承運搬状況

図―４ 沓座モルタル打設状況
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１．はじめに

矢田川橋は、名古屋市東区と守山区とを結ぶ県
道名古屋多治見線（瀬戸街道）上にあり、一級河
川庄内川水系矢田川を渡河する１９５８年供用開始の
コンクリート橋である。
本工事は、地震時における緊急輸送道路の機能
を確保するため、鉄筋コンクリート橋脚（壁式橋
脚）を鋼板で巻き立て、橋脚の耐震性能を向上さ
せる工事である。過年度までに P２～P５橋脚の
施工が完了しており、本工事では P１橋脚の施工
を行った。
本稿では、鋼板巻立て工の施工前に実施した橋
脚の底版補修工について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：矢田川橋補強工事（その６）
�２ 発 注 者：名古屋市 緑政土木局
�３ 工事場所：名古屋市東区大幸一丁目、矢田町

字寺畑
�４ 工 期：平成２７年６月２５日～

平成２８年６月３０日

２．現場における問題点

橋脚基部に底版定着用アンカーボルトを設置す
るため、底版にコアボーリングマシンを使用して
コンクリート削孔（９４箇所）を行ったところ、全
ての孔から湧水が確認された。常時湧水の状況下

では、アンカーボルトを固定するエポキシ系樹脂
の流失やアンカーボルトの定着が不十分となるこ
とが想定されたため、本工事を一時中断し、底版
コンクリート内部の劣化状況を調査した。
底版に調査孔（孔径１１０㎜、深さ１０００㎜）を８
箇所削孔し、採取したコアと削孔壁を目視および
指触調査を行った。調査の結果、湧水が確認され
た７箇所の調査孔に図―１に示すようなセメント
成分が流出した豆板層やクラックを底版コンク
リート内部で確認した。
そのため、底版コンクリートの補修方法および
補修材について検討した。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 補修方法の検討
補修方法として底版コンクリート内部の湧水を
遮断することを目的とし、コンクリート内部に補

現場代理人

坂 本 道 夫

日本橋梁建設土木施工管理技士会

瀧上建設興業株式会社

橋脚底版の補修方法と補修材料
－矢田川橋補強工事（その６）－

１５
施工計画

図―１ 調査孔
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修材を注入する工法を採用した。補修材の注入孔
は、孔径を３５㎜とし、底版の厚さが８００～１６００㎜
であることから、底版上面からの深さを６００㎜お
よび１０００㎜とした。１箇所の注入孔から補修材が
１０００㎜の球形状に広がると考え、注入孔を４４箇所
とした。底版コンクリート内部に補修材が確実に
充填できるように、橋脚中心から端部に向かい上
段・下段の順に注入することとした。
�２ 補修材の検討
補修材について、①薬剤、②水中不分離性無収
縮モルタル、③無収縮セメントスラリータイプ＋
水中不分離性混和剤の３種類の材料を比較検討し
た。
その結果、河川の水質への影響が少なく、細骨
材を含まないため底版コンクリートの豆板層やク
ラックへの充填が期待できる③無収縮セメントス
ラリータイプ＋水中不分離性混和剤を採用した。
�３ 補修材の注入
補修材は、無収縮セメントスラリーに水中不分
離性混和剤を現場で混合するものであり、混和剤
の使用量を試験施工により決定した。材料メー
カーの過去の実績から無収縮セメントスラリータ
イプ２０kg（１袋）に対する水中不分離性混和剤
の使用量は、推奨量として４９g、水中不分離の機
能が保証される量として３０gであった。当初、水
中不分離性混和剤の使用量をメーカー推奨量の４９
gで配合して注入を行ったが、補修材の粘性が高
いため充填不足が懸念された。そのため、段階的
に減少させ、補修材の流動性を考慮して使用量を
３０gに決定した。
現場配合となることから、練り混ぜ後の流動性
の品質管理は補修材の注入前に毎回テーブルフ
ロー試験を行った。本工事における流動性の管理
基準は「フロー値：２００～３００mm」とした。水中
不分離性混和剤の使用量を３０ｇにした場合のフ
ロー値は２６０㎜であり、本工事で設定した管理基
準範囲内であることを確認した。
補修材を１．３Mpa で圧入し、隣接する注入孔か
ら補修材が噴出することを確認して注入完了とし

た。４４箇所の注入孔から注入した補修材の総量は
約１．６m３であった。補修材注入状況を図―２に示
す。
�４補修材の充填確認
補修材の注入完了後、孔径１１０mm、深さ８００mm
で６箇所のコア削孔を行い、補修材の充填確認を
行った。採取したコンクリートコアおよび削孔壁
を確認したところ、削孔壁にわずかに水が浸み出
していたが、コンクリートの豆板層やクラックに
補修材が充填されており、採用した補修方法およ
び補修材の妥当性が検証された。
また、補修効果の確認のため、コンクリートコ
アの圧縮強度試験を行った。その結果、平均の圧
縮強度が４０．９N/mm２であり、特記仕様書に示さ
れた最低基準圧縮強度の２１N/mm２以上が確保さ
れていることを確認した。

４．おわりに

当初、平成２８年３月末竣工の工程で鋼板巻立て
工の施工を進めていたが、底版補修工の追加によ
り工期が延伸され、５月末までに現場を完了する
こととなった。底版補修工の調査や検討のための
工事中断があったが、施工工程を調整して工期内
に施工を完了することができた。
最後に、本工事においてご指導を賜りました名
古屋市緑政土木局道路建設課および東土木事務所
の方々をはじめ、関係者の皆様に御礼を申し上げ
ます。

図―２ 補修材注入状況
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１．はじめに

東京湾岸道路は、東京湾周辺の諸都市を連絡す
る延長約１６０kmの幹線道路である。本牧５号橋
は神奈川県横浜市中区本牧ふ頭に位置し、一般国
道３５７号東京湾岸道路の本牧ふ頭～錦町までの総
延長約２．３km区間を結ぶ道路の一部を担っている。
工事概要
�１ 工 事 名：湾岸道路本牧地区５号橋工事
�２ 発 注 者：国土交通省関東地方整備局

横浜国道事務所
�３ 工事場所：神奈川県横浜市中区本牧ふ頭
�４ 工 期：平成２５年９月２０日～

平成２７年１０月３０日
�５ 橋梁形式：３径間連続鋼床版箱桁橋
�６ 橋 長：２８７m
�７ 支 間 長：８９．０＋１１０．０＋８８．０m

２．現場における問題点

本橋は首都高速湾岸線とのダブルデッキ構造で

あり、その下層を構成する。P３，P４，P５，P６
橋脚４基の横梁で支持されている３径間連続鋼床
版箱桁橋であり、そのうち P５橋脚では、横梁と
上部工が一体化した剛結構造となっている。また、
橋梁線形は緩やかな S字カーブであり、P３橋脚
上では１１０°、P４橋脚上では１２７°、P５橋脚では
１１７°という大きな斜角を有している（図―１）。そ
こで、本橋の架設は現在供用中の首都高速湾岸線
の下層に剛結される構造であり、作業時の上空制
限が厳しく、かつ P３―P５橋脚間の約２００mは横
浜港を跨いでおり海上での架設となることから、
架設途中での調整が難しい送出し架設の精度管理
について工夫が必要となった。

３．工夫・改善点と適用結果

送出し途中における継手の施工は、桁が変形し
た状態での接合となるため、継手部に折れ角が発
生しやすく、この折れ角が全体形状の精度に大き
な影響を及ぼす。今回の送出しでは、図―２に示
すように STEP―１３で後方桁の連結を行った。

中 松 裕○ 赤 木 利 彰

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社 IHI インフラシステム

本牧５号橋 送出し架設の検討
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図―１ 一般図
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送出し途中の桁の変形については、格子解析よ
りも高い精度で主桁連結時の桁の変形状態を把握
し、仕口角度を調整して連結部の折れ角を低減す
る目的で、STEP―１３の FEM解析を行った。
FEM解析で算出した連結部の仕口角度を用い
て後方桁の組み立て基準線を設定する。この組立
て基準線を基に、後方桁のキャンバーを考慮した
地組高さを設定することで、後方桁の架設誤差を
排除した連結が可能となる（図―３）。

図―３ 組み立て基準線の設定

FEM解析で得られた、J１３の連結部の仕口角度
を表―１に示す。

  
 

 
mrad  

 
mrad  

G1 0.016 0.279 0.384 G2 0.028 0.489 

表―１ J１３仕口角度

J１３の回転角については、G１，G２桁の回転角
差が０．２mrad 程度なので、平均値の０．３８４mrad
を用いて、後方桁の基準線を設定した。

その結果、J９～J１３ブロックを接続した場合の
高さは１７mmとなり、送出し基準線に対して１７
mm上げ越して地組立てを行うこととした（図―
４）。
以上の検討を用いて後方桁の連結作業を行い送
出しをおこなった結果（図―５）、連結部において
も精度よく架設することが出来た。

４．おわりに

本牧５号橋の送出し架設の検討について報告し
た。本工事は、架設空間の制約が大きい中での送
出し架設工法を採用しており、形状の調整が難し
く最終的な出来形確保が課題であったが、FEM
解析により送出し架設状態を検討することで、十
分な出来形を確保することが出来た。
最後に、本牧５号橋の設計・架設にあたり、ご
指導、ご協力を頂いた国土交通省関東地方整備局
の方々はじめとし、工事関係者各位に深く感謝の
意を表します。

図―２ 送出しSTEP―１３

図―４ STEP―１３組み立て基準線の設定

図―５ 後方桁連結状況
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１．はじめに

本工事施工箇所である南小川流域は、一級河川
吉野川の中流域に位置し、砂防指定地域に指定さ
れている。そのため、国土交通省より、土砂災害
の防止及び落合集落や国道４３９号の保全を目的に、
砂防事業として当該河川流域の計画高水位（H．
W．L）の見直し、既設護岸の改修、既設の落合
橋（旧橋）の改修を予定している。そこで、旧橋
解体に先立ち迂回するための仮橋（図―１）を架
設する必要があった。
仮橋の架設は非出水期で行うが、河川内にベン
トを設置して橋体を支持することができない施工
条件のため、ケーブルエレクション直吊り工法が
採用された。本稿では、上記の仮橋の架設の概要
について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：平成２５年度 落合仮橋新設工事
�２ 発 注 者：国土交通省 四国地方整備局

四国山地砂防事務所
�３ 工事場所：高知県長岡郡大豊町大瀧５００
�４ 工 期：平成２５年１１月～平成２６年７月

２．現場における問題点

�１ 電線・お墓防護設備
Ａ１鉄塔からＡ１グランドアンカー設置箇所に
かけて通信・電力等の架空線が張り巡っており、
墓地も鉄塔設備ケーブル設置箇所直下にある条件
であった。移設できる架空線に関しては、関係各
所と協議し、移設を行ったが、移設が行えない架
空線及び墓地に対しては防護設備を設けることと
した。
しかしながらその場合、国道４３９号に防護設備
を設置する必要があり、本設備の設置に伴い鉄塔
設備の組立や桁地組に使用するクレーンやトレー
ラー等の進入が困難となることが予想され、その
対策として国道を専用しない防護設備の検討が必
要であった。
�２ 桁架設
南小川流域は、砂防地域に指定されているよう
に毎年の河川の氾濫を繰り返す場所であり、非出
水期での作業ではあったが、桁架設等の河川上で
行う作業の期間について極力、短縮することが求
められた。

麓 貴 行○ 藤 本 貴 介

日本橋梁建設土木施工管理技士会

宮地エンジニアリング株式会社

ケーブルクレーン直吊工法による落合橋仮橋の架設

１７
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図―１ 落合仮橋全景
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３．工夫・改善点と適用結果

�１ 国道を専用しない電線防護設備
Ａ１鉄塔の背面の防護設備は国道４３９号に設置
出来ないことから、鉄塔設備から直接、防護設備
を組み立てることとした（図―２）。
防護設備の組立には鉄塔支柱にあいているボル
ト孔にガセットプレートを取り付け、そこから【―
３００の溝形鋼を設置するとともに、板張り養生を
施すことにより、電力線の防護工とした。その電
力線防護からグランドアンカー設備にワイヤー
ロープをはり渡し、キャッチネットを取付け、お
墓防護設備とした（図―２）。
電線防護工は、ケーブルクレーンエレクション
設備の主索や運搬索等のケーブル設置時の足場と
しても利用できる構造を採用したため、安全性お
よび施工性を向上することが出来た。
�２ 河川上での桁架設期間短縮に配慮した施工
ケーブルクレーン直吊工法での仮橋のトラス桁
の架設は、ケーブルエレクション設備および直吊
索のサグの形状変化を極力少なくするため、下弦
材→斜材→上弦材の順に架設することが一般的で
ある。
しかしながら本工事においては、工程短縮を求
められたことから下弦材、斜材および上弦材を面
組し、面組部材に横桁を取付けた上で桁架設を行
うことにより河川上での桁架設の工程短縮に努め
た。なお、桁架設は中央から順に隣接する箇所か
ら端部に向けて行った（図―３）。

本工事で採用した面組したブロックを架設する
方法は、架設途中で吊り索のサグの変化により、
橋体の仕口形状が安定しないため、添接作業が、
極めて困難であると予想された。
添接作業で重要となる仕口の調整は、図―４に
示すカウンターウェイトを使用しての仕口角度調
整と、架設部材を仮受けする吊り索を下げ越しす
る方法で行った。
その結果、架設済ブロックの仕口角度を次に架
設するブロックの仕口にある程度調整することに
より、うまく添接を行うことができ、無事架設が
完了した。

４．おわりに

本工事は電線やお墓などの支障物があり、狭隘
な作業ヤードでの施工が条件であった
施工中には河川が氾濫し、Ａ２内に設置したグ
ランドアンカーが埋没することもあったが、最終
的には無事故・無災害で無事に完工することが出
来た。
本報告が、後の同種工事の少しでも参考になれ
ば幸いである。図―２ Ａ１鉄塔防護設備

図―３ 主桁架設状況

図―４ カウンターウェイト設置状況
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１．はじめに

本工事は、福岡県大牟田市から佐賀県佐賀市に
至る主要地方道の県道大牟田川副線の幅員狭小や
線形不良といった課題を解消するため、柳川市南
浜武内において大開橋の架替及び、道路拡幅を行
う工事である。

工事概要
�１ 工 事 名：県道大牟田川副線大開橋函渠設置

工事
�２ 発 注 者：福岡県 南筑後県土整備事務所

道路課 県道建設係
�３ 工事場所：福岡県柳川市南浜武
�４ 工 期：平成２７年１１月１１日～

平成２８年８月３１日

２．現場における問題点

①県道大牟田川副線本線からの雨水が既設側溝へ
集水され現場掘削箇所へ排水されているためド
ライワーク施工。
②降雨による法面浸食。
③障害物等による鋼管杭打設中の杭芯のズレ。

３．工夫・改善点と適用結果

これらの問題に対して改善策を検討した結果、
下記の対策を講じた。

①雨水の排水方法。
②法面浸食防止対策。
③鋼管杭打設時の杭位置ズレ確認測量。
④鋼管杭打設用定規設置。
①県道大牟田川副線本線からの雨水が集水され施
工箇所への流水が予測されたため、既設側溝にコ
ルゲート管（φ１５０mm）を接続し、現場内排水ポ
ンプ設置箇所へ集水し現場外へ排水を行った（図
―２）。
②既設函渠撤去施工後は法面掘削を行い、１月～
５月中旬の埋戻施工時までは降雨による法面掘削
箇所の崩壊が予想されたため、法面部全面にシー
トを設置し、法面浸食を防止。又、法肩部には土
のうを設置し施工箇所への流水を防止（図―３）。
③鋼管建込時及び打ち込み時の杭芯ズレ防止のた
めに、光波計によるノンプリズム測距にて測定し、
鋼管杭位置の確認測量を行いながら施工を行った。

現場代理人

松 藤 隆 起

福岡土木施工管理技士会

株式会社廣瀬組

函渠設置工事における問題点と対策
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図―１
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結果、偏心量 規格値１００ｍｍ以内に対して実測
値（最大値３１mm～最小値４mm）と高精度で施
工し品質向上に繋がった（図―４）。
④鋼管杭施工において杭打設時の偏芯量を少なく
する対策として、導杭（H形鋼）を打ち込み、導
杭にH形鋼を井桁に設置し定規とし、バイブロ
ハンマ先端（鋼管杭）の位置を保持することがで
きた。又、鉛直度を２方向から確認することによ
り鋼管杭打設の精度を向上させることができた
（図―５）。

４．おわりに

今回の工事では、上述のような対策を実施した
ことで、鋼管杭芯ズレ防止対策においては、規格
値の５０％以内で施工でき品質向上に努めたのであ
る。雨水の排水対策、法面浸食防止対策において
も、水没及び法面浸食無く、安心して施工するこ

とができた。
今回の工事で、現場周辺は漁業者及び耕作者の
交通量が多く、通行車との交通事故が懸念された
が、協力業者と入念に打合せを行うことで全作業
員へ注意箇所などを周知できたので事故を防止す
ることができた。又、現場に近接した田畑の耕作
者に作業内容の説明を行い住民の方と頻繁にコミ
ュニケーションをとり、スムーズに現場を進める
ことができ、工期内無事故・無災害にて完成出来
たことを大変嬉しく思う。今後も無事故・無災害
に向けて取り組み、近隣住民の方々への配慮を怠
ることなく、全作業員で現場完成を目指して行く
と共に、今回の工事での経験を今後の工事に活用
したいと思う。

図―３

図―４

図―５

図―２
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１．はじめに

当現場は、延岡市より西へ五ヶ瀬川に沿った約
２０kmの山間部に位置し、平成２６年の台風により
崩壊した法面を復旧する工事である。工事として
は、小規模であったが、施工時期が梅雨に入り二
次災害が発生するリスクも高く、災害規模が拡大
する前に工事を完了することが急務であった。

工事概要
�１ 工 事 名：県道北方高千穂線道路災害復旧工事
�２ 発 注 者：宮崎県延岡土木事務所
�３ 工事場所：宮崎県延岡市北方町地内
�４ 工 期：平成２６年４月２０日～

平成２６年８月１５日
�５ 工事内容：
土工
掘削 V＝１２０m３

法面工
現場吹付法枠工 A＝１４０m２

落石防止工
落石防止網工 A＝２００m２

２．現場における問題点

地質的な特徴として、第四期に活動した熊本県
の阿蘇火山の影響を受け、俗に灰石と呼ばれてい
る溶結凝灰岩と火山灰質粘性土から構成され、節

理面に粘性土が陥入していた。その為、降雨によ
り粘性土が浸食を受けると、周辺の岩片が落石を
繰り返し、不安定な状態となり、容易に法面作業
者が近寄れなかった。又、降雨が数日間続くと、
節理面からの湧水が発生し、特に部分的な範囲で
集中して水量が多い所も見受けられ、地下排水の
処理方法をどのように行うかが問題点であった。

３．工夫・改善点と適用結果

既設落石防止網を撤去時、見張り人が異変に気
付き法面作業者が避難した直後、法面上部の岩塊
が抜け落ちた。幸い、小崩壊であった為、大事に
は至らなかったが、親綱を利用した高所作業は危
険であると判断し、法面作業者の安全を確保する
為、高所作業車を使用し、ショットクリートによ

土木部 主任

黒 田 義 隆

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

法面保護工における湧水処理について

１９
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図―１ 素吹き状況
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る素吹き（３㎝）を行い法面の安定化を図った（図
―１）。
その結果、連鎖的に崩落しそうであった岩片は
安定し、湧水も素吹き表面がガリ状に洗掘され、
位置が確認し易くなり、その後の対応も確実にで
きた。又、法面に変状が起きれば、素吹き表面に
クラックが発生するので、異常にも気付き易くな
った。
湧水処理においては、法面中間部の不透水層の
上部に湧水が集中しており、集水マットを敷設後、
急結剤と塩ビパイプを併用し水抜き孔を設け、孔
口にホースを継なぎ導水した（図―２、３、４）。
その後、湧水処理を行った塩ビパイプ周辺を再度
ショットクリートによる吹付を行い、ラス張及び

枠金網組立作業時、パイプに触れても外れないよ
うに堅固した。
又、枠金網組立完了後、吹付作業においては施
工箇所に応じて、導水ホースを移動しながら行っ
た。その際、施工に先立ち法枠工の梁内に水抜き
孔がこないように事前に法枠の芯出し割付け測量
を行い、構造物の機能を損なわないように注意を
した。
塩ビパイプの背面には、地下水の流出にともな
って、土粒子が吸い出されないように、吸い出し
防止材を取り付けた。その結果、主体工事である
法枠工の吹付作業では、湧水による洗掘や、土粒
子の吸い出しもなく施工ができ、安定した構造体
を形成することができた。

４．おわりに

当現場の地域は、住宅戸数は少ないが主要な生
活道路である。もし、現場施工の遅れによって大
規模な崩落災害が発生すれば、道路は寸断され、
市道及び林道が迂回路となり、延岡市内へ移動す
る所要時間も長くなり不便さが増す。又、再調査
し設計され現場施工の再検討となり、その他にも
時間と費用が費やされ大きなものとなる。
今回は天候が不順な中、冒頭でも言ったとおり、
災害リスクの高い状況下で迅速に対応して頂いた
発注者及び協力業者の皆様へ、この場借りて御礼
を申し上げたい。

図―２ 湧水処理 断面図

図―３ 湧水処理 正面図

図―４ 導水状況
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１．はじめに

熊本市白川橋（ローゼ桁部）は当社が昭和３４年
３月に「熊本県土木部」より製作・輸送を請負っ
た工事である（図―１）。（２０１２年以降は熊本市の
管理となる）
これまで、耐震補強工事やモニュメントの設置
などが施され、完成から５７年間市民に愛され続け
ている橋梁である。２０１６年４月１６日未明に起きた
熊本地震の本震により、ローゼ桁部の支承・伸縮
装置に損傷が生じ、通行止めの措置をするに至っ
た（図―２）。本工事は、地元の人々に少しでも早
く、元の生活を取り戻していただくための応急復
旧工事である。

工事概要
�１ 工 事 名：白川橋応急復旧工事
�２ 発 注 者：国土交通省 熊本河川国道事務所
�３ 工事場所：熊本県熊本市西区春日１丁目から

中央区本山２丁目まで
�４ 工 期：平成２８年６月１日から２６日間
�５ 工事内容：損傷箇所の撤去、仮復旧

仮設変位制限構造の設置

２．現場における問題点

早期の通行止め解除のために、以下の課題があ
った。
２―１ 製作部材、資材納期

施工指示から着手まで猶予が短期間であったた
め、現場施工と併行して部材製作と資材調達が必
要であり、工程管理が重要な要素であった。
２―２ 施工誤差に対する対策
施工と製作とを併行して進めるため、工程が現
場計測の結果に左右されることのないように、誤
差を吸収できる構造とする必要があった。
２―３ 非渇水期施工等、天候に関するもの
施工時期が６月初旬からと梅雨時期であるとと
もに、河川管理の観点からは非渇水（増水）期で
あったため、増水による災害が懸念された。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 構造と納期のバランス確保

綱 本 将○ 竹 内 正 一 楠 章 生

日本橋梁建設土木施工管理技士会

日本橋梁株式会社

地震災害により損傷したローゼ桁の応急復旧工事
（熊本白川橋）

２０
施工計画

図―１ 白川橋（ローゼ桁部）

図―２ 損傷状況（支承、伸縮装置）
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基本設計に対して板厚を上げるなどして入手が
可能な材料に変更するとともに、製作に必要な
データを少しでも早く提供できるように、対象箇
所の施工を最優先して進め、データ取りも型板を
用い、現地での実測値を迅速・確実に工場へ伝達
するように配慮した。
３―２ 実測データの早期反映と誤差吸収構造
図―３に示す変位制限装置は、RC構造の新規
縁端拡幅部に約１００本のアンカーボルトで固定さ
れており、基本設計の位置に全てのアンカーボル
トを配置することは事実上不可能であった。また、
使用するコンクリートは、基本設計では強度発現
に４週を要する配合であり、早期開通の妨げとな
っていた。そのため、使用する配合は、設計基準
強度を早期に発現するものとし、試し練りにより
決定した。
また、打設前に配筋を避けてアンカー孔用に箱
抜きパイプを配置し、現場実測データを早期に反
映させるとともに、調整板を用いる構造に変更し、
幅や高さ方向の誤差に対処した（図―４、５）。
３―３ 増水対策

増水に備えてH．W．L以下に配置した足場等は、
流水部の吊足場を吊上げ可能な構造とし、護岸側
はローリングタワー構造に変更して、速やかにH．
W．Lより上方へ移動できる構造とした（図―６）。
実際に作業の終盤には大雨により河川が増水し
たが、容易に上方へ移動することができた。

４．おわりに

現地では、今も避難生活を余儀なくされている
方がたくさんおられ、震災前の生活を取り戻すた
めには、まだ時間を要するものと考えられる。
通行止め解除となった本橋の歩道上で、いつも
この橋を利用していたと思われる学生さんから微
笑みながら一言、「お疲れ様でした」と声を掛け
られた時、ほんの僅かでも被災地の方々へ貢献す
ることができたことに、改めて感動を覚えた。
本橋の本復旧工事は、本工事の完了に伴い通行
止めが解除されているため、交通を確保しながら
の作業となる。応急復旧のような急速性とは違い、
より安全で確実に施工する必要がある。

図―３ 新規縁端拡幅部と変位制限装置

図―４ 新規縁端拡幅部アンカーボルト用箱抜き
（削孔から変更）

図―５ 変位制限装置調整板による設置

図―６ 足場の吊上げ構造
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：中部横断自動車道

福士川第二橋他１橋（鋼上部工）
工事

�２ 発 注 者：中日本高速道路（株） 東京支社
�３ 工事場所：山梨県南巨摩郡南部町福士
�４ 工 期：平成２６年２月２２日～

平成２８年８月９日
�５ 工事内容：福士川第二橋
型式 鋼６径間連続

箱桁鈑桁混合橋（細幅箱桁＋２主鈑桁）
橋長 ３３６．０m
支間長 ８９．０m＋６０．０m＋３＠４７．５m＋４２．５m
重量 ８９３．３t（鋼重）
※工事は福士川第二橋の他、第三橋を含む。
福士川第二橋は、中部横断自動車道の新清水
JCT－富沢間の福士川渡河部に位置する６径間連
続橋である。本橋の特徴は、曲率半径１２００mの
緩やかな曲線形状を有し、河川上で支間長の大き
いA１―P１間は箱桁で、その他は鈑桁からなる

混合橋となっていることである。河川上となる箱
桁の架設は、送出し工法であるため、まず陸上部
の鈑桁を先行架設し、河川部の箱桁を鈑桁上で地
組して、曲線状に送出し架設を行った。

２．施工上における問題点

図―２は、客先より提示された設計図書による
送出し計画図（以下、当初計画とする）であるが、
これには、次に示す２つの問題点があった。
①発進側先端送出し装置の計画（図―２“a”）
先端から張出した位置に計画されており、送出
し時にたわみの影響を受ける。このたわみの変化
が大きい場合、施工時の管理が困難となる。
②先端以外の支点への台車の適用（図―２“b”）
曲線軌条や縦断勾配への対応が必要となり、安
全性の確保に課題がある。
また、本工事の到達側ヤードは、隣接のトンネ
ル工事と共用であったが、トンネル工事が路線開
通に対するクリティカルになったことで、客先よ
り、確実な工程コントロールを厳しく要求された。
先述の問題点は、客先要求である工程に直接影
響を及ぼす要因となる。よって、この問題点を解

芳 﨑 一 也○ 吉 川 正 城

日本橋梁建設土木施工管理技士会

日本車輌製造株式会社

縦断勾配の大きな箱桁鈑桁混合橋の曲線送出し架設

２１
施工計画

図―１ 福士川第二橋
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決し、より安全かつ確実な送出し方法の提案が、
本工事の重要課題の一つとなった。

３．施工計画の見直し

図―３に、計画見直しによる送出し計画（以下、
提案計画とする。）を示す。改善点は次のとおり
である。
① P１橋脚設備計画の変更（図―３“a”）
送出し範囲の見直し等を行い、P１橋脚上に直
接送出し設備を立ち上げる構造とする。
②全支点での送出し装置採用（図―３“b”）
台車に代わり送出し装置を採用する。
以下、改善点について述べる。
�１ P１橋脚設備計画の変更
当初計画において先端の送出し装置が受けるた
わみの影響を試算したところ、最大反力２６０tf（／
主桁平均）作用時で、送出し１m（／ストローク）
当り２３mmの変化があることが分かった。これは、
mm単位で行う送出し施工時の高さ管理に対して
過大であり、施工上問題があると判断した。
たわみの影響を除くため、先端送出し装置は P
１上に配置することとした。また、送出し範囲を
見直して橋脚上に直接設備を立ち上げる構造を採
用することで、仮設備の高さを抑えた。
�２ 全支点での送出し装置採用
当初計画では、先端の送出し装置以外の支持点

に台車を用いているため、次の問題があった。
①軌条が曲線となり、ジャッキ推進による水平力
が発生するため、軌条と桁の固定が課題となる。
②縦断勾配に対する送出し架設の適用範囲は常態
で±１．５％であるが、本桁は４％と大きい。
③鈑桁上で送出し桁となる箱桁を支持するため、
軌条設備が大がかりになる。
そこで本橋の送出し架設では、台車の使用を止
め、曲線状の送出しにも対応でき、送出し時の桁
移動方向を水平にできる送出し装置を全支持点に
配置して、曲線線形と縦断勾配に対して安全性と
確実性を向上させる送出し工法とした。
送出し装置直下に必要となるベントは、先行架
設時のものを転用できるよう計画を行い、ベント
設置基数を最低限にした。

４．おわりに

実施工では、提案計画による安全性と確実性向
上により、隣接工事との緻密な工程管理を実施し、
無事施工を完了した。また、無事故無災害の施工
が評価され、中日本高速道路株式会社東京支社（工
事安全協議会）より、H２７年度優良事業所表彰を
頂いた。
今後も、安全と品質を最優先とした架設施工に
取り組んでいく所存である。

図―２ 当初計画

図―３ 提案計画
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：平成２６年度３１１地震災５９３５―A０１号

新北上大橋橋梁災害復旧工事
�２ 発 注 者：宮城県東部土木事務所
�３ 工事場所：宮城県石巻市北上町橋浦地内
�４ 工 期：平成２７年４月１日～

平成２８年１０月３１日
�５ 復旧延長：５６５．７ｍ
�６ 全 幅 員：１０．２ｍ（車道６．５ｍ、歩道２．５ｍ）
�６ 橋梁形式：２＋２＋３径間連続下路式トラス桁橋
�７ 施工範囲：歩道床版撤去工、歩道床版工、

橋梁付属物工、桟橋撤去工
国道３９８号線新北上大橋は、東日本大震災の津
波の影響で被災した橋梁で、迂回路桟橋及び仮歩
道等の応急復旧により供用されていた。本工事は、
仮歩道及び既設歩道床版を撤去し、新たに歩道用
プレキャスト床版を設置する歩道の復旧工事であ
る。震災で流出した２径間のトラス桁本体の復旧
工事も本工事と並行して別工事で行われていた。
これらの復旧工事では終日全面通行止めによる
交通規制が必要となるが、新北上大橋は主要道路
であり、また迂回路は１０km以上離れていること
から終日通行止めの交通規制を最小限に抑えると
ともに、復旧工事の早期完成が強く望まれていた。

２．現場における問題点

歩道床版工は、延長５６６ｍの既設歩道床版を撤
去し、新たなプレキャスト床版（約３t／枚×２３６枚）
を設置する作業である。以下の問題点を解決する

監理技術者

堀 江 延 幸○ 浦 野 友 希

東日本コンクリート株式会社

災害復旧工事におけるプレキャスト歩道床版の取替え

２２
施工計画

図―１ 施工前状況

図―２ 橋梁断面図
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必要があった。
①工程の短縮
別工事によるトラス桁本体の復旧工事で必要と
設定された終日通行止めの２ヶ月間を如何に有効
に使って本歩道復旧工事を進めて工程短縮を図る
かが課題となった。
②トラス桁内部から行うトラス外部の歩道作業
歩道はトラスの外部に設置された構造であるた
め、歩道床版等のクレーン作業はトラス内部から
部材の隙間を縫って行う難しい作業となる。さら
にクレーンを据え付ける車道も６．５ｍと狭いため、
機械の選定や施工方法が課題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

上記の課題に対して以下の工夫・改善を実施し
た。
①既設床版撤去等の新設床版施工前の準備作業は、
事前に夜間通行止めを行って進めた。
②トラス内部からのクレーン作業は、クレーンの
据付位置や一連の動作を図面上でシミュレーシ
ョンして１６ｔラフタークレーンを選定するとと
もに、実機による試験施工を行って必要な作業
が可能であることを確認した（図―３）。
③終日通行止め開始後は、別工事に影響しない車
道部を利用してプレキャスト床版を搬入・仮置
きした。据付位置付近に配って仮置きすること
により、据付作業の効率が上がるよう準備した。
④据付作業は、フォークリフトを使用して据付位
置直上まで運搬し、クレーンに盛り替えて据え
付けた。クレーンのブーム移動回数を減らすこ
とで施工スピードの向上を図った（図―４）。
⑤据付時の床版の固定については、現場溶接から
ボルト締めへ変更して簡素化を図った。
⑥地覆は当初現場打ちコンクリートであったが、
床版と一体化したプレキャスト製品とした。
以上の工夫と改善により、安全に施工すること
ができ、また予定していた２ヶ月間での据付を、
２週間程度短縮して完了することができた。

４．おわりに

本工事は、予定されていた通行止め期間を守り、
余裕を持って円滑に行うことができた。また、長
い間、通行することができなかった歩道について
も早期開通へと繋げることができた。震災で失っ
た物をすべて取り戻すことはできないが、少しで
も復興の役に立てれば幸いである。

図―３ 実機による事前確認

図―４ 床版据付状況

図―５ 施工完了全景
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１．はじめに

工事概要
愛知県の海部南部地域における東西の幹線道路
は国道１号のみであり、渋滞が日常化している。
東西軸の交通改善に県道弥富名古屋線は弥富市内
と名古屋を結ぶ重要な路線であるが、弥富市と蟹
江町を結ぶ一部区間が未着手となっていた。また、
本路線は JR関西線と近鉄名古屋線に挟まれた地
域に位置しており、地域内の道路は生活道路のみ
で、鉄道へのアクセス等の利便性が低かった。
本橋は県道弥富名古屋線で JR関西線に隣接し、
市江川を渡る橋梁として計画された。
�１ 工 事 名：道路改良事業 県道弥富名古屋線

市江橋上部工事
�２ 発 注 者：愛知県
�３ 工事場所：弥富市鎌倉町地内始め
�４ 工 期：平成２７年７月１５日～

平成２８年１０月３１日

２．現場における問題点

２―１ 鉄道近接作業
JR 関西線と近接しており、クレーン作業時に
旋回制限、列車通過時の作業中止等の制限があっ
た。
２―２ 軟弱地盤
田園地域であり、地盤が軟弱であった。

２―３ 斜角を有する桁
架設は送出し工法で行ったが、橋台パラペット
が後施工であるため鉄筋が突出しており、また、
桁、橋台に６０度の斜角があり、橋台部橋軸直角方
向に十分な降下設備の組立スペースが確保できな
かった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 鉄道近接作業
本工事において、クレーン作業を伴う作業は近
接工事の対象とし、有資格者を配置するとともに
作業時の対策を行った。
①強風時のクレーン作業中止基準について、標準
では１０分間の平均風速が１０m/sec であるが、７
m/sec 以上と厳格化して管理した。

現場代理人・監理技術者

平 田 圭 介○ 安 江 克 泰

日本橋梁建設土木施工管理技士会

高田機工株式会社

JR 近接における斜橋の送出し架設

２３
施工計画

図―１ 架設後全景
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②重量物である主桁の架設時は、JR側に旋回を
行わないように作業範囲を制限した。

３―２ 軟弱地盤
①地耐力確認のため、平板載荷試験を実施した。
結果、必要地耐力が得られなかったため、地盤
改良が必要となった。道路用地の脇は田園であ
るため、セメント系固化剤を用いた改良ができ
なかった。置換工（岩砕＋敷砂利、置換厚６００
mm）と敷鉄板の設置で対応した。

②工事施工に併せて、軌道の変位計測を行った。
任意点４点について、施工前・施工中・施工後
に定点観測を実施し、変位がないことを確認し
た。

３―３ 斜角を有する桁
本橋は斜角６０度を有した２主桁の単純箱桁の送
出し架設であり、送出し時に反力差が生じる。送
出し時の反力を管理し桁や仮設材の変形を防止し
た。
また、橋台はパラペットが未施工で鉄筋が突出
していたため、構台を拡幅して送出し装置と盛替
えジャッキを配置した。橋台背面部にサンドルを
設置して仮支持を行った。

４．おわりに

本橋梁は、海部南部地域の慢性的な渋滞緩和と
交通アクセス向上に重要な役割を担っている。
工事の施工にあたり、ご指導いただいた愛知県
海部建設事務所の皆様をはじめ、関係者の皆様に
厚くお礼申し上げます。

図―２ 主桁組立状況

図―３ 置換工法による地盤改良

図―４ 橋台上の作業構台
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：多伎朝山道路 朝山第１高架橋鋼

上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省 中国地方整備局
�３ 工事場所：島根県大田市朝山町仙山地内
�４ 工 期：平成２７年１月９日～

平成２８年２月２６日
一般国道９号多伎・朝山道路は交通事故の多い
「仙山峠」の迂回路として出雲市多伎町から大田
市朝山町までの約９kmの区間を繋ぐもので、本
橋梁はその一部区間を形成する３径間連続合成２
主鈑桁橋（図―１）である。床版は工期を短縮し、
安全に施工できる I形鋼格子床版（少数主桁用縦
置き構造）を使用していることから、床版内への
雨水浸入を防ぐことが重要であり、中間支点での
ひび割れを抑制する必要があった。

２．現場における問題点

２―１ 桁架設工
I 形鋼格子床版は配力筋に相当する I形鋼を格
子状に配置する構造で、床版パネルは橋軸方向に
約１１mと長いため、架設時の桁のキャンバー誤
差を少なくする管理が課題であった。
２―２ 床版架設工
I 形鋼格子床版は桁との固定金具が無いため、
施工性は良いが出来形管理に配慮が必要であった。
形状については寸法管理が出来ないため、横桁設
置部の高さ調整部材と横桁天端が密着しているか
が品質上課題であった。また、平面線形がR＝９５０
で横断勾配が３．０％であったため、架設方向を横
断勾配の低い方から隙間の無いように架設し、底
板重なり部からの漏水やコンクリートのノロ漏れ
を防止することが課題であった。
２―３ 鉄筋組立工
床版の鉄筋は、主桁間の I形鋼格子床版上筋及
び張出部のRC床版側の組立となる。パネル組立
筋の上面に配力筋を設置し、張出床版側から配置
する上面配力筋の曲げ加工部が、主部材である I
形鋼及び底鋼板と干渉するため、組立時の鉄筋間
隔の精度確保が課題であった。
２―４ コンクリート打設
I 形鋼格子床版は底鋼板パネルと現場で設置す
る鉄筋で囲まれた狭隘部が多いため、コンクリー

現場代理人

藤 井 一 也○

監理技術者

日 置 末 男
担当技術者

日下部 和 弘

日本橋梁建設土木施工管理技士会

瀧上工業株式会社

Ｉ形鋼格子床版の特徴に配慮した施工の工夫

２４
施工計画

図―１ 朝山高架橋全景
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ト打設時において締固め方法が課題であった。
２―５ コンクリート養生
床版コンクリートは表面積が大きく乾燥収縮が
生じやすいことから、施工時の初期ひび割れを抑
制する養生方法が課題であった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ 桁架設工
桁の架設に使用するベントは１基しか無く、架
設完了後のキャンバー調整が困難であるため、地
組立時のキャンバー誤差を３mm以内として厳し
く管理することとした。
地組立時の多点支持キャンバー誤差を３mm以
下に抑えることにより、支点支持後の桁のそり精
度を概ね５mm以内に確保することができた。さ
らに、G１、G２間の高さの相対誤差も５mm以
下となり、当初計画の規格値を守れた。
３―２ 床版架設工
I 形鋼格子床版は３格点間に跨がって設置され
る構造（図―２）であったが、支点支持後の桁の
キャンバーを厳しく管理することにより、床版パ
ネルを精度よく設置することができた。さらに、
床版パネル設置後の形状管理は、横桁上の支持金
具の隙間確認を全数行うことでコンクリート打設
後の出来形精度の確保及びコンクリート打設時の
漏水やノロ漏れを防止できた。

図―２ 床版架設状況

３―３ 鉄筋組立工
I 形鋼格子床版の主部材である I形鋼と上面配
力筋の曲げ加工部分の寸法が同じため、鉄筋加工
に施工誤差があり、底鋼板と干渉する箇所（図―
３）があった。また、曲げ加工部が I形鋼と干渉
し、結束線で固縛しても完全に密着できない箇所
があった。そのため、床版厚さを＋５mmで管理
する工夫で上面配力筋のかぶり厚さを許容値内に

確保した。
今後は、誤差吸収のできる余裕代を設けた鉄筋
の曲げ加工計画をすべきと感じた。

図―３ 配筋詳細

３―４ コンクリート打設
I 形鋼格子床版の底鋼板が１．６mmと薄いため、
コンクリート打設時の高周波バイブレーターが、
接触しないように、バイブレーターの所定深さ位
置にマーキングを施し、注意を払った。本床版は
主部材各所に狭隘部があるため、コンクリート打
設時の締固めにわずかな隙間にも挿入できる高性
能細径バイブレーターを使用し、密実なコンク
リートとした。
３―５ コンクリート養生
床版コンクリートの乾燥収縮による初期ひび割
れを抑制すべく、コンクリートの水和反応を充分
促進するため、湿潤養生を通常より約３週間長い
期間確保した。床版コンクリートの養生には保温
性・保湿性に優れたQマットを使用し、コンク
リート表面と内部の温度差を少なくすることで温
度ひび割れを防止した。圧縮強度試験結果は、標
準養生供試体と現場空中供試体を比較した結果、
同様な値が得られたことから、品質の良いコンク
リートを施工出来たと考える。

４．おわりに

一般国道９号は急カーブが多く、上り下りの激
しい道路で、これの代替えとなる路線も無いため、
地域の方の日常生活、経済活動に多大な支障をき
たしている。このような状況を改善するため計画
されたのが多伎・朝山道路である。朝山第一高架
橋の施工は地元の方の高い関心の中、無事完成す
ることができた。本工事においてご指導を賜りま
した関係方々に御礼を申し上げます。
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：福岡２０８号 徳益高架橋上部工（P

４６―P５３）工事
�２ 発 注 者：国土交通省九州地方整備局福岡国

道事務所
�３ 工事場所：福岡県柳川市三橋町蒲船津地内
�４ 工 期：平成２６年９月２５日～

平成２７年１２月１５日

徳益高架橋は、有明海沿岸道路事業の一貫で、
一般国道２０８号の交通緩和を目的に計画された地
域高規格道路の一部である。本工事は、徳益高架
橋のうち P４６橋脚から P５３橋脚までの橋梁上部工
事（図―１）である。架設地点は上空に送電線が
あり、側道上下線に挟まれている。さらに、２つ
の交差点を跨ぐ架設工事である。工事の大半が一
般道の近接作業であったため、一般通行車両の安

全確保と沿線住民の方々の生活環境への配慮が課
題であった。

２．現場における問題点

本工事を施工するにあたり、次の点が課題とな
った。
２―１．上空送電線の離隔距離の確保
２―２．交差点上の規制時間を最小限にする架設
２―３．道路近接での安全に配慮した架設

３．工夫・改善点と適用結果

これらの課題点についての対策の詳細を以下に
記述する。
３―１．上空送電線の離隔距離の確保について
P４６―P４７径間上を送電線（６６，０００V）が横断し
ており、主桁架設時に最も接近する可能性のある
クレーンブームとの離隔距離（４m以上）を確
保する必要があった。このため、あらかじめ桁架
設前に送電線高さを計測しておき、その計測結果
を架設用クレーンのシステム設定に反映させ、
ブーム可動高さを機械的に制限した。さらに、架
設時の離隔距離管理として、クレーン先端にプリ
ズムを設置し、トータルステーションによりブー
ム高さの計測を行った。具体的な計測方法は、測
量機器の自動追尾機能を使用して、ブーム高さの
リアルタイム計測を行った。この結果、送電線と
クレーンブームとの離隔距離を確保していること
を常に確認しながら、安全に架設作業を行う事が

現場代理人

高 橋 佑 輔○

監理技術者

伊 藤 竜 也
担当技術者

吉 田 健 一

日本橋梁建設土木施工管理技士会

瀧上工業株式会社

送電線による上空制限下での架設と交通対策の工夫

２５
施工計画

図―１ 徳益高架橋（P４６―P５３）全景
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できた。
３―２．交差点上の架設について
県道上の架設にあたり、県道（上り線）の右折
レーン終日閉鎖と県道（下り線）の右折レーン幅
員減少および夜間交通規制を行う必要があった。
通行止め規制に対しては、周辺住民と道路ユー
ザーへの影響が最小限になるように、以下の要領
で規制を行った。
�１ 交通規制要領
夜間通行止め規制は、徳益交差点より県道（下
り線）を最大１．２kmの通行止め規制を行う必要
があった。そのため、施工範囲に応じた交通規制
（図―２）となるように６パターンの規制を実施
した。また、迂回路に対しては、大型車両と一般
車両に対しての看板を設置した。

図―２ 夜間交通規制状況

�２ 夜間施工日数の削減
① 桁架設作業では、架設班と足場班に分かれた
２パーティ作業をすることで足場にかかる日数
を削減した。また、足場設置に対しては、朝顔
の面組を日中に行うことで、夜間足場設置の効
率化を図った。
② 交差点上の架設作業は限られた時間内での作
業となるため、作業の手間取りによる夜間日数
を増加させないように、日中に架設桁の地組立
を行った。
③ 交差点上の架設は、落とし込み架設となるた
め、事前に落とし込みブロックのスパン長が確
保されているか計測するとともに、先行架設ブ
ロックとの主桁添接部の仕口を合わせるため主
桁先端部の高さを調整した。架設時には、スラ
イドジャッキを各主桁にセットしておき、主桁

連結時の微調整を行った。
これらの工夫により、当初夜間施工日数４０日間
を予定していたが、２９日間まで削減することがで
きた。
３―３．道路近接での架設について
当初案では交差点の歩道位置にベントを設置す
る計画であったが、県道上の一般車両の視界の確
保の妨げにならないように、歩道部を避けてヤー
ド内にベントを設置するように変更して、一般車
両交通に配慮した。また、県道下り線側の右折帯
は商業施設の進入に配慮して、閉鎖せずベントを
設置する工夫をした。具体的には桁の受梁となる
上部H鋼を県道側に張り出した形状（図―３）と
し通行帯を確保した。このとき、桁架設時のベン
ト転倒に対する安全性を確保するため、張り出し
部の反対側にコンクリートブロックを積載してカ
ウンターウェイトとして機能させ、転倒防止措置
を実施した。

４．おわりに

交通規制では、協力業者との工程打合せを密に
行い、作業範囲に応じた交通規制を実施した。
商業施設及び沿線住民の方々へは、交通規制の
チラシを個別に配布して、交通規制だけでなく工
事に対するご意見を頂く事とした。そのため、夜
間作業の多い工事ではあったが、沿線の住民から
の苦情もなく完工する事ができた。
本工事においてご指導を賜りました関係方々に
御礼を申し上げます。

図―３ 上部受梁張出ベント
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１．はじめに

紀北西道路岩出 IC Dランプ橋上部工事は、紀
北西道路のうち岩出根来 ICの下りオフランプの
橋梁であり、最小半径５０mの平面線形を有する
連続箱桁橋である。
工事概要
�１ 工 事 名：紀北西道路岩出 IC Dランプ橋上

部工事
�２ 発 注 者：国土交通省 近畿地方整備局
�３ 工事場所：和歌山県岩出市根来地先
�４ 工 期：２０１４年５月８日～２０１５年６月３０日
�５ 橋梁形式：鋼５径間連続非合成箱桁橋
�６ 橋 長：１９０．０m
�７ 支 間 長：３９．０m＋１９．０m＋３９．０m＋３９．０m

＋５４．０m
�８ 平面線形：A＝４５m、R＝５０m、A＝５０m、

R＝８００m
�９ 工事範囲：桁架設、床版、壁高欄、付属物

２．現場における問題点

�１ 鋼桁の平面出来形
本橋の架設工法は、５５０t 吊オールテレンクレー
ンを用いたトラッククレーンベント工法で、架設
上の最大の課題は曲線橋の平面出来形の管理であ
った。
鋼橋架設における橋桁の平面出来形管理は、架
設時に支点間ごとに桁中心をトランシット等で視
準し、架設するブロックの先端において桁中心と
視準線とのズレを管理する手法が一般的に用いら
れる。
しかしながら、本橋は平面線形が最小でR＝５０
mのため、支点間を結ぶ視準線は桁ブロックか
ら飛び出した位置となるため、一般的な管理方法
の適用が困難であった。
�２ キャンバー管理の問題点
工事概要に示すとおり、本橋は不等径間の１主
桁連続箱桁橋であり、鋼桁架設時のキャンバー管
理には次の問題点があった。
①他工事との施工ヤードの調整により、架設順序
はA１からA２への一方通行で限定された。
②ヤード調整により、ベント設備は図―２に示す
位置に限定された。なお、P４～A２は先述の
洞尾川があり、A２と洞尾川の間は山斜面のた
め、最大支間長の径間に P４直近とA２直近の
２基しかベントを設置できなかった。

現場代理人

真 嶋 敬 太

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社駒井ハルテック

曲線（R＝５０m）を有するランプ橋の施工

２６
施工計画

図―１ 橋梁平面図
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③他工事との工程調整により、A１～P３のベン
ト設備は鋼桁が P３に到達した時点で解放しな
ければならなかった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 架設時の平面出来形管理手法
本工事における曲線橋の平面出来形の管理につ
いて、以下の工夫を実施した。
①架設時にトランシットの視準線と桁位置を比較
するために、長尺定規を改良して直接的かつ数
値により通りを管理した。この時、架設ブロッ
クの先端は連結板等が支障となったため、先端
部に近い格点部に定規を設置した（図―５）。
②仮組形状の正確な再現のために、仮組立時の
データを管理値として、上下フランジの端部で
ジョイントの隙間を計測管理した。
③各径間の架設完了ごとにトータルステーション
により支点と格点の座標を計測し、平面形状の
出来形確認を行った。
なお、架設中は各支点部に水平ジャッキ、ベン
ト部にはレバーブロックを設置し、随時平面線形
を調整しながら架設を進めた。
以上の管理手法により、鋼桁の平面出来形は、
規格値３１mmに対して６mmの誤差（P４～A２
支間部）であり、国交省の規格値を充分満足する
ことができた。また、格点位置の座標計測結果の
誤差は１０mm以下であり、設計通りの平面線形を
実現することができた。
本工事では、鋼桁架設における出来形管理の社
内管理値を国交省規格値の８０％に設定していたが、
支間長・全長を含む全ての平面出来形において社

内管理値の５０％以内（国交省規格値の４０％以内）
とすることできた。
�２ キャンバー管理の工夫
キャンバー管理には以下の工夫を実施した。
①A１～P３の高力ボルト本締めを先行し、ベン
ト設備を解放しても P３～A２のキャンバーに
大きく影響しないことを立体骨組解析により検
証した。
② P４～A２のベント不足に対しては、まず、ベ
ント設備を可能な限り支間部に設置できるよう
にヤードを改造し、P４直近のジョイント仕口
を可能な限り上向きに調整した。
キャンバー出来形の結果としては、全体として
十分に規格値を満足することができた。P４～A
２径間は想定した通り下がり傾向となったが、社
内管理値±４１mmに対して―３４mmに収めること
ができた。

４．おわりに

紀北西道路は、本工事を含む根来岩出 ICまで
が平成２７年和歌山国体に合わせて２０１５年９月に無
事供用が開始された。
本工事は、本稿記載の施工上の工夫などが高く
評価され、事務所長表彰をいただくことができた。
最後に、国土交通省の担当者をはじめとする関
係者各位に、この場を借りて感謝の言葉を述べさ
せていただきます。

図―２ 架設計画側面図

図―３ 通り視準用定規
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１．はじめに

本工事は、５年に１回の第３種陸上競技場の公
認検定に伴う改修工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：上野総合公園陸上競技場改修工事
�２ 発 注 者：庄原市
�３ 工事場所：広島県庄原市新庄町地内
�４ 工 期：平成２８年７月４日～

平成２８年９月３０日
工事内容：舗装版切断 ４００ｍ

複合弾性舗装切削 ３７１m２

コンクリートはつり ４８m２

ウレタン舗装 ４９１m２

ラインマーク ３，９７９ｍ
高圧洗浄 ８，３３０m２

２．現場における問題点

本工事は、上記規模の陸上競技場改修工事に係
る標準施工日数５０日に対して、受注時点では陸上
競技場の利用計画により８月１日～９月１５日迄の
暦日数４６日、施工可能日数３４日となり、天候を考
慮した実際施工可能日数２９日という厳しい中で、
工程管理を進めていく必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

１）労務管理の工夫

工期短縮の基本は人間関係が重要と考え、作業
員とのコミュニケーションの向上と、明るく楽し
い現場づくりが必要と考え、次の事を実施した。
まず、朝の体操を気分転換に、通常のラジオ体
操第１から津軽弁・津軽三味線のラジオ体操と
ユーモアのある物に替えた。これにより職場の雰
囲気が良くなり、笑顔で作業を行う気質が出来た。
現場代理人と主任技術者とが半日ずつ現場に出て、
作業員と一緒の空間を共有した。この事により作
業員との会話の中からアイデアが多く出る様にな
り、工期短縮に寄与した。
２）コンクリートはつり作業の工期短縮
コンクリートはつり作業は複合弾性舗装の前段
階であり、この作業をいかに早く終わらせるかに
よって工期短縮が出来るかどうかに掛っている。
その対策として、はつり部分の中央にカッターで
溝を掘り、応力の逃げ道をつくり（図―１）、且つ
電動はつり機のノミのクサビ作用を利用する事を
容易にした事で４日短縮できた。

主任技術者

松 田 和 位○

現場代理人

黒 谷 武 晴

株式会社大歳組

第３種陸上競技場改修工事での創意工夫について

２７
工程管理

図―１ カッターでの溝掘り状況
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３）発電機の変更
当初、切削機械用発電機は切削機械６台を養う

２５KVAを予定していたが、切削機械８台に変更
するため４５KVAビックタンク（図―２）に変更
した。これにより切削機械８台を使用可能になり、
２台タンデムで切削作業を施工した。短縮日数は
６日である。

４）作業効率低下防止（熱中症対策）
工事期間（特に８月）の気温は高く、３０℃から
最高３５．９℃まで上がり、ウレタン表面温度は４５℃
に上昇することもあった。これに伴い熱中症対策
が必要になり、下記の対策を実行して疾病休業者
なしの効果を得た（図―３）。
・大型扇風機２台 ・冷却スプレーと冷感タオル
・移動テント

５）高圧洗浄作業の工期短縮
高圧洗浄面積８，３３０m２を洗浄するにあたり、当
初は１０気圧の機械を４台、作業日数４日を計画し
ていたが、予想以上に現状の汚れがひどく、途中
工程で１４日掛ることが確定になり、機械を３０気圧
２台、１０気圧２台に変更した。この事により８日
で終り６日短縮が出来た。

４．おわりに

今回の工事は極端に工期が短い工事であった。
しかも、９月に入ると秋雨前線の影響を受け作業
可能日が１０日と短い条件ではあったが、全体で休
日出勤２日、残業２日に収められた。これも現場
の人たちの協力により全工程が能率よく楽しく出
来た賜物と思う（図―４）。
何より全工程が無事故・無災害で終わり作業員
から『もう一度このメンバーで仕事をしたいです
ね。』と言われた時は、やって良かったと思いま
した。
最後に管理者から感謝状（図―５）を頂き、関
係各位に感謝申し上げます。

図―２ ４５KVAビックタンク発電機

休憩所風景

移動テント

図―３ 熱中症対策

図―４ 完成写真

図―５ 感謝状
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１．はじめに

当工事は、諏訪湖における新たな浄化工法とし
て湖内へ流入する栄養塩類低減を図るため流入量
最大の上川河口に沈澱ピットを設置する工事であ
る。

工事概要
�１ 工 事 名：河川環境整備工事（一）諏訪湖３工

区
�２ 発 注 者：長野県諏訪建設事務所
�３ 工事場所：（一）諏訪湖 諏訪湖管内一円

諏訪湖３工区
�４ 工 期：平成２７年９月２日～

平成２８年２月２９日

２．現場における問題点

関係機関協議会の席で上川に産卵のため遡上す
る公魚のため１１月下旬までに諏訪湖内作業を終了
させてほしいとの要望があり、当初１２月中旬を予
定していたため掘削作業の工程短縮が問題となっ
た。さらに９月上旬には、諏訪湖新作花火大会が
開催され仮設工等の準備（仮設道、係留施設）も
早期に施工できなかった。

３．工夫・改善点と適用結果

工程短縮の掘削時の工夫として、情報化施工（３
Dマシンガイダンス）を実施した。従来の方法は、

日々の施工範囲に竹竿等で目印を設置し、掘削機
械のバケットアームに深さの目印を付けオペレー
ターの感覚により掘削し、水面からスタッフ等で
深さを確認したので施工範囲の位置出し、掘削出
来形の確認に多くの時間を使用した。３Dマシン
ガイダンスは、バックホウにGPS測量機器を設
置し、バックホウの現在位置のXYZ座標を取得
させ、あらかじめ設計に基づき作成した３次元
データ（図―１）にバックホウの現在位置（高さ、
向き、設計値に対する差等をリアルタイムに表示
させて施工した。掘削完了部分はモニター上で色
塗り（図―２）されるため未施工部分が瞬時に把
握できた。
これにより、従来の施工範囲の位置出し、出来
形確認等の時間が無くなり、掘削作業時間に回す
ことができた。また精度の面でも水中で目視確認
ができなかったものがモニター上ではっきり確認
でき、監督員への施工状況報告、段階確認等（図
―３）において有用なものとなった。
土運搬、揚土時の工夫として、揚土用機械の変
更、揚土ヤードの区画分け、土運搬船と引き船の
増設を行った。当初設計は、揚土用機械BH０．８

小尾口 仁 志

長野県土木施工管理技士会

庫昌土建株式会社

沈澱ピット掘削における工期短縮について

２８
工程管理

図―１ ３次元データ 図―２ モニター図
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m３級であり、作業半径約１０mのため土運船の土
砂全体に届かず半分揚土した後、土運船を反転し
残り半分を揚土しなければならなかったので、５０
t クローラークレーンにクラムシェルを取り付け、
作業半径を１８m確保し土運船の掘削土を一度に
揚土できるようにした（図―４）。また土運船、引
き船も２隻に増設し、掘削揚土作業の待ち時間も
短縮した。さらに揚土ヤードを２箇所設置し（掘
削土の粒度分布が礫分１％砂分９２％シルト粘土分
７％で水はけが良く１日集積すれば搬出できる状
態となったため片方の集積ヤードで搬出作業がで
きる）、搬出作業と揚土作業が重ならない様工夫
した（図―５）。その結果、揚土ヤード集積も容易
になり、作業効率の向上と、２０日間の工期短縮が
でき、漁協からの要望に応えられた。

４．おわりに

３Dマシンガイダンスを使用しての感想
施工開始前（毎日）に測量成果の基準点に基づ
き、施工機械の現在地（今回バケットセンター刃
先位置）と合っているかXYZ座標を確認する必
要がある。
人工衛星が１箇所に集中するとエラーがでやす
い。今回は、インターネットで衛星飛来予測（都
道府県別）を参考にその日の衛星の状態を確認し
た。現場では、８～１０基を受信したが、６基以下
の場所では使用できないと思われる。
３次元設計データがモニター上にあるため、設
計値との差が瞬時に把握でき、現場を止めて確認
する必要がなくなった。従来の丁張り間の中間部
は、感覚により合わせていた部分があったが、ど
の場所でも（特に目視できない水中等）正確な掘
削が行え、作業効率も上がる。現場の作業員の感
想も好評であった。掘削ラインにバッケットがど
のような角度で接しているか初心者でもわかり、
熟練者は作業性の向上になると絶賛していた。
費用の面では、丁張り等の費用（今回交通船で
毎日設置がいらなかった）工程短縮時間分費用を
比較するとほぼ従来施工と変わらなかった。（今
回の３Dマシンガイダンスはリース品使用）
次回工事で土工事等の複雑なカーブ、法面等の
施工に使用したい。

図―３ 監督員立会

図―４ 作業半径比較

図―５ 集積ヤード
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：東北中央自動車道

布川大橋上部工工事
�２ 発 注 者：国土交通省東北地方整備局
�３ 工事場所：福島県伊達市月舘町布川地内
�４ 工 期：平成２７年１１月１０日～

平成２８年１２月２６日
�５ 構造形式：PC６径間連結コンポ桁

（プレキャストセグメント工法）
�６ 橋 長：２０３．０ｍ
�７ 支 間 長：３２．１５ｍ＋４＠３２．９ｍ＋３２．１５ｍ
�８ 全 幅 員：１２．７９ｍ
�９ 架設工法：架設桁架設工法
本工事は、福島県相馬市の［常磐自動車道］と
福島市の［東北縦貫自動車道］を結ぶ復興支援道
路［相馬福島道路］の橋梁工事である。本報告で
は、高耐久 PC橋仕様の本橋において、床版の冬
期施工を回避するために実施した施工方法の工夫
について述べる。

２．現場における問題点

主桁の組立及び架設は、Ａ１橋台背面にてセグ
メント桁を取卸して接合し、組み立てた主桁を送
り出して架設する標準的な施工方法が計画されて
いた。２径間目以降の主桁は、架設済みの主桁上

に軌条を設置して順次送り出していく方法である。
この方法の場合の床版施工は、すべての主桁架設
が完了し、主桁上に設置した軌条を撤去した後に
開始することとなる。主桁の送り出し状況を図―
１に、当初計画の工程表を図―２に示す。

支承の塗装が高耐久仕様へ変更されることとな
り、支承の納期延期に伴って主桁組立及び架設開
始時期も延期となり、床版コンクリートの施工を
冬期に行わなければならなくなった。断面が薄く

監理技術者

宮 澤 寿

東日本コンクリート株式会社

冬期の床版コンクリート施工を回避するために

２９
工程管理

図―１ 主桁送り出し状況

図―２ 当初計画工程表
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面積の広い床版コンクリートを冬期に施工する場
合は、養生上屋等の設備が必要となるほか、その
設置期間や稼働率の低下により３ヶ月程度の施工
期間の延長が見込まれた。また、所定の品質を確
保するための養生コスト及び養生期間が工事に過
大な影響を及ぼすことが想定された。変更工程表
を図―３に示す。

３．工夫・改善点と適用結果

工程を短縮して床版の冬期施工を回避するため、
主桁架設工事と床版コンクリート工事を同時に施
工できないか検討した。検討の結果、６径間の内
４径間は起点Ａ１側よりＡ２側へ向かって順次主
桁の移動架設を行い、残りの２径間はセグメント
桁の取下ろし及び荷上げをＰ４付近に設置した
１６０ｔクレーンにて行うこととした。先行施工の
４径間架設完了後に主桁送り出し軌条を撤去する
ことにより、Ａ１側からの床版施工と残り２径間
の主桁架設の同時施工が可能となる。セグメント
桁の取下ろし中は県道の通行止めが必要となるた
め、現場内に迂回路を設置し第３者への影響を最
小限に抑えた。同時施工の工程表を図―４に、変
更後の施工方法を図―５、図―６、図―７に示す。 施工方法の工夫により、床版施工は若干１２月に

残ったものの本格的な冬期施工を回避できた。

４．おわりに

これまで供用道路を跨ぐ橋梁工事は安全対策に
時間と労力を要するため大変だという思いしかな
かった。しかし、「逆にその条件をうまく利用す
ることで問題が解決できることもある」というこ
とを学んだ。

図―３ 変更工程表

図―４ 同時施工工程表

図―５ 主桁架設計画図（P４―P５）

図―６ セグメント桁吊り上げ状況

図―７ セグメント桁取下ろし状況
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１．はじめに

当現場は、女川町内における国道３９８号を復興
道路として新設するポストテンション方式 PC単
純バルブT桁橋（プレキャストセグメント工法
N＝７本）を、架設桁架設による工法で施工する
ものである。
以下に工事概要を示す。
�１ 工 事 名：（仮）女川橋上部工工事
�２ 発 注 者：宮城県東部土木事務所
�３ 工事場所：宮城県牡鹿郡女川町女川浜地内
�４ 工 期：平成２７年４月１日～

平成２８年１２月１６日

２．現場における問題点

主桁製作～架設～工事完了までの期間は約半年
程度で完了できる程度であったが、先行作業して
いた他業者の下部工及びそのあとに施工する他業
者の護岸工築造の工期が遅延気味（平成２８年７月
完了）だった。しかし女川町の復興事業全体とし
て当該女川橋の施工完了が今後の工程へ影響する
という事で、竣工日（平成２８年１２月１６日）までに
確実に終わらせる施工方法を考えておく必要があ
った。

３．工夫・改善点と適用結果

施工工程（表―１）について、下部工・護岸工

が施工中で現場乗り込みが出来ないため、先行し
て出来る施工方法について検討を行った。
１つ目は主桁製作工を先行して製作し、現場内
にセグメントブロックを仮置きしておくこと。
２つ目は架設方法の検討及びこれに伴う盛り土
高さの変更の提案である。
①現場内へのセグメントブロック仮置き
現場乗り込み前にセグメントブロックを仮置き
することにより主桁製作工を２か月ほど早めた。
仮置きする場所に関して現場付近は今後の復興事
業における準備用地があったが、地権者の把握、
交渉など受注者側だけでは賄いきれない部分があ
ったため、発注者監督員に協力をお願いし用地の
確保に努めた。
セグメントブロックを製作して現場付近に仮置
きするにあたり、下部工アンカー孔の位置・深
さ・胸壁位置確認は必須となるので、下部工の胸
壁完了を待って、現地測量を行った。そして必要
とされる寸法の確認を行った後、主桁製作に取り

監理技術者

齋 藤 鉄 雄

東日本コンクリート株式会社

工事完了時期を見据えた工程短縮の工夫

３０
工程管理

表―１ 工程表
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掛かった。特に注意したのは、セグメントブロッ
クの仮置き期間が数か月以上に渡ることだった。
このためセグメントから露出している鉄筋に、
あらかじめ「水性エポキシ樹脂一液性鉄筋長期防
錆剤」を塗布し防錆対策を行った。
②架設方法の検討及び盛り土高さの変更
当初計画図（図―１、２）による架設は架設桁
架設＋門構架設による方法であったが、あくまで
条件は胸壁天端と地盤高さがほぼフラットな状態
であった。ただし、当該施工場所の高さは現状国
道との高低差が７mほどあり登坂勾配も９％ほ
どあった。そのため、登坂に対する配慮や、フラ
ットな作業エリアの確保が課題となった。
このため、盛土高さを計画より３．０m低く施工
し、登坂勾配を９．０％から６．４％に低減（図―３）
するとともにフラットな作業エリアの確保を提言
した。

また、盛り土高さの変更により、胸壁天端高よ
り３．０mほど低くなった地盤に関しては架設架台
の設置（図―４）により対応することにした。具
体的には当初予定通り架設桁架設＋門構は変えず、
胸壁背面に強固な架台を設けることにより高さの
違いを解消し予定通り約１か月で架設作業を終了
することが出来た。なお、架設場所は工事車両の
出入りの関係から、A１方からA２方に変更した。

４．おわりに

今回の工事に関して、工期の設定が約１年半と
非常に長く施工条件がどうなるかも分からない状
態であった。そこで発注者と他業者も含めた打ち
合わせを積極的に行い、乗り込み時期の確定や現
場引き渡し時の現場状況の把握に努め、当工事の
完了時期を見越した協力などにも積極的に関与し
た。特に、発注者へは計画図を作成し、丁寧に理
由や趣旨を説明するなどコミュニケーションを十
分に行ったことが、良い結果につながったと改め
て感じています。

図―１ 架設計画側面図（当初）

図―２ 架設計画図平面図（当初）

図―３ 盛土高さ及び登坂勾配の改善

図―４ 架設架台の設置
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：多岐朝山道路口田儀第２トンネル

工事
�２ 発 注 者：国土交通省 中国地方整備局
�３ 工事場所：島根県出雲市多伎町口田儀地内
�４ 工 期：平成２６年１月２３日～

平成２８年６月３０日

２．現場における問題点

本工事において、コンクリートの品質・耐久性
を向上させる為に、以下について実施を行った。
�１ 覆工コンクリートの品質
コンクリートのひび割れ抵抗性の増大、型枠へ
の付着を防止する為、型枠の脱型はコンクリート
の脱型強度５N/mm２以上を積算温度測定システム
から推定し、加温養生型枠を使用してコンクリー
トの初期養生を行った後、脱型を行った（図―１）。

トンネル掘削中（６月～９月）のコンクリート
の打設では、養生時間は２０時間で５N/mm２以上と
なりコンクリート温度は計画通りの結果となり、
予定通り脱型を行った。しかし、トンネル貫通後
（１０月～４月）は風が抜ける様になり、最低気温
も０度を下回る日があった。その為、コンクリー
ト温度の上昇が悪くなり、目標強度に到達するた
めに２２～２３時間要するようになり、脱型時期が遅
れ作業に支障が出ることがあった。また、本トン
ネルは下り２．２％の勾配の為、コンクリート打設
時にブリーディング水が妻側（終点側）にたまり
やすく、型枠脱型後には、ラップ側（起点側）に
は剥離が見られなかったが、妻側には剥離する箇
所が見られた。
�２ インバートコンクリートの品質
本工事では、トンネル掘削時に突発的な湧水が
度々あり、インバート掘削時にも湧水が大量に発
生することがあった（図―２）。

近 土 輝 昌

岡山県土木施工管理技士会
アイサワ工業株式会社

コンクリートの品質・耐久性の向上について

３１
品質管理

図―１ セントル仕様 図―２ インバート床付時の湧水
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そのため、コンクリート打設時に湧水がコンク
リートに流入する事によってコンクリートの品質
が低下する懸念があった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 覆工コンクリートの品質
貫通後のコンクリートの初期養生温度・湿度を
確保するため、終点側に遮風シートを設置した。
シート台車が終点側に到達時には、起点側に遮風
シートを設置して防風対策を行った（図―３）。
ブリーディング水を排出することで密実なコン
クリートを構築する事を目的として下記（ⅰ～
ⅲ）を実施した。
�ⅰ 妻型枠の隙間を広げて（２㎝）ブリーディン
グ水の排出を行う。

�ⅱ 型枠バイブレータを使用する。
�ⅲ ノロの発生を抑制する為に、バイブレータの
締固め時間を短くする。
上記を実施した結果、（ⅰ～ⅱ）は効果があっ
たが、�ⅲは効果が見られなかった。今回行った対
策ではコンクリートか剥離した箇所は何カ所か見
られたが、かなり改善されたと思われる。また、
竣工時には覆工コンクリートに０．２㎜以上のひび
割れは見られなかった。
遮風シートを現場にて制作したが、時間・費用
が思った以上に掛かってしまった為、専門業者に
依頼した方が良かったと思われる。

�２ インバートコンクリートの品質
本トンネルは下り２．２％の勾配の為、掘削時に

発生した湧水や、起点側から流れてきた湧水で掘
削箇所に湧水が滞留してしまった。その為、イン
バート掘削時に湧水量が多い箇所は、地下排水管
（φ１５０の有孔管）、単流砕石（S―３０）を設置した。
地下排水管の流末に水抜き孔を設け、インバート
上面に自噴して中央排水管に排出する構造を採用
した（図―４）。
インバートコンクリート下面に排水管を設置す
る事で、湧水がコンクリートと混ざる事なく良質
なコンクリートの品質確保が行えたと思われる
（図―５）。

４．おわりに

今回のトンネル工事では、コンクリートの品質
の向上に重点を置き施工を行った。覆工コンク
リートは当初、夏期に施工の予定であったが、着
手が遅れ冬期に施工を行った為に、貫通後の設備
の防風対策が必要となってしまった。今回行った
対策がトンネル工事に限らず他工事の参考になれ
ば幸いです。

図―３ 防風シート

図―４ インバート湧水処理

図―５ インバート床付全景
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：尾道・松江自動車道

高野地区管理道工事
�２ 発 注 者：国土交通省中国地方整備局

三次河川国道事務所
�３ 工事場所：広島県庄原市高野町和南原
�４ 工 期：平成２７年７月１日～

平成２８年６月３０日
尾道・松江自動車道の大万木トンネル施工に伴
い、地上部にある槇谷川の水が枯渇し、下流に存
在する民家及び田畑の水利用に支障をきたしてい
る。
このため、大万木トンネル内に発生した湧水を、
今回施工する立坑（L＝９７．０ｍ）を経由し、大万
木トンネル内ポンプ施設より地上部へ揚水させる
施設が計画された（図―１）。

立坑径については、当初計画では水の送水管だ
けが入る計画であった為、外径 φ３００㎜であった
が、山頂からポンプ室へ電源を供給する為、送水
管及び通信ケーブル管、予備管も含めて外径 φ４００
㎜の立坑径にて削孔径 φ４７０㎜が必要となった（図
―２）。

２．現場における問題点

削孔位置の岩質及び地下水位の確認を行う為、
調査ボーリングを実施し、別表（表―１）の削孔
延長が得られた。その結果、当初計画よりも大幅
に地質が異なっていた為、使用予定していたハン
マービット・ロッドの破損及び鉛直性、偏心精度
の確保が困難であり、削孔到達点が、供用中のト
ンネルと並行する管理用トンネルの間の管理道と
なり、精度の高い工法を選定する事も重要である。

監理技術者

角 祐 二○

現場代理人

田 坂 伸 介

広島県土木施工管理技士会

株式会社大歳組

ダウンザホールハンマ テーブルマシン工法による
立坑削孔（φ４７０㎜、L＝９７．０m）における偏心精度の確保

３２
品質管理

図―１ 大万木トンネル内連絡坑ポンプ施設着手前写真

図―２ 立坑径 φ４００㎜断面
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３．工夫・改善点と適用結果

削孔位置の地質は大半が岩盤層であり、長尺削
孔となる事より、坑曲りリスクの低いダウンザ
ホールハンマ テーブルマシン工法を採用した
（図―３）。
偏心精度の高い大口径での長尺削孔の事例が過
去に無く、様々な補助工法等の検討を行ったが、
必要の可否が計画段階では予測出来ない為、以下
の工夫・改善策を行った。
使用するロッドは通常 L＝３．０m~L＝６．０mを
使用しているが、今回はジョイント部を少なくし、
ロッドの剛性を高め、鉛直性を確保する為、L＝
１０．０m／本を全ロッド分（L＝１００．０m）及びハン
マービットを新規製作した（図―４）。
工夫として、削孔開始前は必ず下げ振り、トラ
ンシットにて二方向からの鉛直確認を行い、ビッ
ト・ロッドへの負荷を抑え且つ削孔速度を調整し

ながら施工した（図―５）。
その結果、GL―２０mでの偏芯量＝５０㎜（規格値
＝２００㎜以内）、GL―４０mでの偏芯量＝８０㎜（規格
値＝４００㎜以内）と高い精度の値を得ることが出
来た。
以降、GL―７７m附近にて削孔に異常が見受けら
れ、ロッドの引抜きを行ったところ、ビット・ロ
ッドに欠損、損傷が起きた。削孔作業を一旦中止
し、対策としてビット・ロッドの補強（フラット
バー全溶接）を行うと共にロッドジョイント部も
同様に全溶接を行う事により、ロッドの一本化に
よるさらなる剛性を高めて目標到達点まで削孔を
行った。
その結果、到達点（GL―９７m）での偏芯量＝２００
㎜（規格値＝１０００㎜以内）と高い偏心精度にて、
大万木トンネル内連絡坑への削孔が完了した（図
―６）。

４．おわりに

近年には無い、大口径での長尺削孔を弊社で施
工させて頂いた事に際し、御指導及び御協力を賜
りました国土交通省 中国地方整備局 三次河川
国道事務所の職員の方々及び協力業者各位他、す
べての関係者に深く感謝申し上げます。

表―１ 地質区分表

図―３ ダウンザホールハンマ テーブルマシン

図―４ ハンマービット・ロッド工場検査

図―５ ロッド鉛直確認及び立坑削孔状況

図―６ 大万木トンネル内連絡坑削孔完了写真
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：美国漁港外１港 ケーソン製作そ

の他工事
�２ 発 注 者：北海道開発局小樽開発建設部
�３ 工事場所：北海道小樽市
�４ 工 期：平成２８年６月１４日～

平成２８年１０月２５日

２．現場における問題点

・コンクリート湿潤養生における散水養生の手間
がかかる。通常の散水養生を行っていても、コ
ンクリートの発熱もあり養生マットが短時間で
乾いてしまいマットの湿潤状態を確認しながら
１日に何度も散水を行わなければいけない。
・現場の稼働時間外の夜間などに乾燥してしまう
恐れ。休日なども人員を確保し養生を行う手間
が多くなり人件費がかさむ。
・散水養生に使用する水の供給に水道設備が使用
できないので、散水車などで、散水用の水の運
搬を行うのでなるべく少量の水にて養生を行わ
ないと運搬費等もかさむ。
・散水養生がおろそかになり湿潤状態を維持でき
なくなりコンクリートの乾燥収縮によりクラッ
クが発生する恐れがある。
などの問題点が考えられる。

３．工夫・改善点と適用結果

通常の養生マット敷設、散水養生に加え毛細管
現象を利用した養生サポートタンク（図―１）を
設置しコンクリートの湿潤養生を行う。

実際に工事で使用する前に、毛細管現象を利用
した養生サポートタンクのテストを行い工事にて
実用を行った。
テスト内容として５m×１m＝５m２の養生シート
３枚を用意し、散水し十分に湿潤状態にする。内
２枚に養生サポートタンクを設置し湿潤状態が何
時間保てるかテストした。
使用するタンクの形状は、ほぼ同じものを使用。
テスト開始時に通常の散水を１度行い敷設した
マットの２枚は、毛細管現象を利用した養生サ

土木部土木係長

髙 良 丞

（一社）北海道土木施工管理技士会

近藤工業株式会社

毛細管現象を利用したコンクリート打設後の
湿潤養生サポートタンクの使用

３３
品質管理

図―１ 養生サポートタンク概略図
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ポートタンクを使用、１枚そのままで何時間湿潤
状態が保てるか経過を観察した（図―２）。
テスト経過（表―１）

表―１ 湿潤状態の対比表

水分の含んだ状態 湿潤状態＞湿っている

テストの結果を参考にしコンクリート打設後、
湿潤状態７日間の養生を行った。２４時間を超えな
い間に散水を行い、毛細管現象を利用した養生サ
ポートタンクに給水を行った。ケーソン製作工事
となるためケーソン側壁、隔壁の交点に養生サ
ポートタンクを設置し養生を行った（図―３、図―
４）。
通常の散水養生を行った後、毛細管現象を利用
した養生サポートタンク設置し湿潤状態を維持し
ている時間の確認を行った。
養生開始２０１６．８．２ １１：００スタート
翌日２０１６．８．３ １６：００毛細管現象が持続している
のを確認した。
摘要結果として、通常だと、１度の散水養生で
は、湿潤状態を長時間持続するのが難しいが、毛
細管現象を利用した養生サポートタンクを通常の
養生に加え利用することで１度の散水、タンクへ
の給水にて２４時間以上湿潤状態を保てるのを確認
しコンクリートの乾燥収縮を効果的に防ぎクラッ
クの発生を抑えコンクリートの品質向上に繋がっ

た。
散水養生にかかる人員、及び水量も削減できと
ても有用であった。

４．おわりに

毛細管現象は、あくまでも自然現象であるため
天候や気温、湿度、気圧などの変化に左右されや
すいので確実に２４時間以上の効果が得られないこ
とがある。
保湿性の高い養生マットなどと合わせて使用す
ることによってより効果を発揮すると考える。
あくまでも通常の湿潤養生のサポートする役目
なので、湿潤状態は、随時確認して設置個数やタ
ンクの大きさなどは、検討しての利用が必要であ
る。
今回のケーソンでは露出する壁の天端部の養生
に用いましたが、設置個数や帯状の養生マットの
本数や帯の広げ方などによっては、面積のある躯
体にも毛細管現象を利用し湿潤状態より長く維持
できると考える。

図―２ 養生サポートタンクテスト 図―３ 養生サポートタンク設置状況

図―４ 養生サポートタンク設置全景
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１．はじめに

工事概要 国場川河川改修工事（H２７―２）におけ
る法覆護岸工。
�１ 工 事 名：国場川河川改修工事（H２７―２）
�２ 発 注 者：沖縄県南部土木事務所河川港湾班
�３ 工事場所：沖縄県島尻郡南風原町字宮平地内
�４ 工 期：（仮）平成２８年２月９日～

平成２８年１２月１４日
�５ 施 工 者：（株）ソルテック

２．現場における問題点

河川の護岸施工において、河川土工にて地盤を
掘削による法面崩壊防止および基礎地盤等が軟弱
地盤のため地盤改良を行う必要があった（図―２
参照）。

３．工夫・改善点と適用結果

施工においてアースオーガーを用いてセメント

改良を行うので、設計支持層に到達しているか確
認する手段として負荷電流値の記録を採用した。
また、改良杭の強度の品質を保つため、改良長
におけるセメント練混ぜ量やスラリー注入量、ス
ラリー比重管理を行った。
施工上における留意点として、注入開始から注
入完了までの深度を再度練混ぜ、スラリーの撹拌
が確実に行えるように施工サイクルを調整した。

監理技術者

平 良 仁 一

沖縄県土木施工管理技士会

株式会社南山開発

深礎混合処理地盤改良工について

３４
品質管理

図―１ 深礎混合処理工法施工時
（三点式改良機、単軸高圧噴射方式）

図―２ 地盤改良詳細断面

図―３ 掘進速度と電流の関係
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１）【負荷電流値】
掘削機の着底は電流により確認を行った。電流
計の基準は設計図書から改良点の柱状図よりモー
タ使用電流２００［A］以上で改良機の掘進速度が０．３
［m/min］以下であることで着底していることを
確認した（図―３参照）。
２）【セメント練混ぜ量】
設計支持力が４３４kN/m２以上となるように３倍
の安全率でスラリーの一軸圧縮試験を行い、セメ
ント練混ぜ量が１９０kg/m３となるよう決定した。
３）【スラリー量】
式３．１より１m当りに必要なスラリー量を求め、
管理基準とした。
スラリー量（ℓ／m）＝

�
�
セメント練混ぜ量（kg/m３）
セメント比重（kg/ℓ）

＋練混ぜ水量（ℓ／m３）�
�

×掘削断面積（m２）……（式３．１）
実施については１．１倍の安全率以上で施工。
４）【スラリー比重】
スラリー比重はマッドバランスを用いて測定する。
これを用いて、式３．２より測定スラリー比重より
実施セメント量 kgを求める。
実施セメント量（kg）
＝（（計測スラリー比重―１））／（（１―１／セメント比重））

……（式３．２）
式３．３より実施セメント量および実施スラリー
量を用いて水セメント比を求める。
水セメント比
＝［実施スラリー量（ℓ）
－実施セメント量（kg）／セメント比重］

……（式３．３）
ここで、セメント比重：３．１６kg/ℓ
スラリー比重は（１．５８～１．６４）±２％以内と規定した。
これにより、水セメント比は（７５％～８７％）以内。
以上を下記の表―１～４のように記録管理した。

４．おわりに

深礎混合処理地盤改良工により次のことについ
て重点管理を行った。

１）電流負荷と深度により杭が規定の支持層まで
到達していることを確認（表―１～２）。
２）改良セメント量の設定と実施量の記録（表―
３）。
３）練混ぜスラリー量の設定と実施量の記録（表
―４）。
４）実施・水セメント比の記録（表―４）。
５）施工後チェックボーリングを行い。改良杭が
所定の強度に達していることを確認。
以上により改良杭が所定の強度で、計画支持層
まで到達したことが確認でき、施工においては品
質を標準化した施工管理ができた。

表―１ 掘進速度と負荷電流

表―２ 掘削長と空堀長

表―３ 改良長とセメント量

表―４ スラリー量と比重
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：道改２A第０１１１４４４－０６０号

国道４４４号道路改良（国道）（２A）
工事（道路改良工）

�２ 発 注 者：佐賀県有明海沿岸道路整備事務所
�３ 工事場所：佐賀県小城市芦刈町永田
�４ 工 期：平成２７年３月１１日～

平成２７年１２月１０日

２．現場における問題点

本工事は、現場打ちボックスカルバートを構築
する工事で、コンクリート打設時期が夏場になり、
直近５年間の気象データからも、日平均気温２５℃以
上が約５０日間あるため、コンクリート打設に先ん
じて、打設予定日における温度解析を行った。これ
によりひび割れ指数が１．０を下回ることが解った。

３．工夫・改善点と適用結果

解析結果から、今回のボックスカルバートに使
用するコンクリートを暑中コンクリートとして取
り扱う事にした。採用した工夫・改善点を下記に
示す。
①膨張材の添加：膨張材を使用した場合の解析
結果は、ひび割れ指数が１．２となった。確実にひ
び割れに対する対策を行う必要があるため、膨張
コンクリートを使用することにした。事前に試験
錬りを行い JIS A ６２０２Ｂ法膨張コンクリートの
拘束膨張及び収縮試験も合わせておこない、強度
及び膨張率等が基準を満たしていることを確認し
た。プラントでの練り混ぜ段階で膨張材を人力投
入し、練り混ぜ後アジテーター車で運搬すること
にした。打設日に担当者がプラントに出向いてい
き膨張材投入の確認を行った。
膨張材の効果を調べるために、コンクリート内
部に熱電対線を設置して、コンクリート温度を計
測した。その結果、無対策のコンクリート温度経

工事作業所長

真 海 一 昭

佐賀県土木施工管理技士会

松尾建設株式会社

現場打ちボックスカルバートにおける
暑中コンクリート対策

３５
品質管理

図―１ 温度解析図 図―２ 膨張材投入状況
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過に比べて、上昇速度が緩やかになっていること
が確認できた。打設後数日間のコンクリート温度
上昇速度を緩くすることによって、内部拘束によ
る温度ひび割れ低減への効果が確認できた。打設
後３ヶ月経過した後もひび割れが無いことから、
膨張材の効果が確認できた。
②パイプクーリング：底版部に直径５０mm、底
版厚の半分の長さのパイプを３ｍ間隔で設置した。
打設後にパイプ内部の温度はコンクリート内部の
温度とほぼ同じで、パイプ上部より熱気が立ち上
る現象があり、コンクリート内部温度の上昇を緩
やかにできる効果が確認できた。パイプを設置し
ていない箇所との内部コンクリート温度を比較し
たが、最高で３℃程度低くなった。パイプクーリ
ングは設置箇所において過剰に温度が下がると、
その周辺部との間に引張応力が働き、パイプ周り
にひび割れが発生するため、適度な温度低下と考
えている。
③アジテーター車日陰待機：待機時のアジテー
ター車のドラム部に直射日光が当たると、手で触
れらないほどの高温になり、内部の温度が上昇し
初期のコンクリート温度が高くなる。打設時の初
期温度が高くなれば、ピーク時の温度も高くなり、

内部拘束による温度ひび割れが発生しやすくなる。
この改善策として、アジテーター車の待機場所を
特定し、そこに寒冷紗を用いて車全体を覆える日
陰を作成した。クールミストファンも設置し、ド
ラム部に吹きかけることで、ドラム内部の温度上
昇を抑えることができた。
④打設箇所に日陰：夏場の直射日光に当たると
コンクリート表面部が過剰に熱くなり、適度なコ
ンクリート温度低下を妨げ、ときに打設後上昇す
るコンクリート内部のピーク温度を引き上げる場
合がある。そこで打設箇所上部に寒冷紗を設置し
た。温度計を寒冷紗の上下部に設置し計測した結
果、約５℃寒冷紗下部の方が上部に比べて気温が
低く、効果を確認できた。この効果は人体でも明
らかに解るものであり、壁部コンクリート打設時
には足場側面に設置し、型枠表面の温度上昇を抑
えると同時に、壁たたきの作業員も涼しいと評判
で熱中症対策にもなった。

４．おわりに

今回は暑中コンクリートとして、前記した対策
以外も複数の工夫を行った。ひび割れ対策は、一
つの優れた工夫だけでは防止することが出来ない
ため、散水時間、その水量や打設開始時間及び終
了時間、打設時間の間隔や打設中の気温の測定、
バイブレーターの振動時間、抜き差し時の速度管
理など多岐にわたる対策を講じてこそ、より緻密
なコンクリート構造物ができると確信している。
今後も今回行った工夫や改善策に対する PDCA
を行い、次のコンクリート構造物がより良い構造
物になるようにしたいと思う。

図―３ パイプ内温度測定状況

図―４ 対機場に日陰設置

図―５ 打設箇所日陰対策
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１．はじめに

阪神淡路大震災以降、橋梁用支承にはゴム支承
が多く採用されるようになってきているが、ゴム
支承に求められる全ての機能を有した単一支承と
した場合、地震時の変位が大きく、支承形状が肥
大化して合理的ではなくなる。したがって、近年
ではコスト縮減のため、鉛直力支持機能と水平力
支持機能を分離した支承装置の採用が増えてきて
おり、本橋でもその機能分離型の支承構造を採用
している。
本稿ではその機能分離型支承のうち、主桁と橋
台反力壁の間に配置するゴムバッファー固定部に
ついて、反力壁コンクリート打設時の品質確保対
策に着目し報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：圏央道真瀬今鹿島線跨道橋上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省 関東地方整備局
�３ 工事場所：茨城県つくば市島名地内
�４ 工 期：平成２７年２月３日～

平成２７年１２月２５日

２．現場における問題点

バッファーは１主桁に対して両側に配置され、
せん断キーを有しており、主桁とはセットボルト
で固定する構造である。また、反力壁とは異形の

アンカーボルトでバッファーを固定する構造である。
バッファーの構造図を図―１に示す。
この構造では、バッファーを先に反力壁と固定
することができないため、施工手順は、①主桁架
設→②バッファー取付け（主桁と固定）→③反力
壁コンクリート打設、となる。バッファー取付け
後、鋼桁の温度伸縮でゴムバッファー位置が橋軸
方向に大きく移動する（図―２参照）。この移動は
コンクリートの打設直後から硬化始発時間までに
発生すると、コンクリート品質に悪影響を及ぼす
ことが懸念された。

３．工夫・改善点と適用結果

本橋の反力壁コンクリート打設時期は１２月であ

工事一部 工事一課

古 賀 元

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社東京鐵骨橋梁

バッファー固定治具を用いた反力壁コンクリートの
施工報告

３６
品質管理

図―１ バッファー構造図

－２１７－



り、早期強度が発現しにくい時期であった。また、
前年（２０１４年１２月）の日照及び気温データを確認
すると、晴天で日照時間が多く、１日に約１５℃の
温度変化が見られる日が多くあった。このため、
反力壁コンクリートの施工時は、バッファー位置
の温度移動を拘束することを前提とし、仮設バッ
ファー固定治具の橋台への設置検討を行った。検
討には以下のことに留意する必要があった。
１）鋼桁の温度伸縮を拘束するには仮設備の構造
が過大となること。
２）主桁と反力壁のクリアランスが狭く、設置ス
ペースが限られていたこと。
３）固定治具設置後、反力壁の型枠材を設置する
スペースを確保する必要があること。
以上の留意点を踏まえ、図―３及び図―４に示す
構造の固定治具を設置して施工を行った。
１）バッファーは反力壁（アンカーボルト）側だ
けを固定し、鋼桁の温度伸縮はバッファーゴム
のせん断変形で追随させることで、固定治具を
コンパクト化した。
２）バッファーを２８mmの厚板で支持する構造と
し、反力壁からの離隔を５０mm確保することで、
型枠材のクリアランスを確保した。
結果、反力壁に有害なひび割れ等の発生もなく、
コンクリート品質を確保できた。図―５に固定治
具設置中の写真を示す。

４．おわりに

今後も増えてくるであろう機能分離型支承は、
コスト縮減効果が高い反面、機能一体型の支承に
比べて施工性が低下するものが多いと思われる。
本橋では固定治具の使用によりバッファーの移動
をうまく拘束でき、反力壁コンクリートの品質に
影響なく施工することができたが、今後は設計段
階より施工性の検証を行い、向上させていくこと
も必要であると思われる。

図―２ バッファー移動概念図

図―３ 固定治具設置図

図―４ 固定治具詳細図

図―５ 固定治具設置写真
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：大峡交差点改良外工事
�２ 発 注 者：九州地方整備局延岡河川事務所
�３ 工事場所：国道１０号

宮崎県延岡市大峡地内
�４ 工 期：平成２８年０３月０８日～

平成２８年１２月０９日

本工事は，国道１０号の切削オーバーレイ延長
L≒７００ｍ 面積A＝５４７０㎡ 切削厚 t≒４．３cm
密粒ギャップアスコン改質Ⅰ型厚さ t＝５cmの施
工を含む大峡交差点の改良工事であった。切削
オーバーレイは施工範囲を６分割にしカットカ
バーで行った。

２．現場における問題点

本工事を施工するにあたり、下記についての問
題点を検討した。
①現道の舗装面は老朽化に伴いクラックが多く、
表層へのリフレクションクラックの発生が懸念
された（図―２）。
②表層の施工幅員は左右（w＝３．４m～７．５m）で
あり、Asフィニッシャー（２．３～６．０）で施工
を行っても、走行車線上に施工縦断ジョイント
が発生することが懸念された。
以上のことにより、リフレクションクラックの
抑制方法、道路幅員６．０ｍ以上の施工箇所につい
ての施工方法の検討が課題となった。

現場代理人

城 田 智 和

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

現道の舗装修繕の工夫

３７
品質管理

図―１ 位置図

図―２ 現道のクラック状況
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３．工夫・改善点と適用結果

前述の課題について，下記の対策を行った。
①まず路面性状自動測定装置（測定車）による現
地調査を行い、現状の舗装性能の把握に努めた。
その結果、施工箇所の現状路面の平均ひび割れ
率（１７．４％） MCI（４．８）であった（図―３）。
以上のことを踏まえた上で、路面切削完了後、
監督職員と現地でクラック確認を行い、基層部分
まで達しているクラック箇所に「クラック抑制
シート」の敷設をおこなった。
抑制シートは、舗設時のAsフィニッシャー・
ダンプトラック走行による剥ぎ取れ防止や、施工
時間と労力の削減、ゴミや有害物質を排出しない
という観点から、鋲止め工法を採用した。また、
鋲止め箇所には事前にマーキングを行い、鋲の打
込みもれのないよう指導を行った（図―４）。
②表層の施工幅員が６．０m以上ある箇所について
施工方法を検討した結果、Asフィニッシャー
（２．３m～６．０m）とAsフィニッシャー（１．４m～
３．２ｍ）の２台並走による舗設を行う事にした。
通常の１台で２回舗設を行う方法であれば、施
工縦断ジョイントがコールドジョイントとなり、

どうしても継目が発生してしまう。継目は防水性
が損なわれやすく構造上の欠点にもなる。また車
両の走行性にも影響を与えてしまう。
２台並走による舗設は施工ジョイントがホット
ジョイントになる為、継目が発生しない。また、
１日当たりの施工量が増えることで、片側交互通
行規制日数を短縮することができ、一般交通への
影響を縮減できた（図―５）。
以上の対策を行った結果，施工縦断ジョイント
は走行車線上に発生せず、景観的にも納得のいく
結果となった。リフレクションクラックに関して
は、今後のクラック発生状況を調査していきたい。

４．おわりに

施工にあたって、現場の問題点や課題について
多くの意見を基に工夫と対策を実施することや、
作業従事者一丸となって工事を進める大切さを感
じた現場であった。

図―３ 現道測定状況

図―４ クラック抑制シート

図―５ As フィニッシャー２台舗設

－２２０－



１．はじめに

本工事は、４径間単純 PCT橋のTYPE―A支
承の耐震補強として水平力分担構造を設置する工
事である。
本工事で設置する水平力分担構造は、PCT桁
下面に設置した鋼製ブラケットと、下部工側面に
打設した沓座拡幅コンクリートとの隙間に、スト
ッパーを設置する構造となっている。
ストッパーの設置にあたっては、地震時の大き
な水平力が取付ボルト部に作用するため、取付ボ
ルトが高強度、太径（強度区分１０．９、M２０）とな
ることから、適切な締付けトルクを取付ボルトに
与えて固定することが重要な管理項目であった。
工事概要
�１ 工 事 名：国道４８２号（三宅橋）道路緊急安

全確保小規模改良（耐震）工事
�２ 発 注 者：京都府丹後土木事務所
�３ 工事場所：京都府京丹後町三宅地先
�４ 工 期：平成２８年７月６日～

平成２９年３月１０日
本報告では、高強度、太径の取付ボルトの締付
けトルク管理にあたり、工夫した点について述べ
る。

２．現場における問題点

本現場で使用する水平力分担装置の製造メー

カーが示す取付ボルト（強度区分１０．９、M２０）の
締付けトルクの施工管理値は、５４６N・m未満の値
が示されているが、一般の手動レンチで締めつけ
ることには多大な労力が必要となることが予想さ
れた。
よって、作業の省力化と適切なトルク管理手法
が重要な課題であった。

担当技術者

中 川 明 洋○

担当技術者

井 澤 直 弘
担当技術者

梶 田 暢 生

酒井工業株式会社

ストッパー型水平力分担構造の取付ボルトの
締付けトルク管理について

３８
品質管理

図―１ 水平力分担構造取付図

図―２ ストッパー型水平力分担装置
（（株）エスイー SEリミッターカタログより）
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３．工夫・改善点と適用結果

�１ 強力パワーレンチによる大トルク出力
強力パワーレンチ（TONE）は、１６．７倍の倍力
機構付きレンチで、小さな入力トルクで大きな出
力を得ることのできる（図―３）。この省力工具を
用いて管理を行うことで、作業の安全性と管理精
度を向上させる事ができた（図―４）。
�２ 締付けトルクの管理図表
トルクレンチで計測した締付けトルクは、トル
クレンチ（TONEラチェットデジトルク）のメ
モリ機能によりデジタルデータとして記録され、
現場事務所のパソコンで簡易に図表化（図―５）
することで、締付けトルクの管理状況の把握が容
易となった。

４．おわりに

本現場は、水平力分担装置の部材が比較的小さ
く大型の動力工具の使用が安全性からも適さなか
ったため、手動省力工具の使用となった。
また、昨今の、建設労働者の高齢化や人手不足
の影響を鑑みると、新しく開発、改良されている
省力工具の情報を入手し、活用していくことが、
作業の安全性と管理精度向上を図るうえで、今後
ますます重要になっていくことをあらためて感じ
させる現場であった。

図―３ 強力パワーレンチ使用状況

図―４ 締付けトルク確認状況

図―５ 締付けトルクの管理図表
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１．はじめに

工事概要 福岡県は漁業不振が続く有明海の再
生を目指し、大牟田、柳川市沖に海砂をまく「水
産基盤整備事業」の一環として「福岡有明海地区
覆砂工事」事業を実施しているところである。こ
の工事は、アサリやサルボウなど二枚貝の成育や
養殖ノリの生産安定のため、泥が堆積した海底を
玄界灘・五島・壱岐周辺海域で採取した海砂で覆
うことにより底質改善を行う工事である。

�１ 工 事 名：平成２８年度 起工第９号
覆砂工事 ２２�２第３工区

�２ 発 注 者：福岡県農林水産部水産局水産振興
課

�３ 工事場所：福岡県有明海地区
�４ 工 期：平成２８年６月１日～

平成２８年９月９日
�５ 工事内容：底質改善

造成面積８２，２３０m２

覆砂工３４，７３０m３

不陸均し工８２，２３０m２

２．現場における問題点

覆砂工事は、海中に海砂を投入するため、直接
目視で確認することができず、海砂の品質や、海
底の起伏及び海砂投入厚をわかりやすく正確に施

工管理できるかが、問題点であった。
① 深浅測量による地盤高管理
② 海砂の品質管理
③ 海砂投入の施工管理
④ 不陸均しの施工管理

３．工夫・改善点と適用結果

① 深浅測量を行うにあたり、風や波の影響で測
量船が揺れることにより、測量標高に３０cm以
上の誤差が生じるため、測量を行う環境は満潮
時及び干潮時の穏やかな朝凪時に測量を行った。
また、測量準備として事前に測量する測線を縦
横断２０m間隔で設定し割付図を作成、測量時
は位置が施工前と施工後でずれてしまうと正確
な海砂投入厚が得られないためGPS測位機を
併用しパソコンモニターで航跡を確認しながら
一定速度で測量を行った。以上のことを実施し
たことにより正確なデータを得ることができた。

② 海砂の品質は、採取する場所が広範囲であり
当初の試験結果と誤差が生じるため、以下の試
験を実施し品質が満足していることを確認後海
砂投入を行った。
海砂投入前に船上において粒度・骨材のふる
い分け試験及び簡易質量試験を行った。ふるい
分け試験においては、手動で行うとふるい方に
ムラが生じやすいため、電動振とう機を用いて

主任技術者

濱 崎 博 重

福岡県土木施工管理技士会

株式会社廣瀬組

覆砂工事における施工管理について
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約３分間ふるい分けを行うことで正確なデータ
を得た。
簡易質量試験においては、１００cc の容器に乾
燥した試料を充填し計測した重量が、容器重量
を除いて１３０g以上であれば貝殻分が３０％以下
として判断できる方法を採用した。

③ 海砂投入の施工管理は、事前に砂撒き船の積
載量に応じて、１隻毎の割付図の作成を行った。
次に、一次施工として設計砂厚３５cm分を投入
し、不足箇所をなくすため、二次施工でロス計
上分の２０％（７cm）の投入を行なった。
投入の管理は、砂撒き船クレーンブーム先端
にGPS受信機を取付け、クレーン運転席で正
確な投入位置を確認できるようモニターを設置

した。投入位置は、モニター画面上でプロット
管理し塗りつぶすことにより、事前に作成した
割付位置に、均一に海砂投入できているか確認
しながら作業を行なった。一次投入完了後は、
一定の面積毎に海砂のコア採取を行い、不足箇
所を把握し再投入を行なった。

④ 不陸均しの施工管理は、計画航跡図を多少ず
れても均し漏れがないようにラップ幅３m以
上とし事前に計画図を作成した。
均し作業では、曳船にGPS受信機を設置し
計画航跡に沿って曳航できているかを、曳船の
操船室に設置したモニターで確認しながら作業
を行なった。
また、均し機の深さは魚群探知機で測定し、
クレーン運転手に無線機により指示を行った。

４．おわりに

当工事は施工にあたり、詳細な施工計画を作成
し確実に実行する事を重要課題とし、①から④ま
での対応策を行ったことで、砂厚管理７２箇所すべ
てにおいて規格値及び社内規格値（許容差８０％以
内）も満足し、事故もなく無事完工する事が出来
た。

図―１

図―２

図―３
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１．はじめに

当工事で行なった基礎処理は、当初コンクリー
トによる置換えだったものを、現地発生土の再利
用により環境への負荷低減と、コスト削減のため、
ソイルセメントによる置換えに変更し行なった工
事である。

工事概要
�１ 工 事 名：平成２５年度 通常砂防工事
�２ 発 注 者：長野県姫川砂防事務所
�３ 工事場所：（砂）海道沢 白馬村 堀之内
�４ 工 期：平成２５年１０月２３日～

平成２８年１月２９日
�５ 工事内容：砂防堰堤（鋼製スリット）工

本提工H＝１０．０m L＝５３．０m V＝
１，６６９m３

鋼製スリットW＝２６t
基礎処理工（有スランプ工）V＝
１，１８６m３

２．現場における問題点

当初計画では、狭い箇所でも施工可能なクレー
ン使用によるコンクリートのバケット打設であっ
た為、通常の INSEM材（土砂混合材）の仕様で
は材料・転圧機械の搬入および転圧施工が困難で
あった。この為、コンクリートバケットで打設す

ることができ、また狭所でも転圧を必要としない
材料が要求された。

３．工夫・改善点と適用結果

問題点を解決するに当り、INSEM材を流動化
することを提案した。このことは、コンクリート
バケットでの打設ができ、同時に転圧を不要とす
る材料にすることより、狭所での施工を可能にし
た。
以下に配合と試験結果を述べる。
最初にセメントの種類を決めるにあたり、高炉
B種と GS２２５の２種類のセメントで試験を行い、
使用セメントと配合量を決定した。セメントは現
場発生土に有機質が多く含んでいたため、有機質
対応のGS２２５を使用することとした。また、流動
化させることで、転圧及び締固めを行わなくても
強度が発現することも同時に確認できた。
決定した配合で現場での試験施工を行い、実際
にコンクリートバケットを使用して打設を行うと、
コンクリートよりも粘性が強く硬化も早いため、
打設の後半ではコンクリートバケットから材料が
落ちなくなってしまい、施工が困難になることが
分かった。その為、最後まで打設することができ、
その上で品質を確保できる配合が必要とされた。
当現場では１バッチあたりの打設が完了するま
での時間を６０分程度とし、６０分後でも打設できる
スランプを目標に設定し配合試験を行った。加水

工事主任

岡 本 聡 章

長野県土木施工管理技士会

株式会社大糸

砂防ソイルセメントの施工性の向上と
品質確保の工夫について

４０
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量を変えて初期のスランプから、１５分おきに６０分
後までのスランプを測定し変化を確認した。施工
性の確保としてスランプフロー値を４８cm以上と
し、目標強度を満足する加水量を設定した。
次に、含水比・加水量とスランプについての試
験を行った。通常の INSEM材ではその日の土の
含水比を基に日ごとに加水量を設定するが、当現
場では含水比によって加水量を減少させると、ス
ランプフロー値も減少してしまったため、常にス
ランプフロー値を確保できる加水量とした。これ
は、土中に含まれる水が今回の混合方法では打設
時にはセメントとの反応に影響しない可能性が考
えられた。そのため、この試験では含水比の違う
試料で加水量を一定にしてスランプフロー値と圧
縮強度が共に確保できる範囲を確認し、含水比が
２４％～３４％の間であれば品質が確保できることを
確認した。
これらの試験により、現場施工でもスランプフ
ロー値４８cm以上を常に確保することができ、最
後までスムーズに打設することができた。品質に
おいては目標強度０．８N/mm２に対して１．５～２．３N/
mm２、１．２N/mm２に対して２．１～３．２N/mm２と、安
定した結果を得ることができた。

４．おわりに

今回の工事では、INSEM材に流動性を持たせ
るという新たな試みであった。その為、室内試験
を繰り返し行い、施工性と品質を確保できる配合
を決定した。現場ごとに状況が変わるので、配合
決定までに時間がかかってしまうが、ソイルセメ
ントに流動性を持たせることによって、重機の入
れない離れた場所や転圧の困難な狭い場所でも施
工することが可能となった。
また、流動化させることにより、転圧不足や転
圧斑による品質のばらつきを抑え、安定した品質
を確保することができた。

図―１ 試験施工スランプ試験（３０分後） 図―２ スランプフロー試験（６２cm）

図―３ 打設状況
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１．はじめに

蝉丸橋は、名神高速道路の大津 IC～京都東 IC
間の大津トンネルと蝉丸トンネルに挟まれた峡谷
に位置し、国道１号と京阪電気鉄道を跨ぐ上路式
鋼２ヒンジスパンドレルブレースドアーチ橋であ
る。
昭和３７年に上路式２ヒンジ鋼アーチ橋として建
設、昭和３８年に供用開始されたが、重交通にさら
され、RC床版、補剛桁、垂直材等が激しく疲労
損傷を受けたため、昭和６２年から平成３年までの
様々な調査・測定・検討を経て、抜本的な対策が
行われ、鋼床版を有する上路式鋼２ヒンジスパン
ドレルブレースドアーチ橋として甦った。
しかし、耐震補強対策は実施されておらず、早
急な対策が必要であった。耐震対策の一環として
常時部材である斜材の取替を行ったので、本稿で
はその施工について報告する。図―１に側面図を
示す。
工事概要
�１ 工 事 名：名神高速道路

追分橋他１橋耐震補強工事
�２ 発 注 者：西日本高速道路（株） 関西支社
�３ 工事場所：滋賀県大津市逢坂
�４ 工 期：平成２４年６月２８日～

平成２８年７月６日

２．現場における問題点

本工事の施工にあたり、下記の３点が主な課題
であった。
�１ 供用下における斜材取替時の安全性確保
本工事では、車両供用下で斜材取替を行った。
よって、供用下で斜材が撤去された状態となるた
め、斜材取替時の安全性確保が課題であった。
�２ 撤去する既設斜材の軸力制御
本工事では、供用下で既設斜材を撤去するので、
活荷重により軸力が変動している。撤去は、ガス
切断にて行う予定であったが、その際、斜材軸力
を制御しなければ、切断作業の安全性が確保でき
ないことが予想された。よって、撤去時にその軸
力を制御することが課題であった。
�３ 新設斜材の設置可否の判断
新設斜材を設置する時点では、斜材を撤去して
いる状態であるため、活荷重により、本体の斜材
取付部の間隔が伸縮する。その伸縮量が大きい場
合、斜材が設置できない可能性がある。よって、
新設斜材設置時の伸縮量を把握し、設置の可否を

設計担当

高 田 孝史朗○

現場担当

三 野 鎌 司

日本橋梁建設土木施工管理技士会

三井造船鉄構エンジニアリング株式会社

供用下におけるアーチ斜材の取替

４１

図―１ 側面図

安全管理
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判断することが課題であった。

３．対応策と適用結果

先の問題点に対し、下記に示す対策を実施した。
�１ 供用下における斜材取替時の安全性確保
現況の状態からV１―V２間の斜材を撤去した状
態で、B活荷重を載荷した場合の橋梁全部材の応
力照査を行ったところ、V３、V９の鉛直材の耐力
が不足する結果となった。よって、V３、V９近傍
に、仮設補強材を設置した。対策の結果、供用下
で無事に取替が完了した。
�２ 撤去する既設斜材の軸力制御
活荷重の影響により、撤去時の既設斜材に引
張・圧縮のどちらの軸力が発生するか不明であっ
た。よって、引張側・圧縮側の双方に対応できる
軸力制御装置の設置が必要であった。軸力を制御
するため、図―２に示すジャッキを斜材撤去前に
タッチした状態で設置し、既設斜材を切断した。
撤去時の軸力が圧縮の場合は圧縮負担ジャッキを、
引張の場合は引張解放用ジャッキを操作すること
により、軸力を制御しながら安全に撤去すること
ができた。

�３ 新設斜材の設置可否の判断
斜材を撤去した構造系で、斜材取付位置の活荷
重による伸縮量を３次元骨組解析により算出した。
荷重の載荷幅を、①供用下を想定した全幅員載荷
②片側車線規制を想定した半幅員載荷とし、それ

ぞれＬ荷重および、Ｔ荷重について算出した。解
析の結果、最大で１１mmの伸縮量であった。
図―３に斜材取替図を示す。高力ボルト孔はす
べて φ２６．５としており、継手１箇所あたり
±（φ２６．５―M２２）／２＝±２．２５mm
の伸縮量の吸収が可能であった。継手箇所が、図
―３に示すとおり、既設ガセットプレート・中間
継手材・本体継手部の各２箇所、合計６箇所で
２．２５mm×６＝１３．５mmとなり、最大１１mmの伸
縮量を吸収できるため、車線規制なしで取替可能
と判断した。実際の施工でも問題なく取り替える
ことができた。

４．おわりに

今後、本橋のような特殊な橋梁を供用下で、耐
震対策を施す工事が増えてくるものと思われる。
特に、本工事のように、常時抵抗部材を取り替え
ることも少なくないと思われる。本稿が今後の工
事の参考となれば幸いである。
最後に、西日本高速道路（株）関西支社、滋賀高
速道路事務所の関係各位に適切な助言、協力を頂
きました。ここに深く感謝の意を表します。

図―２ 軸力制御装置

図―３ 斜材取替図
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：平成２７年度東海環状東深瀬３号高

架橋下部工事
�２ 発 注 者：国土交通省中部地方整備局岐阜国

道事務所
�３ 工事場所：岐阜県山県市東深瀬地内
�４ 工 期：平成２８年３月２４日～

平成２９年２月１７日
�５ 工事内容：橋梁下部：RC橋脚工３基

（場所打杭 φ１５００N＝１８本）
仮設工１式

本工事は、東海環状自動車道の橋梁下部新設工
事である。

２．現場における問題点

工事で使用する建設機械の中には非常に大型で、
特殊車両運行許可を得ないと運搬できないものが
ある。本工事では、場所打杭に使用する杭打機や
クローラクレーン本体がその対象であった。
昨年、中部地整管内で発生した特殊車両の重量
超過違反が原因の公衆損害事故により、平成２８年
２月１５日付 事務連絡『特殊車両の通行許可につ
いて』に基づき、徹底事項として、『道路工事に
おける特殊車両の通行許可の確認について』の事
務連絡が平成２８年３月３１日付であり、それを受け

て、運搬資材毎に運搬計画を作成し施工計画書に
記載しなければならないとなった。
なお、受注者は確認資料については整理保管し、
要求があった場合速やかに提示しなければならな
い。そこで、確認事項として『運行経路』の確認
方法について問題があった。

３．工夫・改善点と適用結果

通常、運行経路の確認方法としては、交差点名
など場所のわかる標識を映しこみ、走行途中の写
真撮影を行う（図―１）。
この管理に関しては、非常に困難な場合が多く、
とても繁雑な管理である。また遠方からの場合、
職員が行うと日常の業務に支障をきたすことなる。
そこで、当現場では運行経路の確認方法として
GPSデータロガーを活用した（図―２）。

工務部課長

牧 村 佳 幸

岐阜県土木施工管理技士会

株式会社松野組

特殊車両の運行管理事例

４２
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図―１ 運行経路確認写真（走行中）
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もともとは登山等の移動経路の確認や、撮影写
真に位置情報を載せることでマップ上に写真を貼
り付ける様な利用をされているものである。
出発地が遠方の場合、宅急便にて送付し、出発
地点においてGPSデータロガーのスイッチを入
れ、そのままダッシュボードにおいて走行を開始
させる。
現場到着後、GPSデータロガーを運転手より
回収する。
事務所に戻り、GPSデータロガーからデータ
を抜き取り、パソコン上で許可を受けた運行経路
を走行したかの確認をする（図―３）。
なお、拡大表示することで、何処を何時に走行
していたかを確認することも可能である（図―４）。
また、移動距離や時間、最高速度なども記録し

ている（図―５）。
これによりGPSデータロガーの活用効果とし
て、特車の運行経路の確認の省力化を図ることが
できた。
また、提示資料としての信ぴょう性が向上した
と考えられる。
さらに、これを持たされた運転手の『見られて
いる』『記録されている』という意識から、安全
運転意識の向上にも繋がったと考えられる。

４．おわりに

今後の課題として、運行経路や、運行時間の順
守の確認が事後でしかわからないということがあ
る。
また、スイッチの入れ忘れ等によるデータの未
取得があった場合の対応にも課題がある。
最近ダンプの運行管理などに利用されている、
バスマップの活用も考えられるが費用が高価であ
り、夜間運行の場合一晩中パソコンによる監視は
現実的ではないと考えられる。
今後も様々な工夫を行い、省力化できるところ
はできる限り行なうことで、効率的な現場管理に
繋げていきたい。

図―２ GPSデータロガー

図―３ 運行経路地図表示（全体）

図―４ 運行経路地図表示（詳細）

図―５ 運行結果詳細表示
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１．はじめに

大夫興野 IC橋は、本線OFFランプと県道２０４
号島見新発田線との交差部に近接して支保工を設
置することや、国道７号線（本線）との近接施工
となる（図―１）ことから、周辺道路利用者の安
全を確保することが重要である。このため、施工
時の安全対策および三次元CADを活用した施工
について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：国道７号 大夫興野 IC橋（下り）

上部工事
�２ 発 注 者：北陸地方整備局 新潟国道事務所
�３ 工事場所：新潟県北蒲原郡聖籠町藤寄地先
�４ 工 期：平成２８年１月２１日～

平成２８年９月１２日

２．現場における問題点

�１ 支保工形式による交差道路の視認性
発注時の仮設計画では、道路上以外の支保工は
「くさび結合支保工」で計画されていた。しかし、
本線OFFランプと県道２０４号島見新発田線との
交差部に近接して支保工を設置することから、橋
台前面部の「くさび結合支保工」が死角となり、
一般交通利用者間の相互確認を阻害する恐れがあ
った。
�２ 国道７号線近接のクレーン作業
本工事は、国道７号線（本線）との近接施工と
なることから、国道７号本線脇のクレーン作業で
は、誤操作等で吊荷が通行中の一般車両に異常接
近し、危険を及ぼす恐れがあった。

現場代理人

高 井 佑 樹○

監理技術者

三 宅 裕 典

愛媛県土木施工管理技士会

極東興和株式会社

道路近接施工時の安全対策と三次元CADの活用報告

４３
安全管理

図―１ 位置図 図―２ 支保工形式の変更

－２３１－



３．工夫・改善点と適用結果

�１ 支保工形式の変更による視認性の向上
発注時の支保工形式「くさび結合支保工」を３
連の「梁・支柱式支保工」に変更した（図―２）。
また、その視認性の改善効果の検討に三次元CAD
を活用した。具体的な方法を以下に示す。
・「くさび結合支保工」と「梁・支柱式支保工」
を、それぞれ三次元CADでモデル化する。
・道路利用者のアングル（目線）で、本線OFF
ランプから県道２０４号島見新発田線に進入する
際の画像を、変更前後の支保工形式で比較する。
三次元CADの活用により、「くさび結合支保
工」に比べ「梁・支柱式支保工」では接近車両を
早期に認識できることを確認し、道路利用者の視
認性に配慮した施工を行うことができた（図―３）。

�２ 国道７号線近接作業時の安全性向上
監視エリア内への吊荷の侵入を感知するレー
ザースキャナを設置し、クレーン作業中の第三者
事故を防止した。監視バリアは、供用中の国道７
号線境界から２．０mの離隔を確保したエリアに設
定し、橋面上および運転席に警報器を設置した（図

―４）。
支保工と同様に、クレーンの安全対策について
下記のとおり三次元CADでデータを作成した。
・支保工、クレーン、現道を三次元CADでモデ
ル化する。
・クレーンが現道へ接近する際、クレーンを停止
させた動画を作成する。
三次元CADの活用により、クレーン作業にお
いて、センサーの監視エリアなどが視覚的に確認
できることから、施工性・安全性が向上した（図
―５）。動画は、道路に配慮したクレーンの旋回方
向や吊荷の接近位置等の施工手順確認や教育訓練
資料に活用した。

４．おわりに

上記対策により、現道や交差道路利用者の安全
性が向上した。三次元CADの活用については、
視覚的に確認できることから、有効であったと考
える。
本報告が、今後の安全対策やCIMを導入する際
のひとつの事例として、参考となれば幸いである。

図―３ 三次元CADによる視認性の向上

図―４ レーザースキャナによる吊荷の監視

図―５ 三次元CADによるクレーンの安全対策
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１．はじめに

当工事は、国道２０８号浦島橋架替え事業に伴い、
下部工を矢部川のみやま市（高田町）側に橋台１
基を施工する工事である。
工事概要
�１ 工 事 名：福岡２０８号

浦島橋下部工（A１）外工事
�２ 発 注 者：国土交通省

九州地方整備局 福岡国道事務所
�３ 工事場所：福岡県みやま市高田町徳島地内
�４ 工 期：平成２７年５月１６日～

平成２８年３月３１日

２．現場における問題点

鋼管杭（中掘工法）施工時に現道（国道２０８号
線と県道大牟田川副線）に近接していたため、以
下に示す課題に留意した。
�１一般車両に対する災害防止
�２大型機械の転倒防止
�３杭残土搬出時の過積載防止

３．工夫・改善点と適用結果

�１一般車両に対して、鋼管杭掘削時に排出する
泥土の飛散防止として、現道側に昇降式のネット
を設置した。また、掘削作業以外及び夜間は車両
の見通しが利くようにネットを降ろし、視界の確

保に努めた。その結果、一般車等に飛散すること
なくスムーズに施工でき、交通事故も発生しなか
った（図―１）。
また、鋼管杭溶接時（溶接時間３０分）に発生す
る溶接光による第３者への被災防止として、遮光
性の目隠しネットを設置して、溶接作業を行った。
その結果、一般通行者及び作業員の目の被災は発
生しなかった（図―２）。
�２大型機械の転倒防止対策として、杭打機（総
重量１２８ｔ）の地耐力調査をスウェーデン式サウ
ンディング試験で事前に行い、地盤改良施工及び
敷鉄板敷設の必要性の有無を検討した。その結果、
旧現道箇所ということもあり、地盤改良の必要性
は無く、敷鉄板（６m×２２mm）敷設のみで施工
可能な地耐力判定が出たので施工時の機械足場に

現場代理人

津 村 太 輔

福岡県土木施工管理技士会

株式会社廣瀬組

鋼管杭施工時の安全管理に対する工夫

４４
安全管理

図―１
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適用した（図―３）。
�３杭残土搬出時の過積載防止対策として、ダン
プトラックの積載重量の確認を、簡易重量計を使
用して、積載高さを決定し、バックホウオペレー
ターとダンプトラック運転手に教育を行った。ま

た、その結果を反映して、ダンプトラックの荷台
に「積載高さ標示ステッカー」を貼付け、過積載
防止に努めた。今回の杭残土は泥土状でやわらか
く、運搬時の荷こぼれを防止するため脱水風乾を
行い、土の含水比を下げてから搬出を行った。そ
の結果、過積載防止に対する作業員の意識向上と
交通事故防止に繋がった（図―４）。

４．おわりに

現道工事における当工事の安全管理は、最重点
課題の一つとして施工計画を行った。今回は、特
に国道と県道が交差する箇所での施工であったた
め、一般車両及び一般者に対しての安全配慮を徹
底した。その結果もあり、無事故・無災害（第３
者災害含む）で竣工できた。

図―３

図―４
図―２
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１．はじめに

本工事は、奈良県から大阪府を流れて大阪湾に
注ぐ一級水系「大和川」の高規格堤防整備事業に
伴い、支障となる地中構造物（マンション基礎杭
φ１．３～１．６m L＝２２．８～２３．７m１４本）の撤去を行
う工事である。

工事概要
�１ 工 事 名：「錦綾地区地下構造物撤去他工事」
�２ 発 注 者：国土交通省近畿地方整備局

大和川河川事務所
�３ 工事場所：大阪府堺市遠里小野１丁目地先
�４ 工 期：平成２８年３月１６日～

平成２９年２月１８日
�５ 工事内容：河川土工、構造物撤去工、仮設工、

付帯道路工

２．現場における課題・問題点

「大型ダンプトラックによる陸上運搬時の過積載
防止対策について」
本工事で撤去した「現場打ち鉄筋コンクリート
基礎杭」は現地で圧砕した後、コンクリート殻と
して、日々ダンプトラック１～２台で主要道を利
用して産廃処分を行った。そのため過積載での運
行を防止することが安全管理上、重要なポイント
となった。
ダンプトラックによる過積載は、衝突時の衝撃

竹 田 真 一○ 木 下 勝 章

大阪府土木施工管理技士会

ヤマト工業株式会社

大型ダンプトラックによる陸上運搬時の
過積載防止対策について

４５
安全管理

図―１ 「過積載防止活動スローガン」

図―２ 作業関係者事前教育

図―３ 作業関係者による危険予知活動
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力の増大、バランスを崩しやすくなるなどにより
重大事故を招くことになるとともに道路・橋梁の
破損やタイヤの摩耗また、車両に過大な負荷がか
かるためエンジン音が大きくなり、沿道への騒
音・振動・排ガスを増加させ、環境悪化の一因で
ある。

３．対応策・工夫・改善点と適用結果
（当現場での取り組み）

当現場ではダンプトラック一台当たりの積載量
の確認はポータブル型計量器では手間が掛かるた
め、ダンプ運転手及び作業に関わる関係者に事務
所での教育を行い「過積載による事故原因と社会
へ及ぼす影響」、「過積載への罰則」、「過積載防止
対策」について理解した上で、実際に積込んだ状
態を全員で確認を行った。それに加えて元請職員
による一日二回の巡視を行いその結果を共有し運

行に有効活用した。
・大型ダンプの荷台高さ管理による過積載防止対策
大型ダンプの荷台にコンクリート殻と土砂の
「積込みライン」をそれぞれ明示することにより、
バックホウ積込み時の目安と、積込み後の積載量
確認に活用した。

４．おわりに

本工事は現場打ち鉄筋コンクリート杭の撤去・
搬出が主な工種であったが、「過積載防止対策」
に取り組むことにより、作業間でのコミュニケー
ションが図れ、スローガンに掲げた「全員で安全
活動に取組む現場を作ろう！」の趣旨を共有でき
た。また工程面においても余裕を持たすことによ
り過積載運行をすることなく、運搬経路沿線から
の苦情もなく安全に搬出作業を行った。

図―４ 土砂（荷台枠と同等）

図―５ 積載基準明示 図―６ 積込確認（コンクリート殻―荷台枠より２０cm）
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：平成２７年度県単道路改築工事
�２ 発 注 者：長野県諏訪建設事務所
�３ 工事場所：長野県茅野市御射鹿池
�４ 工 期：平成２８年２月１６日～

平成２８年１１月３０日
本工事は、近年メディア等に取り上げられ茅野
市で有名な観光地での施工であった。駐車場がな
いことから路上に駐車し観光する危険な場所であ
ったため、観光協会並びに地元等からの要望で駐
車場の無い所に現道を改良して駐車場を新設する
工事であった。施工延長 L＝３７７ｍ、駐車場A＝
２２２０㎡）
道路改良部分は、大部分が曲線でかつ、直高H
＝６．６ｍの盛土工が延長 L＝１３２ｍある道路改築工
事である。
本報告文では、観光協会から熱望された駐車ス
ペースのない所に駐車スペースを作り、観光地と
しての品位を保ちつつ、観光客からの苦情がない
ように施工した取り組みについてと、本工事で最
重要な盛土工について述べる。

２．現場における課題

本現場は、標高１５００ｍに位置し、冬季の積雪及
び凍結の影響から５月上旬から１１月下旬までの期
間でしか施工出来ない現場であった。なおかつ７

月上旬から１１月上旬は観光シーズンで大型バスが
１日に５０台訪れるなか、駐車スペースがないこと
を観光協会から説明を事前に受けた。さらに御射
鹿池は立入禁止となっており、路上にカメラを設
置して景色を撮影したりしているすぐ横を自動車
が通過するという特殊で危険な観光地であったこ
とから、新たに駐車スペースを確保しつつ１１月に
は工事を完成させなければいけなかった。
また、事前に実施した盛土材（現場掘削土流用）
の土質調査（締固め試験・CBR試験）の試験結
果が、設計CBR値３％に対してCBR値１．８％と
良質ではない盛土材での盛土施工になったため、
（当初設計で路床入替工ｔ＝５５cmがあり、路床
入替工を３４cm行えば設計CBR値３％を確保出
来る。）盛土の締固め回数、現場密度の確保が課
題であった。

３．工夫・改善点と適用結果

３―１ ３次元CADシステムによる３D化した工
事説明の実施

駐車スペースの確保を行いながらの施工が本現
場の命題だったので、観光協会及び地元並びに観
光客に如何にして分かり易く工事説明を行えるか
検討した結果、事前説明段階から現場を３D化し
工事説明を行った。現場を３D化したことにより、
土木工事に携わったことのない方にも分かり易く
説明できた。

新 村 洋次郎

長野県土木施工管理技士会

庫昌土建株式会社

観光地における施工・安全管理について

４６
安全管理
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３―２ 現場における駐車スペースの確保
図―２のようにピーク時には１００人以上もの観光
客が現場を訪れた。実際に駐車しているスペース
は、道路を拡幅し上層路盤まで完了した箇所を利
用した。上層路盤の手戻りが発生しロスがあった
が、要望には応えられた。また、発注者と協議し
混雑時は休日も誘導員を配置し安全確保に努めた。
また、大型ダンプ等での資材搬入時間を朝と夕
方に集中させ、観光客に不快感を与えないように
配慮した。

３―３ 盛土工における締固め回数の決定
本現場の盛土材は現場掘削土を流用して施工す
ることになっていたが、土質調査結果が課題に記
述した通り良質土ではなかったため、現場では直
高H＝０．９ｍ（盛土３層目）で現場密度試験を３
回実施した。タイヤローラを用いて事前に締固め
回数を決めておいたが、掘削箇所により盛土材の
含水比が異なり安定しないことと、施工延長が長
いため、再度現場で試験を行う事で、管理基準値

の現場密度８５％以上を確保出来るようするために
行った。
現場で再度試験を実施したことにより、現場密
度９３％以上を確保でき、事後沈下等もなく施工で
きた。

３―４ UAVによる空撮
現場全体の進捗状況及び現場説明を分かり易く
伝えるために、定期的にUAVによる空撮を行っ
た。

４．おわりに

本工事では、上記以外にも温泉施設が隣接して
おり、施設利用者の誘導など観光地ならではの事
案が数多く発生した。また、茅野市からは工事の
影響で今後の観光に支障をきたしては困るという
中での施工であったが、苦情等もなく施工でき観
光協会・地元並びに発注者の高評価を得ることが
できた。

図―１ 説明に用いた３D化した図面

図―２ 実際の現場状況

図―３ 盛土施工箇所横断図

図―４ 現場空撮写真
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A1  P1  

１．はじめに

本工事は、鋼橋の落橋防止と P１橋脚のコンク
リート巻立工を行う工事である。P１橋脚は耐震
基準が古い事からフーチングの補強も行う必要が
あり、フーチングを含めたコンクリートの巻立を
行う発注であった。

工事概要
�１ 工 事 名：鹿折大橋橋梁耐震補強工事
�２ 発 注 者：宮城県気仙沼土木事務所
�３ 工事場所：宮城県気仙沼市東中才地内
�４ 工 期：平成２６年９月３０日～

平成２７年９月３０日

２．現場における問題点

P１橋脚の床掘り掘削を行ったところ、フーチ
ングの劣化及び損傷がみられ、発注者及びコンサ
ルタントの確認を受けた。調査を行ったところ P
１橋脚フーチングは健全ではないと判断され設計
を修正する事となったが、その際の問題として以
下の項目が考えられた。
�１ 設計の問題
①現場は河川内工事であり、渇水期内に修正設計
～施工を完了できるようにする。
②すでにマイクロパイル、SEEEケーブル等の材
料手配を行っており、製造にかかっているもの

をできるだけ使用できる設計とする。
�２ 施工の問題
P１橋脚が健全ではなく、施工中に橋脚の転倒
の可能性も考えられるため、転倒防止の安全対策
が必要である。

３．工夫・改善点と適用結果

設計の問題については、平成２６年１２月下旬に修
正設計を行う事となった時点で、最初に施工する
予定のマイクロパイルの設計を最優先で行うよう
にコンサルタントに依頼した。幸い、本数につい
ては現設計のままで施工可能との結果がでて、台
数の少ない施工機械についても確保することがで
きた。
又、SEEEケーブルについては本数が２本増え
る事となったが、メーカーから対応可能との返答
があった。
施工の問題については、施工中の安全対策とし
て下記の３案を検討した。

監理技術者

門 間 博 通○ 星 野 仁 志

東日本コンクリート株式会社

橋梁耐震補強工事の安全対策

４７
安全管理

図―１ 橋梁全景
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第１案：P１橋脚の周りにシートパイルを打ち込
みそれを反力として橋脚を固定する。

第２案：Ａ１～P１間をワイヤー等で引張り、Ａ
１～P１間の下にコンクリートの反力台
を施工し反力台から支柱で突っ張る。

第３案：P１橋脚の前後にベントを立て、P１橋
脚が転倒した場合の受台とする。

第１案は桁下空間があまり無いためシートパイ
ル打ち込み機の手配が不確実であり、打ち込みに
も日数がかかるため不採用とした。
第２案は比較的容易に施工出来そうなため、さ
らに検討する事となった。
第３案はベントは立てられるが、支点となる部
分のトラス桁の検討及び補強が必要となるため不
採用とした。
第２案について検討を進める事となったが、P
１橋脚転倒の引張力に対するＡ１橋台の安定計算
をコンサルで行い、安全であるとの結果を得た。
又、ワイヤーではタワミが大きく橋脚の転倒に対
する補強ができないので、ＰＣ鋼棒を使用する事
となった。
反力台については、A１～P１間の鋼桁を支柱
と考えA１橋台を反力台とする事とした。鋼桁
の支承条件がA１橋台は可動、P１橋脚は固定と
なっているため、A１の遊間部にパッキン材を配
置して反力を受け持つ構造とした。

渇水期施工であり橋脚固定機材の調達に時間を
かけられないため、固定用ブラケットは自社在庫
品の PC桁架設用６００KNワンピンブラケットを
使用した。又、PC鋼棒についても自社在庫品の
φ３２総ネジ PC鋼棒を使用した。

４．おわりに

橋脚が健全ではないと確認されてから橋脚の変
位を毎日確認しながら施工を行い、何とか渇水期
施工に間に合わせることができた。
橋脚が健全ではない場合の安全対策はケースバ
イケースであるが、ひとつの事例として工期短
縮・安全施工の参考としていただければ幸いであ
る。

図―２ 橋脚固定側面図

図―３ 橋脚固定平面図

図―４ P１橋脚固定状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：方財地区河道掘削（下流）工事
�２ 発 注 者：九州地方整備局延岡河川国道事務所
�３ 工事場所：宮崎県延岡市方財町地内
�４ 工 期：平成２６年５月２７日～

平成２６年１０月３１日
�５ 施 工 量：バックホウ掘削：１９，４００ｍ３

掘削土運搬（Ｌ＝２３．６ｋｍ）：１９，４００m３

当現場は、一級河川五ヶ瀬川の河口付近（１ｋ
４００～２ｋ２００）の浚渫工事であり、上下流の工区
に分かれており、当社は下流掘削であった。

２．現場における問題点

現場は河口に近いため、潮の干満の影響があり、
大潮の干潮時は一部干潟になる場所もあったが、
ほぼ水中掘削であった。
バックホウで河床の土砂を使って重機足場を築
堤しながら掘削・搬出を繰り返す工法で、掘削土
量は１９，４００ｍ３だが動かす土量は４１，１００ｍ３となっ
た。また、鮎の遡上時期との兼ね合いがあり９月
末には河川内の作業を終わらせる条件となってお
り、それに加えて出水期の施工であり台風・豪雨
による増水で作業一時中断が予想された。
当初計画の見直し・変更等で着手が７月下旬と
なり、短期で作業を終了させる必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

作業は河川内の土砂を掘削し、高水敷に仮置き
水切りし、土捨て場に運搬処理する工程に於いて、
掘削箇所内の縦断方向にダンプの走路用に築堤
を行い、それより横断方向に櫛状に重機足場を築
堤するのだが、櫛状の築堤間隔を広く（築堤本数
を少なく）するため解体用のロングアームバック
ホウと、通常のバックホウ（０．８ｍ３）にステンシ
ョンアーム（２．０ｍ）を取付けた２台のバックホ
ウで掘削をした。
掘削時は過掘りとならないよう位置・深さをそ
の都度測る必要があり、築堤の天端幅は５ｍ程で
そこに常にバックホウが居るため、測量作業の度

梅 田 誠 二

宮崎県土木施工管理技士会

日新興業株式会社

３Ｄマシンガイダンスを使った河川掘削工事

４８
新技術・新工法

図―１ 平面図
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にバックホウの作業を止める必要があり、作業時
間のロスと作業員との接触災害が懸念された。ま
た、水中掘削で不可視部分の施工精度を向上させ
る目的で、上記のバックホウ２台にはGNSSを
用いた３Ｄマシンガイダンスを導入した。
３Ｄマシンガイダンスは盛土の締固め管理でし
か帳票は出力されないが、オペレーターの作業の
目安と日々の掘削管理用に、バケットが設定の深
さを越えるとモニター画面が着色されるように設
定を依頼し、そのデータを持ち帰り日々の施工管
理を行った。
上記２台のバックホウは掘削のみとし、通常バ
ックホウ（０．８ｍ３）を各１台ずつまくりと積込用
に付け、場内運搬はダンプ２台を付け、重機２台
ダンプ２台を１セットとして２セットで作業を行
った。

４．おわりに

３Ｄマシンガイダンスを導入することにより、
重機作業半径内に立ち入る回数も必要最小限度に
抑えられ事故防止に役立った、また櫛状の重機足
場の位置・方向・高さは別プログラムで登録し、
モニター画面の切り替えだけでガイダンスするよ
うに設定しておいたため効率よく築堤が行われた。
掘削完了後音探による深浅測量で出来形管理を
行ったが、出来形不足箇所は無かった。工程的に
は、好天に恵まれた事もあり実質５０日程（実作業
日数）で完了し９月内に完了できた。
工事終盤にはマシンガイダンスの現場見学会も
開催し、発注者や他の施工業者に参加していただ
き工法の説明を行った。
受注者提案型でマシンガイダンスを導入したが、
機器のレンタル料が高価であり、予算的には厳し
いものがあった。鼬ごっこかもしれないが、今後
もっと普及して単価を下げてもらえればありがた
く思う。

図―２ １号機掘削状況

図―３ ２号機掘削状況

図―４ モニター画面

図―５ 掘削データ

－２４２－



１．はじめに
一般国道２８９号は新潟市を起点として福島県い
わき市に至る総延長３４０kmの本州を横断する広
域幹線道路である。燕北バイパスは、渋滞を引き
起こす一因となっている通過交通を燕市街地から
迂回させ、市街地の交通混雑の緩和と安全の確保、
北陸自動車道三条燕インターや新幹線燕三条駅へ
のアクセスの向上を目的として計画された延長
４．７５kmの４車線道路である。当面は、事業効果
の早期発現のため、燕市井土巻～小高までの延長
１km区間を暫定２車線を建設中である。
本工事は、この暫定２車線のうちの信濃川分流
の中ノ口川に架かる朝日大橋の鋼桁製作と架設、
合成床版を行う工事であり、河川上はトラベラー
クレーンベント工法、陸上部はクローラクレーン
ベント工法を採用した。
本稿では河川上のトラベラークレーンベント工
法のうち架設と河川部に施工した杭基礎の施工に
ついて記載する。
工事概要
�１ 工 事 名：一般国道２８９号燕北パイパス

（仮称）朝日大橋上部工工事
�２ 発 注 者：新潟県
�３ 受 注 者：藤木・横河・福田特定共同企業体
�４ 工事場所：新潟県燕市朝日町～南７丁目
�５ 工 期：平成２６年１０月１０日～

平成２７年１２月２０日
�６ 工事諸元

橋梁形式：鋼８径間連続非合成細幅箱桁橋
橋 長：３９５．０００ｍ（最大支間長：５９．０ｍ）
幅員構成：車道８．０ｍ歩道３．２ｍ
総重量：約１３０２ton
床版形式：鋼コンクリート合成床版

（パワースラブ）

２．架設工事
�１ 概要および施工上の問題点
トラベラークレーン（以下TVC）で架設する
河川部の線形は、横断方向に３％勾配、縦断線形
は登り勾配で３％からレベルに変化、平面線形は
R＝６９０ｍ、桁間隔は一定の６．０ｍとなっていた。
また床版の形式が鋼コンクリート合成床版となっ
ているため、主桁ウェブ上部にスタッドジベルが
配置されていた。
�２ 軌条レールの設置とＴＶＣの固定について
スタッドジベルを避けるため主桁上に軌条受金
具（H１００＋H１５０）を６００ｍｍ以下の間隔となるよ
うに配置し、３．０ｍ程度に１箇所レールと主桁を
固定するレール固定金具を設置した。レール設置
の位置と主桁に設置したTVCのアップリフト止
め金具の位置が一緒となるので、レールを挟み込
みかつ移動用のクレビスジャッキが干渉しないよ
うに工夫したアップリフト止め装置とした。今回
選定した５０Kレールは３ｍ毎に設置した主桁との
固定金具により平面線形６９０Ｒについては、問題
なく曲げることが出来た（図―１）。

主任技術者

飯 島 明 彦○

工事担当

今 和 也

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社横河ブリッジ

河川上でのトラベラークレーンによる
杭基礎の施工と橋梁架設

４９
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�３ 部材運搬について
架設場所への部材運搬は最長１３０m、平面線形

６９０R、縦断勾配３％であったため、動力設備を
持たない従送台車をウインチによる牽引方式で行
なった。運搬する主桁が最長１２ｍのため、７ｍの
運搬台車２台を連結し主桁を積載できるようにし
た。また連結部の長さを変えることにより平面線
形に対応した。
主桁の架設が進むにつれて台車を牽引するワイ
ヤーの長さが変化することへの対応策として、ウ
インチは油圧式複胴を選定し、エンドレスドラム
を設置したドラムをメインの走行用とし、サブド
ラムをワイヤー尻手巻取り用とした。運搬台車の
積載の有無や、牽引ワイヤーの長さ変化によりエ
ンドレスドラムが滑る恐れがあったので、走行ド
ラムの状態確認を十分に行いながらの作業となっ
た（図―２）。

３．ベントの杭基礎工事
�１ 概要および施工上の問題点
河川部のベントの杭基礎をTVCで行う必要が
あるが、TVCのフックは１系統しかなく、クロー
ラクレーンのようにフック２系統を使用して杭に
バイブロを装着する施工ができない。また、バイ

ブロの油圧ユニットの配置場所はTVC後方の運
搬台車上に限定され、TVC前方で行なう杭打込
み時のキャプタイヤの介錯方法に工夫が必要であ
った。
�２ 施工方法
杭基礎であるＨ型鋼については、運搬台車に梁
材を設置し運搬台車の外側に吊り下げる構造とし
た。これによりバイブロ単独で直接Ｈ型鋼を装着
することが可能となった（図―３）。
バイブロの油圧ユニットからのキャプタイヤ
ケーブルについては、TVCの旋回体に固定した
小型ウインチからTVCのジブを介したワイヤー
にて行なった。キャプタイヤケーブルは６０ｍ程度
と長く、狭い桁上で取りまわしを行う必要があっ
たので、細心の注意をで介錯を行った（図―４）。

４．おわりに
トラベラークレーンで杭基礎を施工した例は少
なく、手さぐり状態で工夫を要する施工であった
がが無事故・無災害で完成することができた。
最後に、本工事を進めるにあたってご指導・ご
協力いただいた新潟県三条地域振興局の方々、な
らびに共同企業体の構成会社の藤木鉄工㈱、㈱福
田組の関係者の皆様に深く感謝申し上げます。

図―１ アップリフト止め金具施工状況

図―２ 主桁の運搬状況

図―３ Ｈ鋼杭の運搬状況

図―４ キャプタイヤケーブル取り回し状況
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：関門自動車道 関門橋

中央径間門司側南補剛桁補修工事
�２ 発 注 者：西日本高速道路株式会社

九州支社 北九州高速道路事務所
�３ 工事場所：福岡県北九州市～山口県下関市
�４ 工 期：平成２４年１１月２５日～

平成２８年１２月９日
関門橋は関門海峡を跨ぐ道路橋で、本州と九州
を結ぶ高速道路として昭和４８年１１月より供用を開
始した３径間２ヒンジ補剛桁吊橋である。補剛桁
はトラス構造で、鋼部材の防食には亜鉛溶射が採
用されている。架橋から４０年が経過し、交通量の
増大に伴い様々な部分の劣化が進んでいることか
ら、補剛桁の塗替塗装や疲労亀裂補修、支承の取
替といった大規模補修工事が実施されている。

２．現場における問題点

関門橋が建設された１９７０年前後に製造および使
用された塗料の一部には PCB（有害物質）が可
塑剤として使用されており、本工事区間の既存塗
膜にも PCBが含まれていた（図―２）。

図―２ 既設塗膜構成

PCBは脂肪に溶けやすいという性質から、慢
性的な摂取により体内に徐々に蓄積し、様々な症
状を引き起こすことが報告されている。本工事で
は作業員の健康および環境への影響を考慮し、既
存の塗装を除去する際に発生する粉塵の飛散防止
対策をする必要があった。

３．工夫・改善点と適用結果

本工事では、PCBを含む既存塗膜の剥離作業
の飛散防止対策として、塗膜剥離剤工法と電磁誘
導加熱工法（以下 IH工法）の２種類の塗膜剥離

監理技術者

河 内 幸 男○

現場代理人

諸 木 良 仁

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社横河ブリッジ

塗膜剥離における電磁誘導加熱工法（IH工法）
の導入と施工性の改善

５０
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図―１ 関門橋
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工法を併用した。
３―１．塗膜剥離剤工法
この工法は剥離剤を既存塗膜に塗布し、塗膜を
軟化させて除去する工法で、「剥離剤の塗布」「養
生」「塗膜除去」の工程を繰り返すものである。
関門橋の既存塗膜厚は１０００μｍを超えていたため
２回以上の塗布が必要だった。また、塗布後、剥
離剤を浸透させるための養生材が必要である。剥
離性能としては、概ね素地面までの剥離が可能で、
部材形状に関係なく施工可能である。ただし、冬
場などの気温の低い環境下では剥離剤を浸透させ
るための養生期間を長くとる必要がある。
３―２．電磁誘導加熱工法（IH工法）
IH 工法は誘導コイルが内蔵されたヘッドを鋼
材表面に滑らせ加熱することで鋼材表面と塗膜の
界面結合を破壊し、浮いた塗装をスクレーパー等
で剥ぎ取る工法である。ただし、最下層の塗料に
MIOやジンク等鉛系塗料が塗布されている場合
は剥離できない。関門橋は最下層にこれらの塗料
が使用されていなかったため、１回の施工で塗膜
を剥離できた（図―３）。塗膜除去直後に鋼材が加
熱される範囲は誘導ヘッド直下のみであり、鋼材
表面温度は約１００℃で母材や亜鉛溶射への熱影響
はなかった。車輪がついたヘッドを鋼材表面に走
らせる工法のためボルト部や隅角部のような狭小
部の剥離はできないが、IH工法は塗膜剥離剤工
法のような養生が不要のため施工速度が速く、外
気温の影響も受けない。また、養生材等の廃棄物
を最小限に抑制できる。

図―３ 電磁誘導加熱工法

３―３．施工結果のまとめ
表―１に２種類の塗膜剥離工法を比較した結果
を示す。

表―１ 塗膜剥離工法の性能比較

本工事では IHのヘッドを走らせやすい平滑面
の塗膜剥離を IH工法で行って、IH工法で施工で
きないボルト部や隅角部に塗膜剥離剤を適用した。
表－２に本工事の IH工法（剥離剤併用）と当社
が過年度に剥離剤のみで施工した同じ関門橋の施
工実績を示す。

表―２ 施工日数と廃棄物量の比較

２種類の工法を併用することで、塗膜剥離剤の
みの場合に比べて施工日数が５６日間短縮され、総
廃棄物を約３０％削減できた。IH工法は養生時間
を必要としないことから労務工数の削減にもつな
がりトータルコストも改善されている。

４．おわりに

我が国の既設橋梁では PCBだけでなく含鉛塗
料（鉛系さび止め塗料）を塗膜に含むものが少な
くないため、塗替塗装工事での塗膜除去時の環境
配慮は必須である。
本工事では塗膜除去に IH工法を導入すること
により有害物質を含む既存塗膜の飛散流出を防ぐ
だけでなく、塗膜剥離剤を使用する工法に比べて、
施工期間の短縮並びに、労務工数と廃棄物量の縮
減によりトータルコストの改善に成功した。
今回、IH工法で施工できなかったボルト部や
狭小部につては補機類の小型化などによる更なる
効率化が期待される。
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１．はじめに

工事概要
�１ 工 事 名：古座川災害復旧工事
�２ 発 注 者：和歌山県
�３ 工事場所：和歌山県東牟婁郡古座川町相瀬
�４ 工 期：平成２４年５月～平成２４年１１月

２．現場における問題点

器具を使わないで大型土嚢を作成する場合、作
業員が土嚢袋の端を持ち、バックホウで土砂を投
入するため、人力では土砂の重量に耐え切れず、
完成まで土嚢袋の形を保持できないため、途中で
何度も重機で土嚢袋を吊り上げて土嚢袋の形を直
さなくてはならないので、作製時間が長くかかる。
また、作業員が端部を持って重機で土砂を投入す
ると、接触事故の危険性も高い。しかし、市販の
大型土嚢作製用器具は高価なので、滅多に大型土
嚢を作成する機会がない小規模事業者にとっては、
購入に踏み切ることは難しい。

３．工夫・改善点と適用結果

そこで弊社では、建設会社ならばどこでも所有
している安価な材料を使って、手軽に簡単に作れ
る大型土嚢作製器を製作してみた。今回作ってみ
たのは１ｔ大型土嚢用の作製器である。土木業者
なら、鉄筋とアーク溶接機さえあれば誰でもお手
軽、簡単に作成できる。この報告をご覧になった

方々の参考のために、材料、寸法等をできるだけ
詳しく書き記すことにする。
まずは、大型土嚢作製器の製作方法であるが、
円形に加工した鉄筋の輪を３つ用意する。輪の直
径はそれぞれ上から、０．９７ｍ、１．１２ｍ、１．２２ｍで、
材料は φ１０ｍｍ異形鉄筋を使用し、端部はアーク
溶接で接着した。
次に縦筋として、長さ１．００ｍの φ１３ｍｍ異形鉄
筋を７本用意する。
最後に「図―１ 大型土嚢作製器 図面」に図
示されている通りに鉄筋の輪と縦筋を溶接で固定
すると、大型土嚢作製器の完成である。
次に、この大型土嚢作製器を使用した土嚢の製
作手順を記す。

隅 田 武 志

和歌山県土木施工管理技士会

有限会社隅田建設

鉄筋製大型土嚢作製器による大型土嚢の製作の
安全化と効率化

５１
新技術・新工法

図―１ 大型土嚢作製器 図面
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�１ 大型土嚢作製器を設置する場所を平らに均し、
そこに土嚢作製器を設置する（鉄の輪の小さい
方を上にして設置する）。
�２ 大型土嚢袋を広げながら、土嚢製作器の中に
入れ、土嚢袋の口を広げて土嚢製作器の一番上
の輪に引っ掛けて固定する（「図―２ 大型土嚢
作製器使用状況」参照）。
�３ バックホウで、土嚢袋の中に土砂を投入する。
�４ 土砂が土嚢作製器の一番上の輪のあたりまで
入ったら、土嚢作製器を土嚢袋から外す（この
とき、外し難ければ、土嚢袋の持ち手の紐を重
機で軽く吊り上げれば、土嚢作製器を取外し易
くなる）。
�５ 完成した大型土嚢を重機で吊り上げて移動さ
せ、再び土嚢作製器を設置し、次の土嚢を製作
する。
以上の手順で、簡単、安全、かつスピーディー
に大型土嚢を作成することができる。
この土嚢作製器は軽量なので、人力で簡単に設
置、移動ができる。
また、人力ではなく単管等を用いて端部を保持
して土嚢を作成した場合でも、土嚢の形状がいび
つになることが多いため、投入された土砂を敷き
均す手間が発生するが、この大型土嚢作製器は、
大型土嚢の形状にフィットする形に作ってあるの
で、土嚢が自立し、土砂が土嚢の形に合わせて投
入されるので、土砂投入後に重機で吊り上げるだ
けで、土嚢の形状が安定する。
この土嚢作製器ならば、重機の台数と作業員の
人数に合わせて、安価に短時間で、何個でも作成
できる上、破損した場合の修繕も容易である。
この大型土嚢作製器には、以上のような利点が

ある。そして実際に工事でこの土嚢作製器を使用
することによって、作業員が人力で支えるよりは
ずっと効率よく、スピーディーかつ安全に大型土
嚢を作成できた。

４．おわりに

鉄筋製の大型土嚢作製器は、当工事の安全化、
効率化に寄与してくれた。また、他の工事でも使
用が可能な工法であると思われる。なお、使用す
る鉄筋の種類や本数、形状、大きさ等は、耐久性
などを考慮し、個々が現場に応じて工夫すれば良
い。また、製作と使用にあたっては、事故等いか
なる事態が起きても、自己責任でお願いする。

図―２ 大型土嚢作製器使用状況
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１．はじめに

東海旅客鉄道（株）では、開業５０年を迎えた東海
道新幹線の土木構造物の延命化を図るため、平成
２５年度より土木構造物の大規模改修工事を行って
いる。鋼構造物における工事内容は、トラス橋、
開床式下路プレートガーダー橋の床組接合部対策
や、支承部取替補強などがある。
支承部取替補強では、過去の補修工事によって、
既設の沓座の多くが樹脂コンクリートに置き換え
られていた。樹脂コンクリート沓座は、通常のコ
ンクリートに比べて硬く粘りがあり斫り難い。ま
た、箱桁の桁下や既設沓の下部の斫り作業は作業
空間が狭くなり、熱中症などの労災のリスクが高
い。そこで、沓座撤去に放電破砕工法の採用を提
案した。実施工の前に、試験体による樹脂コンク
リートの放電破砕を行い、既設のコンクリート構
造物を損傷させない手法を確認した。本稿では、
この放電破砕工法の現場施工について報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：静岡地区新富士保線所ほか２保線

所管内土木構造物大規模改修その
他工事（鋼橋H２８）

�２ 発 注 者：東海旅客鉄道株式会社
�３ 工事場所：静岡県富士市～浜松市
�４ 工 期：平成２７年１１月～平成２９年６月

２．現場における問題点

樹脂コンクリートは、斫りとコア削孔を併用し
撤去していたが、現状の施工に当っては、下記の
問題点があった。
�１ 樹脂コンクリートの斫り作業は騒音が大きく、
作業員の負担が大きい。特に夏場は体力の消耗
が激しく、狭隘な場所での作業になる為、熱中
症発祥リスクも高かった。
�２ コア削孔は、沓座前面の仮受支点を一次的に
撤去してから作業を行う。このため、夜間作業
時間帯に、軌道緩解・ジャッキアップ・仮受架
台の撤去・復旧等の作業が必要であった。よっ
て、時間の制約が多く、作業が非効率であった。

３．対応策と適用結果

２．の課題を解決するため、既設沓座の撤去方
法に放電破砕工法を適用した。
�１ 放電破砕工法
放電破砕工法は、コンクリートや岩盤を、安全
で効率的に破砕するために開発された、非火薬の
破砕工法である。
放電破砕工法は、放電衝撃発生装置および放電
カートリッジ等でシステム構成されている。また、
沓座以外のコンクリート構造物に影響をおよぼさ
ないため、従来品より威力が小さなカートリッジ
を開発し、使用した。また、図―１の施工フロー

日本車輌製造株式会社

竹 内 彰○

株式会社ニチゾウテック

阪 本 良

日本橋梁建設土木施工管理技士会

樹脂コンクリート沓座の撤去における改善工法について

５２
新技術・新工法
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手順を試験施工により確認し、実施工に適用した。
�２ 既設沓下での放電破砕
放電破砕工法は破砕を繰り返し、既設沓座を撤
去していくものだが、破砕後の亀裂の状態や沓座
の形状に応じて、斫り作業が必要になる。特に既
設沓の下部は狭隘な場所なので斫りが非効率であ
った。その為、放電破砕と斫りで既設沓座をある
程度撤去した。既設沓下部を露出した状態にする
ことで、作業空間を確保し、効率化して放電破砕
を行った。
�３ 成果
従来の斫りとコア削孔に比べて、鈑桁や箱桁部
の外側、既設沓の下部での破砕は作業効率よく行
い、時間短縮できた。また、作業員の体力の消耗
を防ぎ、作業の安全性も向上した。さらに、軌道
作業が無くなった為、コストダウンに繋がった。
しかし、本来効果を期待していた箱桁の桁下の狭
隘な箇所については、カプセルを配置するための
削孔スペースすら確保することが難しく、効果が
薄かった。今後施工していく上で改良していく必
要がある。

４．おわりに

本工事が施工開始されてから約２年半の間、無
事故・無災害での施工を達成することができた。

今後も今回提案した放電破砕の様に、安全で効率
的な工法を提案し、高精度な施工を目指す。
最後に、樹脂コンクリート放電破砕工法の現場
施工について、試験施工から現場施工実施にいた
るまで、ご協力いただいた JR東海新富士保線所
様、日進機工㈱藤根忠様 ㈱平山工業 平山武夫
様に厚くお礼申し上げます。
参考論文
１）佐々木加津也 他、放電破砕工法の特性と施
工例、Hitz 技報、VOL．７１、２０１０
２）寺浦努他、既設構造物および環境に配慮した
撤去工法のうち放電破砕の試験施工、Np．３６７、
電力土木、２０１３．９

図―１ 放電破砕施工フロー

図―２ 箱桁の桁下部削孔完了

図―３ 箱桁の桁下部カプセル配置

図―４ 箱桁の桁下部破砕後
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１．はじめに
工事概要
�１ 工 事 名：平成２６年度孫崎高架橋支承補修工事
�２ 発 注 者：本州四国連絡高速道路株式会社

鳴門管理センター
�３ 工事場所：徳島県鳴門市鳴門町土佐泊浦字福池

（KP７９．４３３～KP７９．５６７）
�４ 工 期：平成２７年３月１９日～

平成２８年２月１日
孫崎高架橋（図―１）は鳴門海峡に面した腐食
環境の厳しい場所にかかる大鳴門橋への取付高架
橋である。橋長１３４mの鋼３径間連続非合成鈑桁
橋で、供用後３０年が経過しており多くの箇所で鋼
材の腐食が確認されている。中でも支承部（図―
２）は特に腐食が激しく、腐食堆積物により可動
支承（BP―A支承）が固定化し移動機能が損なわ
れていた。この状態ではレベル２地震動時に橋脚
のせん断力に対しての耐荷力が不足することが確
認された。
固定化された中間橋脚に位置する２８基（１４基×
２橋脚）の可動支承の機能回復を図るため、上沓
の取替えを実施した。健全な下沓とベアリングプ

レートは防せい処理を行って再利用した。

２．現場における問題点
２―１ 下沓防せい処理の品質確保
孫崎高架橋は鳴門海峡に面し、また直下に国立
公園の森林が広がっている湿度の高い環境にある。
このため飛来する塩分や結露等の水分によって鋼
材が腐食しやすい環境に置かれている。
今回の工事についても腐食堆積物により支承の
移動機能が損なわれていることから、特に塗装・
溶射など防せい機能の品質管理を厳格に行う必要
があった。
２―２ 可動支承の機能回復
工事完了後に再び支承が固定化することの無い
よう、可動支承が固定化している原因を特定し対
処する必要があった。
前年度工事で行われた調査作業の結果から、可
動支承が固定化した原因は主に上沓と下沓の当た
り面に著しい腐食が発生し、錆等が上沓と下沓の
間に堆積して固着したためであると判断された
（図―３、４）。その他可動支承の移動を妨げる要
因になる恐れのある箇所についても調査し対応す
る必要があった。

現場代理人

木 村 恭 平○

監理技術者

西 村 卓 紹

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社横河ブリッジ

移動機能が損なわれた支承の機能回復工事

５３
維持管理

図―１ 孫崎高架橋 図―２ 補修前の支承 図―３ 撤去した上沓 図―４ 上沓撤去後の下沓
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３．工夫・改善点と適用結果
３―１ 下沓防せい処理の品質確保
再利用する下沓の防せい処理は長期の防せい効
果を期待して亜鉛・アルミニウム合金による金属
溶射を行った。既設支承表面を水拭き後に表面塩
分計で塩分濃度を計測し、２０mg／㎡未満であるこ
とを確認してからブラストを施工した。ブラスト
は主にオープンブラストで行い、サイドブロック
内側や既設アンカーボルト周囲などの狭隘部はブ
リストルブラスターを併用して十点平均粗さRz５０
μm以上の粗面を形成した。溶射皮膜の厚さは１００
μm以上とし、溶射施工後に電磁式膜厚計で確認
した。また、封孔処理後に長期防食性能を高める
ためポリウレタン樹脂塗料を２層塗布した（図―５）。
下沓の溶射・塗装作業完了後、既設ベアリング
プレートに潤滑剤を塗布し、新設上沓の設置を行
った。
溶射皮膜及びジャッキアップ補強材・新設支承
周囲の塗装について施工完了後引張付着試験器を
用いたアドヒージョン試験を行い、塗膜の付着力
が１N／㎟以上あることを確認した。また、ジャッ
キアップ補強材・新設支承周囲の塗装については
電磁式膜厚計による確認に加えて破壊式膜厚計
（ペイントボアラー）で塗膜に孔を開け目視で膜厚

の確認を行い、標準膜厚以上であることを確認し
た（図―６）。塗装完了後、既設アンカーボルトにボ
ルトキャップを取付け、作業を完了した（図―７）。
３―２ 可動支承の機能回復
支承補修の施工に先立ち、外観調査を実施した。
既設支承の腐食堆積物は上沓と下沓の間の他、サ
イドブロックと上沓の間にも固着していた。また
一部の支承では上沓とサイドブロックが接触して
隙間の無い状態であった。
このため、上沓取替えと下沓の防せいに加えサ
イドブロック側面に孔明タップ加工を行い、上沓
接触面にステンレス板を取付けた（図―８、９）。
また、新設上沓の設置時に下フランジのセットボ
ルト孔を拡大し、上沓の位置を調整してサイドブ
ロックとの間に隙間を確保した。
また、施工前後で挙動計測を行い補修作業によ
って本来の可動支承機能が回復したか確認した。
挙動計測の項目は荷重車による動的計測、７２時間
の動的計測とし、桁の変位・桁温とひずみの計測
を行った。
施工後の挙動計測（実施期間：平成２７年１２月８
日～平成２７年１２月１１日）においては補修した支承
の移動は確認できなかったが、竣工後平成２８年４
月１２日に現場確認を行った際に支承の移動が確認
された。

図―８ ステンレス板取付状況 図―９ 補修後の支承

４．おわりに
支承の溶射作業など、防せい工の品質管理を厳
格に行い施工した。移動機能の回復は支承の状態
を確認しながらの施工であったため、計測・確認
作業に時間をかけて施工した。
今後は厳しい腐食環境から橋梁を保護するため、
カバープレートを設置して箱桁化し防護する防食
工事が予定されている。

図―５ 封孔処理後の下沓 図―６ 膜厚確認状況

図―７ BP―A 支承分解補修図
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１．はじめに

本工事は、鋼３径間連続鈑桁橋のTYPE―A鋼
製支承をTYPE―B 鋼製支承に取替えを行う工事
である。
既設橋においては、既設支承が架設時の施工誤
差や、経年による下部工等の変形等で誤差が生じ
ていることが予想されるので、事前調査により適
切な支承据付時の支承移動量を確認することとな
った。
工事概要
�１ 工 事 名：国道８号近江橋他耐震補強工事
�２ 発 注 者：近畿地方整備局 滋賀国道事務所
�３ 工事場所：滋賀県大津市竜が丘４番５号
�４ 工 期：平成２８年２月１８日～

平成２９年２月２８日
本報告では、支承取替工における据付時の支承
移動量の設定方法について、事前調査の方法や工
夫した点について述べる。

２．現場における問題点

既設支承の架設当時の施工誤差や経年による下
部工等の変形量の正確な値を把握することは不可
能であるが、支承の適切な移動量とは、標準温度
時（気温２０℃）で支承遊間量が中央となることで
あり、実橋の熱線膨張係数と据付時の気温関係で
適切な値を求める事ができるため、事前調査で実

橋の熱線膨張係数を求める方法が課題となった。

３．工夫・改善点と適用結果

�１ 事前調査方法
実橋の熱線膨張係数の計測は、熱電対とデジタ
ル変位計を用いて、気温と桁の変位量を７２時間連
続で測定した（図―３、４）。
�２ 計測データの分析
縦軸を変位量、横軸を時刻とした折れ線グラフ
を作成し、そのグラフに計測した気温と推定する

監理技術者

中 谷 賢 介○

担当技術者

小 坂 敏 彦
担当技術者

長 藤 高 行

酒井工業株式会社

支承取替工における据付時の支承移動量の
設置方法について

５４
維持管理

図―１ 近江橋側面図

図―２ 既設 TYPE―A 支承
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熱線膨張係数と伸縮桁長から求めた理論値のグラ
フを重ね合わせて、熱膨張係数の近似値を求めた
（図―５、式―１）。
�３ 据付時の支承移動量の設置
事前調査から求めた実橋の線膨張係数と据付時
の気温から、式―１の計算方法で適切な支承移動
量を算出し、支承移動量の管理を行うことができ
る。

桁の変位量＝熱線膨張係数×伸縮桁長×
（気温－標準温度） …………式―１

４．おわりに

本現場は、３径間連続鋼鈑桁橋で過去の補強工
事で床版部に縦桁補強が施され上部工の複雑に拘
束される構造であり、また、河川中に設置された
橋脚の変形が懸念されるため、事前調査により適
切な支承移動量を確認することは施工管理の上で
重要な点であった。
また、過去の事前調査の結果では、桁の温度変
位が生じておらず、現地の詳細調査を行ったとこ
ろ、落橋防止構造（連結版タイプ）により桁変位
が拘束されていることが判明したため、先に落橋
防止構造の撤去が必要となった事例もあった。
このことからも、支承取替工にのみならず既設
橋の補修補強工事においては、実橋の状態を事前
調査によって的確に把握することが重要であると
感じさせる現場であった。

図―３ 変位計設置状況

図―４ データーロガー設置状況

図―５ 桁の変位量グラフ
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１．はじめに

本工事は、鋼４径間単純鈑桁橋のTYPE―A鋼
製支承をTYPE―B 鋼製支承に取替えを行う工事
である。
本現場は、河川水位と既設支承までの高さが近
く、台風等で河川が増水すると水没してしまうた
め、新たに鋼製の支承台座を設置し嵩上げした上
で新設支承を設置する。よって、新設支承の水平
度を確保するためには、鋼製支承台座の据付精度
の確保が重要な管理項目であった。
工事概要
�１ 工 事 名：国道２号左門橋補修補強工事
�２ 発 注 者：近畿地方整備局 兵庫国道事務所
�３ 工事場所：大阪府大阪市西淀川区佃２丁目地先
�４ 工 期：平成２７年１０月２４日～

平成２９年２月２８日
本報告では、支承取替における鋼製支承台座据
付ついて、工夫した点について述べる。

２．現場における問題点

支承取替の鋼製支承台座の設置においては、既
設支承および周囲の沓座を撤去した位置に台座を
据付けるため設置面の凹凸が大きく、また、主桁
仮受け架台の設置により狭隘な施工空間での作業
条件のもとで、鋼製支承台座の据付精度を確保す
るための微調整の方法が課題となった。

監理技術者

裏 河 秀 元○

現場代理人

明 角 政 俊
担当技術者

谷 口 淳 哉

酒井工業株式会社

支承取替における鋼製支承台座据付方法の工夫について

５５
維持管理

図―１ 左門橋支承取替箇所

図―２ 支承取替構造
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３．工夫・改善点と適用結果

�１ 鋼製台座高さ調整冶具の設置
まず、鋼製支承台座のアンカーボルトのねじ切
り長を長くとり、台座の下方位置に３種ナットを
設置して台座の仮受けをおこなった。
次に、据付面の凹凸が大きく台座ベースプレー
ト４角の位置で深さがそれぞれ違うこととなるた
め、ネジ棒による高さ調整が可能な冶具を製作し、
４角の高さの微調整を行った（図―３、図―４）。
微調整が完了した後は、アンカーボルトの下方
３種ナットと上方の１種ナットを締付け固定した。
�２ 台座モルタルの充填確認
既設支承撤去により生じた鋼製支承台座との隙
間に無収縮モルタルを打設するが、作業箇所が狭

隘で、台座下面の隙間の充填状況を目視で確認す
ることが困難な状態であったため、モルタル充填
センサーを使用して、台座下面の空気溜りによる
不充填の発生を防止した（図―５）。
モルタル充填センサーには、電工用のマルチテ
スターを使用し、モルタルが充填されるとテス
ターのセンサー部に通電され電気抵抗値が変化す
ることで確認を行った。

４．おわりに

本現場は、河川中に設置された橋脚での支承取
替であり、河川の非出水期間中での施工期間の制
約と、足場の設置範囲に河川阻害率からの制約が
あることから、事前に新設支承の据付精度の確保
ついて、過去の経験や事前調査を反映し効果的な
方法で施工計画を立案する必要があった。
現在は、１期目の河川非出水期間で１橋脚の支
承取替が完了しており、計画された据付方法で適
切な支承据付精度が確保することができた。
既設橋の補修補強工事においては、現地の作業
空間や作業条件の制約、経年劣化による思いもよ
らない損傷が課題となることが多く、施工計画立
案にあたっては、現場特性を十分に考慮する必要
性をあらためて感じさせる現場であった。

図―３ 高さ調整冶具設置状況

図―４ 鋼製支承台座仮固定状況

図―５ モルタル充填センサー
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１．はじめに

本工事は、湘南モノレール軌道桁の隅角部補強
および橋脚に軌道桁の移動制限装置を設置する工
事である。本報告書は施工方法について記す。
工事概要
�１ 工 事 名：軌道桁上部隅角部補強工事

軌道桁移動制限装置設置工事
�２ 発 注 者：湘南モノレール株式会社
�３ 工事場所：湘南モノレール江ノ島線

大船～湘南町屋駅
�４ 工 期：平成２７年３月９日～

平成２８年６月３０日

２．現場における問題点

本工事は供用中のモノレール軌道桁、橋脚を補
強するため、多くの制約条件があった。施工条件
を以下に示す。
①軌道点検車両（図―１）で施工できる方法
②軌道点検車両で搬入できる機材および部材寸
法・重量

③終電から始発までの約４時間での施工
④近接する民家への騒音対策
⑤道路や JR横須賀線に対する安全対策

３．工夫・改善点と適用結果

施工方法の詳細を以下に示す。
３．１ 隅角部の補強工法と施工内容
図―３に軌道桁の断面図を示す。過年度工事に
おいて隅角部にニーブレス構造の補強部材が設け
られていたが、このフランジ溶接部に図―３に示
す疲労損傷と考えられるき裂が発生していた。そ
のため、き裂発生箇所は補強部材を撤去し、新た
にR付きリブ鋼板に取替えることとした（図―２、
図―３）。
施工手順を以下に示す。
①既設部材のガス切断および新設部材の溶接時に
おいて、スパッタシートを用いATSループ線

現場代理人・監理技術者

多々見 隆 幸○

工事担当

桜 井 宏 之

日本橋梁建設土木施工管理技士会

株式会社駒井ハルテック

軌道桁の耐震補強工事について

５６
維持管理

図―１ 軌道点検車両 図―２ 隅角部補強箇所図
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と給電線を養生した。
②既設部材をガスで切断にて撤去後、磁粉探傷試
探傷試験にて、き裂の有無を確認した。
③図―４に示すように磁粉探傷試験にて軌道桁部
材き裂を検出した箇所については、グラインダ
ーで最大２㎜程度削り、再度磁粉探傷試験を行
った。この結果き裂が消失したことを確認した。
④部材き裂の除去後、R付きリブ鋼板を溶接し、
止端部をグラインダーで仕上げた。さらに、溶
接部の品質を確保するため磁粉探傷試験を行い、
欠陥が無いことを確認した。
⑤新設部材および溶接部を現場塗装した。
完成後の状況を図―５に示す。

３．２ 移動制限装置の施工
既設の落橋防止装置は、軌道桁同士を連結する
構造を採用しているが、橋脚支点部から軌道桁支
点が逸脱すると、軌道桁が落下する構造であった
ため、軌道桁支点が橋脚支点部から逸脱しないよ
う、軌道桁と橋脚の相対間移動を拘束する移動制

限装置を設置した。
移動制限装置は、懸架装置や車体に干渉せず、
狭隘部に設置可能な構造を採用した。また、施工
重量を考慮し連結板３分割した（図―６）。
施工手順を以下に示す。
①机上調査に加え現地踏査および計測を行った。
②施工可能な部材重量（６０㎏以下）、かつ搬入可
能な部材寸法（０．５０m×０．４５m以下）として当
初計画に対する再設計を行った。
③塗装除去は騒音、振動、粉塵が少なく、機材重
量が小さい、超音波振動剥離工法を採用した。
④隅角部は狭隘な箱断面であるため、部材取付け
のボルトにワンサイドボルトを用いた。
⑤連結部に現場塗装を行った。
完成後の状況を図―７に示す。

４．おわりに

隅角部補強、移動制限装置にあたり、事前に現
地状況を把握することで、始発列車の遅延等なく
施工完了することができた。本報告が今後の類似
工事に参考となれば幸いである。
最後に、本工事の施工にあたりご指導ご協力い
ただきました湘南モノレール株式会社をはじめと
する関係各位に厚くお礼申し上げます。

図―３ 軌道桁隅角部補強溶接部のき裂

図―４ 軌道桁隅角部の磁粉探傷試験によるき裂状況

図―５ 隅角部補強施工完了（R付リブ鋼板）

図―６ 移動制限装置見取り図

図―７ 移動制限装置施工完了
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p．１３３須藤 丈
岡村 敬

日本橋梁
建設日立造船（株）

鋼床版下面補強法（ビード切断あて板工法）
におけるUリブ切断および仕上げの効率化
に関する開発
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p．４１佐藤 豊明宮崎県日新興業（株）切土工事における仮設防護柵の工夫

優秀 p．１０１西 清張
竹樋 満寛
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